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の提出について

地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された平成１４年度

横浜市地方公営企業の決算及びその関係書類を審査したので、次のとおり

その意見を提出する。
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注１ 文中に用いる金額は、原則として万円単位で表示し、単位未満は四捨五入した。

したがって、総数と内訳の合計が一致しない場合がある。

２ 各表中の数値は、表示単位未満を四捨五入した。ただし、千円単位で表示したもの

は千円未満を切り捨てた。

したがって、総数と内訳の合計等が一致しない場合がある。

なお、表中、該当数値がないものは「－」と表示し、算出の必要を認めないものは

空欄とした。

３ 各グラフの数値は、表示単位未満を四捨五入した。

４ 比率数値は、原則として小数第１位で表示し、本来整数であるものは、整数で表示

した。表示単位未満は四捨五入した。

したがって、総数と内訳の合計が一致しない場合がある。

なお、比率が５００％以上は「略」と表示した。
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第１ 審査の対象

平成１４年度横浜市病院事業決算

平成１４年度横浜市下水道事業決算

平成１４年度横浜市埋立事業決算

平成１４年度横浜市水道事業決算

平成１４年度横浜市工業用水道事業決算

平成１４年度横浜市自動車事業決算

平成１４年度横浜市高速鉄道事業決算

上記各決算に関する証書類、事業報告書並びに収益費用明細書、固定資産明細書及び

企業債明細書

第２ 審査の方法

平成１４年度横浜市地方公営企業の決算審査に当たっては、決算報告書その他財務諸表

が各事業の予算執行状況、経営成績及び財政状態を適正に表示しているかどうかについ

て確認を行うとともに、主として年度比較によって事業の推移を把握し、分析を行うこ

とにより、審査を実施した。

第３ 審査の結果

審査に付された各事業の決算報告書その他財務諸表は、地方公営企業法その他関係法

令に準拠して作成され、予算執行状況、経営成績及び財政状態を適正に表示しているも

のと認められた。

なお、決算報告書は、消費税及び地方消費税相当額を含め収入・支出の総額が記載さ

れ、損益計算書等の財務諸表は、地方公営企業法施行規則第１０条に基づき、消費税及び

地方消費税相当額のうち税額計算に係る分を控除して作成されていた。
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１ 決 算 の 概 要

� 経 営 成 績

平成１４年度の横浜市地方公営企業７事業全体の経常損益は、１０８億５，８４２万円の経

常損失となっている。

事業別にみると、経常利益が生じているのは、水道事業３１億２，６８９万円、埋立事

業１７億５，５９６万円、自動車事業１４億３，２６６万円及び工業用水道事業７億５，３９０万円

であり、経常損失を生じているのは、高速鉄道事業１３９億８，６５３万円、病院事業３６

億３，１０３万円及び下水道事業３億１，０２８万円である。

なお、高速鉄道事業では乗車料収入の増などにより、当年度事業開始以来、初めて

営業利益が生じている。

また、各事業における損益の状況は、次表のとおりである。

（単位：千円）

科 目 病院事業 下水道事業 埋立事業 水道事業 工業用水道事業 自動車事業 高速鉄道事業 合 計

営 業 収 益 ２１，５６３，０１９ ６１，５６４，４７６ ２，２５９，７３８ ８４，８１１，４０１ ２，７５２，２２７ ２８，２９９，５６１ ２９，６７９，３３９ ２３０，９２９，７６３

営 業 費 用 ２７，７７２，５００ ８０，６２５，４３８ ４９９，１６４ ７７，６９３，０４８ ２，２８３，６３８ ３０，５３８，６０４ ２８，９４６，６１５ ２４８，３５９，０１０

営 業 損 益 △ ６，２０９，４８１△１９，０６０，９６２ １，７６０，５７４ ７，１１８，３５３ ４６８，５８９△ ２，２３９，０４３ ７３２，７２３△１７，４２９，２４７

営 業 外 収 益 ３，８７３，３３２ ７５，２１６，７４２ １２，０２４ ５，３８８，６９７ ５７２，９１３ ３，８６１，４０４ ３，４８０，９４６ ９２，４０６，０６１

営 業 外 費 用 １，２９４，８７７ ５６，４６６，０５４ １６，６３６ ９，３８０，１５９ ２８７，６０６ １８９，６９７ １８，２００，１９７ ８５，８３５，２３０

経 常 損 益 △ ３，６３１，０２６△ ３１０，２７５ １，７５５，９６２ ３，１２６，８９０ ７５３，８９６ １，４３２，６６４△１３，９８６，５２７△１０，８５８，４１６

特 別 損 益 ０ ０ ０ １３５，３９０ ０ ０ ０ １３５，３９０

当年度純損益 △ ３，６３１，０２６△ ３１０，２７５ １，７５５，９６２ ３，２６２，２８１ ７５３，８９６ １，４３２，６６４△１３，９８６，５２７△１０，７２３，０２５

未処分利益剰余金
（△未処理欠損金）△１７，０３３，５０３△６６，９６３，４７４ １，７６０，３０８△ ４，３３４，９６６△ ６７９，７３７△ ３，８６２，３０２△２７０，２７８，７６８△３６１，３９２，４４３

経常収支について、前年度対比でみると、すべての事業で収支が改善されており、

７事業全体では、９６億１，６６０万円（４７．０％）の改善となっている。

主な事業でみると、下水道事業及び高速鉄道事業で、利率の低下による企業債利息

の減等で、それぞれ３１億１，７８７万円、２３億６，５８３万円、水道事業で配水管等の耐用

年数の延長による減価償却費の減等で１５億７，１０８万円の改善が図られた。

この結果、７事業全体では、２年連続して収支が改善されている。
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なお、経常損益の前年度比較は、次表のとおりである。

（単位：千円）

事 業 名

経 常 損 益

平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率（％）
�－�
� ×１００

病 院 事 業 △ ３，６３１，０２６ △ ４，２１７，３３７ ５８６，３１０ △ １３．９

下 水 道 事 業 △ ３１０，２７５ △ ３，４２８，１４８ ３，１１７，８７２ △ ９０．９

埋 立 事 業 １，７５５，９６２ １，３９９，１４６ ３５６，８１５ ２５．５

水 道 事 業 ３，１２６，８９０ １，５５５，８１３ １，５７１，０７７ １０１．０

工業用水道事業 ７５３，８９６ １４５，２７７ ６０８，６１８ ４１８．９

自 動 車 事 業 １，４３２，６６４ ４２２，５８６ １，０１０，０７７ ２３９．０

高速鉄道事業 △ １３，９８６，５２７ △ １６，３５２，３５５ ２，３６５，８２８ △ １４．５

合 計 △ １０，８５８，４１６ △ ２０，４７５，０１７ ９，６１６，６０１ △ ４７．０
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－30,000

－20,000

－10,000

0
平成14平成13平成12平成11平成10百万円 （年度） 

経
常
損
益 

－35,278

－23,340

－25,706

－20,475

－10,858

注 下水道使用料改定 平成１３年４月１日（暫定１２年１月１日） 平均改定率 ９．９％
水道料金改定 平成１３年４月１日 〃 １２．１％
工業用水道料金改定 平成１３年４月１日 〃 １３．９％

また、最近５か年度の７事業全体の経常損益の推移は、次のグラフのとおりである。
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� 主要収入の状況

平成１４年度の７事業全体の主要収入の合計は、２，１６７億３，６９８万円となっている。

前年度対比でみると、７事業全体では、２億３，３１０万円（０．１％）減少している。

主な事業でみると、下水道使用料収入や水道料金収入が、景気の低迷や節水型家電

機器の普及等により、それぞれ、７億３，９７３万円、５億４，４９１万円減少している。一

方、高速鉄道事業の乗車料収入が、戸塚～湘南台間及び新横浜～あざみ野間の乗車人

員の増等により、４億８，８７９万円増加している。

なお、最近５か年度における主要収入の推移は、次表のとおりである。

（単位：千円、税抜）

科 目 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度
�

平成１４年度
�

増△減
�－�

増減率（％）
�－�×１００�

病 院 事 業
診 療 収 益 １７，４４０，４３４ １８，７９２，２３０ ２０，００５，４６２ １９，２１６，５３９ １９，３１４，５０６ ９７，９６６ ０．５

下 水 道 事 業
下水道使用料収入 ５６，２２２，１４４ ５７，３２６，４６３ ６１，０１１，８８９ ６１，８７５，０７９ ６１，１３５，３４９ △ ７３９，７２９ △ １．２

埋 立 事 業
土地売却・貸付収益 １，４４５，５４２ ４，５７９，４５１ １，８１３，８０７ ２，０１８，７３７ ２，２５９，７３８ ２４１，００１ １１．９

水 道 事 業
水道料金収入 ６９，４２２，１８１ ６９，２１５，２５３ ６８，９２９，６５８ ７５，１７４，３９７ ７４，６２９，４８３ △ ５４４，９１４ △ ０．７

工業用水道事業
水道料金収入 ２，４２２，２４７ ２，４３０，７９３ ２，４３１，３１８ ２，６９７，７０３ ２，７３７，８１４ ４０，１１０ １．５

自 動 車 事 業
乗 車 料 収 入 ２８，０８１，７８７ ２７，９０９，３２４ ２７，５２６，５４７ ２７，６５３，８５４ ２７，８３７，５２４ １８３，６６９ ０．７

高速鉄道事業
乗 車 料 収 入 ２３，０２０，０９１ ２５，０１３，０１９ ２７，４３４，６６６ ２８，３３３，７６５ ２８，８２２，５５８ ４８８，７９３ １．７

合 計 １９８，０５４，４３０ ２０５，２６６，５３６ ２０９，１５３，３５１ ２１６，９７０，０７７ ２１６，７３６，９７５ △ ２３３，１０１ △ ０．１

注 脳血管医療センター開院 平成１１年８月１日
下水道使用料改定 平成１３年４月１日（暫定 平成１２年１月１日）
水道料金改定 平成１３年４月１日
工業用水道料金改定 平成１３年４月１日
高速鉄道延伸 平成１１年８月２９日
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� 企業債の状況

平成１４年度末の７事業全体の企業債の未償還残高は、２兆３，９３１億４，３７７万円と

なっている。

企業債の未償還残高を事業別にみると、下水道事業が最も多く、１兆２，７０７億７，９８３

万円、次に高速鉄道事業が４，８６８億４，３９６万円となっており、それぞれ７事業全体に

占める割合は、５３．１％、２０．３％となっている。

前年度対比でみると、７事業全体では、１３５億６，２８１万円（０．６％）増加している。

主な事業でみると、高速鉄道事業が横浜環状鉄道中山～日吉間の建設等のため１５４

億２，６１２万円増加し、病院事業で港湾病院の再整備等のため１２１億９，９６９万円増加し

ている。一方、下水道事業では企業債の償還が進んだことにより、未償還残高は１７６

億５，６６５万円減少している。

なお、企業債未償還残高の前年度比較は、次表のとおりである。

（単位：千円）

事 業 名 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率（％）
�－�
� ×１００

構成比率

病 院 事 業 ６２，１４７，７９０ ２．６％ ４９，９４８，１０４ １２，１９９，６８６ ２４．４

下 水 道 事 業 １，２７０，７７９，８３３ ５３．１％ １，２８８，４３６，４８６ △１７，６５６，６５２ △ １．４

埋 立 事 業 ３４５，３４６，２６２ １４．４％ ３３９，９３７，０１９ ５，４０９，２４３ １．６

水 道 事 業 ２１４，９４７，７９９ ９．０％ ２１５，８９９，６７７ △ ９５１，８７８ △ ０．４

工業用水道事業 ６，９５９，１８４ ０．３％ ６，９７９，９１８ △ ２０，７３３ △ ０．３

自 動 車 事 業 ６，１１８，９３７ ０．３％ ６，９６１，９０２ △ ８４２，９６５ △ １２．１

高速鉄道事業 ４８６，８４３，９６４ ２０．３％ ４７１，４１７，８４８ １５，４２６，１１５ ３．３

合 計 ２，３９３，１４３，７７２ １００ ％ ２，３７９，５８０，９５７ １３，５６２，８１４ ０．６

また、企業債未償還残高の事業別構成比率は、次の円グラフのとおりである。

下水道 
53.1％ 

高速鉄道 
20.3％ 

埋立 
14.4％ 

水道　9.0％ 

病院　2.6％ 工業用水道　0.3％ 
自動車　0.3％ 
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� 一般会計繰入金の状況

一般会計からの繰入れには、下水道事業における雨水処理に要する経費など国の定

める繰出基準に基づく繰入れと、それ以外の繰入れがあるが、平成１４年度では、工業

用水道事業を除く６事業全体で１，１４３億５，５３０万円となっている。

一般会計繰入金を事業別にみると、下水道事業が最も多く、７４９億１，３５１万円で、

６事業全体の６５．５％を占めている。

前年度対比でみると、６事業全体では、６７億３，１７９万円（５．６％）減少している。

主な事業でみると、病院事業で港湾病院の再整備等のため１７億６，８５９万円増加し

ている。一方、高速鉄道事業で横浜環状鉄道中山～日吉間の建設等に係る繰入金が、

８５億１２２万円減少している。

なお、一般会計繰入金の前年度比較は、次表のとおりである。

（単位：千円）

事 業 名 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率（％）
�－�
� ×１００

構成比率

病 院 事 業 ８，９２１，２４５ ７．８％ ７，１５２，６５６ １，７６８，５８８ ２４．７

下 水 道 事 業 ７４，９１３，５０９ ６５．５％ ７４，２１６，５３５ ６９６，９７４ ０．９

埋 立 事 業 ２２８，１２６ ０．２％ ３１１，７０５ △ ８３，５７８ △ ２６．８

水 道 事 業 ４，３５２，８３２ ３．８％ ４，２５６，００９ ９６，８２３ ２．３

工業用水道事業 ０ － ０ ０ －

自 動 車 事 業 １２，９０６，５７３ １１．３％ １３，６１５，９４９ △ ７０９，３７６ △ ５．２

高速鉄道事業 １３，０３３，０１０ １１．４％ ２１，５３４，２２９ △ ８，５０１，２１８ △ ３９．５

合 計 １１４，３５５，２９６ １００ ％ １２１，０８７，０８３ △ ６，７３１，７８７ △ ５．６

また、一般会計繰入金の事業別構成比率は、次の円グラフのとおりである。

下水道 
65.5％ 高速鉄道 

11.4％ 

自動車 
11.3％ 

病院　7.8％ 

水道　3.8％ 埋立　0.2％ 
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む す び

以上、平成１４年度の横浜市地方公営企業７事業全体の決算の概要を述べたが、全事業

において収支の改善が図られた。しかし、景気の低迷等により主要な収入が減少傾向に

あること、建設改良等のために発行した企業債の償還が多額となっていること、さらに

各事業に対して繰入れを行っている一般会計の財政状況を考慮すると、各事業を取り巻

く経営環境は従来にも増して、厳しいものと思われる。

このため、各事業においては、増収対策に努めるとともに、経営の効率化や組織の見

直しを行い、経費節減に努め、経営の健全化により一層努められたい。特に、あり方の

検討がされている事業については、検討結果を踏まえて、経営改善に向けた計画を策定

されたい。

また、建設改良に当たっては、厳しい財政状況を踏まえ、必要性や優先度を考慮した

建設計画の見直しに努めるとともに、更なる建設コストの縮減を図ることにより、

効率的かつ着実な事業執行に努められたい。

各事業の業務実績、予算執行状況、経営成績及び財政状態の概要は次のとおりで

ある。
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区 分 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

全

体

入 院 患 者 数 ３８２，１４０人 ３７７，５７５人 ４，５６５人 １．２

１日平均入院患者数 １，０４７人 １，０３４人 １３人 １．３

平 均 入 院 日 数 １９．８日 ２０．７日 △ ０．９日 △ ４．３

病 床 利 用 率 ８６．６％ ８５．６％ １．０

外 来 患 者 数 ６０８，７１７人 ６７８，７９２人 △７０，０７５人 △ １０．３

１日平均外来患者数 ２，４８５人 ２，７７０人 △ ２８５人 △ １０．３

市

民

病

院

入 院 患 者 数 １９７，７８７人 １９８，２９８人 △ ５１１人 △ ０．３

１日平均入院患者数 ５４２人 ５４３人 △ １人 △ ０．２

平 均 入 院 日 数 １６．３日 １７．５日 △ １．２日 △ ６．９

病 床 利 用 率 ８６．８％ ８７．１％ △ ０．３

外 来 患 者 数 ３７７，５１４人 ４２９，１０３人 △５１，５８９人 △ １２．０

１日平均外来患者数 １，５４１人 １，７５１人 △ ２１０人 △ １２．０

港

湾

病

院

入 院 患 者 数 ８９，９４７人 ８８，４１９人 １，５２８人 １．７

１日平均入院患者数 ２４６人 ２４２人 ４人 １．７

平 均 入 院 日 数 １６．２日 １６．９日 △ ０．７日 △ ４．１

病 床 利 用 率 ８６．５％ ８５．０％ １．５

外 来 患 者 数 １９３，７０６人 ２１６，１９０人 △２２，４８４人 △ １０．４

１日平均外来患者数 ７９１人 ８８２人 △ ９１人 △ １０．３

脳
血
管
医
療
セ
ン
タ
ー

入 院 患 者 数 ９４，４０６人 ９０，８５８人 ３，５４８人 ３．９

１日平均入院患者数 ２５９人 ２４９人 １０人 ４．０

平 均 入 院 日 数 ５５．５日 ５４．７日 ０．８日 １．５

病 床 利 用 率 ８６．２％ ８３．０％ ３．２

外 来 患 者 数 ３７，４９７人 ３３，４９９人 ３，９９８人 １１．９

１日平均外来患者数 １５３人 １３７人 １６人 １１．７

注１ 市民病院、港湾病院及び脳血管医療センターの診療日数は、入院３６５日・外来２４５日である。
２ 病床利用率は、稼働病床数により算定した。

２ 病 院 事 業

� 業 務 実 績

主な業務実績は次表のとおりである。

市民病院の当年度業務実績は、前年度に比べ、外来患者数が減少している。

港湾病院の当年度業務実績は、前年度に比べ、入院患者数は増加しているものの、

外来患者数が減少している。

脳血管医療センターの当年度業務実績は、前年度に比べ、入院患者数及び外来患者
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数が増加している。

なお、市民病院、港湾病院及び脳血管医療センターにおける最近５か年度の患者数

の推移は、次のグラフのとおりである。

患者数の推移 
（単位：千人） 

人
　
数 

（年度） 

市民外来 

市民入院 
439 439 437 429

212 212 214 216

0

100

200

300

400

500

平成14平成13平成12平成11平成10

港湾外来 

港湾入院 

脳血管入院 

脳血管外来 

199 200 198 198

92 92 89 91

37
78

88

10 28 33

378

194

198

94

90

37

市民病院がん検診センターの受診者数及び脳血管医療センター介護老人保健施設の

利用者数は、次表のとおりである。

区 分 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

が ん 検 診 セ ン タ ー ５９，４３１人 ６２，７６５人 △３，３３４人 △ ５．３

一 次 検 診 者 数 ３４，８４２人 ３６，８４６人 △２，００４人 △ ５．４

二 次 検 診 者 数 ２４，５８９人 ２５，９１９人 △１，３３０人 △ ５．１

介 護 老 人 保 健 施 設 ２４，２１２人 ２４，０１４人 １９８人 ０．８

入 所 者 数 ２２，１５８人 ２１，９２３人 ２３５人 １．１

通 所 者 数 ２，０５４人 ２，０９１人 △ ３７人 △ １．８

市民病院がん検診センターの受診者数については、一次検診及び二次検診の受診者

数が減少している。
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脳血管医療センターの介護老人保健施設の利用者数については、入所者数は増加し

たが、通所者数は減少している。

（資料第２の第１表参照）

� 予算執行状況

予算執行の状況は次表のとおりである。

ア 収益的収入及び支出

予算決算比較対照表（収益的収入）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 増減額�－�
執行率�％
�
� ×１００

市 民 病 院 事 業 収 益 １４，４４１，１０２ １３，７６７，３４８ △ ６７３，７５３ ９５．３

� 医 業 収 益 １２，９７１，３０９ １２，３０７，９５１ △ ６６３，３５７ ９４．９

� 医 業 外 収 益 １，４６９，７９３ １，４５９，３９７ △ １０，３９５ ９９．３

港 湾 病 院 事 業 収 益 ６，５７２，５１２ ６，４２９，５９３ △ １４２，９１８ ９７．８

� 医 業 収 益 ５，９３４，８０３ ５，６７６，９３２ △ ２５７，８７０ ９５．７

� 医 業 外 収 益 ６３７，７０９ ７５２，６６１ １１４，９５２ １１８．０

脳血管医療センター事業収益 ５，９５０，４９１ ５，３０８，５３３ △ ６４１，９５７ ８９．２

� 医 業 収 益 ３，８３２，４５５ ３，２８０，１６９ △ ５５２，２８５ ８５．６

� 医 業 外 収 益 １，７０８，５９６ １，６９６，８０６ △ １１，７８９ ９９．３

� 介護老人保健施設収益 ４０９，４４０ ３３１，５５８ △ ７７，８８１ ８１．０

合 計 ２６，９６４，１０５ ２５，５０５，４７６ △ １，４５８，６２８ ９４．６

� 市民病院の医業収益の主な内訳は、入院収益７３億４，９５９万円、外来収益２９億

７，４９１万円及び他会計（一般会計）負担金１３億４，５９９万円である。

医業収益の減少は、主として入院患者数及び入院の診療単価が見込みを下回っ

たことによる入院収益の減によるものである。

医業外収益の主な内訳は、他会計（一般会計）負担金９億４４５万円及び他会計

（一般会計）補助金３億４，４１４万円である。

医業外収益の減少は、主として借上看護師宿舎の利用者数が見込みを下回った

ことによる看護師宿舎使用料の減によるものである。
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� 港湾病院の医業収益の主な内訳は、入院収益３３億６，４２８万円及び外来収益１９

億４，２１６万円である。

医業収益の減少は、主として入院患者数が見込みを下回ったことによる入院

収益の減によるものである。

医業外収益の主な内訳は、他会計（一般会計）負担金３億８，０１０万円及び他

会計（一般会計）補助金１億９，２９３万円である。

医業外収益の増加は、医療事故の和解金の支払いに対する病院賠償責任保険金

の受取りによるものである。

	 脳血管医療センターの医業収益の主な内訳は、入院収益２５億１，７５９万円、外

来収益４億４，０９６万円及び他会計（一般会計）負担金２億３，３６６万円である。

医業収益の減少は、主として入院患者数及び入院の診療単価が見込みを下回っ

たことによる入院収益の減によるものである。

医業外収益の主な内訳は、他会計（一般会計）負担金１４億３，３８２万円及び他

会計（一般会計）補助金１億８，４３７万円である。

介護老人保健施設収益の主な内訳は、施設介護サービス費収益２億９，６２３万円

である。

介護老人保健施設収益の減少は、主として入所者数が見込みを下回ったことに

よる施設介護サービス費収益の減によるものである。
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予算決算比較対照表（収益的支出）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 不用額�－�
執行率�％
�
� ×１００

市 民 病 院 事 業 費 用 １５，５２９，０３０ １４，２２２，１５４ １，３０６，８７５ ９１．６

� 医 業 費 用 １４，９９３，８７６ １３，７２９，８５８ １，２６４，０１７ ９１．６

� 医 業 外 費 用 ５３３，１５４ ４９２，２９５ ４０，８５８ ９２．３

� 予 備 費 ２，０００ ０ ２，０００ ０

港 湾 病 院 事 業 費 用 ７，２１３，０７９ ６，９１０，５４５ ３０２，５３３ ９５．８

� 医 業 費 用 ７，１２５，９７８ ６，８６６，９３６ ２５９，０４１ ９６．４

� 医 業 外 費 用 ８６，１０１ ４３，６０９ ４２，４９１ ５０．６

� 予 備 費 １，０００ ０ １，０００ ０

脳血管医療センター事業費用 ８，３２７，１７５ ７，９２９，９３０ ３９７，２４４ ９５．２

� 医 業 費 用 ７，５６７，８６１ ７，１９４，７１５ ３７３，１４５ ９５．１

� 医 業 外 費 用 ７５７，８１４ ７３５，２１５ ２２，５９８ ９７．０

� 予 備 費 １，５００ ０ １，５００ ０

合 計 ３１，０６９，２８４ ２９，０６２，６３０ ２，００６，６５３ ９３．５

� 市民病院の医業費用の主な内訳は、給与費７３億５，７９３万円、材料費（薬品費、

診療材料費等）３０億２，４９６万円及び経費（委託料、賃借料等の諸経費）２３億３，１１６

万円である。

医業費用の不用は、主として委託内容の見直し等による委託料の減によるもの

である。

医業外費用の主な内訳は、企業債利息等４億４，８１２万円である。

� 港湾病院の医業費用の主な内訳は、給与費３５億１，４２０万円、材料費２０億３，１８６

万円及び経費１０億３，２６５万円である。

医業費用の不用は、主として委託内容の見直し等による委託料の減によるもの

である。

医業外費用の主な内訳は、企業債利息等１，６７４万円である。また、医業外費用

の不用は、主として企業債等の支払利息の減によるものである。

	 脳血管医療センターの医業費用の主な内訳は、給与費３５億２，８５１万円、減価

償却費１６億６，２５８万円及び経費１２億４，９１１万円である。

― ―１４



医業費用の不用は、主として委託内容の見直し等による委託料の減によるもの

である。

医業外費用の主な内訳は、企業債利息等６億２，２７８万円である。

イ 資本的収入及び支出

予算決算比較対照表（資本的収入）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 増減額�－�
執行率�％
�
� ×１００

市 民 病 院 事 業 ３８５，７３３ ３８５，７３３ ０ １００

� 他 会 計 出 資 金 ２３９，７３３ ２３９，７３３ ０ １００

� 他 会 計 補 助 金 １４６，０００ １４６，０００ ０ １００

港 湾 病 院 事 業 １５，７１６，４２９ １５，０２０，９１６ △ ６９５，５１２ ９５．６

� 企 業 債 １３，８８３，０００ １３，６１４，０００ △ ２６９，０００ ９８．１

� 他 会 計 出 資 金 １，２８２，９７７ ８７２，８９８ △ ４１０，０７８ ６８．０

� 他 会 計 補 助 金 ３５１，１２６ ３５１，１２５ ０ １００．０

� 国 庫 補 助 金 １２７，２７１ ４８，２５１ △ ７９，０２０ ３７．９


 県 補 助 金 ７２，０５５ １３４，６４１ ６２，５８６ １８６．９

脳血管医療センター事業 １，９５４，１８６ １，９５４，１８６ ０ １００

� 他 会 計 出 資 金 ５８３，４６１ ５８３，４６１ ０ １００

� 他 会 計 補 助 金 １，３７０，７２５ １，３７０，７２５ ０ １００

合 計 １８，０５６，３４８ １７，３６０，８３５ △ ６９５，５１２ ９６．１

� 港湾病院の他会計（一般会計）出資金の減少は、再整備に係る建設改良費に不

用が生じたことによるものであり、企業債の減少は、再整備に係る建設改良費に

不用が生じたこと及び事業の繰越しにより発行が繰り越されたことによるもので

ある。
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予算決算比較対照表（資本的支出）
（単位：千円）

科 目 予算現額� 決 算 額� 繰 越 額 不 用 額
執行率�％
�
� ×１００

市 民 病 院 事 業 １，１１２，９５０ １，０５６，５２５ ０ ５６，４２４ ９４．９

� 建 設 改 良 費 ７５３，３５０ ６９６，９２６ ０ ５６，４２３ ９２．５

� 企 業 債 償 還 金 ３５９，６００ ３５９，５９９ ０ ０ １００．０

港 湾 病 院 事 業 １５，８５１，８７０ １５，１７３，０５９ １３８，９１５ ５３９，８９５ ９５．７

� 建 設 改 良 費 １５，３２１，２２０ １４，６４２，４１０ １３８，９１５ ５３９，８９４ ９５．６

� 企 業 債 償 還 金 １７９，５２４ １７９，５２３ ０ ０ １００．０

� 長期借入金返還金 ３５１，１２６ ３５１，１２５ ０ ０ １００．０

脳血管医療センター事業 ２，２５５，９１６ ２，２４５，９１５ ０ １０，０００ ９９．６

� 建 設 改 良 費 １０，０００ ０ ０ １０，０００ ０

� 企 業 債 償 還 金 ８７５，１９１ ８７５，１９０ ０ ０ １００．０

� 長期借入金返還金 １，３７０，７２５ １，３７０，７２５ ０ ０ １００

合 計 １９，２２０，７３６ １８，４７５，５００ １３８，９１５ ６０６，３２０ ９６．１

� 市民病院の建設改良費の内訳は、がん検診センターの耐震補強工事等の施設

整備工事費３億９，６９３万円及び医療関係備品等の固定資産購入費３億円である。

建設改良費の不用は、主として固定資産購入費の残によるものである。

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額６億７，０７９万円については、

損益勘定留保資金等が充てられている。

� 港湾病院の建設改良費の主な内訳は、再整備事業等に係る施設整備工事費１３２

億５，００７万円である。

建設改良費の翌年度繰越額は、建設共同企業体構成企業の民事再生法適用申請

に伴い工事が遅延したことにより生じたものである。

建設改良費の不用は、主として建設利息等の残である。

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額１億５，２１４万円については、

損益勘定留保資金等が充てられている。

	 脳血管医療センターの建設改良費については、施設整備工事費及び固定資産購

入費の執行がなく、全額不用額となったものである。

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額２億９，１７３万円については、

損益勘定留保資金等が充てられている。
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（資料第２の第３表参照）

� 経 営 成 績

病院事業全体の損益の状況は次表のとおりである。

（単位：千円）

科 目 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

経 常 収 益 � ２５，４３６，３５１ ２５，０３６，６７５ ３９９，６７６ １．６

経 常 費 用 � ２９，０６７，３７８ ２９，２５４，０１２ △ １８６，６３４ △ ０．６

経 常 損 益 �－� △ ３，６３１，０２６ △ ４，２１７，３３７ ５８６，３１０ △ １３．９

純 損 益 △ ３，６３１，０２６ △ ４，２１７，３３７ ５８６，３１０ △ １３．９

当年度未処分利益剰余金
（ △ 未 処 理 欠 損 金 ） △ １７，０３３，５０３ △ １４，０９０，００８ △２，９４３，４９４ ２０．９

次に、各病院の損益の状況は次表のとおりである。
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ア 市民病院の損益の状況
（単位：千円）

科 目 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

総

収

益



経 常 収 益 � １３，７３８，１０２ １３，８８８，４０８ △ １５０，３０５ △ １．１

医 業 収 益 １２，２８５，７９９ １２，４６１，７４２ △ １７５，９４２ △ １．４

入 院 収 益 ７，３４７，９４１ ７，３７８，５７２ △ ３０，６３１ △ ０．４

外 来 収 益 ２，９７３，１７５ ３，１６５，８０９ △ １９２，６３４ △ ６．１

がん検診センター収益 ９４５，８８６ ９４９，１６５ △ ３，２７９ △ ０．３

その他医業収益 １，０１８，７９７ ９６８，１９５ ５０，６０２ ５．２

医 業 外 収 益 １，４５２，３０２ １，４２６，６６５ ２５，６３７ １．８

総

費

用

�

経 常 費 用 � １４，２２５，６３９ １４，７２４，８２８ △ ４９９，１８９ △ ３．４

医 業 費 用 １３，７１９，９８２ １４，０２８，８３０ △ ３０８，８４７ △ ２．２

給 与 費 ７，３５７，７５７ ７，３４８，３５５ ９，４０２ ０．１

材 料 費 ３，０１９，４３１ ３，１２９，７０７ △ １１０，２７５ △ ３．５

委 託 料 １，２６３，５４９ １，４２８，３０８ △ １６４，７５９ △ １１．５

その他医業費用 ２，０７９，２４４ ２，１２２，４５９ △ ４３，２１５ △ ２．０

医 業 外 費 用 ５０５，６５６ ６９５，９９７ △ １９０，３４１ △ ２７．３

経 常 損 益 �－� △ ４８７，５３６ △ ８３６，４１９ ３４８，８８３ △ ４１．７

純 損 益 －� △ ４８７，５３６ △ ８３６，４１９ ３４８，８８３ △ ４１．７

当年度未処分利益剰余金
（ △ 未 処 理 欠 損 金 ） △ ５，２７０，２３０ △ ４，７８２，６９４ △ ４８７，５３６ １０．２

主な増減理由は次のとおりである。

医業収益の減少は、主として薬剤の長期投与の規制が廃止されたことによる外来

患者の減に伴う外来収益の減によるものである。

医業費用の減少は、主として委託内容の見直し等による委託料の減によるもので

ある。

医業外費用の減少は、主として控除対象外消費税に係る繰延勘定償却の減による

ものである。
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イ 港湾病院の損益の状況
（単位：千円）

科 目 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

総

収

益



経 常 収 益 � ６，３９９，４８６ ５，９５３，８３２ ４４５，６５３ ７．５

医 業 収 益 ５，６７１，６４０ ５，３７１，０５５ ３００，５８５ ５．６

入 院 収 益 ３，３６２，５３４ ３，０９２，３１１ ２７０，２２３ ８．７

外 来 収 益 １，９４０，１０６ １，８９８，２１７ ４１，８８９ ２．２

その他医業収益 ３６８，９９９ ３８０，５２６ △ １１，５２７ △ ３．０

医 業 外 収 益 ７２７，８４６ ５８２，７７７ １４５，０６８ ２４．９

総

費

用

�

経 常 費 用 � ６，９２１，５７９ ６，８２５，６２２ ９５，９５７ １．４

医 業 費 用 ６，８６１，４７５ ６，７２８，４５１ １３３，０２４ ２．０

給 与 費 ３，５１４，１０２ ３，５１６，７２９ △ ２，６２７ △ ０．１

材 料 費 ２，０２８，１７２ １，９０５，３０７ １２２，８６４ ６．４

委 託 料 ５４２，０１４ ６５０，５３４ △ １０８，５２０ △ １６．７

その他医業費用 ７７７，１８７ ６５５，８８０ １２１，３０７ １８．５

医 業 外 費 用 ６０，１０３ ９７，１７０ △ ３７，０６７ △ ３８．１

経 常 損 益 �－� △ ５２２，０９３ △ ８７１，７８９ ３４９，６９６ △ ４０．１

純 損 益 －� △ ５２２，０９３ △ ８７１，７８９ ３４９，６９６ △ ４０．１

当年度未処分利益剰余金
（ △ 未 処 理 欠 損 金 ） △ ２，３１１，９４８ △ ２，０７２，０２４ △ ２３９，９２４ １１．６

主な増減理由は次のとおりである。

医業収益の増加は、主として入院患者数の増及び入院の診療単価の増に伴う入院

収益の増によるものである。

医業外収益の増加は、主として病院賠償責任保険金の受取りによるものである。

医業費用の増加は、主として委託内容の見直し等によって委託料が減少したもの

の、材料費が増加したこと及び医療事故に係る和解金の支払い等によるその他医業

費用が増加したことによるものである。
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ウ 脳血管医療センターの損益の状況
（単位：千円）

科 目 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

総

収

益



経 常 収 益 � ５，２９８，７６２ ５，１９４，４３４ １０４，３２７ ２．０

医 業 収 益 ３，２７４，５６９ ３，２４９，５８２ ２４，９８７ ０．８

入 院 収 益 ２，５１７，１２２ ２，６４１，７６１ △ １２４，６３９ △ ４．７

外 来 収 益 ４４０，０１９ ３１５，８６０ １２４，１５８ ３９．３

その他の医業収益 ３１７，４２８ ２９１，９６０ ２５，４６８ ８．７

医 業 外 収 益 １，６９３，１８３ １，６１８，４１６ ７４，７６６ ４．６

介護老人保健施設収益 ３３１，００９ ３２６，４３５ ４，５７３ １．４

総

費

用

�

経 常 費 用 � ７，９２０，１５９ ７，７０３，５６２ ２１６，５９７ ２．８

医 業 費 用 ７，１９１，０４１ ６，９６１，３２２ ２２９，７１９ ３．３

給 与 費 ３，５２８，４０１ ３，３４７，９５３ １８０，４４８ ５．４

材 料 費 ７４２，４９２ ６５３，９４９ ８８，５４３ １３．５

委 託 料 ８６１，２７８ ９２０，６５３ △ ５９，３７５ △ ６．４

その他医業費用 ２，０５８，８６９ ２，０３８，７６６ ２０，１０３ １．０

医 業 外 費 用 ７２９，１１７ ７４２，２４０ △ １３，１２２ △ １．８

経 常 損 益 �－� △ ２，６２１，３９７ △ ２，５０９，１２７ △ １１２，２６９ ４．５

純 損 益 －� △ ２，６２１，３９７ △ ２，５０９，１２７ △ １１２，２６９ ４．５

当年度未処分利益剰余金
（ △ 未 処 理 欠 損 金 ） △ ９，４５１，３２３ △ ７，２３５，２８９ △２，２１６，０３３ ３０．６

主な増減理由は次のとおりである。

医業収益の増加は、主として診療報酬の改定により入院収益が減少したものの、

外来患者数が増加したこと及び外来の診療単価が増加したことに伴う外来収益の増

によるものである。

医業外収益の増加は、主として高度医療に要する経費の増加に伴う他会計

（一般会計）負担金の増によるものである。

介護老人保健施設収益の増加は、主として入所者数の増加による施設介護サービス

費収益の増によるものである。

医業費用の増加は、主として委託内容の見直し等により委託料が減少したものの、

給与費の増及び材料費が増加したことによるものである。

医業外費用の減少は、主として企業債の償還利息の減少によるものである。

経常費用には介護老人保健施設に係る費用が含まれている。

なお、入院及び外来患者の自己負担分に係る不納欠損額は、市民病院で７８２万円、
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港湾病院で１，０１６万円となっている。

当年度は、市民病院で４億８，７５４万円、港湾病院で５億２，２０９万円及び脳血管医

療センターで２６億２，１４０万円の経常損失及び純損失を生じており、この結果、当

年度における未処理欠損金は、前年度からの繰越欠損金を加え、市民病院で５２億

７，０２３万円、港湾病院で２３億１，１９５万円及び脳血管医療センターで９４億５，１３２万

円となっている。

また、最近５か年度の損益の推移は、次のグラフのとおりである。
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－484

－872

－522

－3,500

－3,000

－2,500

－2,000

－1,500

－1,000

－500

0
平成14平成13平成12平成11

脳血管医療センターの損益の推移 

百万円 （年度） 

純

損

益 

－1,512

－3,093

－2,509
－2,621

注１ 脳血管医療センターの稼動病床数は、平成１２年６月１日から３００床（平成１１年度は２１５床）とした。
２ 介護老人保健施設の入所定員は、平成１２年４月１６日から８０人（平成１１年度は４０人）とした。

（資料第２の第２表、第４表及び第５表参照）
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� 財 政 状 態

財政状態は次表のとおりである。

比 較 貸 借 対 照 表（要約）
（単位：千円）

科 目 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

資

産

固 定 資 産 ７３，５２０，６８８（８５．２） ６１，８０６，０６９（８６．１） １１，７１４，６１９ １９．０

市 民 病 院 １２，３１６，９５１（１４．３） １２，６３５，８９７（１７．６） △ ３１８，９４５ △ ２．５

港 湾 病 院 ３１，２８７，９２５（３６．３） １７，５９１，７７８（２４．５） １３，６９６，１４７ ７７．９

脳血管医療センター ２９，９１５，８１１（３４．７） ３１，５７８，３９３（４４．０） △１，６６２，５８１ △ ５．３

流 動 資 産 １０，９８７，７６３（１２．７） ８，６９６，１４３（１２．１） ２，２９１，６１９ ２６．４

市 民 病 院 ４，７６２，８１０（ ５．５） ４，５０５，４５１（ ６．３） ２５７，３５８ ５．７

港 湾 病 院 ４，８４４，４７４（ ５．６） ３，２０３，２４０（ ４．５） １，６４１，２３４ ５１．２

脳血管医療センター １，３８０，４７８（ １．６） ９８７，４５１（ １．４） ３９３，０２６ ３９．８

繰 延 勘 定 １，７８１，２０１（ ２．１） １，２７６，１１８（ １．８） ５０５，０８３ ３９．６

市 民 病 院 ４５５（ ０．０） １６，７４７（ ０．０） △ １６，２９１ △ ９７．３

港 湾 病 院 ８９９，００６（ １．０） ２７１，２８９（ ０．４） ６２７，７１６ ２３１．４

脳血管医療センター ８８１，７４０（ １．０） ９８８，０８１（ １．４） △ １０６，３４１ △ １０．８

合 計 ８６，２８９，６５４（１００ ） ７１，７７８，３３０（１００ ） １４，５１１，３２３ ２０．２

負

債

固 定 負 債 １，３９６，０４１（ １．６） ３，１１７，８９１（ ４．３） △１，７２１，８５０ △ ５５．２

港 湾 病 院 ４２２，９１２（ ０．５） ７７４，０３７（ １．１） △ ３５１，１２５ △ ４５．４

脳血管医療センター ９７３，１２９（ １．１） ２，３４３，８５４（ ３．３） △１，３７０，７２５ △ ５８．５

流 動 負 債 ８，６９５，３６９（１０．１） ４，７７７，９４０（ ６．７） ３，９１７，４２９ ８２．０

市 民 病 院 １，６４２，０２７（ １．９） １，２５８，７０３（ １．８） ３８３，３２３ ３０．５

港 湾 病 院 ４，８９３，１１８（ ５．７） ２，８９６，０４３（ ４．０） １，９９７，０７５ ６９．０

脳血管医療センター ２，１６０，２２３（ ２．５） ６２３，１９３（ ０．９） １，５３７，０３０ ２４６．６

計 １０，０９１，４１０（１１．７） ７，８９５，８３１（１１．０） ２，１９５，５７８ ２７．８

資

本

自 己 資 本 金 １９，４６３，７０２（２２．６） １７，７６７，６０９（２４．８） １，６９６，０９２ ９．５

市 民 病 院 １１，３４７，８１１（１３．２） １１，１０８，０７８（１５．５） ２３９，７３３ ２．２

港 湾 病 院 ４，１４９，１００（ ４．８） ３，２７６，２０２（ ４．６） ８７２，８９８ ２６．６

脳血管医療センター ３，９６６，７９０（ ４．６） ３，３８３，３２９（ ４．７） ５８３，４６１ １７．２

借 入 資 本 金 ６２，１４７，７９０（７２．０） ４９，９４８，１０４（６９．６） １２，１９９，６８６ ２４．４

市 民 病 院 ７，６３２，９６５（ ８．８） ７，９９２，５６４（１１．１） △ ３５９，５９９ △ ４．５

港 湾 病 院 ２８，４６２，４０３（３３．０） １５，０２７，９２７（２０．９） １３，４３４，４７６ ８９．４

脳血管医療センター ２６，０５２，４２２（３０．２） ２６，９２７，６１２（３７．５） △ ８７５，１９０ △ ３．３

― ―２２



科 目 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

資

本

資 本 剰 余 金 １１，５３２，２５３（１３．４） １０，１６８，７９３（１４．２） １，３６３，４６０ １３．４

市 民 病 院 １，６３９，６４４（ １．９） １，４９３，４４４（ ２．１） １４６，２００ ９．８

港 湾 病 院 １，４１５，８２１（ １．６） １，１６４，１２２（ １．６） ２５１，６９８ ２１．６

脳血管医療センター ８，４７６，７８８（ ９．８） ７，５１１，２２６（１０．５） ９６５，５６１ １２．９

利 益 剰 余 金 ８８，０００（ ０．１） ８８，０００（ ０．１） ０ ０

市 民 病 院 ８８，０００（ ０．１） ８８，０００（ ０．１） ０ ０

欠 損 金（△） △１７，０３３，５０３（△１９．７）△１４，０９０，００８（△１９．６） △２，９４３，４９４ ２０．９

市 民 病 院 △５，２７０，２３０（△６．１）△４，７８２，６９４（△６．７） △ ４８７，５３６ １０．２

港 湾 病 院 △２，３１１，９４８（△２．７）△２，０７２，０２４（△２．９） △ ２３９，９２４ １１．６

脳血管医療センター △９，４５１，３２３（△１１．０）△７，２３５，２８９（△１０．１） △２，２１６，０３３ ３０．６

計 ７６，１９８，２４３（８８．３） ６３，８８２，４９８（８９．０） １２，３１５，７４４ １９．３

合 計 ８６，２８９，６５４（１００ ） ７１，７７８，３３０（１００ ） １４，５１１，３２３ ２０．２

注（ ）内は構成比率である。

主な増減理由は次のとおりである。

ア 資 産

固定資産の主な内訳は、建物３３２億１，６７５万円である。

固定資産の増加は、主として脳血管医療センターにおいて建物及び器械備品が

減価償却に伴い減少したものの、港湾病院において再整備事業の進ちょくに伴い

建設仮勘定が増加したことによるものである。

流動資産の主な内訳は、現金・預金６９億７，４４３万円である。

流動資産の増加は、主として港湾病院の現金・預金の増によるものである。

繰延勘定の主な内訳は、控除対象外消費税１７億４，７３０万円である。

繰延勘定の増加は、控除対象外消費税の増によるものである。

イ 負 債

固定負債の内訳は、他会計（一般会計）借入金１３億９，６０４万円である。

固定負債の減少は、主として脳血管医療センターの他会計（一般会計）からの借

入金の減によるものである。

流動負債の主な内訳は、未払金８６億７，９４７万円である。

流動負債の増加は、主として港湾病院の未払金の増によるものである。

― ―２３



ウ 資 本

自己資本金の増加は、市民病院、港湾病院及び脳血管医療センターの他会計

（一般会計）出資金の増によるものである。

借入資本金の増加は、港湾病院の再整備に伴う企業債の増によるものである。

資本剰余金の主な内訳は、補助金５０億２，４０８万円である。

資本剰余金の増加は、主として脳血管医療センターの補助金が増加したことに

よるものである。

（資料第２の第６表参照）
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む す び

以上、平成１４年度病院事業決算の概要を述べたが、当年度、病院事業全体では、３６億

３，１０３万円の経常損失が生じており、この額は、前年度に比べ５億８，６３１万円減少して

いる。

そこで、病院ごとの経常収支についてみると、市民病院では、外来患者の減少により

収益は減少したが、委託内容の見直しなどにより費用の節減に努めた結果、経常損失は、

４億８，７５４万円で、前年度に比べ３億４，８８８万円減少している。

港湾病院については、入院収益などが増加し、また、委託料の減少など費用の節減に

努めた結果、経常損失は、５億２，２０９万円で、前年度に比べ３億４，９７０万円減少してい

る。

脳血管医療センターでは、外来患者の増加や一般会計負担金の増などにより、収益は

増加したが、人件費や材料費などの増によって費用が増加した結果、経常損失は２６億

２，１４０万円で、前年度に比べ１億１，２２７万円増加している。

経常収益のうち、一般会計からの繰入れについては、救急医療や高度又は特殊な

医療に要する経費など、３病院の合計で、５３億５，７３０万円となっている。委託内容の見

直しなど、経費の節減に努めているが、病床管理を徹底することにより病床利用率の向

上を図るなど、更なる収支の改善に取り組み、一般会計繰入金の縮減に努められたい。

入院及び外来患者の自己負担分に係る未収金については、港湾病院では、時効による

不納欠損額が１，０１６万円となっており、他の病院でも未収金が多額となっていること

から、回収に一層努めるとともに、未収金の発生防止のための効果的な対策を実施

されたい。

また、平成１５年３月に、「市立病院のあり方検討委員会」から提出された最終答申を

踏まえ、各病院の経営形態等を含めて、抜本的な経営改革について検討を進めることに

より、病院事業の経営の健全化に取り組まれたい。

― ―２５



３ 下 水 道 事 業

� 業 務 実 績

主な業務実績は次表のとおりである。

主 な 業 務 実 績 の 比 較

区 分 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

管 き ょ 延 長 １１，２１３，５３４m １１，１５６，２００m ５７，３３４m ０．５

年 間 総 処 理 量 ６００，３８７，０００m3 ５８４，３９７，０００m3 １５，９９０，０００m3 ２．７

年 間 総 有 収 水 量 ３９１，２７６，６８８m3 ３９１，８５７，４３８m3 △ ５８０，７５０m3 △ ０．１

下水道使用料徴収件数 １，４８３，１５７件 １，４５２，７４６件 ３０，４１１件 ２．１

下

水

道

普

及

状

況

面

積

比

市 域 面 積 ４３，４９５ha ４３，４７３ha ２２ha ０．１

排 水 区 域 面 積 ３０，５１７ha ３０，４０８ha １０９ha ０．４

市 域 面 積 中 の
排 水 区 域 面 積 ７０．２％ ６９．９％ ０．３

処 理 区 域 面 積 ３０，３７１ha ３０，２５８ha １１３ha ０．４

市 域 面 積 中 の
処 理 区 域 面 積 ６９．８％ ６９．６％ ０．２

人

口

比

総 人 口 ３，５０７，１５７人 ３，４７０，７９０人 ３６，３６７人 １．０

処理区域内人口 ３，４９３，４２０人 ３，４５５，７６３人 ３７，６５７人 １．１

下 水 道 普 及 率 ９９．６％ ９９．６％ ０．０ポイント

下水道使用料徴収件数は、２．１％（３０，４１１件）増加したものの、年間総有収水量は、

０．１％（５８０，７５０m3）減少した。

なお、最近５か年度の有収水量（処理区域内）と下水道使用料の推移は、次のグラ

フのとおりである。

有収水量と下水道使用料の推移 
百万m3

億円 

下
水
道
使
用
料 

有
収
水
量 

（年度） 

下水道使用料 

有収水量 

0

100

200

300

400

0

100

200

300

400

500

600

700

平成14平成13平成12平成11平成10

382 387 392 392 391

562 573
610 619 611

注 平成１３年４月１日 下水道使用料改定（暫定 平成１２年１月１日）

（資料第３の第１表参照）
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� 予算執行状況

予算執行の状況は次表のとおりである。

ア 収益的収入及び支出

予算決算比較対照表（収益的収入）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 増減額�－�
執行率�％
�
� ×１００

下 水 道 事 業 収 益 １４１，８４７，３９３ １３９，８５０，８７４ △ １，９９６，５１８ ９８．６

� 営 業 収 益 ６６，６２６，０６７ ６４，６３３，８６７ △ １，９９２，１９９ ９７．０

� 営 業 外 収 益 ７５，２２１，３２６ ７５，２１７，００７ △ ４，３１８ １００．０

営業収益の主な内訳は、下水道使用料６４１億８，６７８万円である。

営業収益の減少は、主として１戸当たりの排出量が見込みを下回ったこと等によ

る下水道使用料の減によるものである。

営業外収益の主な内訳は、雨水処理に要する経費などに対する一般会計補助金

７４９億１，３５１万円である。

予算決算比較対照表（収益的支出）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 不用額�－�
執行率�％
�
� ×１００

下 水 道 管 理 費 １４１，２２３，５８１ １３８，６９１，２０６ ２，５３２，３７４ ９８．２

� 営 業 費 用 ８３，０３３，２０８ ８１，５１７，３５６ １，５１５，８５１ ９８．２

� 営 業 外 費 用 ５８，１８１，３７３ ５７，１７３，８４９ １，００７，５２３ ９８．３

� 予 備 費 ９，０００ ０ ９，０００ ０

営業費用の主な内訳は、減価償却費５３０億８，４８４万円、人件費８５億９，０２９万円、

委託料４７億４，３４６万円及び水道事業会計繰出金４６億６，２１７万円である。

営業費用の不用は、主として工事完了時期の遅れに伴う減価償却費の減及び

管きょの修繕延長・修繕箇所が見込みを下回ったことによる工事請負費の減による

ものである。

営業外費用の主な内訳は、企業債利息５５４億１，６０８万円である。

営業外費用の不用は、主として利率が見込みを下回ったことによる企業債利息の

減によるものである。
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イ 資本的収入及び支出

予算決算比較対照表（資本的収入）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 増減額�－�
執行率�％
�
� ×１００

下水道事業資本的収入 ８６，６６３，４８２ ７９，２４９，０８７ △ ７，４１４，３９５ ９１．４

� 企 業 債 ６０，５２１，１５９ ５６，４９２，２９２ △ ４，０２８，８６７ ９３．３

� 国 庫 補 助 金 ２５，３５１，９３３ ２２，２７３，７３３ △ ３，０７８，１９９ ８７．９

� 工 事 負 担 金 ４９６，９２８ ２６１，４７９ △ ２３５，４４８ ５２．６

� 水洗便所改造資金
貸 付 金 返 還 金

２９３，４６２ ２１８，１５３ △ ７５，３０８ ７４．３

� その他資本的収入 ０ １，１９９ １，１９９ －

� 固定資産売却代金 ０ ２，２２９ ２，２２９ －

企業債の減少は、主として下水道整備費の繰越しにより、発行が一部翌年度に繰

り越されたことによるものである。

国庫補助金の減少は、主として補助対象事業である下水道整備費の繰越しに伴う

減によるものである。

工事負担金の減少は、主として対象工事の減により、都市基盤整備公団からの負

担金が減少したことによるものである。

水洗便所改造資金貸付金返還金の減少は、貸付件数の減によるものである。

予算決算比較対照表（資本的支出）
（単位：千円）

科 目 予算現額� 決 算 額� 繰 越 額 不 用 額
執行率�％
�
� ×１００

下水道事業資本的支出 １５５，４３０，４９９ １４２，０５４，８０９ １２，４１３，９６４ ９６１，７２６ ９１．４

� 建 設 改 良 費 ８０，９１０，０９１ ６７，６２３，４９７ １２，４１３，９６４ ８７２，６２９ ８３．６

� 企 業 債 償 還 金 ７４，３４９，８１３ ７４，３４９，８１２ ０ ０ １００．０

� 投 資 １７０，５９５ ８１，４９９ ０ ８９，０９６ ４７．８

建設改良費の主な内訳は、下水道整備費６３１億２９０万円、受託下水道費８億５９３

万円及び下水道改良費１０億５，４４９万円であり、このうち下水道整備費は、管きょ

の整備２２１億６，６９６万円（管きょ延長３万９，６７１m）、処理場の整備２２０億１，２７６

万円及びポンプ場の整備１８９億２，３１９万円である。
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翌年度繰越額は、主として下水道整備費において、地元及び関係機関との調整に

日時を要したこと等により、管きょ敷設工事等を繰り越したことによるものである。

また、不用は、主として受託下水道費において、私道対策受託下水道工事の申込件

数が見込みを下回ったことによるものである。

投資は、水洗便所改造資金貸付金であり、不用は、貸付件数が見込みを下回った

ことによるものである。

なお、資本的収入額（前年度財源充当額９９億５，３００万円を除く。）が資本的支出

額に対して不足する額７２７億５，８７２万円については、損益勘定留保資金等が充てら

れている。

（資料第３の第２表参照）
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� 経 営 成 績

損益の状況は次表のとおりである。

損 益 の 状 況
（単位：千円）

科 目 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

総

収

益

	

経 常 収 益 
 １３６，７８１，２１８ １３６，７５８，６０２ ２２，６１５ ０．０

営 業 収 益 ６１，５６４，４７６ ６２，２３３，６１３ △ ６６９，１３７ △ １．１

下 水 道 使 用 料 ６１，１３５，３４９ ６１，８７５，０７９ △ ７３９，７２９ △ １．２

受 託 事 業 収 益 ５６１ ８９５ △ ３３３ △ ３７．２

その他営業収益 ４２８，５６４ ３５７，６３８ ７０，９２６ １９．８

営 業 外 収 益 ７５，２１６，７４２ ７４，５２４，９８９ ６９１，７５２ ０．９

一般会計補助金 ７４，９１３，５０９ ７４，２１６，５３５ ６９６，９７４ ０．９

その他営業外収益 ３０３，２３３ ３０８，４５４ △ ５，２２１ △ １．７

総

費

用

�

経 常 費 用 � １３７，０９１，４９３ １４０，１８６，７５０ △３，０９５，２５７ △ ２．２

営 業 費 用 ８０，６２５，４３８ ７９，９９８，５７６ ６２６，８６１ ０．８

人 件 費 ８，５８３，８６８ ８，１４０，４５９ ４４３，４０８ ５．４

減 価 償 却 費 ５３，０８４，８４０ ５３，０６６，１６０ １８，６８０ ０．０

その他営業費用 １８，９５６，７３０ １８，７９１，９５６ １６４，７７３ ０．９

営 業 外 費 用 ５６，４６６，０５４ ６０，１８８，１７３ △３，７２２，１１９ △ ６．２

企 業 債 利 息 等 ５５，７２９，１５６ ５８，９５８，９２８ △３，２２９，７７２ △ ５．５

その他営業外費用 ７３６，８９８ １，２２９，２４５ △ ４９２，３４６ △ ４０．１

経 常 損 益 
－� △ ３１０，２７５ △ ３，４２８，１４８ ３，１１７，８７２ △ ９０．９

純 損 益 	－� △ ３１０，２７５ △ ３，４２８，１４８ ３，１１７，８７２ △ ９０．９

前年度繰越利益剰余金
（ △ 繰 越 欠 損 金 ） △ ６６，６５３，１９８ △ ６３，２２５，０５０ △３，４２８，１４８ ５．４

当年度未処分利益剰余金
（ △ 未 処 理 欠 損 金 ） △ ６６，９６３，４７４ △ ６６，６５３，１９８ △ ３１０，２７５ ０．５

主な増減理由は次のとおりである。

営業収益の減少は、主として長引く不況の影響やライフスタイルの変化等により、

１戸１か月当たりの排出量が減少したことから、下水道使用料が減少したことによる

ものである。

営業外収益の増加は、主として一般会計補助金の増によるものである。

営業費用の増加は、主として退職手当の増加による人件費の増及び取付管の修繕

延長の増による工事請負費の増によるものである。

営業外費用の減少は、主として企業債残高に対する平均利率の低下による企業債利
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息の減によるものである。

また、減価償却費及び企業債利息等を合算した資本費は、経常費用の７９．４％を占

めている。

なお、下水道使用料に係る不納欠損額は、９，６４８万円となっている。

当年度は３億１，０２８万円の経常損失及び純損失を生じており、この結果、当年度未

処理欠損金は前年度からの繰越欠損金に当年度の純損失を加え６６９億６，３４７万円と

なっている。

最近５か年度の、下水道使用料の大半を占める一般汚水（処理区域内）における、

下水道使用料延調定件数と１戸１か月当たり排出量の推移は、次のグラフのとおりで

ある。延調定件数は伸びているものの、１戸１か月当たりの排出量は減少している。

下水道使用料延調定件数と1戸1か月当たり排出量の推移 

m3/戸・月 

千件 

1
戸
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出
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また、この一般汚水について、一般排水（１戸当たりの排出量が２００m3／月以下の

部分）と特定排水（１戸当たりの排出量が２００m3／月を超える部分）別に、有収水量

と下水道使用料の推移をみると、次のグラフのとおりである。有収水量については、一

般排水は微増しているが、特定排水については減少している。下水道使用料については、

一般排水、特定排水とも、前年度に比べ減少している。

一般排水 
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注 平成１３年４月１日 下水道使用料改定（暫定 平成１２年１月１日）

（資料第３の第３表及び第４表参照）
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� 財 政 状 態

財政状態は次表のとおりである。

比 較 貸 借 対 照 表（要約）
（単位：千円）

科 目 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

資

産

固 定 資 産 ２，４８１，８５９，４７６（９９．１） ２，４６５，１１３，７０７（９８．６） １６，７４５，７６８ ０．７

流 動 資 産 ２２，６８１，２１１（ ０．９） ３５，６５３，７２８（ １．４） △１２，９７２，５１７ △ ３６．４

繰 延 勘 定 ４７０，４８０（ ０．０） ４１１，７７０（ ０．０） ５８，７０９ １４．３

合 計 ２，５０５，０１１，１６７（１００ ） ２，５０１，１７９，２０７（１００ ） ３，８３１，９６０ ０．２

負

債

流 動 負 債 ２６，０４９，４０１（ １．０） ３１，７３１，３１９（ １．３） △５，６８１，９１７ △ １７．９

計 ２６，０４９，４０１（ １．０） ３１，７３１，３１９（ １．３） △５，６８１，９１７ △ １７．９

資

本

自 己 資 本 金 ９８，６７７，５２６（ ３．９） ９８，２１０，０１９（ ３．９） ４６７，５０７ ０．５

借 入 資 本 金 １，２７０，７７９，８３３（５０．７） １，２８８，４３６，４８６（５１．５） △１７，６５６，６５２ △ １．４

資 本 剰 余 金 １，１７６，４６７，８８０（４７．０） １，１４９，４５４，５８０（４６．０） ２７，０１３，２９９ ２．４

欠 損 金（△） △ ６６，９６３，４７４（△２．７） △ ６６，６５３，１９８（△２．７） △ ３１０，２７５ ０．５

計 ２，４７８，９６１，７６６（９９．０） ２，４６９，４４７，８８８（９８．７） ９，５１３，８７８ ０．４

合 計 ２，５０５，０１１，１６７（１００ ） ２，５０１，１７９，２０７（１００ ） ３，８３１，９６０ ０．２

注（ ）内は構成比率である。

主な内訳及び増減内容は次のとおりである。

ア 資産

固定資産の主な内訳は、構築物（管きょ等）１兆９，７０７億１，５４５万円である。

固定資産の増加は、主として建設仮勘定及び土地の増によるものである。

流動資産の主な内訳は、未収金１２７億９，００５万円である。

流動資産の減少は、主として現金預金の減によるものである。

繰延勘定は、企業債発行差金４億７，０４８万円である。

繰延勘定の増加は、企業債発行差金の増によるものである。

イ 負債

流動負債の主な内訳は、未払金２５６億５，４２４万円である。

流動負債の減少は、未払金の減によるものである。
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ウ 資本

自己資本金の増加は、一般会計からの管きょの移管による増である。

借入資本金の減少は、企業債の未償還残高の減によるものである。

資本剰余金の主な内訳は、国庫県補助金６，９００億８，６２４万円である。

資本剰余金の増加は、主として国庫県補助金及び受贈財産評価額の増によるもの

である。

最近５か年度の企業債の未償還残高等の推移は、次のグラフのとおりである。企業

債元金償還額が増加し、当年度は発行額を上回ったことから、残高が減少に転じてい

る。

企業債の推移 億円 
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（単位：千円）

平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度

損益勘定留保
資 金 残 高

７，０１５，０８３ ８，７９８，４０１ １０，５７９，４０７ １１，４９８，１２１ １，０８８，５５０

また、最近５か年度の年度末における損益勘定留保資金残高の推移は、次表のと

おりである。当年度は、過年度損益勘定留保資金全額を充当財源とし、なお不足す

る額についてのみ、一般会計から繰り入れたため、大幅に減少している。

（資料第３の第５表参照）
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む す び

以上、平成１４年度下水道事業決算の概要を述べたが、当年度は３億１，０２８万円の

純損失を生じており、未処理欠損金は６６９億６，３４７万円となっている。

当年度の経常収支については、経常損失は３億１，０２８万円であり、前年度に比べ３１

億１，７８７万円減少している。これは、主として下水道使用料が減少したものの、企業債

支払利息が減少したことによるものである。

下水道使用料については、徴収件数は増加しているものの、ライフスタイルの変化、

節水型家電機器の普及等により、１戸当たりの排出量は減少しており、特に排出量が

多量である事業所等については、長引く不況の影響や節水により減少傾向が続いて

おり、今後の使用料の伸びは期待できない状況である。

当年度は、ランニングコストの低減となる施設設備の更新や修繕周期の延長などに

より、維持管理経費の縮減を図った。さらに、改良土プラントの増設にあたり、建設・

運営事業費のコスト縮減を図るため、PFI 手法の導入を決めた。

当年度末の損益勘定留保資金についてみると、前年度の１１４億９，８１２万円から大幅に

減少し、１０億８，８５５万円となっており、さらに、平成１５年度からは資金不足が発生し、

当分の間続くことが見込まれる。この主な理由は、昭和５０年代以降集中的に建設投資を

行った結果、当年度末の企業債未償還残高は１兆２，７０７億７，９８３万円となっており、こ

の企業債の償還金額が年々増大していくこととなるが、資産の償却期間は企業債の償還

期間より長いことから、償還財源である損益勘定留保資金の不足が構造的に生じること

によるものである。

この資金不足について、当面は、一時借入金で対応していく予定であるが、償還期間

の延長や資金不足に対する新たな起債制度の創設等の制度改善について、積極的に国に

働きかけを行うこと等により、資金不足についての対応に努められたい。

また、厳しい財政状況に応じた優先度や必要性を考慮した建設計画の見直しや、建設

工事のコスト縮減を図られたい。さらに、未納使用料の回収に努めるとともに、処理場

場内作業などについての委託化の拡大や PFI 手法の一層の活用等による維持管理費の

節減、執行体制の見直し等による経営の効率化を推進することにより、堅実な企業経営

となるよう努められたい。
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４ 埋 立 事 業

� 業 務 実 績

当年度はみなとみらい２１埋立事業、南本牧埋立事業、金沢木材港埋立事業及び

新山下町貯木場埋立事業を引き続き行った。また、既に完成している根岸湾埋立地等

及び金沢地先埋立地の土地（以下「完成土地」という。）の管理及び処分を行った。

ア みなとみらい２１埋立事業

当年度におけるみなとみらい２１埋立事業は、臨海部土地造成事業として、中央地

区及び新港地区において道路等の基盤整備を引き続き実施した。また、港湾整備事

業として、中央地区及び新港地区において道路整備等を実施した。

なお、引き続き２３，７７０．８６m2 の長期の土地貸付を行ったほか、新港地区１１－２

街区の開発事業予定者を決定した。

当事業の土地の保有状況は次表のとおりである。

（単位：m2）

区 分
平成１３年度末
保 有 地

平成１４年度中
の 登 記 面 積

平成１４年度中
の 処 分 面 積

平成１４年度末
保 有 地

売 却 予 定 地 １４５，２０３．８６ － △ ５５８．１０ １４５，７６１．９６

公 共 用 地 １８１，２３１．１８ － ６，５３９．８８ １７４，６９１．３０

合 計 ３２６，４３５．０４ － ５，９８１．７８ ３２０，４５３．２６

注 平成１４年度中の処分面積は、土地利用計画の見直し及び所属替等によるものである。

イ 南本牧埋立事業

当年度における南本牧埋立事業は、臨海部土地造成事業として外周護岸の整備、

付帯工事等を実施した。

当事業の執行状況は次表のとおりである。

区 分 平成１３年度末累計 平 成１４年 度 平成１４年度末累計

護 岸 延 長 １，０８１
m

－ １，０８１
m

埋 立 土 量 ２８，８６８，０００
m3

１，０２４，０００
m3

２９，８９２，０００
m3

注 護岸延長は、護岸上部工の完成部分を記載しているため、当年度は実績値がない。
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当事業の土地の保有状況は次表のとおりである。

（単位：m2）

区 分
平成１３年度末
保 有 地

平成１４年度中
の 登 記 面 積

平成１４年度中
の 処 分 面 積

平成１４年度末
保 有 地

売 却 予 定 地 １４７，５１５．６２ － － １４７，５１５．６２

公 共 用 地 ９１，７９１．０７ － － ９１，７９１．０７

合 計 ２３９，３０６．６９ － － ２３９，３０６．６９

ウ 金沢木材港埋立事業

当年度における金沢木材港埋立事業は、付帯工事として下水道整備工事を実施し

た。

また、引き続き３１，９４５．２３m2 の事業用借地権付き土地貸付を行ったほか、

第２期地区の開発事業予定者を決定した。

当事業の土地の保有状況は次表のとおりである。

（単位：m2）

区 分
平成１３年度末
保 有 地

平成１４年度中
の 登 記 面 積

平成１４年度中
の 処 分 面 積

平成１４年度末
保 有 地

売 却 予 定 地 ７０，３２３．９６ － △ ４．２０ ７０，３２８．１６

公 共 用 地 ４９，０１７．０２ － ４．１１ ４９，０１２．９１

合 計 １１９，３４０．９８ － △ ０．０９ １１９，３４１．０７

注 平成１４年度中の処分面積は、当年度の分筆誤差等によるものである。

エ 新山下町貯木場埋立事業

当年度における新山下町貯木場埋立事業は、地盤改良工事及び埋立地の維持管理

等を実施した。

当事業の土地の保有状況は次表のとおりである。

（単位：m2）

区 分
平成１３年度末
保 有 地

平成１４年度中
の 登 記 面 積

平成１４年度中
の 処 分 面 積

平成１４年度末
保 有 地

保 有 地 計 ９５，９６３．３３ － － ９５，９６３．３３

注 保有地については、土地利用計画検討中のため、売却予定地・公共用地の区分は未定。
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オ 完成土地の管理及び処分

 根岸湾埋立地等

当年度においては５６８．７２m2 の土地の処分を行った。その結果、平成１４年度末

保有地は、６３，１９３．１５m2 となっている。

また、土地貸付面積は月平均１５，４６１．４８m2 となっている。

当事業の土地の保有状況は次表のとおりである。

（単位：m2）

区 分
平成１３年度末
保 有 地

平成１４年度中
の 処 分 面 積

平成１４年度末
保 有 地

売 却 予 定 地 ７，９６２．８５ － ７，９６２．８５

公 共 用 地 ５５，７９９．０２ ５６８．７２ ５５，２３０．３０

合 計 ６３，７６１．８７ ５６８．７２ ６３，１９３．１５

� 金沢地先埋立地

当年度においては５，４５３．２８m2 の土地の処分を行った。その結果、平成１４年度

末保有地は６６５，０８０．５２m2 となっている。

また、土地貸付面積は月平均１３２，３８９．９９m2 となっている。

当事業の土地の保有状況は次表のとおりである。

（単位：m2）

区 分
平成１３年度末
保 有 地

平成１４年度中
の 処 分 面 積

平成１４年度末
保 有 地

売 却 予 定 地 ３，２１６．６２ ８１９．３１ ２，３９７．３１

公 共 用 地 ６６７，３１７．１８ ４，６３３．９７ ６６２，６８３．２１

合 計 ６７０，５３３．８０ ５，４５３．２８ ６６５，０８０．５２

（資料第４の第１表参照）
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� 予算執行状況

予算執行の状況は次表のとおりである。

ア 収益的収入及び支出

当年度の収益的収入及び支出においては、完成土地の売却処分及び貸付等に係る

収入及び支出が計上されている。

予算決算比較対照表（収益的収入）
（単位：千円）

科 目 予算現額（A） 決算額（B） 増減額�－�
執行率�％
�
� ×１００

完 成 土 地 収 益 １，０８６，２２２ ２，２７２，６１９ １，１８６，３９７ ２０９．２

� 営 業 収 益 １，０７９，８３７ ２，２６０，５４４ １，１８０，７０７ ２０９．３

� 営 業 外 収 益 ６，３８５ １２，０７４ ５，６８９ １８９．１

営業収益の内訳は、土地売却収益１６億５，６５６万円及び土地貸付収益６億３９８万

円である。

営業収益の増加は、主として土地売却収益の増によるものである。

営業外収益の主な内訳は、受取利息及び配当金９０３万円である。

営業外収益の増加は、主として短期貸付金利息の増によるものである。

予算決算比較対照表（収益的支出）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 不用額�－�
執行率�％
�
� ×１００

完 成 土 地 費 用 ８６３，３１６ ５５１，１２１ ３１２，１９４ ６３．８

� 営 業 費 用 ６６６，３１６ ５１５，９２５ １５０，３９０ ７７．４

� 営 業 外 費 用 １７７，０００ ３５，１９５ １４１，８０４ １９．９

� 予 備 費 ２０，０００ ０ ２０，０００ ０

営業費用の内訳は、土地売却原価１，０７７万円及び管理費５億５１６万円である。

営業費用の不用は、主として管理費の残によるものである。

営業外費用は、消費税及び地方消費税納付額３，５２０万円である。

営業外費用の不用は、主として消費税及び地方消費税納付額の減によるものであ

る。
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イ 資本的収入及び支出

予算決算比較対照表（資本的収入）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 増減額�－�
執行率�％
�
� ×１００

資 本 的 収 入 ４６，９２７，６４９ ４５，１６３，７２５ △ １，７６３，９２３ ９６．２

� み な と み ら い２１
埋 立 事 業 収 入 ６，０９６，８０９ ６，４５４，２３０ ３５７，４２１ １０５．９

企 業 債 ５，４３２，０００ ５，８２７，３１９ ３９５，３１９ １０７．３

土 地 貸 付 料 ３０８，９３４ ３０８，９３４ ０ １００．０

そ の 他 ３５５，８７５ ３１７，９７６ △ ３７，８９８ ８９．４

� 南 本 牧
埋 立 事 業 収 入 ４０，４１２，７５１ ３７，８８０，６６０ △ ２，５３２，０９０ ９３．７

企 業 債 ２８，６８８，０００ ２７，５２９，４２５ △ １，１５８，５７４ ９６．０

負 担 金 ７，６９２，５４１ ７，４１７，６７７ △ ２７４，８６３ ９６．４

土 砂 投 入 料 ４，０３２，２１０ ２，９３３，５５７ △ １，０９８，６５２ ７２．８

� 金 沢 木 材 港
埋 立 事 業 収 入 １２５，０６０ １２５，０６０ ０ １００．０

土 地 貸 付 料 １２５，０６０ １２５，０６０ ０ １００．０

� 貸 付 金 返 還 金 ２，０７１ ２，０７１ ０ １００．０

� 雑 収 入 ２９０，９５８ ７０１，７０２ ４１０，７４４ ２４１．２

収入決算額は４５１億６，３７３万円であり、予算現額４６９億２，７６５万円に比べ、１７億

６，３９２万円下回っている。

収入決算額の主な内訳は、企業債３３３億５，６７５万円、土砂投入料２９億３，３５６万

円及び一般会計からの負担金７４億１，７６８万円である。

企業債の内訳は、みなとみらい２１埋立事業における企業債５８億２，７３２万円及び

南本牧埋立事業における企業債２７５億２，９４３万円である。
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予算決算比較対照表（資本的支出）
（単位：千円）

科 目 予算現額� 決 算 額� 繰 越 額 不 用 額
執行率�％
�
� ×１００

資 本 的 支 出 ４８，１０９，８０７ ４５，４７４，４９４ ２３９，６５３ ２，３９５，６５９ ９４．５

� みなとみらい２１
埋 立 事 業 費 ６，２１５，５０９ ５，６１４，１２８ ０ ６０１，３８０ ９０．３

工 事 費 ２，４１９，８８３ ２，０４２，７７３ ０ ３７７，１１０ ８４．４

管 理 費 ４４６，１１３ ３２８，６０３ ０ １１７，５１０ ７３．７

公 債 諸 費 ３，３４９，５１２ ３，２４２，７５２ ０ １０６，７５９ ９６．８

� 南本牧埋立事業費 １２，６８３，６０２ １１，１７２，４３０ ６１，９３０ １，４４９，２４１ ８８．１

工 事 費 ５，１８９，４１４ ３，８７６，０３２ ６１，９３０ １，２５１，４５１ ７４．７

管 理 費 １３４，９４６ １２６，６６４ ０ ８，２８１ ９３．９

公 債 諸 費 ７，３５９，２４２ ７，１６９，７３３ ０ １８９，５０８ ９７．４

� 金 沢 木 材 港
埋 立 事 業 費 ６９０，５２５ ４７０，９２８ ０ ２１９，５９６ ６８．２

工 事 費 ２４９，９７０ ５３，９９４ ０ １９５，９７５ ２１．６

管 理 費 １８７，８４３ １６４，２２３ ０ ２３，６１９ ８７．４

公 債 諸 費 ２５２，７１２ ２５２，７１０ ０ １ １００．０

� 新山下町貯木場
埋 立 事 業 費 ４１９，４１４ １３６，２５０ １７７，７２３ １０５，４４０ ３２．５

工 事 費 ３０９，０００ ４３，８７１ １７７，７２３ ８７，４０５ １４．２

管 理 費 ８２，４０５ ６４，３７０ ０ １８，０３４ ７８．１

公 債 諸 費 ２８，００９ ２８，００８ ０ ０ １００．０

� 企業債償還金 ２８，０８０，７５７ ２８，０８０，７５６ ０ ０ １００．０

� 予 備 費 ２０，０００ ０ ０ ２０，０００ ０

支出決算額は４５４億７，４４９万円であり、予算現額４８１億９８１万円に比べ、２６億

３，５３１万円下回っているが、そのうち２億３，９６５万円は翌年度繰越額であり、２３億

９，５６６万円は不用額である。

この内訳は、次のとおりである。

 みなとみらい２１埋立事業における工事費の内訳は、臨海部土地造成事業の道路

等基盤整備１８億３，２４９万円、港湾整備事業の地区内道路整備等２億１，０２８万円

である。

不用は、主としてみなとみらい２１線の整備に係る負担金が減少したことによる
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ものである。

� 南本牧埋立事業における工事費の内訳は、臨海土地造成事業の外周護岸基礎本

体工等１０億４，０４２万円、建設発生土受入事業の第４ブロック潜堤築造等２８億

３，５６１万円である。

翌年度繰越額は、主として南本牧ふ頭建設工事・幹線道路舗装工において、先

行する地下埋設物移設工事の遅れにより、舗装工事の着手が遅れたことによるも

のである。また、不用は、主として建設発生土受入事業において、取扱土量が減

少したことに伴い、土砂受入等の業務委託費が減少したことによるものである。

� 金沢木材港埋立事業の工事費の内訳は、下水道整備工事等５，３９９万円である。

不用は、主として第２期地区の開発状況にあわせて、鳥浜交差点改良等の基盤

整備工事を執行しなかったことによるものである。

� 新山下町貯木場埋立事業の工事費の内訳は、埋立整備工事（地盤改良）等４，３８７

万円である。

翌年度繰越額は、地区内下水道整備工事において、関係機関との調整に日時を

要したことにより、着工が遅れたことによるものである。また、不用は、主とし

て地区内の地盤改良において、比較的地盤の安定していた箇所の整備を行わな

かったことによるものである。

� 企業債償還金の内訳は、みなとみらい２１埋立事業８億７，５３６万円、南本牧埋立

事業２６９億６，５４０万円及び金沢木材港埋立事業２億４，０００万円である。

なお、資本的収入額（前年度財源充当額１０億６，６７５万円及び翌年度繰越事業財源

充当額１億７，８６５万円を除く。）が資本的支出額に対して不足する額１５億５，６１７万円

については、減債積立金等が充てられている。

（資料第４の第２表参照）

― ―４３



� 経 営 成 績

損益の状況は次表のとおりである。

損 益 の 状 況
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

総

収

益

	

経 常 収 益 
 ２，２７１，７６３
総

費

用

�

経 常 費 用 � ５１５，８０１

営 業 収 益 ２，２５９，７３８ 営 業 費 用 ４９９，１６４

土 地 売 却 収 益 １，６５６，５６４ 土 地 売 却 原 価 １０，７７０

土 地 貸 付 収 益 ６０３，１７４ 人 件 費 １５４，１８１

営 業 外 収 益 １２，０２４ そ の 他 営 業 費 用 ３３４，２１３

受取利息及び配当金 ９，０２６ 営 業 外 費 用 １６，６３６

雑 収 益 ２，９９７ 雑 支 出 １６，６３６

経 常 損 益 
－� １，７５５，９６２

純 損 益 	－� １，７５５，９６２

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 ４，３４６

当年度未処分 利 益 剰 余 金 １，７６０，３０８

経常収益は２２億７，１７６万円、経常費用は５億１，５８０万円で、差引き１７億５，５９６万

円の経常利益及び純利益を生じており、この結果、当年度未処分利益剰余金は、前年

度からの繰越利益剰余金４３５万円に当年度純利益を加え１７億６，０３１万円となってい

る。

（資料第４の第３表参照）
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� 財 政 状 態

財政状態は次表のとおりである。

比 較 貸 借 対 照 表 （要約）
（単位：千円）

科 目 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

資

産

固 定 資 産 ２０，５７３（ ０．０） ２３，２９６（ ０．０） △ ２，７２２ △ １１．７

土地造成勘定 ４９８，０７３，１９７（９１．９） ４８９，０７５，４５９（９１．９） ８，９９７，７３８ １．８

流 動 資 産 ３５，９７７，３２８（ ６．６） ３５，５９４，２４０（ ６．７） ３８３，０８７ １．１

繰 延 勘 定 ８，０３８，０１３（ １．５） ７，７４４，１３８（ １．５） ２９３，８７４ ３．８

合 計 ５４２，１０９，１１２（１００ ） ５３２，４３７，１３４（１００ ） ９，６７１，９７８ １．８

負

債

固 定 負 債 １４８，９７６，７１２（２７．５） １４５，４３０，８７６（２７．３） ３，５４５，８３５ ２．４

流 動 負 債 ３，７２４，５６２（ ０．７） ４，７６３，６２５（ ０．９） △１，０３９，０６２ △ ２１．８

計 １５２，７０１，２７５（２８．２） １５０，１９４，５０２（２８．２） ２，５０６，７７３ １．７

資

本

自 己 資 本 金 ３３，０５０，９２７（ ６．１） ３２，２９２，１２７（ ６．１） ７５８，８００ ２．３

借 入 資 本 金 ３４５，３４６，２６２（６３．７） ３３９，９３７，０１９（６３．８） ５，４０９，２４３ １．６

資 本 剰 余 金 １，４０５（ ０．０） １，４０５（ ０．０） ０ ０

利 益 剰 余 金 １１，００９，２４２（ ２．０） １０，０１２，０８０（ １．９） ９９７，１６２ １０．０

計 ３８９，４０７，８３７（７１．８） ３８２，２４２，６３２（７１．８） ７，１６５，２０５ １．９

合 計 ５４２，１０９，１１２（１００ ） ５３２，４３７，１３４（１００ ） ９，６７１，９７８ １．８

注（ ）内は構成比率である。

主な増減理由は次のとおりである。

ア 資産

固定資産の主な内訳は、建物１，８５０万円である。

固定資産の減少は、主として保証金返還による投資の減によるものである。

土地造成勘定の主な内訳は、南本牧埋立事業費などの未完成土地４，２４２億６，２１３

万円である。

土地造成勘定の増加は、主として支払利息の増によるものである。

流動資産の主な内訳は、現金預金３４０億８，４３０万円である。

流動資産の増加は、主として未収金の増によるものである。
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繰延勘定は、企業債発行差金８０億３，８０１万円である。

繰延勘定の増加は、企業債発行差金の増によるものである。

イ 負債

固定負債の主な内訳は、みなとみらい２１埋立事業費などの未完成土地における土

地売却代金の前受金１，４４７億２，６５７万円である。

固定負債の増加は、主として南本牧埋立事業に係る前受金の増によるものである。

流動負債の主な内訳は、未払金２７億７，００１万円である。

流動負債の減少は、主として預り金の減によるものである。

ウ 資本

自己資本金の増加は、減債積立金を使用して企業債を償還したことに伴い、相当

する金額を組み入れたことによるものである。

借入資本金の増加は、企業債の未償還残高の増によるものである。

利益剰余金の主な内訳は、埋立事業環境整備積立金５０億円である。

なお、最近５か年度の企業債未償還残高等の推移は、次のグラフのとおりである。

企業債の推移 
億円 

億円 

未
償
還
残
高 

発
行
額
・
元
金
償
還
額 

（年度） 

企業債発行額 

企業債元金償還額 

企業債未償還残高 
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（資料第４の第４表及び第５表参照）
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む す び

以上、平成１４年度埋立事業決算の概要を述べたが、根岸湾埋立地等及び金沢地先埋立

地については、当年度６件５，９２７m２の土地売却などを行った結果、１７億５，５９６万円の

純利益を生じ、当年度未処分利益剰余金は、１７億６，０３１万円となった。

南本牧埋立事業等その他の埋立事業では、引き続き基盤整備を行ったほか、みなとみ

らい２１埋立事業及び金沢木材港埋立事業においては、公募により開発事業予定者を決定

した。

埋立事業は、企業債を導入し、臨海工業地帯の整備、都心部の住工混在の解消及び

都心機能の強化等を進めてきたところであるが、企業債残高が平成１４年度末現在、

３，４５３億４，６２６万円に達し、今後、数年間３５０億円から４５０億円程度の企業債の償還が

続く厳しい状況となっている。

なお、これまで一般会計へ有償所管換した用地のうち、支払いが完了していないもの

の取扱いや、南本牧埋立事業区域内の新規廃棄物最終処分場の整備について、一般会計

との役割分担や費用負担など、整理すべき課題がある。

今後とも、企業債償還に係る財源を確保するため、処分可能な土地については、売却

等の土地処分の促進に一層努められたい。
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５ 水 道 事 業

� 業 務 実 績

主な業務実績は次表のとおりである。

主 な 業 務 実 績 の 比 較

区 分 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

給 水 人 口 ３，５０６，９６６人 ３，４７０，５７４人 ３６，３９２人 １．０

給 水 戸 数 １，６００，９７３戸 １，５７２，８５０戸 ２８，１２３戸 １．８

導水・送水・配水管延長 ８，９８３，６５６m ８，９２６，０５３m ５７，６０３m ０．６

浄 水 場 設 置 数 ４か所 ４か所 ０か所 ０

配 水 池 設 置 数 ３６池 ３６池 ０池 ０

年 間 総 給 水 量 ４３８，３３１，４００m3 ４４３，３１２，８００m3 △４，９８１，４００m3 △ １．１

年 間 総 有 収 水 量 ４０６，６２３，７９３m3 ４０８，７６１，５６８m3 △２，１３７，７７５m3 △ ０．５

注 総有収水量＝一般給水＋船舶供給＋消防用水

給水戸数は１．８％（２８，１２３戸）増加したものの、年間総有収水量は０．５％

（２，１３７，７７５m3）減少した。

なお、最近５か年度の有収水量と水道料金収入の推移は、次のグラフのとおりである。

有収水量と水道料金収入の推移 
百万m3

億円 

有
収
水
量 

水
道
料
金
収
入 

（年度） 
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（資料第５の第１表参照）
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� 予算執行状況

予算執行の状況は次表のとおりである。

ア 収益的収入及び支出

予算決算比較対照表（収益的収入）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 増減額�－�
執行率�％
�
� ×１００

水 道 事 業 収 益 ９５，８１０，８３９ ９４，６４１，７５１ △ １，１６９，０８７ ９８．８

� 営 業 収 益 ９０，２４３，３４４ ８８，９１０，５７４ △ １，３３２，７６９ ９８．５

� 営 業 外 収 益 ５，４６７，０４３ ５，５９５，７８５ １２８，７４２ １０２．４

� 特 別 利 益 １００，４５２ １３５，３９０ ３４，９３８ １３４．８

営業収益の主な内訳は、水道料金収入７８３億５，０３２万円、他会計繰入金６４億

５，２９０万円及び浄水受託収益１４億７，４２１万円である。

営業収益の減少は、主として、１戸当たりの使用水量が見込みを下回ったことに

よる水道料金収入の減によるものである。

営業外収益の主な内訳は、水道利用加入金４３億８，７０６万円及び一般会計補助金

７億６，９１９万円である。

営業外収益の増加は、主として土地貸付料の増によるものである。

特別利益は、固定資産売却益である。

予算決算比較対照表（収益的支出）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 不用額�－�
執行率�％
�
� ×１００

水 道 事 業 費 用 ９２，９８５，９９２ ９０，５１０，４８１ ２，４７５，５１０ ９７．３

� 営 業 費 用 ８１，６３５，３２５ ７９，４０５，６４８ ２，２２９，６７６ ９７．３

� 営 業 外 費 用 １１，２６５，６６７ １１，１０４，８３３ １６０，８３３ ９８．６

� 特 別 損 失 ３５，０００ ０ ３５，０００ ０

� 予 備 費 ５０，０００ ０ ５０，０００ ０

営業費用の主な内訳は、人件費２４８億７，１００万円、企業団受水費２０７億１，７９９万

円及び減価償却費１５２億１，６３１万円である。

営業費用の不用は、主として超過勤務手当の削減等による人件費の減によるもの

である。
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営業外費用の主な内訳は、企業債利息８４億１２５万円、消費税及び地方消費税の

納付額１６億８，１８６万円である。

営業外費用の不用は、主として企業債発行時期等の変更により、企業債利息等が

見込みを下回ったことによるものである。

イ 資本的収入及び支出

予算決算比較対照表（資本的収入）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 増減額�－�
執行率�％
�
� ×１００

水 道 事 業 資 本 的 収 入 １８，８３３，６０３ １５，０１０，０５４ △ ３，８２３，５４９ ７９．７

� 企 業 債 １４，８７２，０００ １１，１８８，４３５ △ ３，６８３，５６４ ７５．２

� 一般会計出資金 １，７５０，０００ １，７５０，０００ ０ １００

� 国 庫 補 助 金 １９９，５０５ １３６，２７９ △ ６３，２２５ ６８．３

� 一般会計補助金 ４５，０００ ４２，９１１ △ ２，０８８ ９５．４

� 分担金及び負担金 １，７３１，６６９ １，６８３，２７０ △ ４８，３９９ ９７．２

� 固定資産売却代金 １７２，８１８ １７３，３７６ ５５８ １００．３

	 その他資本的収入 ６２，６１１ ３５，７８１ △ ２６，８２９ ５７．１

企業債の減少は、主として建設改良費の繰越しにより発行が一部翌年度に繰り

越されたこと及び予定していた借換債を発行しなかったことによるものである。

国庫補助金の減少は、主として補助対象事業である建設改良費の繰越しに伴う減

によるものである。

予算決算比較対照表（資本的支出）
（単位：千円）

科 目 予算現額� 決 算 額� 繰 越 額 不 用 額
執行率�％
�
� ×１００

水 道 事 業 資 本 的 支 出 ４０，４０５，０２０ ３５，９８７，４２７ ３，７８７，４１２ ６３０，１８０ ８９．１

� 建 設 改 良 費 ２６，５５４，６３４ ２２，１３７，８６０ ３，７８７，４１２ ６２９，３６１ ８３．４

� 企 業 債 償 還 金 １２，１６８，８７９ １２，１６８，８７８ ０ ０ １００．０

� 投 資 １，６６８，０００ １，６６８，０００ ０ ０ １００

� 国庫補助金返還金 １３，５０７ １２，６８８ ０ ８１８ ９３．９

建設改良費の主な内訳は、配水管整備事業費１０５億７，３３２万円、基幹施設整備事

業費１０３億７，５６３万円及び受託建設費２億４，４８７万円である。
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建設改良費の翌年度繰越額は、主として配水管整備事業及び基幹施設整備事業に

おいて、地元及び関係機関との調整に日時を要したことから、野庭配水池築造工事

及び配水管新設工事を繰り越したことによるものである。また、不用は、主として

建物改良費において、早期竣工が必要であったことから、前年度予算で執行したこ

とによるものである。

なお、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額２０９億７，７３７万円につい

ては、損益勘定留保資金等が充てられている。

（資料第５の第３表参照）
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� 経 営 成 績

損益の状況は次表のとおりである。

損 益 の 状 況
（単位：千円）

科 目 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

総

収

益




経 常 収 益 � ９０，２００，０９８ ９１，３６９，９０９ △１，１６９，８１０ △ １．３

営 業 収 益 ８４，８１１，４０１ ８５，５３２，６２６ △ ７２１，２２５ △ ０．８

給 水 収 益 ７４，６２９，４８３ ７５，１７４，３９７ △ ５４４，９１４ △ ０．７

受 託 工 事 収 益 ７９０，８１４ ８５２，１２３ △ ６１，３０８ △ ７．２

その他営業収益 ９，３９１，１０３ ９，５０６，１０５ △ １１５，００２ △ １．２

営 業 外 収 益 ５，３８８，６９７ ５，８３７，２８３ △ ４４８，５８５ △ ７．７

特 別 利 益 １３５，３９０ １４６，１３１ △ １０，７４０ △ ７．４

合 計 ９０，３３５，４８９ ９１，５１６，０４１ △１，１８０，５５１ △ １．３

総

費

用

�

経 常 費 用  ８７，０７３，２０７ ８９，８１４，０９６ △２，７４０，８８８ △ ３．１

営 業 費 用 ７７，６９３，０４８ ７９，９６９，５０５ △２，２７６，４５７ △ ２．８

人 件 費 ２４，８５３，１６２ ２５，５５６，６０７ △ ７０３，４４４ △ ２．８

企 業 団 受 水 費 １９，７３１，４１７ １９，７４７，１２３ △ １５，７０５ △ ０．１

減 価 償 却 費 １５，２１６，３０９ １６，２９６，０５３ △１，０７９，７４４ △ ６．６

その他営業費用 １７，８９２，１５８ １８，３６９，７２０ △ ４７７，５６２ △ ２．６

営 業 外 費 用 ９，３８０，１５９ ９，８４４，５９０ △ ４６４，４３１ △ ４．７

経 常 損 益 �－ ３，１２６，８９０ １，５５５，８１３ １，５７１，０７７ １０１．０

純 損 益 
－� ３，２６２，２８１ １，７０１，９４４ １，５６０，３３６ ９１．７

前年度繰越利益剰余金
（ △ 繰 越 欠 損 金 ） △ ７，５９７，２４７ △ ９，２９９，１９２ １，７０１，９４４ △ １８．３

当年度未処分利益剰余金
（ △ 未 処 理 欠 損 金 ） △ ４，３３４，９６６ △ ７，５９７，２４７ ３，２６２，２８１ △ ４２．９

主な増減理由は次のとおりである。

営業収益の減少は、主として水道料金収入（給水収益）の減によるものであるが、こ

れを用途別にみると、家事用については、ライフスタイルの変化及び節水機器の普及

などにより１戸当たりの使用水量は減少しているものの、給水戸数が増加しているこ

とから水道料金収入は微増となっている。業務用については、長引く不況の影響や節

水による給水戸数及び１戸当たりの使用水量の減少により、水道料金収入は減となっ

ている。

営業外収益の減少は、主として共同住宅の新規着工件数の減少等に伴う水道利用加
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入金の減によるものである。

特別利益の減少は、固定資産売却益の減によるものである。

営業費用の減少は、主として配水管の耐用年数の変更による減価償却費の減及び職

員数の削減や給与改定等に伴う人件費の減によるものである。

営業外費用の減少は、主として平均利率の低下による企業債利息の減によるもので

ある。

なお、一般給水における用途別の水道料金収入、有収水量、平均販売単価及び平均

給水原価は、次表のとおりである。

水道料金収入（千円） 有収水量（千m3） １m3当たり
平均販売単価
�／�

１m3当たり
平均給水原価� 構成比率 � 構成比率

家 事 用 ４３，９４９，３８８ ５８．９％ ３０８，７６６ ７６．０％ １４２．３４円 １８８．２８円

業 務 用 ３０，６１１，０５２ ４１．０％ ９６，０２０ ２３．６％ ３１８．８０円 １８８．２８円

公衆浴場用 ６９，０４１ ０．１％ １，６１８ ０．４％ ４２．６５円 １８８．２８円

合 計 ７４，６２９，４８３ １００ ％ ４０６，４０５ １００ ％ １８３．６３円 １８８．２８円

また、最近５か年度の家事用及び業務用の、１戸１か月当たりの使用水量及び月平

均給水戸数の推移は次のグラフのとおりである。

家事用 

m3

戸 
1
戸
1
か
月
当
た
り
使
用
水
量 

月
平
均
給
水
戸
数 

（年度） 

月平均給水戸数 

１戸１か月当たり使用水量 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

0

1,380,000

1,400,000

1,420,000

1,440,000

1,460,000

1,480,000

1,500,000

1,520,000

1,540,000

平成14平成13平成12平成11平成10

18.20 17.94 17.65 17.23 16.91

1,419,086

1,441,882

1,462,890

1,492,630

1,521,294
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業務用 

m3

戸 
1
戸
1
か
月
当
た
り
使
用
水
量 

月
平
均
給
水
戸
数 

（年度） 

月平均給水戸数 

１戸１か月当たり使用水量 

0

20

40

60

80

100

120

0

71,000

72,000

73,000

74,000

75,000

76,000

77,000

78,000

79,000

80,000

平成14平成13平成12平成11平成10

111.88 111.79 109.03 107.51 106.14

74,055 74,293

76,728
76,218

75,388

 

当年度は、３１億２，６８９万円の経常利益を生じており、これに１億３，５３９万円の特別

利益を加えた純利益は、３２億６，２２８万円となっている。この結果、当年度未処理

欠損金は、前年度からの繰越欠損金に当年度純利益を加えた４３億３，４９７万円となっ

ている。

また、最近５か年度の損益の推移は、次のグラフのとおりである。

損益の推移 
億円 億円 

未
処
分
利
益
剰
余
金（
未
処
理
欠
損
金
） 

純
　

損
　

益 

（年度） 

純損益 

未処分利益剰余金 
（未処理欠損金） 

－120

－100

－80

－60

－40

－20

0

20

40

平成14平成13平成12平成11平成10
－120

－100

－80

－60

－40

－20

0

20

40

1 3 5

17

33

－101 －98
－93

－76

－43

注 平成１３年４月１日 水道料金改定

（資料第５の第２表、第４表及び第５表参照）

― ―５４



� 財 政 状 態

財政状態は次表のとおりである。

比 較 貸 借 対 照 表 （要約）
（単位：千円）

科 目 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

資

産

固 定 資 産 ５０９，４６８，０２７（９３．８） ５０３，４１１，５９２（９３．９） ６，０５６，４３５ １．２

流 動 資 産 ３３，５０５，１０６（ ６．２） ３２，８０５，３７６（ ６．１） ６９９，７３０ ２．１

繰 延 勘 定 ５８，７２８（ ０．０） ５０，８２２（ ０．０） ７，９０６ １５．６

合 計 ５４３，０３１，８６２（１００ ） ５３６，２６７，７９１（１００ ） ６，７６４，０７１ １．３

負

債

固 定 負 債 ４，３５６，０００（ ０．８） ４，２１０，０００（ ０．８） １４６，０００ ３．５

流 動 負 債 ２１，４８４，８１９（ ４．０） ２１，３８６，５９９（ ４．０） ９８，２２０ ０．５

計 ２５，８４０，８１９（ ４．８） ２５，５９６，５９９（ ４．８） ２４４，２２０ １．０

資

本

自 己 資 本 金 ９０，６３６，０８２（１６．７） ８８，８８６，０８２（１６．６） １，７５０，０００ ２．０

借 入 資 本 金 ２１４，９４７，７９９（３９．６） ２１５，８９９，６７７（４０．３） △ ９５１，８７８ △ ０．４

資 本 剰 余 金 ２１５，９４２，１２７（３９．８） ２１３，４８２，６７９（３９．８） ２，４５９，４４７ １．２

欠 損 金（△） △ ４，３３４，９６６（△０．８） △ ７，５９７，２４７（△１．４） ３，２６２，２８１ △ ４２．９

計 ５１７，１９１，０４３（９５．２） ５１０，６７１，１９２（９５．２） ６，５１９，８５１ １．３

合 計 ５４３，０３１，８６２（１００ ） ５３６，２６７，７９１（１００ ） ６，７６４，０７１ １．３

注（ ）内は構成比率である。

主な内訳及び増減理由は次のとおりである。

ア 資産

固定資産の主な内訳は、構築物（管きょ等）３，４２４億８，６５１万円である。

固定資産の増加は、主として建設仮勘定の増によるものである。

流動資産の主な内訳は、現金預金２３５億７，６２８万円である。

流動資産の増加は、主として現金預金の増によるものである。

繰延勘定は、企業債発行差金５，８７３万円である。

繰延勘定の増加は、企業債発行差金の増によるものである。

イ 負債

固定負債は、引当金４３億５，６００万円である。

固定負債の増加は、退職給与引当金の増によるものである。

流動負債の主な内訳は、未払金１５６億７，９４３万円である。

流動負債の増加は、主として未払金の増によるものである。
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ウ 資本

自己資本金の増加は、一般会計出資金の増によるものである。

借入資本金の減少は、企業債の未償還残高の減によるものである。

資本剰余金の主な内訳は、工事負担金１，４００億３，１６０万円である。

資本剰余金の増加は、主として受贈財産評価額及び工事負担金の増によるもので

ある。

なお、最近５か年度の企業債の未償還残高等の推移は、次のグラフのとおりで

ある。

企業債の推移 
億円 

億円 

未
償
還
残
高 

発
行
額
・
元
金
償
還
額 

（年度） 

企業債発行額 

企業債元金償還額 

企業債未償還残高 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0

50

100

150

200

平成14平成13平成12平成11平成10

2,102 2,109 2,128 2,159 2,149

151

101
111

125

97 94 91 94

112
122

また、最近５か年度の年度末累積資金残高の推移は、次表のとおりである。

（単位：千円）

平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度

累積資金残高 ５，８８６，５５６ ４，２１９，７２６ ２，９５８，５１９ ５，３０４，２７７ ６，４２５，８７４

（資料第５の第６表参照）
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� 中期財政プラン

平成１５年２月に、水道事業中期財政プラン（平成１４年度から１８年度）（以下「財政

プラン」という。）を、現行の財政計画（平成１３年度から１６年度）に替えて、策定し

た。この財政プランでは、財政計画で見込んでいた水需要予測を、「横浜リバイバル

プラン」の人口予測値に合わせて、下方修正し、これに基づき、水道料金収入の見込

み額についても減額することにした。併せて、この収入減に応じた、より一層のコス

ト削減と経営の効率化等を図ることとした。

今後、この財政プランに基づき、安全で良質な水を引き続き安定的に供給すること

を目指し、健全な財政運営に努めることとしている。
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む す び

以上、平成１４年度水道事業決算の概要を述べたが、当年度は、３２億６，２２８万円の純利

益を生じており、この結果、未処理欠損金は、前年度の７５億９，７２５万円から４３億３，４９７

万円に減少している。

当年度の経常収支については、３１億２，６８９万円の経常利益で、前年度に比べ１５億

７，１０８万円増加した。これは経常収益が、水道料金収入の減少等により１１億６，９８１万円

減少したものの、経常費用が、減価償却費及び人件費の減等により２７億４，０８９万円減

少したことによるものである。

当年度は、業務改善等による人件費の削減並びに委託業務の一部について見直し等を

行い、経費の削減を図った。また、年度末における累積資金残高は６４億２，５８７万円と

なり、前年度と比べて１１億２，１６０万円増加した。

平成１５年２月に策定した「水道事業中期財政プラン」（平成１４年度から１８年度）（以下

「財政プラン」という。）では、水需要予測を「横浜リバイバルプラン」の人口予測値

に合わせて、従来の計画から下方修正するとともに、コスト削減及び経営の効率化等の

見直しを行うこととしている。

しかし、水道料金収入のうち、全体の約６割を占める家事用については、給水戸数が

増えたことにより、当年度は微増となったものの、ライフスタイルの変化及び節水機器

の普及などにより、１戸当たりの使用水量は減少しており、財政プランでも、今後の

家事用の水道料金収入は、ほぼ横ばいと予測している。一方、約４割を占める業務用に

ついては、長引く不況の影響や節水により、使用水量は減少傾向にあることや、現在の

経済状況を勘案すると、財政プランで予測している使用水量の増加は期待できず、全体

としての水道料金収入の確保は、難しい状況となることが予想される。

平成１５年度においても、財政プランに基づき、メーター検針の一部民間委託化等を

行うとともに、人件費の削減や施設管理の効率化等を行い、引き続き経費節減に努めて

いるところである。しかし、水道料金収入が低迷している現状においては、財政プラン

の着実な執行はもとより、未利用地の売却など積極的な保有資産の活用を図るととも

に、委託業務の拡大や組織の見直しなどにより、一層の経営の効率化に努められたい。
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６ 工業用水道事業

� 業 務 実 績

主な業務実績は次表のとおりである。

主 な 業 務 実 績 の 比 較

区 分 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

給 水 能 力 １３２，１３０，０００m3 １３２，１３０，０００m3 ０m3 ０

契 約 水 量 １０１，２４４，３００m3 ９９，５８１，２００m3 １，６６３，１００m3 １．７

契 約 率 ７６．６％ ７５．４％ １．２

給 水 工 場 数 ６８工場 ７０工場 △ ２工場 △ ２．９

年 間 総 給 水 量 ４７，１８２，７００m3 ４７，０５３，７００m3 １２９，０００m3 ０．３

年 間 使 用 水 量 ４５，７７７，７９８m3 ４５，３１６，９１８m3 ４６０，８８０m3 １．０

使 用 水 量 率 ９７．０％ ９６．３％ ０．７

最近５か年度の契約水量等と水道料金収入の推移は、次のグラフのとおりである。

契約水量・使用水量と水道料金収入の推移 

千m3

百万円 

契
約
水
量
・
使
用
水
量 

水
道
料
金
収
入 

（年度） 

水道料金収入 

契約水量 

使用水量 

注　平成13年4月1日　水道料金改定 
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（資料第６の第１表参照）
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� 予算執行状況

予算執行の状況は次表のとおりである。

ア 収益的収入及び支出

予算決算比較対照表（収益的収入）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 増減額�－�
執行率�％
�
� ×１００

工 業 用 水 道 事 業 収 益 ３，５６６，２５８ ３，４８７，９７５ △ ７８，２８２ ９７．８

� 営 業 収 益 ２，９２６，０３８ ２，８８９，３０１ △ ３６，７３６ ９８．７

� 営 業 外 収 益 ６４０，２２０ ５９８，６７３ △ ４１，５４６ ９３．５

営業収益の主な内訳は、水道料金収入２８億７，４７１万円である。

営業収益の減少は、主として支障移設等の依頼工事が見込みを下回ったことに

よる工事負担金収入の減によるものである。

営業外収益の主な内訳は、契約水量の増量等の際に工場が負担する特別加算金収

入５億３，６００万円である。

営業外収益の減少は、主として契約水量の増量が見込みを下回ったことによる

特別加算金収入の減によるものである。

予算決算比較対照表（収益的支出）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 不用額�－�
執行率�％
�
� ×１００

工 業 用 水 道 事 業 費 用 ２，９７８，１０７ ２，６９５，５７５ ２８２，５３１ ９０．５

� 営 業 費 用 ２，５７４，８８５ ２，３３６，１８９ ２３８，６９５ ９０．７

� 営 業 外 費 用 ３８６，２２２ ３５９，３８６ ２６，８３５ ９３．１

� 特 別 損 失 １０，０００ ０ １０，０００ ０

� 予 備 費 ７，０００ ０ ７，０００ ０

営業費用の主な内訳は、負担金（他事業者との共用施設の維持管理等に係る負担

金）１０億４，６２８万円、減価償却費５億５，９９４万円及び人件費５億３，９６４万円である。

営業費用の不用は、主として依頼工事である送配水管防護工事等が見込みを

下回ったこと等による修繕費の減及び馬入川系統共用施設の維持管理費等が見込み

を下回ったことによる負担金の減によるものである。

営業外費用の主な内訳は、企業債利息２億８，２２４万円である。
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イ 資本的収入及び支出

予算決算比較対照表（資本的収入）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 増減額�－�
執行率�％
�
� ×１００

工業用水道事業資本的収入 ９９３，７８７ ４６９，６５４ △ ５２４，１３２ ４７．３

� 企 業 債 ５７６，０００ ２７９，０００ △ ２９７，０００ ４８．４

� 国 庫 補 助 金 ２１５，０００ １３６，７９１ △ ７８，２０８ ６３．６

� 分担金及び負担金 ２０２，７８７ ５３，８１７ △ １４８，９６９ ２６．５

� その他資本的収入 ０ ４６ ４６ －

企業債の減少は、主として建設改良費に不用が生じたことによる発行額の減に

よるものである。

国庫補助金の減少は、主として補助対象事業である建設改良費の不用に伴う減に

よるものである。

分担金及び負担金の減少は、主として依頼工事が見込みを下回ったことによる工

事負担金の減によるものである。

予算決算比較対照表（資本的支出）
（単位：千円）

科 目 予算現額� 決 算 額� 繰 越 額 不 用 額
執行率�％
�
� ×１００

工業用水道事業資本的支出 １，９２９，２３２ １，３６８，８３０ １４２，０００ ４１８，４０１ ７１．０

� 建 設 改 良 費 １，６１６，３８１ １，０６５，０９７ １４２，０００ ４０９，２８３ ６５．９

� 企 業 債 償 還 金 ２９９，７３４ ２９９，７３３ ０ ０ １００．０

� 国庫補助金返還金 １３，１１７ ３，９９９ ０ ９，１１７ ３０．５

建設改良費の主な内訳は、相模湖系統施設改良費３億４，２１１万円及び馬入川系統

施設改良費５億３，０１０万円である。

翌年度繰越額は、主として馬入川系統施設改良費において、関係機関との調整に

日時を要したことにより、配水管補強工事を繰り越したことによるものである。ま

た、不用は、主として相模湖系統施設改良費において、地元との調整に日時を要し

たため、送水管補強工事を先送りしたことによるものである。

なお、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額８億９，９１８万円について

は、損益勘定留保資金等が充てられている。

（資料第６の第３表参照）
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� 経 営 成 績

損益の状況は次表のとおりである。

損 益 の 状 況
（単位：千円）

科 目 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

総

収

益




経 常 収 益 � ３，３２５，１４０ ２，８３５，４４０ ４８９，７００ １７．３

営 業 収 益 ２，７５２，２２７ ２，７２５，０１７ ２７，２０９ １．０

給 水 収 益 ２，７３７，８１４ ２，６９７，７０３ ４０，１１０ １．５

その他営業収益 １４，４１３ ２７，３１４ △ １２，９０１ △ ４７．２

営 業 外 収 益 ５７２，９１３ １１０，４２２ ４６２，４９０ ４１８．８

特 別 利 益 ０ ８９，０１６ △ ８９，０１６ △ １００

合 計 ３，３２５，１４０ ２，９２４，４５６ ４００，６８４ １３．７

総

費

用

�

経 常 費 用  ２，５７１，２４４ ２，６９０，１６２ △ １１８，９１７ △ ４．４

営 業 費 用 ２，２８３，６３８ ２，３９６，９８２ △ １１３，３４４ △ ４．７

人 件 費 ５３９，１７０ ５７３，６０６ △ ３４，４３６ △ ６．０

負 担 金 １，０００，３６５ １，０３６，１９６ △ ３５，８３０ △ ３．５

減 価 償 却 費 ５５９，９３５ ５７５，６１１ △ １５，６７６ △ ２．７

修 繕 費 等 ４９，５０９ ７７，８４２ △ ２８，３３３ △ ３６．４

その他営業費用 １３４，６５７ １３３，７２５ ９３２ ０．７

営 業 外 費 用 ２８７，６０６ ２９３，１８０ △ ５，５７３ △ １．９

経 常 損 益 �－ ７５３，８９６ １４５，２７７ ６０８，６１８ ４１８．９

純 損 益 
－� ７５３，８９６ ２３４，２９３ ５１９，６０２ ２２１．８

前年度繰越利益剰余金
（ △ 繰 越 欠 損 金 ） △ １，４３３，６３３ △ １，６６７，９２７ ２３４，２９３ △ １４．０

当年度未処分利益剰余金
（ △ 未 処 理 欠 損 金 ） △ ６７９，７３７ △ １，４３３，６３３ ７５３，８９６ △ ５２．６

主な増減理由は次のとおりである。

営業収益の増加は、契約水量を増量した工場があったことから、契約水量が増加し

たことによる水道料金収入の増によるものである。

営業外収益の増加は、主として特別加算金収入が増加したことによる雑収益の増に

よるものである。

営業費用の減少は、主として小雀浄水場排水処理施設の維持管理等に係る負担金の

減、及び平均年齢の低下等による人件費の減によるものである。

営業外費用の減少は、主として企業債残高に対する平均利率の低下による企業債利
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息の減によるものである。

当年度は７億５，３９０万円の経常利益及び純利益を生じており、この結果、当年度未

処理欠損金は、前年度からの繰越欠損金に当年度純利益を加えた６億７，９７４万円と

なっている。

また、最近５か年度の損益の推移は、次のグラフのとおりである。

損 益 の 推 移 

百万円 
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注　平成13年4月1日　水道料金改定 
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（資料第６の第２表、第４表及び第５表参照）
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� 財 政 状 態

財政状態は次表のとおりである。

比 較 貸 借 対 照 表 （要約）
（単位：千円）

科 目 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

資

産

固 定 資 産 １６，５２９，３９９（９１．５） １６，１０６，０３２（９２．６） ４２３，３６７ ２．６

流 動 資 産 １，５３７，７７３（ ８．５） １，２９５，２９７（ ７．４） ２４２，４７５ １８．７

繰 延 勘 定 ０（ ０ ） ４８（ ０．０） △ ４８ △ １００

合 計 １８，０６７，１７３（１００ ） １７，４０１，３７８（１００ ） ６６５，７９４ ３．８

負
債

流 動 負 債 ５２７，２８６（ ２．９） ７６２，９４２（ ４．４） △ ２３５，６５６ △ ３０．９

計 ５２７，２８６（ ２．９） ７６２，９４２（ ４．４） △ ２３５，６５６ △ ３０．９

資

本

自 己 資 本 金 １，３７２，９２２（ ７．６） １，３７２，９２２（ ７．９） ０ ０

借 入 資 本 金 ６，９５９，１８４（３８．５） ６，９７９，９１８（４０．１） △ ２０，７３３ △ ０．３

資 本 剰 余 金 ９，８８７，５１７（５４．７） ９，７１９，２２８（５５．９） １６８，２８８ １．７

欠 損 金（△） △ ６７９，７３７（△３．８） △ １，４３３，６３３（△８．２） ７５３，８９６ △ ５２．６

計 １７，５３９，８８６（９７．１） １６，６３８，４３５（９５．６） ９０１，４５１ ５．４

合 計 １８，０６７，１７３（１００ ） １７，４０１，３７８（１００ ） ６６５，７９４ ３．８

注（ ）内は構成比率である。

主な増減理由は次のとおりである。

ア 資産

固定資産の主な内訳は、構築物（管きょ等）１２９億３，３４７万円である。

固定資産の増加は、主として構築物の増によるものである。

流動資産の主な内訳は、現金預金９億１，５２０万円である。

流動資産の増加は、主として現金預金の増によるものである。

繰延勘定の減少は、企業債発行差金の減によるものである。

イ 負債

流動負債の主な内訳は、未払金４億８，０１６万円である。

流動負債の減少は、主として未払金の減によるものである。

ウ 資本

借入資本金は、企業債６９億５，９１８万円である。

借入資本金の減少は、企業債の未償還残高の減によるものである。

資本剰余金の主な内訳は、工事負担金７１億７，４６０万円である。
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資本剰余金の増加は、主として国庫補助金の増によるものである。

なお、最近５か年度の企業債の未償還残高等の推移は、次のグラフのとおりである。

企 業 債 の 推 移 
百万円 

百万円 

未
償
還
残
高 

発
行
額
・
元
金
償
還
額 

（年度） 

企業債発行額 

企業債元金償還額 

企業債未償還残高 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

0

100

200

300

400

500

600

平成14平成13平成12平成11平成10

6,404
6,737 6,787

6,980 6,959

413

582

361

443

271
249

312

250
279
300

（資料第６の第６表参照）
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む す び

以上、平成１４年度工業用水道事業決算の概要を述べたが、当年度は、７億５，３９０万円

の純利益を生じており、未処理欠損金は、前年度の１４億３，３６３万円から６億７，９７４万

円に減少している。

当年度の経常収支については、経常利益は７億５，３９０万円であり、前年度に比べ６億

８６２万円増加している。これは、契約水量の増量等に伴う特別加算金収入の増等により、

経常収益が４億８，９７０万円増加したこと、施設使用に伴う水道事業への負担金及び人件

費等の減により、経常費用が１億１，８９２万円減少したことによるものである。

当年度は、事業の見直しによる職員数の減など人件費の削減を行い、経費の節減に

努めたところである。しかし、水道料金収入の基礎となる契約水量の動向をみると、

当年度は契約水量の増加はあったものの、契約工場数は２工場減少しており、長引く

景気の低迷や産業構造の変化などにより、今後の契約水量の伸びは期待できず、経営

環境は依然として厳しい状況が続くと考えられる。

従って、契約水量の維持・拡大を図るため、給水区域の工場等の動向を把握し、新規

加入等による需要拡大に努めるとともに、一層の業務の見直し等を行うことにより、効

率的な事業運営に努められたい。
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７ 自 動 車 事 業

� 業 務 実 績

主な業務実績は次表のとおりである。

主 な 業 務 実 績 の 比 較

区 分 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

営 業 キ ロ 程 ５６６．３� ５６１．３� ５．０� ０．９

運 転 車 両 数 ３１６，１９９両 ３１４，３３８両 １，８６１両 ０．６

運 転 キ ロ 数 ４１，２２２，１８３．４� ４１，５９９，９７０．０� △３７７，７８６．６� △ ０．９

年 間 乗 車 人 員 １７２，１７１，００７人 １６９，９６６，０７３人 ２，２０４，９３４人 １．３

乗 合 自 動 車 １７１，９５６，６６４人 １６９，７２８，２５７人 ２，２２８，４０７人 １．３

特 定 自 動 車 １６８，８０５人 １８７，１３７人 △ １８，３３２人 △ ９．８

市 内 遊 覧 自 動 車 ２３，７０３人 ２６，２５９人 △ ２，５５６人 △ ９．７

貸 切 自 動 車 ２１，８３５人 ２４，４２０人 △ ２，５８５人 △ １０．６

年間乗車人員の増加は、主として乗合自動車の乗車人員の増によるものである。

なお、最近５か年度の年間乗車人員と運送収益の推移は、次のグラフのとおりで

ある。

年間乗車人員と運送収益の推移 
百万人 

億円 

乗
車
人
員 

運
送
収
益 

（年度） 

運送収益 

乗車人員 

0

50

100

150

200

0

100

200

300

平成14平成13平成12平成11平成10

170 170 169 170 172

281 279 275 277 278

（資料第７の第１表参照）
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� 予算執行状況

予算執行の状況は次表のとおりである。

ア 収益的収入及び支出

予算決算比較対照表（収益的収入）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 増減額�－�
執行率�％
�
� ×１００

自 動 車 事 業 収 益 ３２，５２３，２７５ ３３，１２０，８６２ ５９７，５８７ １０１．８

� 営 業 収 益 ２８，６６２，８２０ ２９，２５６，８４９ ５９４，０２９ １０２．１

� 営 業 外 収 益 ３，８６０，４５５ ３，８６４，０１２ ３，５５７ １００．１

営業収益の内訳は、乗合自動車等の運送収益２８７億７，３２８万円及び広告料等の運

送雑収益４億８，３５７万円である。

営業外収益の主な内訳は、一般会計補助金３７億１，７６７万円及び雑収益 １億

１，３０７万円である。

予算決算比較対照表（収益的支出）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 不用額�－�
執行率�％
�
� ×１００

自 動 車 事 業 費 ３２，４８５，９５８ ３１，６２７，９０４ ８５８，０５３ ９７．４

� 営 業 費 用 ３１，５２３，０８４ ３０，７０９，１２４ ８１３，９５９ ９７．４

� 営 業 外 費 用 ９４２，８７４ ９１８，７７９ ２４，０９４ ９７．４

� 予 備 費 ２０，０００ ０ ２０，０００ ０

営業費用の主な内訳は、人件費２４５億６，０１８万円、減価償却費１８億２，７４９万円

及び動力費１１億８，９８９万円である。

営業費用の不用は、主として賃金の減少による人件費の減によるものである。

営業外費用の主な内訳は、消費税及び地方消費税納付額７億９，３８６万円である。
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イ 資本的収入及び支出

予算決算比較対照表（資本的収入）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 増減額�－�
執行率�％
�
� ×１００

自動車事業資本的収入 １，７７８，０２７ １，６２６，７６０ △ １５１，２６６ ９１．５

� 企 業 債 １，２６０，０００ １，２２３，０００ △ ３７，０００ ９７．１

� 国 庫 補 助 金 ８１，４７０ １１３，２０９ ３１，７３９ １３９．０

� 県 補 助 金 １４，０００ １５，３２９ １，３２９ １０９．５

� 一 般 会 計 補 助 金 ３６２，４７０ ２６２，６５３ △ ９９，８１６ ７２．５

� そ の 他 収 入 ６０，０８７ １２，５６８ △ ４７，５１８ ２０．９

企業債の減少は、主として建設改良費に不用が生じたこと等による発行額の減に

よるものである。

一般会計補助金の主な内訳は、ディーゼル排出微粒子除去装置導入補助金及び

低公害バス導入補助金である。

予算決算比較対照表（資本的支出）
（単位：千円）

科 目 予算現額� 決 算 額� 繰 越 額 不 用 額
執行率�％
�
� ×１００

自動車事業資本的支出 ３，８９９，２６３ ３，７２０，６５１ ０ １７８，６１１ ９５．４

� 建 設 改 良 費 １，８１０，６３３ １，６５４，６８６ ０ １５５，９４６ ９１．４

� 企 業 債 償 還 金 ２，０６８，６３０ ２，０６５，９６５ ０ ２，６６４ ９９．９

� 予 備 費 ２０，０００ ０ ０ ２０，０００ ０

建設改良費の主な内訳は、乗合自動車におけるバス車両４０両の購入費９億６，２９０

万円である。

建設改良費の不用は、主として車両購入の契約残等及び受託工事費の減によるも

のである。

なお、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額２０億９，３８９万円につい

ては、運転資金等が充てられている。

（資料第７の第３表参照）
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� 経 営 成 績

損益の状況は次表のとおりである。

損 益 の 状 況
（単位：千円）

科 目 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

総

収

益

	

経 常 収 益 
 ３２，１６０，９６６ ３２，７８３，００８ △ ６２２，０４１ △ １．９

営 業 収 益 ２８，２９９，５６１ ２８，１３１，５１０ １６８，０５１ ０．６

運 送 収 益 ２７，８３７，５２４ ２７，６５３，８５４ １８３，６６９ ０．７

（上記のうち特別乗車証負担金収入） （８，９２６，２５３） （８，５０２，５６５） （４２３，６８８） （５．０）

運 送 雑 収 益 ４６２，０３７ ４７７，６５５ △ １５，６１８ △ ３．３

営 業 外 収 益 ３，８６１，４０４ ４，６５１，４９８ △ ７９０，０９３ △ １７．０

一般会計補助金 ３，７１７，６６６ ４，５９７，７３５ △ ８８０，０６９ △ １９．１

その他営業外収益 １４３，７３８ ５３，７６２ ８９，９７５ １６７．４

総

費

用

�

経 常 費 用 � ３０，７２８，３０２ ３２，３６０，４２１ △１，６３２，１１９ △ ５．０

営 業 費 用 ３０，５３８，６０４ ３２，１２１，０６５ △１，５８２，４６０ △ ４．９

人 件 費 ２４，５５１，８０２ ２５，７９０，３０６ △１，２３８，５０４ △ ４．８

減 価 償 却 費 １，８２７，４８７ ２，０５９，２８１ △ ２３１，７９３ △ １１．３

その他営業費用 ４，１５９，３１４ ４，２７１，４７７ △ １１２，１６２ △ ２．６

営 業 外 費 用 １８９，６９７ ２３９，３５６ △ ４９，６５８ △ ２０．７

経 常 損 益 
－� １，４３２，６６４ ４２２，５８６ １，０１０，０７７ ２３９．０

純 損 益 	－� １，４３２，６６４ ４２２，５８６ １，０１０，０７７ ２３９．０

前年度繰越利益剰余金
（ △ 繰 越 欠 損 金 ） △ ５，２９４，９６６ △ ５，７１７，５５３ ４２２，５８６ △ ７．４

当年度未処分利益剰余金
（ △ 未 処 理 欠 損 金 ） △ ３，８６２，３０２ △ ５，２９４，９６６ １，４３２，６６４ △ ２７．１

主な増減理由は、次のとおりである。

営業収益の増加は、主として高齢化の進展等により特別乗車証負担金収入が増加

したことによる運送収益の増によるものである。

営業外収益の減少は、主として退職金補助金及び資本費緩和補助金の減少による

一般会計補助金の減によるものである。

営業費用の減少は、主として退職者の減少並びに給与改定及び期末手当支給率の引

下げによる人件費の減によるものである。

営業外費用の減少は、主として平均利率の低下等による支払利息等の減によるもの

である。
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損 益 の 推 移 

百万円 百万円 

未
処
分
利
益
剰
余
金（
未
処
理
欠
損
金
） 

純
　

損
　

益 

（年度） 

純損益 

未処分利益剰余金 
（未処理欠損金） 

－6,000

－5,000

－4,000
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－2,000

－1,000

0

1,000

2,000
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－5,000

－4,000

－3,000

－2,000
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　0

　1,000
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平成14平成13平成12平成11平成10

なお、当年度運転１車１km 当たりの経常収益及び経常費用を前年度と比較すると、

次表のとおりである。

（単位：円）

区 分 平成１４年度
�

平成１３年度
�

増 △ 減
�－�

経

常

収

益

乗 車 料 ６７５ ６６５ １０
広 告 料 ７ ７ ０
補 助 金 ９１ １１１ △ ２０
そ の 他 の 収 入 ７ ５ ２

計  ７８０ ７８８ △ ８

経

常

費

用

人 件 費 ５９６ ６２０ △ ２４
車 両 修 繕 費 １７ １７ ０
動 力 費 ２８ ２８ ０
減 価 償 却 費 ４４ ５０ △ ６
支 払 利 息 ３ ３ ０
そ の 他 の 経 費 ５７ ６０ △ ３

計 � ７４５ ７７８ △ ３３

差 引 －� ３５ １０ ２５

当年度は、１４億３，２６６万円の経常利益及び純利益が生じており、この結果、当年度

未処理欠損金は、前年度からの繰越欠損金に当年度の純利益を加えた３８億６，２３０万

円となっている。

また、最近５か年度の損益の推移は、次のグラフのとおりである。

（資料第７の第２表、第４表及び第５表参照）
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� 財 政 状 態

財政状態は次表のとおりである。

比 較 貸 借 対 照 表 （要約）
（単位：千円）

科 目 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

資
産

固 定 資 産 １８，４３０，９６９（ ８８．９） １８，７４４，８６３（ ８５．６） △ ３１３，８９３ △ １．７

流 動 資 産 ２，２９３，８１１（ １１．１） ３，１５６，０１６（ １４．４） △ ８６２，２０５ △ ２７．３

合 計 ２０，７２４，７８０（１００ ） ２１，９００，８７９（１００ ） △１，１７６，０９９ △ ５．４

負
債

流 動 負 債 ４，２４０，４３５（ ２０．５） ６，３８６，９６５（ ２９．２） △２，１４６，５３０ △ ３３．６

計 ４，２４０，４３５（ ２０．５） ６，３８６，９６５（ ２９．２） △２，１４６，５３０ △ ３３．６

資

本

自 己 資 本 金 ５，５７４，６２５（ ２６．９） ５，５７４，６２５（ ２５．５） ０ ０

借 入 資 本 金 ６，１１８，９３７（ ２９．５） ６，９６１，９０２（ ３１．８） △ ８４２，９６５ △ １２．１

資 本 剰 余 金 ８，６５３，０８５（ ４１．８） ８，２７２，３５３（ ３７．８） ３８０，７３２ ４．６

欠損金（△） △３，８６２，３０２（△１８．６） △５，２９４，９６６（△２４．２） １，４３２，６６４ △ ２７．１

計 １６，４８４，３４５（ ７９．５） １５，５１３，９１４（ ７０．８） ９７０，４３１ ６．３

合 計 ２０，７２４，７８０（１００ ） ２１，９００，８７９（１００ ） △１，１７６，０９９ △ ５．４

注（ ）内は構成比率である。

主な増減理由は次のとおりである。

ア 資産

固定資産の主な内訳は、車両６８億２３５万円である。

固定資産の減少は、主として構築物の減によるものである。

流動資産の主な内訳は、未収金１２億３，００３万円である。

流動資産の減少は、主として現金預金の減によるものである。

イ 負債

流動負債の主な内訳は、未払費用３６億６，０８７万円である。

流動負債の減少は、主として未払金の減によるものである。

ウ 資本

借入資本金の減少は、企業債の未償還残高の減によるものである。

資本剰余金の主な内訳は、主として他会計（一般会計）補助金３７億９，５５３万円で

ある。

資本剰余金の増加は、主として他会計（一般会計）補助金の増によるものである。
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なお、最近５か年度の企業債の未償還残高等の推移は、次のグラフのとおりで

ある。

企 業 債 の 推 移 
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（資料第７の第６表参照）
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む す び

以上、平成１４年度自動車事業決算の概要を述べたが、当年度は１４億３，２６６万円の純

利益を生じており、この結果、未処理欠損金は３８億６，２３０万円に減少している。

経常収益については、高齢化の進展等により特別乗車証負担金収入が増加したものの、

一般会計補助金が減少したため、前年度と比較して６億２，２０４万円減少した。また、

経常費用についても、退職金及び給与改定による給与・手当など人件費の減等により、

１６億３，２１２万円減少した。その結果、経常収支については、前年度に比べて１０億１，００８

万円改善し、１４億３，２６６万円の経常利益を生じたものである。

当年度は、バス路線の再編整備、１００円バス運行区間の拡大など「利便性・サービス

の向上」、ノンステップバスや低公害バスの増車など「福祉社会・環境保全への対応」を

図るとともに、路線貸切バスの活用拡大や経費の削減など「経営基盤の強化」に向けて

取り組んできたところである。

しかし、乗車料収入全体としては対前年度増加となったが、特別乗車証負担金収入

以外の乗車料収入については、長引く景気低迷の影響などを背景に減少率は縮小した

ものの、依然として対前年度収入減となっている。特別乗車証負担金収入についても

平成１５年度からは交通事業者の一部負担が導入されることとなっている。また、平成１４

年２月の規制緩和の実施や、繰入れを行っている一般会計の状況などを考慮すると、自

動車事業を取り巻く環境はこれまで以上に厳しくなることが見込まれる。

当事業については、平成１２年度に策定した「市営交通中期事業運営計画（平成１２年度

～１５年度）」に基づいて経営改善に取り組んできた結果、目標として掲げた「平成１５年

度の純損益の均衡」を平成１３年度から２か年連続で達成したところである。しかし、乗

車料収入の大幅な増加は期待できないことなどから、今後も一層の経営基盤強化に取り

組む必要があり、平成１５年３月に設置された「横浜市市営交通事業あり方検討委員会」

の検討結果を踏まえ、中長期的視点に立った新たな事業運営に関する計画を策定された

い。
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年間乗車人員と運輸収益の推移 
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注　平成11年８月29日　１号線戸塚～湘南台間延伸、営業キロ程が33.0kmから40.4kmとなる。 
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８ 高速鉄道事業

� 業 務 実 績

主な業務実績は次表のとおりである。

主 な 業 務 実 績 の 比 較

区 分 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

営 業 キ ロ 程 ４０．４� ４０．４� ０� ０

駅 数 ３２駅 ３２駅 ０駅 ０

在 籍 車 両 数 ２２８両 ２２８両 ０両 ０

運 転 車 両 数 ６７，９５０両 ６７，９５０両 ０両 ０

運 転 キ ロ 数 ２６，０５５，０９９．０� ２６，０４２，００７．０� １３，０９２．０� ０．１

年 間 乗 車 人 員 １５８，８７７，５２０人 １５５，７３７，３１８人 ３，１４０，２０２人 ２．０

１ 日 平 均 ４３５，２８１人 ４２６，６７８人 ８，６０３人 ２．０

年間乗車人員は、主として戸塚～湘南台間及び新横浜～あざみ野間（主として港北

ニュータウン区間）の乗車人員の増等により増加したものである。

なお、最近５か年度の年間乗車人員と運輸収益の推移は、次のグラフのとおりで

ある。

（資料第８の第１表参照）
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� 予算執行状況

予算執行の状況は次表のとおりである。

ア 収益的収入及び支出

予算決算比較対照表（収益的収入）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 増減額�－�
執行率�％
�
� ×１００

高 速 鉄 道 事 業 収 益 ３５，０４０，９４４ ３４，５７０，９４３ △ ４７０，０００ ９８．７

� 営 業 収 益 ３１，５４４，３１２ ３１，０７５，０３５ △ ４６９，２７６ ９８．５

� 営 業 外 収 益 ３，４９６，６３２ ３，４９５，９０７ △ ７２４ １００．０

営業収益の内訳は、運輸収益３０１億７，６６０万円及び広告料等の運輸雑収益８億

９，８４４万円である。

営業収益の減少は、主として乗車人員が見込みを下回ったことによる運輸収益の

減によるものである。

営業外収益の主な内訳は、一般会計補助金２６億１１２万円、賃貸料等の雑収益５億

８，０６８万円、国庫補助金２億１，１８８万円及び県補助金１億円である。

予算決算比較対照表（収益的支出）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 不用額�－�
執行率�％
�
� ×１００

高 速 鉄 道 事 業 費 ４９，０３８，３６９ ４７，８０８，５７２ １，２２９，７９６ ９７．５

� 営 業 費 用 ２９，６８５，１５９ ２９，１８６，１９２ ４９８，９６６ ９８．３

� 営 業 外 費 用 １９，３３３，２１０ １８，６２２，３７９ ７１０，８３０ ９６．３

� 予 備 費 ２０，０００ ０ ２０，０００ ０

営業費用の主な内訳は、減価償却費１３２億３，６６３万円及び人件費１０６億１，３１４万円

である。

営業費用の不用は、主として人件費の減によるものである。

営業外費用の主な内訳は、企業債利息１８１億４，４６１万円である。

営業外費用の不用は、主として消費税及び地方消費税納付額の減によるものである。

なお、収益的収入額が収益的支出額に不足する額については、主として資本費負担

緩和分企業債１２５億円が充てられている。
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予算決算比較対照表（資本的収入）
（単位：千円）

科 目 予 算 現 額� 決 算 額� 増減額�－�
執行率�％
�
� ×１００

高速鉄道事業資本的収入 ６７，４５３，９７７ ５１，４４５，２４８ △ １６，００８，７２８ ７６．３

� 企 業 債 ３３，１６６，４７９ ２８，２４１，３３０ △ ４，９２５，１４９ ８５．２

� 一 般 会 計 出 資 金 ４，０６８，０００ ３，９７０，０００ △ ９８，０００ ９７．６

� 国 庫 補 助 金 ２，６１９，１６８ １，６６９，５０３ △ ９４９，６６５ ６３．７

� 一 般 会 計 補 助 金 ４，７７５，０７９ ４，７２０，１８６ △ ５４，８９２ ９８．９

� 負 担 金 １０，２１２，１８７ ５，７１５，２３１ △ ４，４９６，９５５ ５６．０

� そ の 他 収 入 １２，６１３，０６２ ７，１２８，９９８ △ ５，４８４，０６４ ５６．５

イ 資本的収入及び支出

企業債の減少は、主として事業の繰越しにより発行が繰り越されたことによるもの

である。

負担金の減少は、横浜環状鉄道中山～日吉間の負担金対象事業費の不用に伴う収入

減によるものである。

その他収入の減少は、主として受託工事収入の減によるものである。

予算決算比較対照表（資本的支出）
（単位：千円）

科 目 予算現額� 決 算 額� 繰 越 額 不 用 額
執行率�％
�
� ×１００

高速鉄道事業資本的支出 ８９，９８８，４０５ ６５，４５６，１１２ １６，０１２，７３２ ８，５１９，５６１ ７２．７

� 建 設 改 良 費 ６２，５７０，２６１ ３９，９６５，８７７ １６，０１２，７３２ ６，５９１，６５２ ６３．９

� 企 業 債 償 還 金 ２７，４１８，１４４ ２５，４９０，２３４ ０ １，９２７，９０９ ９３．０

建設改良費のうち、建設費の主な内訳は、横浜環状鉄道中山～日吉間について、ず

い道費等で３０６億９，３３９万円を執行し、また、改良費では、１０００形車両の更新等で

２６億１，４８１万円を執行した。

翌年度繰越額は、横浜環状鉄道中山～日吉間について、用地取得に日時を要したこ

とにより、ずい道費等を繰り越したことによるものである。また、不用は、主として

ずい道費及び受託工事費の執行残によるものである。

企業債償還金は、建設改良充当企業債等の償還額であり、また、不用は、主として

高資本費対策借換債の発行が見込みを下回ったことによる減によるものである。
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なお、資本的収入額（前年度財源充当額３３億１，７７５万円及び翌年度財源充当額４６億

７，９４７万円を除く。）が資本的支出額に対して不足する額２２０億８０８万円については、

損益勘定留保資金等が充てられている。

（資料第８の第３表参照）

� 経 営 成 績

損益の状況は次表のとおりである。

損 益 の 状 況
（単位：千円）

科 目 平成１４年度� 平成１３年度� 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

総

収

益

	

経 常 収 益 
 ３３，１６０，２８６ ３２，７１７，０４０ ４４３，２４５ １．４

営 業 収 益 ２９，６７９，３３９ ２９，１８９，２９１ ４９０，０４７ １．７

運 輸 収 益 ２８，８２２，５５８ ２８，３３３，７６５ ４８８，７９３ １．７

（上記のうち特別乗車証負担金収入） （１，７４１，７０９） （１，６７１，１８７） （７０，５２２） （４．２）

運 輸 雑 収 益 ８５６，７８０ ８５５，５２６ １，２５３ ０．１

営 業 外 収 益 ３，４８０，９４６ ３，５２７，７４８ △ ４６，８０１ △ １．３

国 庫 補 助 金 ２１１，８７７ ２９６，１７３ △ ８４，２９６ △ ２８．５

県 補 助 金 １００，０００ １００，０００ ０ ０

一般会計補助金 ２，６０１，１１５ ２，６０８，７６９ △ ７，６５４ △ ０．３

その他営業外収益 ５６７，９５４ ５２２，８０６ ４５，１４８ ８．６

総

費

用

�

経 常 費 用 � ４７，１４６，８１３ ４９，０６９，３９６ △１，９２２，５８３ △ ３．９

営 業 費 用 ２８，９４６，６１５ ２９，８９５，７２０ △ ９４９，１０５ △ ３．２

人 件 費 １０，６０９，７１４ １０，５９８，９１５ １０，７９８ ０．１

減 価 償 却 費 １３，２３６，６２６ １３，８５８，８４９ △ ６２２，２２２ △ ４．５

その他営業費用 ５，１００，２７４ ５，４３７，９５６ △ ３３７，６８１ △ ６．２

営 業 外 費 用 １８，２００，１９７ １９，１７３，６７５ △ ９７３，４７７ △ ５．１

企 業 債 利 息 等 １８，１６９，７３３ １９，１１３，２０２ △ ９４３，４６９ △ ４．９

その他営業外費用 ３０，４６４ ６０，４７３ △ ３０，００８ △ ４９．６

経 常 損 益 
－� △ １３，９８６，５２７ △ １６，３５２，３５５ ２，３６５，８２８ △ １４．５

純 損 益 	－� △ １３，９８６，５２７ △ １６，３５２，３５５ ２，３６５，８２８ △ １４．５

前年度繰越利益剰余金
（ △ 繰 越 欠 損 金 ） △ ２５６，２９２，２４１ △ ２３９，９３９，８８５ △１６，３５２，３５５ ６．８

当年度未処分利益剰余金
（ △ 未 処 理 欠 損 金 ） △ ２７０，２７８，７６８ △ ２５６，２９２，２４１ △１３，９８６，５２７ ５．５
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主な増減理由は次のとおりである。

営業収益の増加は、主として戸塚～湘南台間及び新横浜～あざみ野間（主として

港北ニュータウン区間）の乗車人員の増等による運輸収益の増加によるものである。

営業外収益の減少は、主として特例債利子補助金の減少による国庫補助金の減に

よるものである。

営業費用の減少は、主として減価償却費の減によるものである。

営業外費用の減少は、主として企業債利息等の減によるものである。

経常費用に占める減価償却費及び企業債利息等の割合は６６．６％となっており、

大きな比重を占めている。

当年度運転１車１km 当たりの経常収益及び経常費用を前年度と比較すると次表の

とおりである。

（単位：円）

区 分 平成１４年度
�

平成１３年度
�

増 △ 減
�－�

経

常

収

益

乗 車 料 １，１０６ １，０８８ １８

補 助 金 １１２ １１５ △ ３

そ の 他 の 収 入 ５５ ５３ ２

計  １，２７３ １，２５６ １７

経

常

費

用

人 件 費 ４０７ ４０７ ０

減 価 償 却 費 ５０８ ５３２ △ ２４

支 払 利 息 ６９７ ７３３ △ ３６

そ の 他 の 経 費 １９８ ２１２ △ １４

計 � １，８１０ １，８８４ △ ７４

差 引 －� △ ５３７ △ ６２８ ９１

なお、当年度は、事業開始以来初めて７億３，２７２万円の営業利益が生じた。

また、１３９億８，６５３万円の経常損失及び純損失が生じており、この結果、当年度未

処理欠損金は、前年度からの繰越欠損金に当年度の純損失を加え２，７０２億７，８７７万円

となっている。
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また、最近５か年度の損益の推移は、次のグラフのとおりである。

損 益 の 推 移 
億円 億円 

未
処
分
利
益
剰
余
金（
未
処
理
欠
損
金
） 

純
　

損
　

益 

（年度） 
純損益 

未処分利益剰余金 
（未処理欠損金） 

－300

－200

－100

0
平成14平成13平成12平成11平成10

－174 －185 －182
－164

－140

－2,032
－2,218

－2,399
－2,563

－2,703
－3,000

－2,500

－2,000

－1,500

－1,000

－500

0

注　平成11年８月29日　１号線戸塚～湘南台間延伸、営業キロ程が33.0kmから40.4kmとなる。 

（資料第８の第２表、第４表及び第５表参照）

� 財 政 状 態

財政状態は次表のとおりである。

比 較 貸 借 対 照 表 （要約）
（単位：千円）

科 目 平 成 １４ 年 度 � 平 成 １３ 年 度 � 増 △ 減
� － �

増減率�％
�－�
� ×１００

資

産

固 定 資 産 ６１７，６４７，５５４（ ９６．４） ５９８，０４９，０４６（ ９５．５） １９，５９８，５０８ ３．３

流 動 資 産 ２２，９４６，５５６（ ３．６） ２７，８７８，７１９（ ４．５） △４，９３２，１６３ △ １７．７

繰 延 勘 定 １２，５５１（ ０．０） １２，３４０（ ０．０） ２１１ １．７

合 計 ６４０，６０６，６６３（１００ ） ６２５，９４０，１０６（１００ ） １４，６６６，５５７ ２．３

負

債

固 定 負 債 １４７，１８９，２９１（ ２３．０） １３７，９９６，５４０（ ２２．０） ９，１９２，７５１ ６．７

流 動 負 債 ２１，３２１，８９８（ ３．３） ２５，０８８，３１８（ ４．０） △３，７６６，４２０ △ １５．０

計 １６８，５１１，１８９（ ２６．３） １６３，０８４，８５８（ ２６．１） ５，４２６，３３０ ３．３

資

本

自 己 資 本 金 １４７，７０２，９０６（ ２３．１） １４３，７３２，９０６（ ２３．０） ３，９７０，０００ ２．８

借 入 資 本 金 ３３９，６５４，６７３（ ５３．０） ３３３，５９１，４３０（ ５３．３） ６，０６３，２４２ １．８

資 本 剰 余 金 ２５５，０１６，６６２（ ３９．８） ２４１，８２３，１５１（ ３８．６） １３，１９３，５１１ ５．５

欠 損 金（△） △２７０，２７８，７６８（△４２．２） △２５６，２９２，２４１（△４０．９） △１３，９８６，５２７ ５．５

計 ４７２，０９５，４７３（ ７３．７） ４６２，８５５，２４７（ ７３．９） ９，２４０，２２６ ２．０

合 計 ６４０，６０６，６６３（１００ ） ６２５，９４０，１０６（１００ ） １４，６６６，５５７ ２．３

注（ ）内は構成比率である。
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主な増減理由は次のとおりである。

ア 資産

固定資産の主な内訳は、線路設備３，６８１億２，９１７万円である。

固定資産の増加は、主として横浜環状鉄道中山～日吉間に係る建設仮勘定の増に

よるものである。

流動資産の主な内訳は、現金預金１２２億８，１８３万円である。

流動資産の減少は、主として現金預金の減によるものである。

繰延勘定は、企業債発行差金１，２５５万円である。

繰延勘定の増加は、企業債発行差金の増によるものである。

イ 負債

固定負債の主な内訳は、資本費負担緩和分企業債１，３０７億１５８万円である。

固定負債の増加は、主として資本費負担緩和分企業債の増によるものである。

流動負債の主な内訳は、未払金１５７億６，８２５万円である。

流動負債の減少は、主として未払費用の減によるものである。

ウ 資本

自己資本金の増加は、一般会計からの出資による増である。

借入資本金の増加は、企業債の未償還残高の増によるものである。

資本剰余金の主な内訳は、他会計（一般会計）補助金１，２２４億７，８０１万円である。

資本剰余金の増加は、主として事業施設建設受入負担金の増によるものである。
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なお、最近５か年度の企業債の未償還残高等の推移は、次のグラフのとおりである。

企 業 債 の 推 移 
億円 

億円 

未
償
還
残
高 

発
行
額
・
元
金
償
還
額 

（年度） 

企業債発行額 

企業債元金償還額 

企業債未償還残高 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

0

100

200

300

400

500

平成14平成13平成12平成11平成10

4,419
4,532 4,626 4,714

4,868

311 307
325

346

409

194 194
231

259 255

注 企業債未償還残高は、建設改良充当企業債（翌年度受入額を除く。）、特例債及び資本費負担
緩和分企業債の合計である。

企 業 債 発 行 額
（単位：億円）

区 分 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度

建 設 改 良 充 当 企 業 債 １８５ １４９ １６２ １９４ ２６６

特 例 債 ３０ ２８ ２５ ２２ １８

資本費負担緩 和 分 企 業 債 ９７ １３０ １３８ １３１ １２５

合 計 ３１１ ３０７ ３２５ ３４６ ４０９

企 業 債 元 金 償 還 額
（単位：億円）

区 分 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度

建 設 改 良 充 当 企 業 債 １４２ １３５ １７０ １８９ ２０４

特 例 債 ４９ ５３ ５１ ５６ ３３

資本費負担緩 和 分 企 業 債 ３ ６ １０ １４ １８

合 計 １９４ １９４ ２３１ ２５９ ２５５

（資料第８の第６表参照）
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む す び

以上、平成１４年度高速鉄道事業決算の概要を述べたが、当年度の純損失は１３９億

８，６５３万円であり、未処理欠損金は２，７０２億７，８７７万円に増加している。

当年度の経常収支については、経常損失が前年度に比べ２３億６，５８３万円（１４．５％）

減少し１３９億８，６５３万円となった。

これは、主として戸塚～湘南台間及び新横浜～あざみ野間の乗車人員が増加したこと

や、資本費（企業債利息等及び減価償却費）が減少したことなどによるものである。

なお、事業開始以来初めて７億３，２７２万円の営業利益が生じ、平成１２年度に策定した

「市営交通中期事業運営計画（平成１２年度～１５年度）」（以下、「中期事業運営計画」とい

う。）において目標に掲げた「平成１５年度の営業損益の均衡」について１年早く達成し

た。

また、横浜環状鉄道中山～日吉間の整備については、平成１９年の開業を目指している

が、当年度末の用地取得率は、８９％となっており、土木工事については、全２４工区の発

注が完了し、「茅ヶ崎中央」及び「中川中央」の２工区が完成した。

しかし、当年度末における既設路線分を含む企業債未償還残高の総額は４，８６８億

４，３９６万円に増加している。今後も、建設投資に伴う建設改良充当企業債及び既設路線

の支払利息の財源に充当する資本費負担緩和分企業債の発行などにより、企業債元利償

還金が増加することをはじめ、多額の資金が必要とされることから、資金収支の悪化が

見込まれている。

こうした厳しい財政状況を考慮し、既設路線については、増収対策の推進と経費の節

減等による経営の効率化を図られたい。また、建設事業については、開業後の資本費負担

を軽減するために建設費の縮減を行い、併せて関係者等との調整を図ることにより、

今後とも効率的かつ円滑な事業執行に努めるとともに、建設費補助制度の拡充、公営企

業借換債の発行等について国等に働きかけ、一層の経営基盤強化に努力を傾注されたい。

当事業については、中期事業運営計画に基づいて経営改善に取り組んできたところで

あるが、今後も、経営上の課題への対応が求められることから、平成１５年３月に設置さ

れた「横浜市市営交通事業あり方検討委員会」の検討結果を踏まえ、中長期的視点に

立った新たな事業運営に関する計画を策定し、事業の着実な推進に努力されたい。

― ―８３
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は し が き

１ この資料は、平成１４年度横浜市地方公営企業（病院事業、下水道事業、

埋立事業、水道事業、工業用水道事業、自動車事業及び高速鉄道事

業）の決算審査に当たり、決算報告書その他財務諸表及び業務実績

を分析し、年度比較を行い、各事業の経営内容を計数的に明らかに

するため、作成したものである。

２ 予算決算対照比率表は、消費税及び地方消費税相当額を含め記載し、

その他の資料は、消費税及び地方消費税相当額のうち税額計算に係る

分を控除して作成した。

３ 比率数値は、小数第１位で表示し、本来整数であるものは、整数で

表示した。

４ 数値の端数処理は、四捨五入を原則とした。したがって、総数と

内訳の合計とが一致しない場合がある。

５ 該当数値がないものは「－」、比率が５００％以上となる場合は「略」

と表示（経営分析表は除く。）し、算出の必要を認めないものは空欄

とした。
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区 分

経 常 収 益

Ａ

経 常 費 用

Ｂ

病 院 事 業 会 計

平 成 １４ 年 度 ２５，４３６，３５１，４９１ ２９，０６７，３７８，２３３

平 成 １３ 年 度 ２５，０３６，６７５，４８３ ２９，２５４，０１２，７２８

増 減 額 ３９９，６７６，００８ △ １８６，６３４，４９５

増 減 率 １．６ △ ０．６

下 水 道 事 業 会 計

平 成 １４ 年 度 １３６，７８１，２１８，５２２ １３７，０９１，４９３，８５７

平 成 １３ 年 度 １３６，７５８，６０２，６９８ １４０，１８６，７５０，９４１

増 減 額 ２２，６１５，８２４ △ ３，０９５，２５７，０８４

増 減 率 ０．０ △ ２．２

埋 立 事 業 会 計

平 成 １４ 年 度 ２，２７１，７６３，２３６ ５１５，８０１，１７７

平 成 １３ 年 度 ２，０３１，２３８，３５５ ６３２，０９１，７２８

増 減 額 ２４０，５２４，８８１ △ １１６，２９０，５５１

増 減 率 １１．８ △ １８．４

水 道 事 業 会 計

平 成 １４ 年 度 ９０，２００，０９８，９１４ ８７，０７３，２０７，９４８

平 成 １３ 年 度 ９１，３６９，９０９，８３７ ８９，８１４，０９６，７２２

増 減 額 △ １，１６９，８１０，９２３ △ ２，７４０，８８８，７７４

増 減 率 △ １．３ △ ３．１

工業用水道事業会計

平 成 １４ 年 度 ３，３２５，１４０，８５４ ２，５７１，２４４，８００

平 成 １３ 年 度 ２，８３５，４４０，３０２ ２，６９０，１６２，６１６

増 減 額 ４８９，７００，５５２ △ １１８，９１７，８１６

増 減 率 １７．３ △ ４．４

自 動 車 事 業 会 計

平 成 １４ 年 度 ３２，１６０，９６６，３１６ ３０，７２８，３０２，３０１

平 成 １３ 年 度 ３２，７８３，００８，１００ ３２，３６０，４２１，４１４

増 減 額 △ ６２２，０４１，７８４ △ １，６３２，１１９，１１３

増 減 率 △ １．９ △ ５．０

高 速 鉄 道 事 業 会 計

平 成 １４ 年 度 ３３，１６０，２８６，２７７ ４７，１４６，８１３，３４２

平 成 １３ 年 度 ３２，７１７，０４０，６２５ ４９，０６９，３９６，４９８

増 減 額 ４４３，２４５，６５２ △ １，９２２，５８３，１５６

増 減 率 １．４ △ ３．９

合 計

平 成 １４ 年 度 ３２３，３３５，８２５，６１０ ３３４，１９４，２４１，６５８

平 成 １３ 年 度 ３２３，５３１，９１５，４００ ３４４，００６，９３２，６４７

増 減 額 △ １９６，０８９，７９０ △ ９，８１２，６９０，９８９

増 減 率 △ ０．１ △ ２．９

第１ 決 算 の 概 要

― ―４



（単位 金額：円、比率：％）

経 常 利 益

（△ 経 常 損 失）

Ｃ （Ａ－Ｂ）

特 別 利 益

（△ 特 別 損 失）

Ｄ

当 年 度 純 利 益

（△ 純 損 失）

（Ｃ＋Ｄ）

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金

（△未処理欠損金）

△ ３，６３１，０２６，７４２ － △ ３，６３１，０２６，７４２ △ １７，０３３，５０３，４７５

△ ４，２１７，３３７，２４５ － △ ４，２１７，３３７，２４５ △ １４，０９０，００８，９９０

５８６，３１０，５０３ － ５８６，３１０，５０３ △ ２，９４３，４９４，４８５

△ １３．９ － △ １３．９ ２０．９

△ ３１０，２７５，３３５ － △ ３１０，２７５，３３５ △ ６６，９６３，４７４，１５８

△ ３，４２８，１４８，２４３ － △ ３，４２８，１４８，２４３ △ ６６，６５３，１９８，８２３

３，１１７，８７２，９０８ － ３，１１７，８７２，９０８ △ ３１０，２７５，３３５

△ ９０．９ － △ ９０．９ ０．５

１，７５５，９６２，０５９ － １，７５５，９６２，０５９ １，７６０，３０８，６３３

１，３９９，１４６，６２７ － １，３９９，１４６，６２７ １，４０４，３４６，５７４

３５６，８１５，４３２ － ３５６，８１５，４３２ ３５５，９６２，０５９

２５．５ － ２５．５ ２５．３

３，１２６，８９０，９６６ １３５，３９０，９５６ ３，２６２，２８１，９２２ △ ４，３３４，９６６，０５８

１，５５５，８１３，１１５ １４６，１３１，８７７ １，７０１，９４４，９９２ △ ７，５９７，２４７，９８０

１，５７１，０７７，８５１ △ １０，７４０，９２１ １，５６０，３３６，９３０ ３，２６２，２８１，９２２

１０１．０ △ ７．４ ９１．７ △ ４２．９

７５３，８９６，０５４ － ７５３，８９６，０５４ △ ６７９，７３７，４７４

１４５，２７７，６８６ ８９，０１６，０１８ ２３４，２９３，７０４ △ １，４３３，６３３，５２８

６０８，６１８，３６８ △ ８９，０１６，０１８ ５１９，６０２，３５０ ７５３，８９６，０５４

４１８．９ △ １００ ２２１．８ △ ５２．６

１，４３２，６６４，０１５ － １，４３２，６６４，０１５ △ ３，８６２，３０２，３７４

４２２，５８６，６８６ － ４２２，５８６，６８６ △ ５，２９４，９６６，３８９

１，０１０，０７７，３２９ － １，０１０，０７７，３２９ １，４３２，６６４，０１５

２３９．０ － ２３９．０ △ ２７．１

△ １３，９８６，５２７，０６５ － △ １３，９８６，５２７，０６５ △ ２７０，２７８，７６８，１４８

△ １６，３５２，３５５，８７３ － △ １６，３５２，３５５，８７３ △ ２５６，２９２，２４１，０８３

２，３６５，８２８，８０８ － ２，３６５，８２８，８０８ △ １３，９８６，５２７，０６５

△ １４．５ － △ １４．５ ５．５

△ １０，８５８，４１６，０４８ １３５，３９０，９５６ △ １０，７２３，０２５，０９２ △ ３６１，３９２，４４３，０５４

△ ２０，４７５，０１７，２４７ ２３５，１４７，８９５ △ ２０，２３９，８６９，３５２ △ ３４９，９５６，９５０，２１９

９，６１６，６０１，１９９ △ ９９，７５６，９３９ ９，５１６，８４４，２６０ △ １１，４３５，４９２，８３５

△ ４７．０ △ ４２．４ △ ４７．０ ３．３
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項 目

市 民 病 院 港 湾 病 院

１４年 度

�

１３年 度

�

比較増△減

�－�

増 減 率
�－�
� ×１００

１４年 度

�

１３年 度

�

比較増△減

�－�

増 減 率
�－�
� ×１００

施設

規模

病 床 数 ６２４床 ６２４床 ０床 ０ ％ ２８５床 ２８５床 ０床 ０ ％

介護老人保健施設入所定員 － － － － － － － －

業

務

量

患 者 数 ６３４，７３２人６９０，１６６人 △５５，４３４人 △ ８．０％２８３，６５３人３０４，６０９人 △２０，９５６人 △ ６．９％

入 院 患 者 数 １９７，７８７人１９８，２９８人 △ ５１１人 △ ０．３％ ８９，９４７人 ８８，４１９人 １，５２８人 １．７％

１日平均患者数 ５４２人 ５４３人 △ １人 △ ０．２％ ２４６人 ２４２人 ４人 １．７％

平均入院日数 １６．３日 １７．５日 △ １．２日 △ ６．９％ １６．２日 １６．９日 △ ０．７日 △ ４．１％

外 来 患 者 数 ３７７，５１４人４２９，１０３人 △５１，５８９人 △１２．０％１９３，７０６人２１６，１９０人 △２２，４８４人 △１０．４％

１日平均患者数 １，５４１人 １，７５１人 △ ２１０人 △１２．０％ ７９１人 ８８２人 △ ９１人 △１０．３％

がん検診センター
受 診 者 数 ５９，４３１人 ６２，７６５人 △３，３３４人 △ ５．３％

一 次 検 診 ３４，８４２人 ３６，８４６人 △２，００４人 △ ５．４％

二 次 検 診 ２４，５８９人 ２５，９１９人 △１，３３０人 △ ５．１％

介護老人保健施設
利 用 者 数

入 所 者 数

通 所 者 数

病 床 利 用 率 ８６．８％ ８７．１％ △ ０．３ ８６．５％ ８５．０％ １．５

患者１人１日当たり
医 業 収 益 １７，２３５円 １６，１４４円 １，０９１円 ６．８％ １８，８０４円 １６，４９７円 ２，３０７円 １４．０％

入 院 ３８，８８０円 ３８，７６８円 １１２円 ０．３％ ３７，７３０円 ３５，３６４円 ２，３６６円 ６．７％

外 来 ７，８７６円 ７，３７８円 ４９８円 ６．７％ １０，０１６円 ８，７８０円 １，２３６円 １４．１％

患者１人１日当たり
医 業 費 用 ２１，６１５円 ２０，３２７円 １，２８８円 ６．３％ ２４，１９０円 ２２，０８９円 ２，１０１円 ９．５％

医業収益に対する
人 件 費 割 合 ６３．６％ ６２．３％ １．３％ ６２．１％ ６６．１％ △ ４．０％

医業収益に対する
薬 品 費 割 合 １７．３％ １７．５％ △ ０．２％ ２６．２％ ２６．８％ △ ０．６％

職

員

数

医 師 ９２人 ９３人 △ １人 △ １．１％ ４７人 ４１人 ６人 １４．６％

看 護 師 ５０５人 ５００人 ５人 １ ％ ２９１人 ２１２人 ７９人 ３７．３％

そ の 他 の 職 員 １９４人 ２００人 △ ６人 △ ３ ％ １３２人 １２２人 １０人 ８．２％

計 ７９１人 ７９３人 △ ２人 △ ０．３％ ４７０人 ３７５人 ９５人 ２５．３％

備考 １ 医業収益には、他会計負担金は含めていない。
２ 市民病院、港湾病院及び脳血管医療センターの診療日数は、入院３６５日、外来２４５日である。
３ 脳血管医療センターの医業費用、人件費及び薬品費の中には、介護老人保健施設に係る経費が含まれている。
４ 港湾病院の職員数には、施設再整備事業要員が含まれている。
（内訳） 平成１４年度 １１２人（医師７人、看護師８１人、その他職員２４人）

平成１３年度 ２２人（看護師６人、その他職員１６人）

第１表 業 務
第２ 病 院 事 業
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（病院事業）

脳血管医療センター 全 体

備 考１４年 度

�

１３年 度

�

比較増△減

�－�

増 減 率
�－�
� ×１００

１４年 度

�

１３年 度

�

比較増△減

�－�

増 減 率
�－�
� ×１００

３００床 ３００床 ０床 ０ ％ １，２０９床 １，２０９床 ０床 ０ ％ 稼働病床数

８０人 ８０人 ０人 ０ ％ ８０人 ８０人 ０人 ０ ％ 当年度入所定員

１３１，９０３人１２４，３５７人 ７，５４６人 ６．１％ １，０５０，２８８人 １，１１９，１３２人 △６８，８４４人 △ ６．２％ 年間延人員

９４，４０６人 ９０，８５８人 ３，５４８人 ３．９％３８２，１４０人３７７，５７５人 ４，５６５人 １．２％

２５９人 ２４９人 １０人 ４．０％ １，０４７人 １，０３４人 １３人 １．３％
年間延入院患者数
年間診療日数

５５．５日 ５４．７日 ０．８日 １．５％ １９．８日 ２０．７日 △ ０．９日 △ ４．３％
年間延入院患者数

１／２（新入院患者数＋退院患者数）

３７，４９７人 ３３，４９９人 ３，９９８人 １１．９％６０８，７１７人６７８，７９２人 △７０，０７５人 １０．３％

１５３人 １３７人 １６人 １１．７％ ２，４８５人 ２，７７０人 △ ２８５人 △１０．３％
年間延外来患者数
年間診療日数

５９，４３１人 ６２，７６５人 △３，３３４人 △ ５．３％

３４，８４２人 ３６，８４６人 △２，００４人 △ ５．４％

２４，５８９人 ２５，９１９人 △１，３３０人 △ ５．１％

２４，２１２人 ２４，０１４人 １９８人 ０．８％ ２４，２１２人 ２４，０１４人 １９８人 ０．８％ 年間延人員

２２，１５８人 ２１，９２３人 ２３５人 １．１％ ２２，１５８人 ２１，９２３人 ２３５人 １．１％

２，０５４人 ２，０９１人 △ ３７人 △ １．８％ ２，０５４人 ２，０９１人 △ ３７人 △ １．８％

８６．２％ ８３．０％ ３．２ ８６．６％ ８５．６％ １．０
年間延入院患者数
年間延病床数

×１００

２３，０５４円 ２４，５１９円 △１，４６５円 △ ６．０％ １８，３９０円 １７，１７１円 １，２１９円 ７．１％
医業収益
年間延患者数

２７，５５０円 ３０，０８２円 △２，５３２円 △ ８．４％ ３５，８１０円 ３５，８８１円 △ ７１円 △ ０．２％
入院収益＋室料差額収益

入院患者数

１１，７３５円 ９，４２９円 ２，３０６円 ２４．５％ ８，７９４円 ７，９２６円 ８６８円 １１．０％
外来収益
外来患者数

５４，５１８円 ５５，９７９円 △１，４６１円 △ ２．６％ ２６，４４３円 ２４，７６８円 １，６７５円 ６．８％
医業費用
年間延患者数

１１１．６％ １０５．９％ ５．７％ ７０．８％ ７０．２％ ０．６％
人件費
医業収益

×１００

１５．１％ １３．０％ ２．１％ １９．４％ １９．２％ ０．２％
薬品費
医業収益

×１００

２９人 ２９人 ０人 ０ ％ １６８人 １６３人 ５人 ３．１％ 年度末現在（歯科医師を含む）

２８６人 ２８１人 ５人 １．８％ １，０８２人 ９９３人 ８９人 ９．０％ 年度末現在（助産師、准
看護師を含む）

１２９人 １３１人 △ ２人 △ １．５％ ４５５人 ４５３人 ２人 ０．４％ 年度末現在

４４４人 ４４１人 ３人 ０．７％ １，７０５人 １，６０９人 ９６人 ６．０％

実 績 表
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（病院事業）

分 析 項 目
比 率

算 式
１４年度 １３年度 １２年度

％ ％ ％

財

務

比

率

１ 流動資産対固定資産比率 １４．６ １３．８ １１．１
流 動 資 産
固定資産＋操延勘定

×１００
固定資産＝固定資産－減価償
却累計額（以下同じ。）

２ 固 定 比 率 ５２３．３ ４４３．６ ３６６．５
固定資産
自己資本

×１００
自己資本＝自己資本金＋剰余
金（以下同じ。）

３ 固 定 長 期 適 合 率 ９４．８ ９２．２ ９０．８
固 定 資 産
自己資本＋固定負債

×１００
固定負債＝固定負債＋借入資
本金（以下同じ。）

４ 流 動 比 率 １２６．４ １８２．０ ３１１．５
流動資産
流動負債

×１００

５ 酸 性 試 験 比 率 １２３．３ １７６．７ ２９７．６
現金預金＋未収金
流 動 負 債

×１００

６ 現 金 預 金 比 率 ８０．２ ９９．７ １４９．７
現金預金
流動負債

×１００

７ 負 債 比 率 ５１４．１ ４１５．１ ３１７．０
負 債
自己資本

×１００
負債＝固定負債＋借入資本金
＋流動負債（以下同じ。）

８ 固 定 負 債 比 率 ４５２．３ ３８０．８ ３０３．６
固定負債
自己資本

×１００

９ 流 動 負 債 比 率 ６１．９ ３４．３ １３．４
流動負債
自己資本

×１００

収

益

率

１０ 総 資 本 利 益 率
（ △ 損 失 率 ） △ ４．６ △ ６．１ △ ６．６

経常利益（△損失）
平 均 総 資 本

×１００
総資本＝資本＋負債
平均＝１／２（期首＋期末）
（以下同じ。）

１１ 自 己 資 本 利 益 率
（ △ 損 失 率 ） △ ２５．９ △ ２８．０ △ ２４．５

経常利益（△損失）
平均自己資本

×１００

１２ 経常利益対経常収益比率
（△経常損失対経常収益比率） △ １４．３ △ １６．８ △ １７．２

経常利益（△損失）
経 常 収 益

×１００
経常収益＝医業収益＋医業外
収益（以下同じ。）

� 市 民 病 院 事 業 △ ３．５ △ ６．０ △ ５．０

� 港 湾 病 院 事 業 △ ８．２ △ １４．６ △ ８．２

� 脳血管医療センター事業 △ ４９．５ △ ４８．３ △ ７３．９

１３ 医業利益対医業収益比率
（△医業損失対医業収益比率） △ ３０．８ △ ３１．５ △ ３０．４

医業利益（△損失）
医 業 収 益

×１００

� 市 民 病 院 事 業 △ １１．７ △ １２．６ △ １２．３

� 港 湾 病 院 事 業 △ ２１．０ △ ２５．３ △ １８．９

� 脳血管医療センター事業 △１１９．６ △１１４．２ △１４２．５

１４ 経常収益対経常費用比率 ８７．５ ８５．６ ８５．３
経常収益
経常費用

×１００ 経常費用＝医業費用＋医業外
費用

� 市 民 病 院 事 業 ９６．６ ９４．３ ９５．２

� 港 湾 病 院 事 業 ９２．５ ８７．２ ９２．４

� 脳血管医療センター事業 ６６．９ ６７．４ ５７．５

１５ 医業収益対医業費用比率 ７６．４ ７６．１ ７６．７
医業収益
医業費用

×１００

� 市 民 病 院 事 業 ８９．５ ８８．８ ８９．０

� 港 湾 病 院 事 業 ８２．７ ７９．８ ８４．１

� 脳血管医療センター事業 ４５．５ ４６．７ ４１．２

そ

の

他

１６ 利 子 負 担 率 １．９ ２．３ ２．７
支 払 利 息

有利子平均負債
×１００

１７ 企業債償還額対償還財源比率 △１９０．９ △１００．１ △ ７９．８
企 業 債 償 還 額

減価償却費＋経常利益（△損失）
×１００

� 市 民 病 院 事 業 ７４．８ ２９６．９ ２１７．９

� 港 湾 病 院 事 業 △ ６８．３ △ ３０．２ △ ７９．７

� 脳血管医療センター事業 △ ９１．３ △ ９３．２ △ ３８．６

備考 脳血管医療センター事業の比率算出に当たっては、介護老人保健施設収益を含んだ経常収益並びに介護老人保健施設
に係る経費を含んだ医業費用及び医業外費用を用いている。

第２表 経 営 分 析 表
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分 析 項 目 内 容

１ 流動資産対固定資産比率
資本の利用形態である固定資産と流動資産の構成比率を示したものである。この比率が
低いほど資本が固定化していることを示している。

２ 固 定 比 率

固定資産が返済を要しない自己資本でどの程度賄われているかを示している。この比率
は低い方が良いとされている。ただし、固定資産の調達に当たっては、企業債（借入資
本金）を財源とすることが多いことから、３固定長期適合率の良否と併せてみる必要が
ある。

３ 固 定 長 期 適 合 率
固定資産が自己資本と固定負債（借入資本金を含む。）の合計額（長期資本）でどの程
度賄われているかを示している。この比率は低い方が良いとされている。

４ 流 動 比 率
１年以内に現金化できる流動資産と支払わなければならない流動負債との比率である。
この比率が高いほど短期的支払能力があることを示している。

５ 酸 性 試 験 比 率
流動資産のうち現金預金と容易に現金化しうる未収金を加えた額（当座資産）に対する
流動負債の比率であり、当座の短期的支払能力を表すものである。この比率が高いほど
支払能力があることを示している。

６ 現 金 預 金 比 率
現金預金と流動負債の比率であり、上記４流動比率及び５酸性試験比率よりも確実な短
期的支払能力を表すものである。この比率が高いほど支払能力があることを示している。

７ 負 債 比 率
自己資本に対する負債の比率であり、資本構成を表すものである。返済不要な自己資本
の構成が相対的に大きいこと、すなわちこの比率は低い方が良いとされている。なお、
８固定負債比率と９流動負債比率はこの比率の内訳となっている。

８ 固 定 負 債 比 率
自己資本に対する固定負債の比率であり、上記７負債比率のなかで負債の良否を判定す
る補助比率で、この比率も低い方が良いとされている。

９ 流 動 負 債 比 率
自己資本に対する流動負債の比率であり、上記７負債比率のなかで負債の良否を判定す
る補助比率で、この比率も低い方が良いとされている。

１０ 総資本利益率（△損失率）
総資本に対する経常利益（損失）の比率であり、投下した総資本の収益性を表すもので
ある。この比率は高い方が良いとされている（損失率の場合は△表示）。

１１ 自己資本利益率（△損失率）
自己資本に対する経常利益（損失）の比率であり、投下した自己資本の収益性を表すも
のである。この比率は高い方が良いとされている（損失率の場合は△表示）。

１２ 経常利益対経常収益比率
（△経常損失対経常収益比率）

経常収益に対する経常利益（損失）の比率であり、企業の経常的な活動による収益性を
表すものである。この比率は高い方が良いとされている（経常損失の場合は△表示）。

１３ 営業利益対営業収益比率
（△営業損失対営業収益比率）

営業収益に対する営業利益（損失）の比率であり、企業の本来の営業活動による収益性
を表すものである。この比率は高い方が良いとされている（営業損失の場合は△表示）。
※以下、病院事業においては、医業収益をもって営業収益とする（医業費用・医業利益
も同様）。

１４ 経常収益対経常費用比率
経常費用に対する経常収益の比率であり、企業の経常的な活動による採算性を表すもの
である。この比率は高い方が良いとされている。

１５ 営業収益対営業費用比率
営業費用に対する営業収益の比率であり、企業の本来の営業活動による採算性を表すも
のである。この比率は高い方が良いとされている。

１６ 利 子 負 担 率
有利子平均負債に対する支払利息の比率であり、平均的な借入利率を表すものである。
この比率は低い方が良いとされている。

１７ 企業債償還額対償還財源比率
企業債償還額とその主要償還財源である減価償却費と経常利益（経常損失の場合は△表
示）の比率を表すものである。この比率は低い方が良いとされている。

上記経営分析表の説明は他の事業については省略する。なお、比率等の評価は各事業ごとの特殊性を考慮する必要がある。
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第３表 予 算 決 算
� 収 益 的

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ 円 ％ ％ ％ ％
１収 益 的 収 入 ２６，９６４，１０５，０００ １００ １００ ２５，５０５，４７６，１１０ １００ １００ ９４．６ ８７．９

�市民病院事業収益 １４，４４１，１０２，０００ ５３．６ ５６．１ １３，７６７，３４８，６９６ ５４．０ ５５．５ ９５．３ ８６．９
医 業 収 益 １２，９７１，３０９，０００ ４８．１ ５１．０ １２，３０７，９５１，５８７ ４８．３ ４９．８ ９４．９ ８５．８
医 業 外 収 益 １，４６９，７９３，０００ ５．５ ５．１ １，４５９，３９７，１０９ ５．７ ５．７ ９９．３ ９８．３

�港湾病院事業収益 ６，５７２，５１２，０００ ２４．４ ２２．５ ６，４２９，５９３，６９７ ２５．２ ２３．８ ９７．８ ９３．１
医 業 収 益 ５，９３４，８０３，０００ ２２．０ ２０．３ ５，６７６，９３２，４２７ ２２．３ ２１．４ ９５．７ ９２．５
医 業 外 収 益 ６３７，７０９，０００ ２．４ ２．１ ７５２，６６１，２７０ ３．０ ２．４ １１８．０ ９８．０

�脳 血 管 医 療
センター事業収益 ５，９５０，４９１，０００ ２２．１ ２１．５ ５，３０８，５３３，７１７ ２０．８ ２０．７ ８９．２ ８４．９

医 業 収 益 ３，８３２，４５５，０００ １４．２ １４．４ ３，２８０，１６９，３０５ １２．９ １３．０ ８５．６ ７９．３
医 業 外 収 益 １，７０８，５９６，０００ ６．３ ５．７ １，６９６，８０６，３２０ ６．７ ６．５ ９９．３ ９９．６
介護老人保健施設収益 ４０９，４４０，０００ １．５ １．４ ３３１，５５８，０９２ １．３ １．３ ８１．０ ８１．７

� 資 本 的

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ A 円 ％ ％ ％ ％
１資 本 的 収 入 １８，０５６，３４８，０００ １００ １００ １７，３６０，８３５，１４４ １００ １００ ９６．１ ９７．８

�市 民 病 院 事 業
資 本 的 収 入 ３８５，７３３，０００ ２．１ ３．７ ３８５，７３３，０００ ２．２ ３．７ １００ ９７．８

他 会 計 出 資 金 ２３９，７３３，０００ １．３ ３．６ ２３９，７３３，０００ １．４ ３．７ １００ １００
他 会 計 補 助 金 １４６，０００，０００ ０．８ － １４６，０００，０００ ０．８ － １００ －
県 補 助 金 ０ ０ ０．１ ０ ０ ０ － ０

�港 湾 病 院 事 業
資 本 的 収 入 １５，７１６，４２９，０００ ８７．０ ８２．５ １５，０２０，９１６，１４４ ８６．５ ８２．１ ９５．６ ９７．４

企 業 債 １３，８８３，０００，０００ ７６．９ ６９．６ １３，６１４，０００，０００ ７８．４ ７０．２ ９８．１ ９８．７
他 会 計 出 資 金 １，２８２，９７７，０００ ７．１ ８．７ ８７２，８９８，３０３ ５．０ ７．６ ６８．０ ８５．９
他 会 計 補 助 金 ３５１，１２６，０００ １．９ ４．２ ３５１，１２５，８４１ ２．０ ４．３ １００．０ １００．０
国 庫 補 助 金 １２７，２７１，０００ ０．７ － ４８，２５１，０００ ０．３ － ３７．９ －
県 補 助 金 ７２，０５５，０００ ０．４ － １３４，６４１，０００ ０．８ － １８６．９ －

�脳血管医療センター事 業 資 本 的 収 入 １，９５４，１８６，０００ １０．８ １３．８ １，９５４，１８６，０００ １１．３ １４．１ １００ １００．０

他 会 計 出 資 金 ５８３，４６１，０００ ３．２ ７．８ ５８３，４６１，０００ ３．４ ８．０ １００ １００
他 会 計 補 助 金 １，３７０，７２５，０００ ７．６ ６．０ １，３７０，７２５，０００ ７．９ ６．２ １００ １００．０

備考 B－A＝１，１１４，６６５，８３３円（市民病院事業 ６７０，７９２，５１１円、港湾病院事業 １５２，１４３，７０５円、脳血管医療センター事業
１ 過年度分損益勘定留保資金等 １，１１４，６６５，８３３円（市民病院事業 ６７０，７９２，５１１円、港湾病院事業 １５２，１４３，７０５円、
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対 照 比 率 表
収 支 （病院事業）

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ 円 ％ ％ ％ ％
１ 収 益 的 支 出 ３１，０６９，２８４，０００ １００ １００ ２９，０６２，６３０，９１２ １００ １００ ９３．５ ８９．２

�市民病院事業費用 １５，５２９，０３０，０００ ５０．０ ５２．１ １４，２２２，１５４，０５８ ４８．９ ５０．３ ９１．６ ８６．１
医 業 費 用 １４，９９３，８７６，０００ ４８．３ ４９．９ １３，７２９，８５８，５６６ ４７．２ ４８．０ ９１．６ ８５．７
医 業 外 費 用 ５３３，１５４，０００ １．７ ２．２ ４９２，２９５，４９２ １．７ ２．４ ９２．３ ９５．０
予 備 費 ２，０００，０００ ０．０ ０．０ ０ ０ ０ ０ ０

�港湾病院事業費用 ７，２１３，０７９，０００ ２３．２ ２１．５ ６，９１０，５４５，９６６ ２３．８ ２３．３ ９５．８ ９６．９
医 業 費 用 ７，１２５，９７８，０００ ２２．９ ２１．１ ６，８６６，９３６，５４０ ２３．６ ２３．０ ９６．４ ９７．３
医 業 外 費 用 ８６，１０１，０００ ０．３ ０．４ ４３，６０９，４２６ ０．２ ０．３ ５０．６ ７３．２
予 備 費 １，０００，０００ ０．０ ０．０ ０ ０ ０ ０ ０

�脳 血 管 医 療
センター事業費用 ８，３２７，１７５，０００ ２６．８ ２６．４ ７，９２９，９３０，８８８ ２７．３ ２６．４ ９５．２ ８８．９

医 業 費 用 ７，５６７，８６１，０００ ２４．４ ２３．９ ７，１９４，７１５，１８８ ２４．８ ２３．８ ９５．１ ８８．９
医 業 外 費 用 ７５７，８１４，０００ ２．４ ２．６ ７３５，２１５，７００ ２．５ ２．６ ９７．０ ８８．５
予 備 費 １，５００，０００ ０．０ ０．０ ０ ０ ０ ０ ０

収 支

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ B 円 ％ ％ ％ ％

１ 資 本 的 支 出 １９，２２０，７３６，０００ １００ １００ １８，４７５，５００，９７７ １００ １００ ９６．１ ９５．１

�市 民 病 院 事 業
資 本 的 支 出 １，１１２，９５０，０００ ５．８ １４．３ １，０５６，５２５，５１１ ５．７ １１．９ ９４．９ ７８．８

建 設 改 良 費 ７５３，３５０，０００ ３．９ ９．８ ６９６，９２６，２１８ ３．８ ７．１ ９２．５ ６９．０

企 業 債 償 還 金 ３５９，６００，０００ １．９ ４．６ ３５９，５９９，２９３ １．９ ４．８ １００．０ １００．０

�港 湾 病 院 事 業
資 本 的 支 出 １５，８５１，８７０，０００ ８２．５ ７０．７ １５，１７３，０５９，８４９ ８２．１ ７２．４ ９５．７ ９７．５

建 設 改 良 費 １５，３２１，２２０，０００ ７９．７ ６４．８ １４，６４２，４１０，１７８ ７９．３ ６６．３ ９５．６ ９７．２

企 業 債 償 還 金 １７９，５２４，０００ ０．９ ２．３ １７９，５２３，８３０ １．０ ２．４ １００．０ １００．０

長期借入金返還金 ３５１，１２６，０００ １．８ ３．５ ３５１，１２５，８４１ １．９ ３．７ １００．０ １００．０

�脳血管医療センター事 業 資 本 的 支 出 ２，２５５，９１６，０００ １１．７ １５．０ ２，２４５，９１５，６１７ １２．２ １５．７ ９９．６ ９９．３

建 設 改 良 費 １０，０００，０００ ０．１ ０．１ ０ ０ ０．０ ０ １２．２

企 業 債 償 還 金 ８７５，１９１，０００ ４．６ ９．８ ８７５，１９０，６１７ ４．７ １０．３ １００．０ １００．０

長期借入金返還金 １，３７０，７２５，０００ ７．１ ５．０ １，３７０，７２５，０００ ７．４ ５．３ １００ １００．０

２９１，７２９，６１７円）については、次のものが充てられている。
脳血管医療センター事業 ２９１，７２９，６１７円）
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借 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率

円 ％ 円 ％ 円 ％
１医 業 費 用 ２７，７７２，５００，６５０ ９５．５ ２７，７１８，６０４，５３４ ９４．８ ５３，８９６，１１６ ０．２

�市 民 病 院 事 業 １３，７１９，９８２，８８５ ４７．２ １４，０２８，８３０，６８３ ４８．０ △ ３０８，８４７，７９８ △ ２．２

�港 湾 病 院 事 業 ６，８６１，４７５，８７７ ２３．６ ６，７２８，４５１，５０７ ２３．０ １３３，０２４，３７０ ２．０

�脳 血 管 医 療
セ ン タ ー 事 業 ７，１９１，０４１，８８８ ２４．７ ６，９６１，３２２，３４４ ２３．８ ２２９，７１９，５４４ ３．３

２医 業 外 費 用 １，２９４，８７７，５８３ ４．５ １，５３５，４０８，１９４ ５．２ △△ ２４０，５３０，６１１ △△ １５．７

�市 民 病 院 事 業 ５０５，６５６，１７１ １．７ ６９５，９９７，４０８ ２．４ △ １９０，３４１，２３７ △ ２７．３

�港 湾 病 院 事 業 ６０，１０３，７６６ ０．２ ９７，１７０，７７７ ０．３ △ ３７，０６７，０１１ △ ３８．１

�脳 血 管 医 療
セ ン タ ー 事 業 ７２９，１１７，６４６ ２．５ ７４２，２４０，００９ ２．５ △ １３，１２２，３６３ △ １．８

経 常 費 用 ２９，０６７，３７８，２３３ １００ ２９，２５４，０１２，７２８ １００ △△ １８６，６３４，４９５ △△ ０．６

総 費 用 ２９，０６７，３７８，２３３ ２９，２５４，０１２，７２８ △△ １８６，６３４，４９５ △△ ０．６

合 計 ２９，０６７，３７８，２３３ ２９，２５４，０１２，７２８ △△ １８６，６３４，４９５ △△ ０．６

備考 未処理欠損金 平成１４年度 １７，０３３，５０３，４７５円
平成１３年度 １４，０９０，００８，９９０円

第４表 比 較
� 総
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貸 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率

円 ％ 円 ％ 円 ％
１医 業 収 益 ２１，２３２，００９，５９７ ８３．５ ２１，０８２，３７９，８４４ ８４．２ １４９，６２９，７５３ ０．７

�市 民 病 院 事 業 １２，２８５，７９９，６９８ ４８．３ １２，４６１，７４２，６１７ ４９．８ △ １７５，９４２，９１９ △ １．４

�港 湾 病 院 事 業 ５，６７１，６４０，４１６ ２２．３ ５，３７１，０５５，００１ ２１．５ ３００，５８５，４１５ ５．６

�脳 血 管 医 療
セ ン タ ー 事 業 ３，２７４，５６９，４８３ １２．９ ３，２４９，５８２，２２６ １３．０ ２４，９８７，２５７ ０．８

２医 業 外 収 益 ３，８７３，３３２，１８５ １５．２ ３，６２７，８５９，９２５ １４．５ ２４５，４７２，２６０ ６．８

�市 民 病 院 事 業 １，４５２，３０２，８２１ ５．７ １，４２６，６６５，４８４ ５．７ ２５，６３７，３３７ １．８

�港 湾 病 院 事 業 ７２７，８４６，１９３ ２．９ ５８２，７７７，６３４ ２．３ １４５，０６８，５５９ ２４．９

�脳 血 管 医 療
セ ン タ ー 事 業 １，６９３，１８３，１７１ ６．７ １，６１８，４１６，８０７ ６．５ ７４，７６６，３６４ ４．６

３介護老人保健施設収益 ３３１，００９，７０９ １．３ ３２６，４３５，７１４ １．３ ４，５７３，９９５ １．４

�脳 血 管 医 療
セ ン タ ー 事 業 ３３１，００９，７０９ １．３ ３２６，４３５，７１４ １．３ ４，５７３，９９５ １．４

経 常 収 益 ２５，４３６，３５１，４９１ １００ ２５，０３６，６７５，４８３ １００ ３９９，６７６，００８ １．６

経 常 損 失 ３，６３１，０２６，７４２ ４，２１７，３３７，２４５ △ ５８６，３１０，５０３ △ １３．９

総 収 益 ２５，４３６，３５１，４９１ ２５，０３６，６７５，４８３ ３９９，６７６，００８ １．６

当 年 度 純 損 失 ３，６３１，０２６，７４２ ４，２１７，３３７，２４５ △ ５８６，３１０，５０３ △ １３．９

�市 民 病 院 事 業 ４８７，５３６，５３７ ８３６，４１９，９９０ △ ３４８，８８３，４５３ △ ４１．７

�港 湾 病 院 事 業 ５２２，０９３，０３４ ８７１，７８９，６４９ △ ３４９，６９６，６１５ △ ４０．１

�脳 血 管 医 療
セ ン タ ー 事 業 ２，６２１，３９７，１７１ ２，５０９，１２７，６０６ １１２，２６９，５６５ ４．５

合 計 ２９，０６７，３７８，２３３ ２９，２５４，０１２，７２８ △△ １８６，６３４，４９５ △△ ０．６

損 益 計 算 書
括 （病院事業）
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借 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率

円 ％ 円 ％ 円 ％
１医 業 費 用 １３，７１９，９８２，８８５ ９６．４ １４，０２８，８３０，６８３ ９５．３ △△ ３０８，８４７，７９８ △△ ２．２

�給 与 費 ７，３５７，７５７，９２６ ５１．７ ７，３４８，３５５，２０５ ４９．９ ９，４０２，７２１ ０．１

�材 料 費 ３，０１９，４３１，７７３ ２１．２ ３，１２９，７０７，３８２ ２１．３ △ １１０，２７５，６０９ △ ３．５

�経 費 ２，３２７，０３２，６６７ １６．４ ２，５３０，０６４，３２４ １７．２ △ ２０３，０３１，６５７ △ ８．０

�減 価 償 却 費 ９６８，２０５，７０９ ６．８ ９５９，９２５，５４３ ６．５ ８，２８０，１６６ ０．９

�資 産 減 耗 費 １４，６７９，３４８ ０．１ ２３，６５９，２５０ ０．２ △ ８，９７９，９０２ △ ３８．０

	研 究 研 修 費 ３２，８７５，４６２ ０．２ ３７，１１８，９７９ ０．３ △ ４，２４３，５１７ △ １１．４

２医 業 外 費 用 ５０５，６５６，１７１ ３．６ ６９５，９９７，４０８ ４．７ △△ １９０，３４１，２３７ △△ ２７．３

�支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 ４４８，１２０，８９６ ３．２ ４６８，４９３，９８５ ３．２ △ ２０，３７３，０８９ △ ４．３

�繰 延 勘 定 償 却 １６，７４７，７７０ ０．１ １９５，６６１，０００ １．３ △ １７８，９１３，２３０ △ ９１．４

�患者外給食材料費 １，５０３，７５０ ０．０ １，４４９，９８４ ０．０ ５３，７６６ ３．７

�雑 損 失 ３９，２８３，７５５ ０．３ ３０，３９２，４３９ ０．２ ８，８９１，３１６ ２９．３

経 常 費 用 １４，２２５，６３９，０５６ １００ １４，７２４，８２８，０９１ １００ △△ ４９９，１８９，０３５ △△ ３．４

総 費 用 １４，２２５，６３９，０５６ １４，７２４，８２８，０９１ △△ ４９９，１８９，０３５ △△ ３．４

合 計 １４，２２５，６３９，０５６ １４，７２４，８２８，０９１ △△ ４９９，１８９，０３５ △△ ３．４

第４表 比 較
� 市 民

― ―１４



貸 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率

円 ％ 円 ％ 円 ％
１医 業 収 益 １２，２８５，７９９，６９８ ８９．４ １２，４６１，７４２，６１７ ８９．７ △△ １７５，９４２，９１９ △△ １．４

�入 院 収 益 ７，３４７，９４１，４０８ ５３．５ ７，３７８，５７２，７７９ ５３．１ △ ３０，６３１，３７１ △ ０．４

�外 来 収 益 ２，９７３，１７５，２７６ ２１．６ ３，１６５，８０９，３１０ ２２．８ △ １９２，６３４，０３４ △ ６．１

�がん検診センター収益 ９４５，８８６，０１４ ６．９ ９４９，１６５，５２８ ６．８ △ ３，２７９，５１４ △ ０．３

�そ の 他 医 業 収 益 １，０１８，７９７，０００ ７．４ ９６８，１９５，０００ ７．０ ５０，６０２，０００ ５．２

２医 業 外 収 益 １，４５２，３０２，８２１ １０．６ １，４２６，６６５，４８４ １０．３ ２５，６３７，３３７ １．８

�受 取 利 息 配 当 金 １，９３６，５７９ ０．０ ６２７，２２２ ０．０ １，３０９，３５７ ２０８．８

�他 会 計 負 担 金 ９０４，４５２，０００ ６．６ ８９３，１９８，０００ ６．４ １１，２５４，０００ １．３

�他 会 計 補 助 金 ３４４，１３６，０００ ２．５ ３４５，３４０，０００ ２．５ △ １，２０４，０００ △ ０．３

�国 庫 補 助 金 １１，３１０，０００ ０．１ １０，００５，０００ ０．１ １，３０５，０００ １３．０

�県 補 助 金 ４６，９０９，０００ ０．３ ３３，２８１，０００ ０．２ １３，６２８，０００ ４０．９

	患 者 外 給 食 収 益 １，２８０，４７８ ０．０ １，３９１，４２９ ０．０ △ １１０，９５１ △ ８．０


その他医業外収益 １４２，２７８，７６４ １．０ １４２，８２２，８３３ １．０ △ ５４４，０６９ △ ０．４

経 常 収 益 １３，７３８，１０２，５１９ １００ １３，８８８，４０８，１０１ １００ △△ １５０，３０５，５８２ △△ １．１

経 常 損 失 ４８７，５３６，５３７ ８３６，４１９，９９０ △ ３４８，８８３，４５３ △ ４１．７

総 収 益 １３，７３８，１０２，５１９ １３，８８８，４０８，１０１ △△ １５０，３０５，５８２ △△ １．１

当 年 度 純 損 失 ４８７，５３６，５３７ ８３６，４１９，９９０ △ ３４８，８８３，４５３ △ ４１．７

合 計 １４，２２５，６３９，０５６ １４，７２４，８２８，０９１ △△ ４９９，１８９，０３５ △△ ３．４

損 益 計 算 書
病 院 事 業 （病院事業）

― ―１５



借 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率

円 ％ 円 ％ 円 ％
１医 業 費 用 ６，８６１，４７５，８７７ ９９．１ ６，７２８，４５１，５０７ ９８．６ １３３，０２４，３７０ ２．０

�給 与 費 ３，５１４，１０２，１１１ ５０．８ ３，５１６，７２９，３４４ ５１．５ △ ２，６２７，２３３ △ ０．１

�材 料 費 ２，０２８，１７２，０８１ ２９．３ １，９０５，３０７，２９８ ２７．９ １２２，８６４，７８３ ６．４

�経 費 １，０３１，０１２，３３０ １４．９ １，０３１，９００，０３１ １５．１ △ ８８７，７０１ △ ０．１

�減 価 償 却 費 ２５９，３６８，８６６ ３．７ ２５３，９８１，３８１ ３．７ ５，３８７，４８５ ２．１

�資 産 減 耗 費 ３，３８９，０９５ ０．０ ９５０，６９０ ０．０ ２，４３８，４０５ ２５６．５

	研 究 研 修 費 ２５，４３１，３９４ ０．４ １９，５８２，７６３ ０．３ ５，８４８，６３１ ２９．９

２医 業 外 費 用 ６０，１０３，７６６ ０．９ ９７，１７０，７７７ １．４ △△ ３７，０６７，０１１ △△ ３８．１

�支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 １６，７４３，６３３ ０．２ ２０，４７９，２１０ ０．３ △ ３，７３５，５７７ △ １８．２

�繰 延 勘 定 償 却 １１，７９９，３８９ ０．２ ５５，２４０，９９８ ０．８ △ ４３，４４１，６０９ △ ７８．６

�患者外給食材料費 ４，８９２，４３２ ０．１ ５，０８３，８５２ ０．１ △ １９１，４２０ △ ３．８

�雑 損 失 ２６，６６８，３１２ ０．４ １６，３６６，７１７ ０．２ １０，３０１，５９５ ６２．９

経 常 費 用 ６，９２１，５７９，６４３ １００ ６，８２５，６２２，２８４ １００ ９５，９５７，３５９ １．４

総 費 用 ６，９２１，５７９，６４３ ６，８２５，６２２，２８４ ９５，９５７，３５９ １．４

合 計 ６，９２１，５７９，６４３ ６，８２５，６２２，２８４ ９５，９５７，３５９ １．４

第４表 比 較
� 港 湾

― ―１６



貸 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率

円 ％ 円 ％ 円 ％
１医 業 収 益 ５，６７１，６４０，４１６ ８８．６ ５，３７１，０５５，００１ ９０．２ ３００，５８５，４１５ ５．６

�入 院 収 益 ３，３６２，５３４，４０９ ５２．５ ３，０９２，３１１，２３５ ５１．９ ２７０，２２３，１７４ ８．７

�外 来 収 益 １，９４０，１０６，９９２ ３０．３ １，８９８，２１７，３０８ ３１．９ ４１，８８９，６８４ ２．２

�そ の 他 医 業 収 益 ３６８，９９９，０１５ ５．８ ３８０，５２６，４５８ ６．４ △ １１，５２７，４４３ △ ３．０

２医 業 外 収 益 ７２７，８４６，１９３ １１．４ ５８２，７７７，６３４ ９．８ １４５，０６８，５５９ ２４．９

�受 取 利 息 配 当 金 ４３１，２８６ ０．０ ２４２，５３９ ０．０ １８８，７４７ ７７．８

�他 会 計 負 担 金 ３８０，０９５，０００ ５．９ ３７５，２３６，０００ ６．３ ４，８５９，０００ １．３

�他 会 計 補 助 金 １９２，９２７，０００ ３．０ １６４，４４７，０００ ２．８ ２８，４８０，０００ １７．３

�国 庫 補 助 金 ９７５，０００ ０．０ ９７５，０００ ０．０ ０ ０

�県 補 助 金 ４，２７２，０００ ０．１ ４，６９６，０００ ０．１ △ ４２４，０００ △ ９．０

	患 者 外 給 食 収 益 ３，４６９，９６４ ０．１ ３，６８１，４９４ ０．１ △ ２１１，５３０ △ ５．７


その他医業外収益 １４５，６７５，９４３ ２．３ ３３，４９９，６０１ ０．６ １１２，１７６，３４２ ３３４．９

経 常 収 益 ６，３９９，４８６，６０９ １００ ５，９５３，８３２，６３５ １００ ４４５，６５３，９７４ ７．５

経 常 損 失 ５２２，０９３，０３４ ８７１，７８９，６４９ △ ３４９，６９６，６１５ △ ４０．１

総 収 益 ６，３９９，４８６，６０９ ５，９５３，８３２，６３５ ４４５，６５３，９７４ ７．５

当 年 度 純 損 失 ５２２，０９３，０３４ ８７１，７８９，６４９ △ ３４９，６９６，６１５ △ ４０．１

合 計 ６，９２１，５７９，６４３ ６，８２５，６２２，２８４ ９５，９５７，３５９ １．４

損 益 計 算 書
病 院 事 業 （病院事業）

― ―１７



借 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率

円 ％ 円 ％ 円 ％
１医 業 費 用 ７，１９１，０４１，８８８ ９０．８ ６，９６１，３２２，３４４ ９０．４ ２２９，７１９，５４４ ３．３

�給 与 費 ３，５２８，４０１，７３５ ４４．５ ３，３４７，９５３，４６９ ４３．５ １８０，４４８，２６６ ５．４

�材 料 費 ７４２，４９２，２１６ ９．４ ６５３，９４９，１８４ ８．５ ８８，５４３，０３２ １３．５

�経 費 １，２４６，８９４，４９７ １５．７ １，２８９，１１５，３６４ １６．７ △ ４２，２２０，８６７ △ ３．３

�減 価 償 却 費 １，６６２，５８１，７４０ ２１．０ １，６６１，０１１，５２０ ２１．６ １，５７０，２２０ ０．１

�研 究 研 修 費 １０，６７１，７００ ０．１ ９，２９２，８０７ ０．１ １，３７８，８９３ １４．８

２医 業 外 費 用 ７２９，１１７，６４６ ９．２ ７４２，２４０，００９ ９．６ △△ １３，１２２，３６３ △△ １．８

�支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 ６２２，７７４，７２２ ７．９ ６３４，４６５，７７４ ８．２ △ １１，６９１，０５２ △ １．８

�繰 延 勘 定 償 却 １０６，３４１，１２８ １．３ １０７，６８３，２９９ １．４ △ １，３４２，１７１ △ １．２

�患者外給食材料費 １，７９６ ０．０ ３５，２６０ ０．０ △ ３３，４６４ △ ９４．９

�雑 損 失 － － ５５，６７６ ０．０ △ ５５，６７６ △１００

経 常 費 用 ７，９２０，１５９，５３４ １００ ７，７０３，５６２，３５３ １００ ２１６，５９７，１８１ ２．８

総 費 用 ７，９２０，１５９，５３４ ７，７０３，５６２，３５３ ２１６，５９７，１８１ ２．８

合 計 ７，９２０，１５９，５３４ ７，７０３，５６２，３５３ ２１６，５９７，１８１ ２．８

第４表 比 較
� 脳血管医

― ―１８



貸 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率

円 ％ 円 ％ 円 ％
１医 業 収 益 ３，２７４，５６９，４８３ ６１．８ ３，２４９，５８２，２２６ ６２．６ ２４，９８７，２５７ ０．８

�入 院 収 益 ２，５１７，１２２，０３０ ４７．５ ２，６４１，７６１，６２０ ５０．９ △ １２４，６３９，５９０ △ ４．７

�外 来 収 益 ４４０，０１９，４５３ ８．３ ３１５，８６０，６０６ ６．１ １２４，１５８，８４７ ３９．３

�そ の 他 医 業 収 益 ３１７，４２８，０００ ６．０ ２９１，９６０，０００ ５．６ ２５，４６８，０００ ８．７

２医 業 外 収 益 １，６９３，１８３，１７１ ３２．０ １，６１８，４１６，８０７ ３１．２ ７４，７６６，３６４ ４．６

�受 取 利 息 配 当 金 ２６１，４４９ ０．０ １１６，１８５ ０．０ １４５，２６４ １２５．０

�他 会 計 負 担 金 １，４３３，８２３，０００ ２７．１ １，３７１，１３７，０００ ２６．４ ６２，６８６，０００ ４．６

�他 会 計 補 助 金 １８４，３６６，０００ ３．５ １７７，０４９，０００ ３．４ ７，３１７，０００ ４．１

�県 補 助 金 １，１３６，０００ ０．０ １，６５６，０００ ０．０ △ ５２０，０００ △ ３１．４

�その他医業外収益 ７３，５９６，７２２ １．４ ６８，４５８，６２２ １．３ ５，１３８，１００ ７．５

３介護老人保健施設収益 ３３１，００９，７０９ ６．２ ３２６，４３５，７１４ ６．３ ４，５７３，９９５ １．４

�施設運営事業収益 ３３１，００７，９９４ ６．２ ３２６，４３４，８５６ ６．３ ４，５７３，１３８ １．４

�施設運営事業外収益 １，７１５ ０．０ ８５８ ０．０ ８５７ ９９．９

経 常 収 益 ５，２９８，７６２，３６３ １００ ５，１９４，４３４，７４７ １００ １０４，３２７，６１６ ２．０

経 常 損 失 ２，６２１，３９７，１７１ ２，５０９，１２７，６０６ １１２，２６９，５６５ ４．５

総 収 益 ５，２９８，７６２，３６３ ５，１９４，４３４，７４７ １０４，３２７，６１６ ２．０

当 年 度 純 損 失 ２，６２１，３９７，１７１ ２，５０９，１２７，６０６ １１２，２６９，５６５ ４．５

合 計 ７，９２０，１５９，５３４ ７，７０３，５６２，３５３ ２１６，５９７，１８１ ２．８

損 益 計 算 書
療センター事業 （病院事業）

― ―１９



第５表 経 常 費 用
� 市 民

科 目 金 額
構 成 比 率 １３年 度 に

対する比率１４年 度 １３年 度

円 ％ ％ ％
人 件 費 ７，３５７，７５７，９２６ ５１．７ ４９．９ １００．１

１直 接 人 件 費 ６，０７７，７３６，１５３ ４２．７ ４１．１ １００．５

給 料 ２，９５７，１８９，３４４ ２０．８ １９．９ １００．７

手 当 ３，１２０，５４６，８０９ ２１．９ ２１．１ １００．３

２間 接 人 件 費 １，２８０，０２１，７７３ ９．０ ８．８ ９８．５

法 定 福 利 費 ８８１，４１５，２６４ ６．２ ６．１ ９８．５

災 害 補 償 費 １６，４２９ ０．０ － －

賃 金 ３９８，５９０，０８０ ２．８ ２．７ ９８．５

金 融 費 ４４８，１２０，８９６ ３．２ ３．２ ９５．７

企 業 債 利 息 ４４７，９３７，１５５ ３．１ ３．２ ９５．７

企業債手数料及び取扱費 １８３，７４１ ０．０ ０．０ ９７．５

物 件 費 そ の 他 の 経 費 ６，４１９，７６０，２３４ ４５．１ ４６．９ ９２．９

薬 品 費 １，８９３，１５５，５６９ １３．３ １３．２ ９７．１

診 療 材 料 費 ９７８，０７６，６５７ ６．９ ６．９ ９５．９

給 食 材 料 費 １３７，４９６，４９８ １．０ １．０ ９４．７

医 療 消 耗 備 品 費 １０，７０３，０４９ ０．１ ０．１ ７１．７

報 償 費 ３７，０３９，４１５ ０．３ ０．２ １００．７

旅 費 交 通 費 ６４６，４３５ ０．０ ０．０ ９９．０

職 員 被 服 費 ５，０５９，０２０ ０．０ ０．０ １３４．１

消 耗 品 費 ５４，１２４，９４２ ０．４ ０．４ １０３．６

消 耗 備 品 費 ２，２９２，７２６ ０．０ ０．０ ６１．８

光 熱 水 費 ３６６，０８５，９０７ ２．６ ２．６ ９４．１

燃 料 費 １，１８８，０１５ ０．０ ０．０ ４５．６

食 糧 費 ５６，６３２ ０．０ ０．０ ２８．０

印 刷 製 本 費 ４８，４４５，５５８ ０．３ ０．３ １０２．５

修 繕 費 １０１，２５６，０８２ ０．７ ０．８ ８１．８

― ―２０



節 別 比 率 表
病 院 事 業 （病院事業）

科 目 金 額
構 成 比 率 １３年 度 に

対する比率１４年 度 １３年 度

円 ％ ％ ％
保 険 料 １１，５２２，１７２ ０．１ ０．１ １２３．８

賃 借 料 ４１１，１１８，００９ ２．９ ２．８ ９９．６

通 信 運 搬 費 １３，９９３，１３９ ０．１ ０．１ ９２．８

委 託 料 １，２６３，５４９，０３７ ８．９ ９．７ ８８．５

交 際 費 ２４７，８３０ ０．０ ０．０ ９９．３

諸 会 費 ４，７２２，７８４ ０．０ ０．０ １０４．７

公 課 費 ２５２，０００ ０．０ ０．０ １４２．９

雑 費 ５，４３２，９６４ ０．０ ０．０ ９１．５

建 物 減 価 償 却 費 ６２４，６０３，８４５ ４．４ ４．３ ９９．１

構 築 物 減 価 償 却 費 １１，１８０，６８３ ０．１ ０．１ ８８．０

器械備品減価償却費 ３１７，９７６，４０１ ２．２ ２．２ １００．４

車 両 減 価 償 却 費 ４４４，７８０ ０．０ ０．０ １００

無形固定資産減価償却費 １４，０００，０００ ０．１ － －

固 定 資 産 除 却 費 １４，６７９，３４８ ０．１ ０．２ ６２．０

図 書 費 ８，７８４，８６８ ０．１ ０．１ １１１．０

報 償 費 ５，９４５，６４７ ０．０ － －

旅 費 ４，８１４，９６０ ０．０ ０．０ ７３．５

医 療 研 究 費 １０，９２５，０５７ ０．１ ０．１ ７７．８

研 究 雑 費 ２，４０４，９３０ ０．０ ０．０ １０５．４

繰 延 勘 定 償 却 １６，７４７，７７０ ０．１ １．３ ８．６

厨房職員給食材料費 ６０４，１７７ ０．０ ０．０ １３７．８

保 育 所 給 食 材 料 費 ８９９，５７３ ０．０ ０．０ ８８．９

そ の 他 雑 損 失 ３９，２８３，７５５ ０．３ ０．２ １２９．３

合 計 １４，２２５，６３９，０５６ １００ １００ ９６．６

― ―２１



第５表 経 常 費 用
� 港 湾

科 目 金 額
構 成 比 率 １３年 度 に

対する比率１４年 度 １３年 度

円 ％ ％ ％
人 件 費 ３，５１４，１０２，１１１ ５０．８ ５１．５ ９９．９

１直 接 人 件 費 ２，９００，９３７，３７６ ４１．９ ４２．６ ９９．９

給 料 １，３９２，３９７，７５０ ２０．１ ２０．２ １０１．０

手 当 １，５０８，５３９，６２６ ２１．８ ２２．４ ９８．８

２間 接 人 件 費 ６１３，１６４，７３５ ８．９ ９．０ １００．１

法 定 福 利 費 ４１２，５５６，２９１ ６．０ ６．１ ９９．３

賃 金 ２００，６０８，４４４ ２．９ ２．９ １０２．０

金 融 費 １６，７４３，６３３ ０．２ ０．３ ８１．８

企 業 債 利 息 １０，８６６，３６５ ０．２ ０．２ ７１．７

長 期 借 入 金 利 息 ５，８２８，２６７ ０．１ ０．１ １１０．４

企業債手数料及び取扱費 ４９，００１ ０．０ ０．０ １４３．２

物 件 費 そ の 他 の 経 費 ３，３９０，７３３，８９９ ４９．０ ４８．２ １０３．１

薬 品 費 １，３９４，９２７，０１９ ２０．２ １９．７ １０３．６

診 療 材 料 費 ５４２，９００，２９５ ７．８ ６．９ １１４．８

給 食 材 料 費 ６９，８３８，９６２ １．０ １．０ ９９．１

医 療 消 耗 備 品 費 ２０，５０５，８０５ ０．３ ０．２ １２９．８

報 償 費 １２４，４２８，２２９ １．８ ０．４ 略

旅 費 交 通 費 ７６０，８９７ ０．０ ０．０ １１９．２

職 員 被 服 費 １，７３３，４１１ ０．０ ０．０ ７６．７

消 耗 品 費 ３４，９５５，４７６ ０．５ ０．５ ９５．６

消 耗 備 品 費 ５，９７３，４４０ ０．１ ０．１ １５２．３

光 熱 水 費 １２６，６５２，２１２ １．８ １．９ ９９．５

燃 料 費 ２０，６５５，０８４ ０．３ ０．３ １２０．６

食 糧 費 ４９，５６９ ０．０ ０．０ ９９．４

印 刷 製 本 費 ２５，２９５，１５０ ０．４ ０．３ １１９．５

修 繕 費 ４７，０２１，８３１ ０．７ ０．９ ７８．８

― ―２２



節 別 比 率 表
病 院 事 業 （病院事業）

科 目 金 額
構 成 比 率 １３年 度 に

対する比率１４年 度 １３年 度

円 ％ ％ ％
保 険 料 ４，５０４，８２０ ０．１ ０．１ １２７．４

賃 借 料 ８２，２４８，１４３ １．２ １．１ １０６．５

通 信 運 搬 費 ８，８１８，８６５ ０．１ ０．１ １２０．６

委 託 料 ５４２，０１４，１９１ ７．８ ９．５ ８３．３

交 際 費 ７６，１５０ ０．０ ０．０ ３７．１

諸 会 費 ２，９２９，２０６ ０．０ ０．０ ９３．４

公 課 費 ３７，８００ ０．０ ０．０ １００

雑 費 ２，８５７，８５６ ０．０ ０．０ １７３．１

建 物 減 価 償 却 費 ８５，４１８，５８１ １．２ １．３ ９６．１

構 築 物 減 価 償 却 費 ２，３４８，５９０ ０．０ ０．０ ８７．９

器械備品減価償却費 １７１，６０１，６９５ ２．５ ２．４ １０５．６

固 定 資 産 除 却 費 ３，３８９，０９５ ０．０ ０．０ ３５６．５

図 書 費 ５，３４８，２７５ ０．１ ０．１ １０９．４

報 償 費 ４，５９１，２０５ ０．１ － －

旅 費 ２，９９２，５４１ ０．０ ０．０ １４５．７

医 療 研 究 費 １０，６３４，３９１ ０．２ ０．１ １８２．３

研 究 雑 費 １，８６４，９８２ ０．０ ０．０ ８１．３

繰 延 勘 定 償 却 １１，７９９，３８９ ０．２ ０．８ ２１．４

看 護 師 給 食 材 料 費 ７９，１６６ ０．０ ０．０ ２９．９

宿日直者給食材料費 １，１９８，１６０ ０．０ ０．０ １０５．３

厨房職員給食材料費 ２，９４８，４７９ ０．０ ０．０ ９７．７

保 育 所 給 食 材 料 費 ６６６，６２７ ０．０ ０．０ １００．３

そ の 他 雑 損 失 ２６，６６８，３１２ ０．４ ０．２ １６２．９

合 計 ６，９２１，５７９，６４３ １００ １００ １０１．４

― ―２３



第５表 経 常 費 用
� 脳 血 管 医

科 目 金 額
構 成 比 率 １３年 度 に

対する比率１４年 度 １３年 度

円 ％ ％ ％
人 件 費 ３，５２８，４０１，７３５ ４４．５ ４３．５ １０５．４

１直 接 人 件 費 ２，９５４，３００，２５０ ３７．３ ３６．４ １０５．３

給 料 １，４８７，４０２，０７６ １８．８ １８．３ １０５．７

手 当 １，４６６，８９８，１７４ １８．５ １８．２ １０４．９

２間 接 人 件 費 ５７４，１０１，４８５ ７．２ ７．０ １０５．９

法 定 福 利 費 ４３９，５９４，８５９ ５．６ ５．５ １０４．０

災 害 補 償 費 － － ０．０ －

賃 金 １３４，５０６，６２６ １．７ １．５ １１３．０

金 融 費 ６２２，７７４，７２２ ７．９ ８．２ ９８．２

企 業 債 利 息 ５９０，３７９，０３５ ７．５ ７．９ ９７．１

長 期 借 入 金 利 息 ３２，２２７，９９１ ０．４ ０．３ １２２．６

企業債手数料及び取扱費 １６７，６９６ ０．０ ０．０ １１４．３

物 件 費 そ の 他 の 経 費 ３，７６８，９８３，０７７ ４７．６ ４８．３ １０１．３

薬 品 費 ４５９，６８６，８６６ ５．８ ５．１ １１６．４

診 療 材 料 費 １９０，４９２，５０１ ２．４ ２．１ １１６．２

給 食 材 料 費 ９０，５５７，０６７ １．１ １．２ ９９．４

医 療 消 耗 備 品 費 １，７５５，７８２ ０．０ ０．１ ４５．０

報 償 費 ２，５２１，９１９ ０．０ ０．１ ５３．５

旅 費 交 通 費 ７０５，０９４ ０．０ ０．０ １０３．８

職 員 被 服 費 ４，５９１，１９３ ０．１ ０．１ ９７．１

消 耗 品 費 ４０，５３６，８４６ ０．５ ０．５ １１３．９

消 耗 備 品 費 ３９７，５０２ ０．０ ０．０ ２５．６

光 熱 水 費 １９２，１２１，０６０ ２．４ ２．７ ９２．３

燃 料 費 ２８８，０６０ ０．０ ０．０ ２９．９

食 糧 費 １１３，４４１ ０．０ ０．０ １０４．５

印 刷 製 本 費 ８，６２５，２５６ ０．１ ０．１ １４３．７

― ―２４



節 別 比 率 表
療 セ ン タ ー 事 業 （病院事業）

科 目 金 額
構 成 比 率 １３年 度 に

対する比率１４年 度 １３年 度

円 ％ ％ ％
修 繕 費 ３０，８４２，８０６ ０．４ ０．１ 略

保 険 料 ３，８９８，４００ ０．０ ０．１ ９７．９

賃 借 料 ９０，４３２，８６３ １．１ １．１ １０３．６

通 信 運 搬 費 ５，８９７，８１１ ０．１ ０．１ ８７．６

委 託 料 ８６１，２７８，３８７ １０．９ １２．０ ９３．６

交 際 費 ７８，０６２ ０．０ ０．０ ５１．１

諸 会 費 ２，１６４，４１０ ０．０ ０．０ １０３．２

公 課 費 ３７，８００ ０．０ ０．０ ５０

雑 費 ２，３６３，５８７ ０．０ ０．０ ９５．０

建 物 減 価 償 却 費 １，０４８，５４７，４４９ １３．２ １３．６ １００．２

構 築 物 減 価 償 却 費 ６，２６６，７３８ ０．１ ０．１ １００

器械備品減価償却費 ６０６，８５９，２０１ ７．７ ７．９ ９９．９

車 両 減 価 償 却 費 ９０８，３５２ ０．０ ０．０ １００

図 書 費 ３，０１６，４０３ ０．０ ０．０ ８５．８

報 償 費 １，９３６，１６０ ０．０ － －

旅 費 ２，１１９，１９９ ０．０ ０．０ １１８．６

医 療 研 究 費 １，９６０，７１２ ０．０ ０．０ ３０８．０

研 究 雑 費 １，６３９，２２６ ０．０ ０．０ １４４．７

繰 延 勘 定 償 却 １０６，３４１，１２８ １．３ １．４ ９８．８

保 育 所 給 食 材 料 費 － － ０．０ －

その他患者外給食材料費 １，７９６ ０．０ ０．０ ２００

そ の 他 雑 損 失 － － ０．０ －

合 計 ７，９２０，１５９，５３４ １００ １００ １０２．８

― ―２５



借 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率
円 ％ 円 ％ 円 ％

１固 定 資 産 ７３，５２０，６８８，９４４ ８５．２ ６１，８０６，０６９，０２８ ８６．１ １１，７１４，６１９，９１６ １９．０

�市 民 病 院 事 業
有 形 固 定 資 産 １２，００７，０６１，９３３ １３．９ １２，４６７，２０５，９３０ １７．４ △ ４６０，１４３，９９７ △ ３．７

土 地 １０３，８３５，６７９ ０．１ １０３，８３５，６７９ ０．１ ０ ０
建 物 １０，１４３，４７８，７１５ １１．８ １０，５２５，９４０，１７８ １４．７ △ ３８２，４６１，４６３ △ ３．６
構 築 物 ２６９，１９８，１１４ ０．３ ２８０，３７８，７９７ ０．４ △ １１，１８０，６８３ △ ４．０
器 械 備 品 １，４７８，８７０，５９８ １．７ １，５２７，５９２，０７４ ２．１ △ ４８，７２１，４７６ △ ３．２
車 両 ２，２０２，１６０ ０．０ ２，６４６，９４０ ０．０ △ ４４４，７８０ △ １６．８
建 設 仮 勘 定 ９，４７６，６６７ ０．０ ２６，８１２，２６２ ０．０ △ １７，３３５，５９５ △ ６４．７

�港 湾 病 院 事 業
有 形 固 定 資 産 ３１，２７０，２４５，６７８ ３６．２ １７，５７４，１９８，２２５ ２４．５ １３，６９６，０４７，４５３ ７７．９

土 地 ９，４２５，３００，３６３ １０．９ ９，３７７，００４，０７４ １３．１ ４８，２９６，２８９ ０．５
建 物 １，３１５，４２３，９８０ １．５ １，３９１，０９１，７１３ １．９ △ ７５，６６７，７３３ △ ５．４
構 築 物 ３９，１０８，８６１ ０．０ ４１，４５７，４５１ ０．１ △ ２，３４８，５９０ △ ５．７
器 械 備 品 ８４２，７３７，５０９ １．０ ７１８，４８３，１６６ １．０ １２４，２５４，３４３ １７．３
車 両 ３４４，２８４ ０．０ ３４４，２８４ ０．０ ０ ０
建 設 仮 勘 定 １９，６４７，３３０，６８１ ２２．８ ６，０４５，８１７，５３７ ８．４ １３，６０１，５１３，１４４ ２２５．０

�脳血管医療センター事業有 形 固 定 資 産 ２９，９１５，８１１，９８３ ３４．７ ３１，５７８，３９３，７２３ ４４．０ △ １，６６２，５８１，７４０ △ ５．３

土 地 ６，３３５，９４３，４４６ ７．３ ６，３３５，９４３，４４６ ８．８ ０ ０
建 物 ２１，７５７，８５０，６４８ ２５．２ ２２，８０６，３９８，０９７ ３１．８ △ １，０４８，５４７，４４９ △ ４．６
構 築 物 ９６，４３６，５５１ ０．１ １０２，７０３，２８９ ０．１ △ ６，２６６，７３８ △ ６．１
器 械 備 品 １，７２２，２２６，３９４ ２．０ ２，３２９，０８５，５９５ ３．２ △ ６０６，８５９，２０１ △ ２６．１
車 両 ３，３５４，９４４ ０．０ ４，２６３，２９６ ０．０ △ ９０８，３５２ △ ２１．３

�市 民 病 院 事 業
無 形 固 定 資 産 ２０９，２１８，２００ ０．２ ７０，０００，０００ ０．１ １３９，２１８，２００ １９８．９

ソ フ ト ウ ェ ア ２０９，２１８，２００ ０．２ ７０，０００，０００ ０．１ １３９，２１８，２００ １９８．９
�市 民 病 院 事 業 投 資 １００，６７１，１５０ ０．１ ９８，６９１，１５０ ０．１ １，９８０，０００ ２．０
長 期 積 立 金 １００，６７１，１５０ ０．１ ９８，６９１，１５０ ０．１ １，９８０，０００ ２．０

	港 湾 病 院 事 業 投 資 １７，６８０，０００ ０．０ １７，５８０，０００ ０．０ １００，０００ ０．６
長 期 積 立 金 １７，６８０，０００ ０．０ １７，５８０，０００ ０．０ １００，０００ ０．６

２流 動 資 産 １０，９８７，７６３，１８０ １２．７ ８，６９６，１４３，２７３ １２．１ ２，２９１，６１９，９０７ ２６．４
�市民病院事業流動資産 ４，７６２，８１０，１４４ ５．５ ４，５０５，４５１，６０２ ６．３ ２５７，３５８，５４２ ５．７
現 金 ・ 預 金 ２，６１６，４３３，５８４ ３．０ ２，０９２，０６０，４３５ ２．９ ５２４，３７３，１４９ ２５．１
つ り 銭 資 金 １，４６０，０００ ０．０ １，４６０，０００ ０．０ ０ ０
未 収 金 １，９７９，４８４，２６２ ２．３ ２，２６６，７１１，５５５ ３．２ △ ２８７，２２７，２９３ △ １２．７
保 管 有 価 証 券 ４，５５０，０００ ０．０ ３，９００，０００ ０．０ ６５０，０００ １６．７
貯 蔵 品 １６０，３６３，５９８ ０．２ １４０，８５３，６５２ ０．２ １９，５０９，９４６ １３．９
仮 払 金 ５１８，７００ ０．０ ４６５，９６０ ０．０ ５２，７４０ １１．３

�港湾病院事業流動資産 ４，８４４，４７４，８０２ ５．６ ３，２０３，２４０，２０７ ４．５ １，６４１，２３４，５９５ ５１．２
現 金 ・ 預 金 ３，６０３，８１８，４３１ ４．２ ２，３２２，３０２，３８３ ３．２ １，２８１，５１６，０４８ ５５．２
つ り 銭 資 金 ５００，０００ ０．０ ５００，０００ ０．０ ０ ０
未 収 金 １，１９２，６３１，３７９ １．４ ８３４，３６６，８５０ １．２ ３５８，２６４，５２９ ４２．９
保 管 有 価 証 券 ２，６５０，０００ ０．０ ２，５７５，０００ ０．０ ７５，０００ ２．９
貯 蔵 品 ４４，６７２，８１８ ０．１ ４３，２１７，２５４ ０．１ １，４５５，５６４ ３．４
前 払 費 用 １０，０００ ０．０ － － １０，０００ －
仮 払 金 １９２，１７４ ０．０ ２７８，７２０ ０．０ △ ８６，５４６ △ ３１．１

�脳血管医療センター事業流 動 資 産 １，３８０，４７８，２３４ １．６ ９８７，４５１，４６４ １．４ ３９３，０２６，７７０ ３９．８

現 金 ・ 預 金 ７５４，１８２，４５２ ０．９ ３４７，３９７，０９７ ０．５ ４０６，７８５，３５５ １１７．１
つ り 銭 資 金 ３００，０００ ０．０ ３００，０００ ０．０ ０ ０
未 収 金 ５７６，８３９，８２７ ０．７ ５８０，０４１，４２７ ０．８ △ ３，２０１，６００ △ ０．６
保 管 有 価 証 券 ６５０，０００ ０．０ ２５，０００ ０．０ ６２５，０００ 略
貯 蔵 品 ４８，１４８，１４５ ０．１ ５９，３７０，６４０ ０．１ △ １１，２２２，４９５ △ １８．９
仮 払 金 ３５７，８１０ ０．０ ３１７，３００ ０．０ ４０，５１０ １２．８

３繰 延 勘 定 １，７８１，２０１，９８１ ２．１ １，２７６，１１８，４９１ １．８ ５０５，０８３，４９０ ３９．６

�市民病院事業繰延勘定控 除 対 象 外 消 費 税
４５５，７８３ ０．０ １６，７４７，７７０ ０．０ △ １６，２９１，９８７ △ ９７．３
４５５，７８３ ０．０ １６，７４７，７７０ ０．０ △ １６，２９１，９８７ △ ９７．３

�港湾病院事業繰延勘定控 除 対 象 外 消 費 税
８９９，００６，１０１ １．０ ２７１，２８９，４９６ ０．４ ６２７，７１６，６０５ ２３１．４
８６５，１０６，１０１ １．０ ２７１，２８９，４９６ ０．４ ５９３，８１６，６０５ ２１８．９

開 発 費 ３３，９００，０００ ０．０ － － ３３，９００，０００ －

�脳血管医療センター事業繰延勘定控除対象外消費税
８８１，７４０，０９７ １．０ ９８８，０８１，２２５ １．４ △ １０６，３４１，１２８ △ １０．８
８８１，７４０，０９７ １．０ ９８８，０８１，２２５ １．４ △ １０６，３４１，１２８ △ １０．８

資 産 合 計 ８６，２８９，６５４，１０５ １００ ７１，７７８，３３０，７９２ １００ １４，５１１，３２３，３１３ ２０．２

備考 減価償却累計額 区分 市 民 病 院 港 湾 病 院 脳血管医療センター 計
平成１４年度 １３，４０１，４９８，８７４円 ３，５８８，６９８，１３１円 ６，３０１，９００，５９８円 ２３，２９２，０９７，６０３円
平成１３年度 １２，６５９，７２４，６５１円 ３，３８５，６６９，６７０円 ４，６３９，３１８，８５８円 ２０，６８４，７１３，１７９円

第６表 比 較
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貸 借 対 照 表 （病院事業）

貸 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率
円 ％ 円 ％ 円 ％

１固 定 負 債 １，３９６，０４１，０００ １．６ ３，１１７，８９１，８４１ ４．３ △△ １，７２１，８５０，８４１ △△ ５５．２
�港湾病院事業固定負債 ４２２，９１２，０００ ０．５ ７７４，０３７，８４１ １．１ △ ３５１，１２５，８４１ △ ４５．４
他 会 計 借 入 金 ４２２，９１２，０００ ０．５ ７７４，０３７，８４１ １．１ △ ３５１，１２５，８４１ △ ４５．４

�脳血管医療センター事 業 固 定 負 債 ９７３，１２９，０００ １．１ ２，３４３，８５４，０００ ３．３ △ １，３７０，７２５，０００ △ ５８．５

他 会 計 借 入 金 ９７３，１２９，０００ １．１ ２，３４３，８５４，０００ ３．３ △ １，３７０，７２５，０００ △ ５８．５

２流 動 負 債 ８，６９５，３６９，６１３ １０．１ ４，７７７，９４０，１２１ ６．７ ３，９１７，４２９，４９２ ８２．０
�市民病院事業流動負債 １，６４２，０２７，３５４ １．９ １，２５８，７０３，７６６ １．８ ３８３，３２３，５８８ ３０．５
未 払 金 １，６３７，４４６，２４７ １．９ １，２５４，８０３，７６６ １．７ ３８２，６４２，４８１ ３０．５
預 り 金 ３１，１０７ ０．０ － － ３１，１０７ －
そ の 他 流 動 負 債 ４，５５０，０００ ０．０ ３，９００，０００ ０．０ ６５０，０００ １６．７

�港湾病院事業流動負債 ４，８９３，１１８，３１３ ５．７ ２，８９６，０４３，０９９ ４．０ １，９９７，０７５，２１４ ６９．０
未 払 金 ４，８８２，４４９，８４１ ５．７ ２，８９３，４６３，７１１ ４．０ １，９８８，９８６，１３０ ６８．７
前 受 金 ８，０１８，４７２ ０．０ － － ８，０１８，４７２ －
預 り 金 － － ４，３８８ ０．０ △ ４，３８８ △１００
そ の 他 流 動 負 債 ２，６５０，０００ ０．０ ２，５７５，０００ ０．０ ７５，０００ ２．９

�脳血管医療センター事業流 動 負 債 ２，１６０，２２３，９４６ ２．５ ６２３，１９３，２５６ ０．９ １，５３７，０３０，６９０ ２４６．６

未 払 金 ２，１５９，５７３，９４６ ２．５ ６２３，１６８，２５６ ０．９ １，５３６，４０５，６９０ ２４６．５
そ の 他 流 動 負 債 ６５０，０００ ０．０ ２５，０００ ０．０ ６２５，０００ 略

負 債 合 計 １０，０９１，４１０，６１３ １１．７ ７，８９５，８３１，９６２ １１．０ ２，１９５，５７８，６５１ ２７．８

１資 本 金 ８１，６１１，４９３，０９３ ９４．６ ６７，７１５，７１４，５３０ ９４．３ １３，８９５，７７８，５６３ ２０．５
�市民病院事業資本金 １８，９８０，７７６，５４５ ２２．０ １９，１００，６４２，８３８ ２６．６ △ １１９，８６６，２９３ △ ０．６
自 己 資 本 金 １１，３４７，８１１，０２２ １３．２ １１，１０８，０７８，０２２ １５．５ ２３９，７３３，０００ ２．２
借 入 資 本 金 ７，６３２，９６５，５２３ ８．８ ７，９９２，５６４，８１６ １１．１ △ ３５９，５９９，２９３ △ ４．５
企 業 債 ７，６３２，９６５，５２３ ８．８ ７，９９２，５６４，８１６ １１．１ △ ３５９，５９９，２９３ △ ４．５

�港湾病院事業資本金 ３２，６１１，５０３，９６２ ３７．８ １８，３０４，１２９，４８９ ２５．５ １４，３０７，３７４，４７３ ７８．２
自 己 資 本 金 ４，１４９，１００，６３７ ４．８ ３，２７６，２０２，３３４ ４．６ ８７２，８９８，３０３ ２６．６
借 入 資 本 金 ２８，４６２，４０３，３２５ ３３．０ １５，０２７，９２７，１５５ ２０．９ １３，４３４，４７６，１７０ ８９．４
企 業 債 ２８，４６２，４０３，３２５ ３３．０ １５，０２７，９２７，１５５ ２０．９ １３，４３４，４７６，１７０ ８９．４

�脳血管医療センター事業資 本 金 ３０，０１９，２１２，５８６ ３４．８ ３０，３１０，９４２，２０３ ４２．２ △ ２９１，７２９，６１７ △ １．０

自 己 資 本 金 ３，９６６，７９０，４７７ ４．６ ３，３８３，３２９，４７７ ４．７ ５８３，４６１，０００ １７．２
借 入 資 本 金 ２６，０５２，４２２，１０９ ３０．２ ２６，９２７，６１２，７２６ ３７．５ △ ８７５，１９０，６１７ △ ３．３
企 業 債 ２６，０５２，４２２，１０９ ３０．２ ２６，９２７，６１２，７２６ ３７．５ △ ８７５，１９０，６１７ △ ３．３

２剰 余 金 △△ ５，４１３，２４９，６０１ △△６．３ △△ ３，８３３，２１５，７００ △△５．３ △△ １，５８０，０３３，９０１ ４１．２
�市民病院事業剰余金 △ ３，５４２，５８６，６８９ △４．１ △ ３，２０１，２５０，１５２ △４．５ △ ３４１，３３６，５３７ １０．７
資 本 剰 余 金 １，６３９，６４４，２２２ １．９ １，４９３，４４４，２２２ ２．１ １４６，２００，０００ ９．８
受 贈 財 産 評 価 額 ４８，１０５，０３５ ０．１ ４９，８８５，０３５ ０．１ △ １，７８０，０００ △ ３．６
寄 付 金 １００，８３１，１５０ ０．１ ９８，８５１，１５０ ０．１ １，９８０，０００ ２．０
補 助 金 １，４９０，７０８，０３７ １．７ １，３４４，７０８，０３７ １．９ １４６，０００，０００ １０．９
利 益 剰 余 金 ８８，０００，０００ ０．１ ８８，０００，０００ ０．１ ０ ０
減 債 積 立 金 ８８，０００，０００ ０．１ ８８，０００，０００ ０．１ ０ ０
欠 損 金 （ △ ） △ ５，２７０，２３０，９１１ △６．１ △ ４，７８２，６９４，３７４ △６．７ △ ４８７，５３６，５３７ １０．２
当年度未処理欠損金 △ ５，２７０，２３０，９１１ △６．１ △ ４，７８２，６９４，３７４ △６．７ △ ４８７，５３６，５３７ １０．２

�港湾病院事業剰余金 △ ８９６，１２７，６９４ △１．０ △ ９０７，９０２，５０１ △１．３ １１，７７４，８０７ △ １．３
資 本 剰 余 金 １，４１５，８２１，２０６ １．６ １，１６４，１２２，２８４ １．６ ２５１，６９８，９２２ ２１．６
受 贈 財 産 評 価 額 ３，９９６，５００ ０．０ ４，２４６，５００ ０．０ △ ２５０，０００ △ ５．９
寄 付 金 １７，６８０，０００ ０．０ １７，５８０，０００ ０．０ １００，０００ ０．６
補 助 金 １，３９４，１４４，７０６ １．６ １，１４２，２９５，７８４ １．６ ２５１，８４８，９２２ ２２．０
欠 損 金 （ △ ） △ ２，３１１，９４８，９００ △２．７ △ ２，０７２，０２４，７８５ △２．９ △ ２３９，９２４，１１５ １１．６
当年度未処理欠損金 △ ２，３１１，９４８，９００ △２．７ △ ２，０７２，０２４，７８５ △２．９ △ ２３９，９２４，１１５ １１．６

�脳血管医療センター事業剰 余 金 △ ９７４，５３５，２１８ △１．１ ２７５，９３６，９５３ ０．４ △ １，２５０，４７２，１７１ △４５３．２

資 本 剰 余 金 ８，４７６，７８８，４４６ ９．８ ７，５１１，２２６，７８４ １０．５ ９６５，５６１，６６２ １２．９
受 贈 財 産 評 価 額 ６，３３５，９４３，４４６ ７．３ ６，３３５，９４３，４４６ ８．８ ０ ０
寄 付 金 １，６２０，０００ ０．０ １，４２０，０００ ０．０ ２００，０００ １４．１
補 助 金 ２，１３９，２２５，０００ ２．５ １，１７３，８６３，３３８ １．６ ９６５，３６１，６６２ ８２．２
欠 損 金 （ △ ） △ ９，４５１，３２３，６６４ △１１．０ △ ７，２３５，２８９，８３１ △１０．１ △ ２，２１６，０３３，８３３ ３０．６
当年度未処理欠損金 △ ９，４５１，３２３，６６４ △１１．０ △ ７，２３５，２８９，８３１ △１０．１ △ ２，２１６，０３３，８３３ ３０．６

資 本 合 計 ７６，１９８，２４３，４９２ ８８．３ ６３，８８２，４９８，８３０ ８９．０ １２，３１５，７４４，６６２ １９．３

負 債 ・ 資 本 合 計 ８６，２８９，６５４，１０５ １００ ７１，７７８，３３０，７９２ １００ １４，５１１，３２３，３１３ ２０．２

― ―２７



第３ 下 水 道 事 業

第１表 業 務

項 目
１４ 年 度

�

１３ 年 度

�

施

設

規

模

人 口

総 人 口 ３，５０７，１５７人 ３，４７０，７９０人

処 理 区 域 内 人 口 ３，４９３，４２０人 ３，４５５，７６３人

面 積

市 域 面 積 ４３，４９５ ha ４３，４７３ ha

排 水 区 域 面 積 ３０，５１７ ha ３０，４０８ ha

処 理 区 域 面 積 ３０，３７１ ha ３０，２５８ ha

下 水 道 普 及 率

処 理 区 域 内 人 口 ９９．６％ ９９．６％

排 水 区 域 面 積 ７０．２％ ６９．９％

処 理 区 域 面 積 ６９．８％ ６９．６％

下 水 道 使 用 料 徴 収 件 数 １，４８３，１５７件 １，４５２，７４６件

管 き ょ 延 長 １１，２１３，５３４m １１，１５６，２００m

汚 水 管 ４，７９４，５８８m ４，７７２，０４９m

雨 水 管 ３，２３２，６４５m ３，２１０，６６４m

合 流 管 ３，１８６，３０１m ３，１７３，４８７m

業

務

量

年 間 総 処 理 量 ６００，３８７，０００m3 ５８４，３９７，０００m3

高 級 処 理 量 ５６９，９９０，０００m3 ５５４，４５０，０００m3

簡 易 処 理 量 １７，２１０，０００m3 １８，９３０，０００m3

雨 水 排 水 量 １３，１８７，０００m3 １１，０１７，０００m3

１ 日 当 た り 総 処 理 量 １，６４４，８９６m3 １，６０１，０８８m3

総 処 理 量 １ m3 当 た り

経 常 収 益 ２２８円 ２３４円

経 常 費 用 ２２８円 ２４０円

年 間 総 有 収 水 量 ３９１，２７６，６８８m3 ３９１，８５７，４３８m3

区
域
内
使
用
料

一
般
汚
水
処
理

基 本 使 用 料 ６３０円 ６３０円

超 過 使 用 料 ２０～４７２円 ２０～４７２円

職

員

数

損 益 勘 定 所 属 職 員 数 ８１４人 ８１７人

資 本 勘 定 所 属 職 員 数 ２６２人 ２６４人

計 １，０７６人 １，０８１人

２８― ―



実 績 表
（下水道事業）

比 較 増 △ 減

�－�
増減率

�－�
� ×１００ 備 考

３６，３６７人 １．０％ 年度末現在

３７，６５７人 １．１％ 〃

２２ ha ０．１％ 〃

１０９ ha ０．４％ 〃

１１３ ha ０．４％ 〃

０．０
処理区域内人口

総人口
×１００

０．３
排水区域面積
市域面積

×１００

０．２
処理区域面積
市域面積

×１００

３０，４１１件 ２．１％ 年度末現在

５７，３３４m ０．５％ 〃

２２，５３９m ０．５％ 〃

２１，９８１m ０．７％ 〃

１２，８１４m ０．４％ 〃

１５，９９０，０００m3 ２．７％

１５，５４０，０００m3 ２．８％

△ １，７２０，０００m3 △ ９．１％

２，１７０，０００m3 １９．７％

４３，８０８m3 ２．７％

△ ６円 △ ２．６％
経常収益

年間総処理量

△ １２円 △ ５．０％
経常費用

年間総処理量

△ ５８０，７５０m3 △ ０．１％

１か月当たり（基本水量８m3）
８m3 を超過する分は１０段階累進制により徴収する。
平成１３年４月１日下水道使用料改定（暫定 平成１２年
１月１日）
使用料は左記により算定した額に消費税及び地方消費
税を加算して得た額とする。

０円 ０ ％

△ ３人 △ ０．４％ 年度末現在

△ ２人 △ ０．８％ 〃

△ ５人 △ ０．５％ 〃

２９― ―



備考 Ｂ－Ａ（前年度財源充当額９，９５３，０００，０００円を除く。）＝７２，７５８，７２１，５４３円については、次のものが充てられている。

１ 過年度分損益勘定留保資金 １１，４９８，１２１，４７６円

２ 当年度分損益勘定留保資金等 ５３，５３５，９１１，４１２円

３ 繰越工事資金 ２，３７４，６８８，６５５円

４ 許可済企業債の未発行分 ５，３５０，０００，０００円

第２表 予 算 決 算

� 収 益 的

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ 円 ％ ％ ％ ％

１下 水 道 事 業 収 益 １４１，８４７，３９３，０００ １００ １００ １３９，８５０，８７４，８７８ １００ １００ ９８．６ ９９．４

�営 業 収 益 ６６，６２６，０６７，０００ ４７．０ ４７．０ ６４，６３３，８６７，０２６ ４６．２ ４６．７ ９７．０ ９８．７

�営 業 外 収 益 ７５，２２１，３２６，０００ ５３．０ ５３．０ ７５，２１７，００７，８５２ ５３．８ ５３．３ １００．０ ９９．９

� 資 本 的

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ Ａ 円 ％ ％ ％ ％

１下水道事業資本的収入 ８６，６６３，４８２，９７５ １００ １００ ７９，２４９，０８７，７３８ １００ １００ ９１．４ ９０．２

�企 業 債 ６０，５２１，１５９，７００ ６９．８ ７６．０ ５６，４９２，２９２，７００ ７１．３ ７６．２ ９３．３ ９０．４

�国 庫 補 助 金 ２５，３５１，９３３，２７５ ２９．３ ２３．２ ２２，２７３，７３３，８１７ ２８．１ ２３．１ ８７．９ ８９．５

�工 事 負 担 金 ４９６，９２８，０００ ０．６ ０．５ ２６１，４７９，４６０ ０．３ ０．４ ５２．６ ８２．７

�水洗便所改造資金貸 付 金 返 還 金 ２９３，４６２，０００ ０．３ ０．３ ２１８，１５３，３００ ０．３ ０．３ ７４．３ ８４．９

�その他資本的収入 ０ ０ ０ １，１９９，３５３ ０．０ ０．０ － －

�固定資産売却代金 ０ ０ ０ ２，２２９，１０８ ０．０ ０．０ － －

３０― ―



対 照 比 率 表

収 支
（下水道事業）

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ 円 ％ ％ ％ ％
１下 水 道 管 理 費 １４１，２２３，５８１，０００ １００ １００ １３８，６９１，２０６，１４６ １００ １００ ９８．２ ９９．６

�営 業 費 用 ８３，０３３，２０８，０００ ５８．８ ５７．２ ８１，５１７，３５６，６６５ ５８．８ ５７．２ ９８．２ ９９．６

�営 業 外 費 用 ５８，１８１，３７３，０００ ４１．２ ４２．８ ５７，１７３，８４９，４８１ ４１．２ ４２．８ ９８．３ ９９．６

�予 備 費 ９，０００，０００ ０．０ ０．０ ０ ０ ０ ０ ０

収 支

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ Ｂ 円 ％ ％ ％ ％

１下水道事業資本的支出 １５５，４３０，４９９，６３０ １００ １００ １４２，０５４，８０９，２８１ １００ １００ ９１．４ ９１．６

�建 設 改 良 費 ８０，９１０，０９１，６３０ ５２．１ ５５．７ ６７，６２３，４９７，６３５ ４７．６ ５１．８ ８３．６ ８５．１

�企 業 債 償 還 金 ７４，３４９，８１３，０００ ４７．８ ４４．１ ７４，３４９，８１２，６４６ ５２．３ ４８．１ １００．０ １００．０

�投 資 １７０，５９５，０００ ０．１ ０．２ ８１，４９９，０００ ０．１ ０．１ ４７．８ ４７．３

３１― ―



備考 未処理欠損金 平成１４年度 ６６，９６３，４７４，１５８円
平成１３年度 ６６，６５３，１９８，８２３円

第３表 比 較

借 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率

円 ％ 円 ％ 円 ％
１営 業 費 用 ８０，６２５，４３８，９１４ ５８．８ ７９，９９８，５７６，９５４ ５７．１ ６２６，８６１，９６０ ０．８

�管 き ょ 費 ５，５６１，４５５，９７３ ４．１ ５，２７４，０８８，８５４ ３．８ ２８７，３６７，１１９ ５．４

�ポ ン プ 場 費 １，６０１，７１４，３１９ １．２ １，７６１，８９３，７１２ １．３ △ １６０，１７９，３９３ △ ９．１

�処 理 場 費 １２，９０１，９４７，０１０ ９．４ １２，８４６，３５９，４０１ ９．２ ５５，５８７，６０９ ０．４

�排 水 設 備 費 ３５９，６２１，０６０ ０．３ ３６４，０１２，６８３ ０．３ △ ４，３９１，６２３ △ １．２

�業 務 費 ６０９，８５５，９６１ ０．４ ５８４，５９５，７７５ ０．４ ２５，２６０，１８６ ４．３

�水道事業会計繰出金 ４，４４０，１５９，０４９ ３．２ ４，４３２，５３７，１４４ ３．２ ７，６２１，９０５ ０．２

�総 係 費 ５９２，４５２，７２９ ０．４ ５５７，２８８，６４３ ０．４ ３５，１６４，０８６ ６．３

	下 水 道 研 究 費 ３４，６３７，８５０ ０．０ ３３，８１３，９９５ ０．０ ８２３，８５５ ２．４


工 場 排 水 対 策 費 ２５８，３２８，７１７ ０．２ ２４３，００４，３０１ ０．２ １５，３２４，４１６ ６．３

�減 価 償 却 費 ５３，０８４，８４０，４９３ ３８．７ ５３，０６６，１６０，４６６ ３７．９ １８，６８０，０２７ ０．０

�資 産 減 耗 費 １，１３５，３７４，７５３ ０．８ ６８２，９９５，９４０ ０．５ ４５２，３７８，８１３ ６６．２

そ の 他 営 業 費 用 ４５，０５１，０００ ０．０ １５１，８２６，０４０ ０．１ △ １０６，７７５，０４０ △ ７０．３

２営 業 外 費 用 ５６，４６６，０５４，９４３ ４１．２ ６０，１８８，１７３，９８７ ４２．９ △△３，７２２，１１９，０４４ △△ ６．２

�支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 ５５，７２９，１５６，０３２ ４０．７ ５８，９５８，９２８，０８２ ４２．１ △３，２２９，７７２，０５０ △ ５．５

�繰 延 勘 定 償 却 １４２，１５７，８００ ０．１ １５１，４１０，８６０ ０．１ △ ９，２５３，０６０ △ ６．１

�雑 支 出 ５９４，７４１，１１１ ０．４ １，０７７，８３５，０４５ ０．８ △ ４８３，０９３，９３４ △ ４４．８

経 常 費 用 １３７，０９１，４９３，８５７ １００ １４０，１８６，７５０，９４１ １００ △△３，０９５，２５７，０８４ △△ ２．２

総 費 用 １３７，０９１，４９３，８５７ １４０，１８６，７５０，９４１ △△３，０９５，２５７，０８４ △△ ２．２

合 計 １３７，０９１，４９３，８５７ １４０，１８６，７５０，９４１ △△３，０９５，２５７，０８４ △△ ２．２

△ △

△ △

△ △

△ △

３２― ―



損 益 計 算 書
（下水道事業）

貸 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率

円 ％ 円 ％ 円 ％
１営 業 収 益 ６１，５６４，４７６，０３３ ４５．０ ６２，２３３，６１３，１０１ ４５．５ △△ ６６９，１３７，０６８ △△ １．１

�下 水 道 使 用 料 ６１，１３５，３４９，１８７ ４４．７ ６１，８７５，０７９，０１１ ４５．２ △ ７３９，７２９，８２４ △ １．２

�受 託 事 業 収 益 ５６１，９１５ ０．０ ８９５，２４８ ０．０ △ ３３３，３３３ △ ３７．２

�そ の 他 営 業 収 益 ４２８，５６４，９３１ ０．３ ３５７，６３８，８４２ ０．３ ７０，９２６，０８９ １９．８

２営 業 外 収 益 ７５，２１６，７４２，４８９ ５５．０ ７４，５２４，９８９，５９７ ５４．５ ６９１，７５２，８９２ ０．９

�受 取 利 息 ４，３２０，１６１ ０．０ ３，５５９，４７１ ０．０ ７６０，６９０ ２１．４

�他 会 計 補 助 金 ７４，９１３，５０９，０００ ５４．８ ７４，２１６，５３５，０００ ５４．３ ６９６，９７４，０００ ０．９

�国 庫 補 助 金 ２５２，０８２，１７３ ０．２ ２１９，４９４，６５２ ０．２ ３２，５８７，５２１ １４．８

�雑 収 益 ４６，８３１，１５５ ０．０ ８５，４００，４７４ ０．１ △ ３８，５６９，３１９ △ ４５．２

経 常 収 益 １３６，７８１，２１８，５２２ １００ １３６，７５８，６０２，６９８ １００ ２２，６１５，８２４ ０．０

経 常 損 失 ３１０，２７５，３３５ ３，４２８，１４８，２４３ △３，１１７，８７２，９０８ △ ９０．９

総 収 益 １３６，７８１，２１８，５２２ １３６，７５８，６０２，６９８ ２２，６１５，８２４ ０．０

当 年 度 純 損 失 ３１０，２７５，３３５ ３，４２８，１４８，２４３ △３，１１７，８７２，９０８ △ ９０．９

合 計 １３７，０９１，４９３，８５７ １４０，１８６，７５０，９４１ △△３，０９５，２５７，０８４ △△ ２．２

３３― ―



第４表 経 常 費 用

科 目 金 額
構 成 比 率 １３年 度 に

対する比率１４年 度 １３年 度

円 ％ ％ ％
人 件 費 ８，５８３，８６８，１８１ ６．３ ５．８ １０５．４

１直 接 人 件 費 ７，３８３，２１６，５１８ ５．４ ４．９ １０６．５

給 料 ３，７２０，６６０，６０４ ２．７ ２．６ １０２．７

手 当 ３，６６２，５５５，９１４ ２．７ ２．４ １１０．６

２間 接 人 件 費 １，２００，６５１，６６３ ０．９ ０．９ ９９．４

賃 金 １１１，９０４，０２５ ０．１ ０．１ ９５．２

法 定 福 利 費 １，０８８，７４７，６３８ ０．８ ０．８ ９９．９

災 害 補 償 費 － － ０．０ ０

金 融 費 ５５，８７１，３１３，８３２ ４０．８ ４２．２ ９４．５

企 業 債 利 息 ５５，４１６，０８２，１１８ ４０．４ ４１．７ ９４．７

一 時 借 入 金 利 息 ４７７，１２２ ０．０ － －

企業債手数料及び取扱諸費 ３１２，５９６，７９２ ０．２ ０．３ ６７．４

企業債発行差金償却 １４２，１５７，８００ ０．１ ０．１ ９３．９

物 件 費 そ の 他 の 経 費 ７２，６３６，３１１，８４４ ５３．０ ５２．０ ９９．６

旅 費 １３，６５５，７５１ ０．０ ０．０ １０９．５

備 消 耗 品 費 ８９，４９０，２２７ ０．１ ０．１ ９４．２

材 料 費 １８２，６１３，９３０ ０．１ ０．１ ８９．２

被 服 費 １４，８１２，２５６ ０．０ ０．０ １１８．２

薬 品 費 ３２５，０８６，２０３ ０．２ ０．３ ８７．１

光 熱 水 費 ２２２，０９３，１４６ ０．２ ０．２ ９４．５

動 力 費 ３，０５２，２５３，１４７ ２．２ ２．３ ９４．６

油 脂 費 ２３，９０４，７６０ ０．０ ０．０ ７５．０

燃 料 費 １３３，９９０，９４９ ０．１ ０．１ ９８．６

印 刷 製 本 費 １９，０３９，８９４ ０．０ ０．０ １２３．１

修 繕 費 ２，２６０，６９８，７９１ １．６ １．６ ９９．４

通 信 運 搬 費 ３６，５７８，４６０ ０．０ ０．０ ９６．９

３４― ―



節 別 比 率 表
（下水道事業）

科 目 金 額
構 成 比 率 １３年 度 に

対する比率１４年 度 １３年 度

円 ％ ％ ％
手 数 料 １１４，６１２，４０８ ０．１ ０．１ ９５．８

広 告 料 １，１４２，８５８ ０．０ ０．０ ９９．３

筆 耕 翻 訳 料 ４２４，２９８ ０．０ ０．０ 略

委 託 料 ４，５１７，５７８，９３６ ３．３ ３．３ ９８．６

賃 借 料 ７３，８１４，６８０ ０．１ ０．１ ９９．５

諸 会 費 及 び 負 担 金 １７５，７９６，４１４ ０．１ ０．１ ９８．５

工 事 請 負 費 ２，０３２，２２９，００１ １．５ １．３ １０９．５

食 糧 費 ９３０，７５９ ０．０ ０．０ ９６．６

報 償 費 ２，１３０，７３２ ０．０ ０．０ １３９．４

補 助 交 付 金 ８，３３２，６３５ ０．０ ０．０ ４８．９

補 償 費 １７，４６４，４５６ ０．０ ０．０ ９９．４

負 担 金 ２，７４４，７２７ ０．０ ０．０ １０１．８

公 課 費 １０，２５７，３００ ０．０ ０．０ ９９．４

有 料 道 路 利 用 料 ２８９，４８０ ０．０ ０．０ １０６．１

雑 費 ４，１７９，２４０ ０．０ ０．０ ９９．４

水道事業会計繰出金 ４，４４０，１５９，０４９ ３．２ ３．２ １００．２

有形固定資産減価償却費 ５３，０４４，１４６，７４９ ３８．７ ３７．８ １００．０

無形固定資産減価償却費 ４０，６９３，７４４ ０．０ ０．０ ８８．９

固 定 資 産 除 却 費 １，１２８，４５５，２５３ ０．８ ０．５ １６５．６

た な 卸 資 産 減 耗 費 ６，９１９，５００ ０．０ ０．０ ４３９．３

材 料 売 却 原 価 ４５，０５１，０００ ０．０ ０．１ ２９．７

雑 支 出 ４７４，０３２，６０７ ０．３ ０．７ ４８．９

そ の 他 雑 損 １２０，７０８，５０４ ０．１ ０．１ １１１．４

合 計 １３７，０９１，４９３，８５７ １００ １００ ９７．８
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備考 減価償却累計額 平成１４年度 ９３４，１２９，９４３，６６５円
平成１３年度 ８８６，３３１，００４，８６４円

借 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率
円 ％ 円 ％ 円 ％

１固 定 資 産 ２，４８１，８５９，４７６，２２７ ９９．１ ２，４６５，１１３，７０７，５７７ ９８．６ １６，７４５，７６８，６５０ ０．７

�有 形 固 定 資 産 ２，４８１，３４１，３７２，８８１ ９９．１ ２，４６４，４２４，１４１，２６３ ９８．５ １６，９１７，２３１，６１８ ０．７

土 地 ９６，４６６，９４４，２８４ ３．９ ８６，９４０，６０３，３００ ３．５ ９，５２６，３４０，９８４ １１．０

建 物 ９３，０６２，７１１，７５０ ３．７ ９４，４７２，９７４，７３４ ３．８ △ １，４１０，２６２，９８４ △ １．５

建 物 付 属 設 備 ５，４７１，０９４，８６９ ０．２ ５，３０６，４６２，１５２ ０．２ １６４，６３２，７１７ ３．１

構 築 物 １，９７０，７１５，４５４，８２６ ７８．７ １，９７８，４６０，６９６，４６３ ７９．１ △ ７，７４５，２４１，６３７ △ ０．４

機 械 及 び 装 置 １８２，９５４，９９４，３０２ ７．３ １７６，２３９，５３９，９１６ ７．０ ６，７１５，４５４，３８６ ３．８

車 両 運 搬 具 ３２，７９６，１３６ ０．０ ４５，２６５，３６３ ０．０ △ １２，４６９，２２７ △ ２７．５

工具器具及び備品 １６８，９２２，８３２ ０．０ １７８，６３４，５９９ ０．０ △ ９，７１１，７６７ △ ５．４

建 設 仮 勘 定 １３２，４６８，４５３，８８２ ５．３ １２２，７７９，９６４，７３６ ４．９ ９，６８８，４８９，１４６ ７．９

�無 形 固 定 資 産 ３２７，８８０，０９６ ０．０ ３６２，６８８，７６４ ０．０ △ ３４，８０８，６６８ △ ９．６

地 上 権 ５４，４７７，２７０ ０．０ ７１，０５９，０８４ ０．０ △ １６，５８１，８１４ △ ２３．３

施 設 利 用 権 ２７３，４０２，８２６ ０．０ ２９１，６２９，６８０ ０．０ △ １８，２２６，８５４ △ ６．２

�投 資 １９０，２２３，２５０ ０．０ ３２６，８７７，５５０ ０．０ △ １３６，６５４，３００ △ ４１．８

長 期 貸 付 金 １９０，２２３，２５０ ０．０ ３２６，８７７，５５０ ０．０ △ １３６，６５４，３００ △ ４１．８

２流 動 資 産 ２２，６８１，２１１，５３６ ０．９ ３５，６５３，７２８，７８６ １．４ △△ １２，９７２，５１７，２５０ △△ ３６．４

�現 金 預 金 ６，３８３，９２１，７４３ ０．３ １７，８２５，００７，５２５ ０．７ △ １１，４４１，０８５，７８２ △ ６４．２

�つ り 銭 資 金 ８０，０００ ０．０ ８０，０００ ０．０ ０ ０

�未 収 金 １２，７９０，０４６，７９３ ０．５ １４，６０３，５７１，２９３ ０．６ △ １，８１３，５２４，５００ △ １２．４

�保 管 有 価 証 券 ３０，５５０，０００ ０．０ １８，５００，０００ ０．０ １２，０５０，０００ ６５．１

�貯 蔵 品 ２０，５４６，３２５ ０．０ ２，５９９，４２５ ０．０ １７，９４６，９００ 略

�前 払 金 ３，４４２，１０１，５００ ０．１ ３，１９２，３５６，０００ ０．１ ２４９，７４５，５００ ７．８

�仮 払 金 １３，９６５，１７５ ０．０ １１，６１４，５４３ ０．０ ２，３５０，６３２ ２０．２

３繰 延 勘 定 ４７０，４８０，１４０ ０．０ ４１１，７７０，９４０ ０．０ ５８，７０９，２００ １４．３

�企 業 債 発 行 差 金 ４７０，４８０，１４０ ０．０ ４１１，７７０，９４０ ０．０ ５８，７０９，２００ １４．３

資 産 合 計 ２，５０５，０１１，１６７，９０３ １００ ２，５０１，１７９，２０７，３０３ １００ ３，８３１，９６０，６００ ０．２

第５表 比 較
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貸 借 対 照 表 （下水道事業）

貸 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率
円 ％ 円 ％ 円 ％

１流 動 負 債 ２６，０４９，４０１，２４５ １．０ ３１，７３１，３１９，２３０ １．３ △ ５，６８１，９１７，９８５ △ １７．９

�未 払 金 ２５，６５４，２３９，２７４ １．０ ３１，３６７，５０４，４１８ １．３ △ ５，７１３，２６５，１４４ △ １８．２

�前 受 金 ３６４，５３１，４２２ ０．０ ３４５，３０１，４２２ ０．０ １９，２３０，０００ ５．６

�預 り 金 ８０，５４９ ０．０ １３，３９０ ０．０ ６７，１５９ 略

�預 り 保 証 有 価 証 券 ３０，５５０，０００ ０．０ １８，５００，０００ ０．０ １２，０５０，０００ ６５．１

負 債 合 計 ２６，０４９，４０１，２４５ １．０ ３１，７３１，３１９，２３０ １．３ △ ５，６８１，９１７，９８５ △ １７．９

１資 本 金 １，３６９，４５７，３６０，０９１ ５４．７ １，３８６，６４６，５０５，９３７ ５５．４ △ １７，１８９，１４５，８４６ △ １．２

�自 己 資 本 金 ９８，６７７，５２６，４８９ ３．９ ９８，２１０，０１９，３８９ ３．９ ４６７，５０７，１００ ０．５

�借 入 資 本 金 １，２７０，７７９，８３３，６０２ ５０．７ １，２８８，４３６，４８６，５４８ ５１．５ △ １７，６５６，６５２，９４６ △ １．４

企 業 債 １，２７０，７７９，８３３，６０２ ５０．７ １，２８８，４３６，４８６，５４８ ５１．５ △ １７，６５６，６５２，９４６ △ １．４

２剰 余 金 １，１０９，５０４，４０６，５６７ ４４．３ １，０８２，８０１，３８２，１３６ ４３．３ ２６，７０３，０２４，４３１ ２．５

�資 本 剰 余 金 １，１７６，４６７，８８０，７２５ ４７．０ １，１４９，４５４，５８０，９５９ ４６．０ ２７，０１３，２９９，７６６ ２．４

国 庫 県 補 助 金 ６９０，０８６，２４４，９８８ ２７．５ ６６９，３１０，２８４，９１１ ２６．８ ２０，７７５，９６０，０７７ ３．１

他 会 計 補 助 金 ２，４３０，５６８，０７２ ０．１ ２，４３０，５６８，０７２ ０．１ ０ ０

工 事 負 担 金 ７５，７７５，２２８，０１４ ３．０ ７５，５２６，１９９，５２５ ３．０ ２４９，０２８，４８９ ０．３

受 贈 財 産 評 価 額 ４０８，１７５，８３９，６５１ １６．３ ４０２，１８７，５２８，４５１ １６．１ ５，９８８，３１１，２００ １．５

�欠 損 金 （ △ ） △ ６６，９６３，４７４，１５８ △２．７ △ ６６，６５３，１９８，８２３ △２．７ △ ３１０，２７５，３３５ ０．５

当年度未処理欠損金 △ ６６，９６３，４７４，１５８ △２．７ △ ６６，６５３，１９８，８２３ △２．７ △ ３１０，２７５，３３５ ０．５

資 本 合 計 ２，４７８，９６１，７６６，６５８ ９９．０ ２，４６９，４４７，８８８，０７３ ９８．７ ９，５１３，８７８，５８５ ０．４

負 債 ・ 資 本 合 計 ２，５０５，０１１，１６７，９０３ １００ ２，５０１，１７９，２０７，３０３ １００ ３，８３１，９６０，６００ ０．２
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第４ 埋 立 事 業 第１表 業 務
項 目 １３ 年 度 末 累 計 １４ 年 度

埋
立
事
業

根
岸
湾
等

土 地 造 成
埋 立 面 積 ６，５６０，６２３．５７m2 －m2

処 分 土 地 ６，４９６，８６１．７０m2 ５６８．７２m2

保 有 地 ６３，７６１．８７m2 △ ５６８．７２m2

売 却 予 定 地 ７，９６２．８５m2 －m2

公 共 用 地 ５５，７９９．０２m2 △ ５６８．７２m2

金
沢
地
先
埋
立
事
業

土 地 造 成
事 業 費 ２５５，２３８，０７２，７２６円 －円
埋 立 面 積 ６，５８５，５５３．２８m2 －m2

交 換 等 に よ る 取 得 面 積 ７，０１３．８７m2 －m2

処 分 土 地 ５，９２２，０３３．３５m2 ５，４５３．２８m2

売 却 土 地 ４，２３０，３８１．２４m2 ５，３５８．４０m2

公 共 用 地 １，６９１，６５２．１１m2 ９４．８８m2

保 有 地 ６７０，５３３．８０m2 △ ５，４５３．２８m2

売 却 予 定 地 ３，２１６．６２m2 △ ８１９．３１m2

公 共 用 地 ６６７，３１７．１８m2 △ ４，６３３．９７m2

み
な
と
み
ら
い
２１
埋
立
事
業

土 地 造 成
事 業 費 ２１９，３１５，３８０，３８３円 ５，６１４，１２８，４８５円
埋 立 土 量 １０，５５３，０００m3 －m3

埋 立 面 積 ７３３，３４６．９９m2 －m2

交 換 等 に よ る 取 得 面 積 １９，７７２．３１m2 ２，７４３．１６m2

処 分 土 地 ４２６，６８４．２６m2 ８，７２４．９４m2

売 却 土 地 ９２，０４０．８５m2 －m2

公 共 用 地 １６１，７３２．３６m2 ４，２９４．４８m2

区 画 整 理 に 伴 う 減 歩 １７２，９１１．０５m2 ４，４３０．４６m2

保 有 地 ３２６，４３５．０４m2 △ ５，９８１．７８m2

売 却 予 定 地 １４５，２０３．８６m2 ５５８．１０m2

公 共 用 地 １８１，２３１．１８m2 △ ６，５３９．８８m2

南
本
牧
埋
立
事
業

土 地 造 成
事 業 費 ３２８，００６，３９８，３１８円 １１，１７２，４３０，５０９円
埋 立 土 量 ２８，８６８，０００m3 １，０２４，０００m3

埋 立 面 積 ８７２，０９０．１７m2 －m2

保 有 地 ２３９，３０６．６９m2 －m2

売 却 予 定 地 １４７，５１５．６２m2 －m2

公 共 用 地 ９１，７９１．０７m2 －m2

金
沢
木
材
港
埋
立
事
業

土 地 造 成
事 業 費 １８，１２８，３１９，２９９円 ４７０，９２８，１１５円
埋 立 土 量 １，５０９，５７９．６０m3 －m3

埋 立 面 積 １３９，０１７．０２m2 ０．０９m2

処 分 土 地 １９，６７６．０４m2 －m2

売 却 土 地 １９，６７６．０４m2 －m2

公 共 用 地 －m2 －m2

保 有 地 １１９，３４０．９８m2 ０．０９m2

売 却 予 定 地 ７０，３２３．９６m2 ４．２０m2

公 共 用 地 ４９，０１７．０２m2 △ ４．１１m2

埋

立

事

業

新
山
下
町
貯
木
場

土 地 造 成
事 業 費 ２，４９８，１９３，１０３円 １３６，２５０，４０６円
埋 立 土 量 ５４１，５８０m3 －m3

埋 立 面 積 ９８，８２２．３７m2 －m2

処 分 土 地 ２，８５９．０４m2 －m2

売 却 土 地 ２，８５９．０４m2 －m2

公 共 用 地 －m2 －m2

保 有 地 ９５，９６３．３３m2 －m2

項 目 １３年度末保有地面積 １４ 年 度

保
有
地
計

売 却 予 定 地 ３７４，２２２．９１m2 △ ２５７．０１m2

公 共 用 地 １，０４５，１５５．４７m2 △ １１，７４６．６８m2

新 山 下 町 貯 木 場 保 有 地 ９５，９６３．３３m2 －m2

計 １，５１５，３４１．７１m2 △ １２，００３．６９m2
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実 績 表 （埋立事業）

１４ 年 度 末 累 計 備 考

６，５６０，６２３．５７m2 事業の概要
６，４９７，４３０．４２m2 １ 埋立面積 ６，５６０，６２３．５７m2

６３，１９３．１５m2 ２ 事業期間 昭和３３年度～昭和４５年度
７，９６２．８５m2

５５，２３０．３０m2

２５５，２３８，０７２，７２６円
事業の概要６，５８５，５５３．２８m2

７，０１３．８７m2 １ 埋立面積 ６，５８５，５５３．２８m2（八景島２３９，７７６．６８m2（未登記）を含む）

５，９２７，４８６．６３m2 ２ 事業期間 昭和４５年度～平成１０年度

４，２３５，７３９．６４m2

１，６９１，７４６．９９m2

６６５，０８０．５２m2

２，３９７．３１m2

６６２，６８３．２１m2

２２４，９２９，５０８，８６８円 事業の概要
１０，５５３，０００m3 １ 埋立面積 中央地区 約６０．２ha（国直轄分０．３ha を含む）
７３３，３４６．９９m2 新港地区 約９．２ha（国直轄分０．７ha を含む）
２２，５１５．４７m2 高島地区 約５．５ha
４３５，４０９．２０m2 ２ 埋立土量 １１，０４７，０００m3

９２，０４０．８５m2 ３ 事業期間 昭和５８年度～平成１９年度
１６６，０２６．８４m2 注１ 保有地の公共用地の欄には、１４街区、２４街区及び４２街区の貸付

面積を含む。１７７，３４１．５１m2

３２０，４５３．２６m2 注２ 埋立面積には、国直轄分を含まない。
１４５，７６１．９６m2

１７４，６９１．３０m2

事業の概要
３３９，１７８，８２８，８２７円 １ 埋立面積 約２１７ha

２９，８９２，０００m3 ２ 埋立土量 約６９，０００，０００m3

８７２，０９０．１７m2 ３ 事業期間 平成元年度～平成１９年度
２３９，３０６．６９m2 注１ 埋立面積及び埋立土量には、一般会計での施工部分を含む。
１４７，５１５．６２m2 注２ 埋立土量の年度別実績には、廃棄物による埋立を含まない。
９１，７９１．０７m2 注３ 保有地の面積には、一般会計部分は含まない。

１８，５９９，２４７，４１４円 事業の概要
１，５０９，５７９．６０m3 １ 埋立面積 １３９，０１７．１１m2

１３９，０１７．１１m2 ２ 埋立土量 １，５０９，５７９．６m3

１９，６７６．０４m2 ３ 事業期間 平成５年度～平成１７年度
１９，６７６．０４m2

－m2 �
�
�
注 当年度埋立面積０．０９m2については、当年度の分筆誤差及び��

�１１９，３４１．０７m2 過年度分の調整値として計上した。
７０，３２８．１６m2

４９，０１２．９１m2

事業の概要
２，６３４，４４３，５０９円 １ 埋立面積 約１０ha

５４１，５８０m3 ２ 埋立土量 ５４１，５８０m3

９８，８２２．３７m2 ３ 事業期間 平成７年度～平成１７年度
２，８５９．０４m2 注 保有地については、土地利用計画検討中のため売却予定地・公共

用地の区分は未定。２，８５９．０４m2

－m2

９５，９６３．３３m2

※ 埋立面積は、登記済のものを計上。

１４年度末保有地面積
３７３，９６５．９０m2 職員数 １４年度末現在 ７８人

１，０３３，４０８．７９m2 １３年度末現在 ８９人
９５，９６３．３３m2

１，５０３，３３８．０２m2

３９― ―



第２表 予 算 決 算

� 収 益 的

科 目 予 算 現 額 構 成 比 率 決 算 額 構 成 比 率 決算額の予算現
額に対する比率

円 ％ 円 ％ ％

１完 成 土 地 収 益 １，０８６，２２２，０００ １００ ２，２７２，６１９，４０２ １００ ２０９．２

�営 業 収 益 １，０７９，８３７，０００ ９９．４ ２，２６０，５４４，８６０ ９９．５ ２０９．３

�営 業 外 収 益 ６，３８５，０００ ０．６ １２，０７４，５４２ ０．５ １８９．１

� 資 本 的

科 目 予 算 現 額 構 成 比 率 決 算 額 構 成 比 率 決算額の予算現
額に対する比率

円 ％ A 円 ％ ％

１資 本 的 収 入 ４６，９２７，６４９，０００ １００ ４５，１６３，７２５，３８８ １００ ９６．２

�み な と み ら い２１埋 立 事 業 収 入 ６，０９６，８０９，０００ １３．０ ６，４５４，２３０，１５８ １４．３ １０５．９

�南本牧埋立事業収入 ４０，４１２，７５１，０００ ８６．１ ３７，８８０，６６０，８３２ ８３．９ ９３．７

	金 沢 木 材 港
埋 立 事 業 収 入 １２５，０６０，０００ ０．３ １２５，０６０，４１２ ０．３ １００．０


貸 付 金 返 還 金 ２，０７１，０００ ０．０ ２，０７１，６４０ ０．０ １００．０

�雑 収 入 ２９０，９５８，０００ ０．６ ７０１，７０２，３４６ １．６ ２４１．２

備考 B－A（前年度財源充当額１，０６６，７５２，１００円及び翌年度に繰り越される支出の財源に充当する額１７８，６５３，５８５円

１ 減債積立金等 ８５３，１７４，７７５円

２ 許可済企業債の未発行分 ７０３，０００，０００円

４０― ―



対 照 比 率 表

収 支
（埋立事業）

科 目 予 算 現 額 構 成 比 率 決 算 額 構 成 比 率 決算額の予算現
額に対する比率

円 ％ 円 ％ ％

１完 成 土 地 費 用 ８６３，３１６，０００ １００ ５５１，１２１，１０３ １００ ６３．８

�営 業 費 用 ６６６，３１６，０００ ７７．２ ５１５，９２５，３０３ ９３．６ ７７．４

�営 業 外 費 用 １７７，０００，０００ ２０．５ ３５，１９５，８００ ６．４ １９．９

	予 備 費 ２０，０００，０００ ２．３ ０ ０ ０

収 支

科 目 予 算 現 額 構 成 比 率 決 算 額 構 成 比 率 決算額の予算現
額に対する比率

円 ％ B 円 ％ ％

１資 本 的 支 出 ４８，１０９，８０７，８４５ １００ ４５，４７４，４９４，４７８ １００ ９４．５

�み な と み ら い２１埋 立 事 業 費 ６，２１５，５０９，０００ １２．９ ５，６１４，１２８，４８５ １２．３ ９０．３

�南本牧埋立事業費 １２，６８３，６０２，８４５ ２６．４ １１，１７２，４３０，５０９ ２４．６ ８８．１

	金 沢 木 材 港
埋 立 事 業 費

６９０，５２５，０００ １．４ ４７０，９２８，１１５ １．０ ６８．２


新 山 下 町 貯 木 場埋 立 事 業 費 ４１９，４１４，０００ ０．９ １３６，２５０，４０６ ０．３ ３２．５

� 企 業 債 償 還 金 ２８，０８０，７５７，０００ ５８．４ ２８，０８０，７５６，９６３ ６１．８ １００．０

�予 備 費 ２０，０００，０００ ０．０ ０ ０ ０

を除く。）＝１，５５６，１７４，７７５円については、次のものが充てられている。

４１― ―



第３表 損益計算書科目別構成比率表

完 成 土 地 （埋立事業）

借 方 貸 方

科 目 金 額 構成
比率 科 目 金 額 構成

比率

円 ％ 円 ％
１営 業 費 用 ４９９，１６４，６２９ ９６．８ １営 業 収 益 ２，２５９，７３８，７７４ ９９．５

�土 地 売 却 原 価 １０，７７０，２９７ ２．１ �土 地 売 却 収 益 １，６５６，５６４，５０２ ７２．９

�管 理 費 ４８８，３９４，３３２ ９４．７ �土 地 貸 付 収 益 ６０３，１７４，２７２ ２６．６

２営 業 外 費 用 １６，６３６，５４８ ３．２ ２営 業 外 収 益 １２，０２４，４６２ ０．５

�雑 支 出 １６，６３６，５４８ ３．２ �受取利息及び配当金 ９，０２６，８１２ ０．４

�雑 収 益 ２，９９７，６５０ ０．１

経 常 費 用 ５１５，８０１，１７７ １００ 経 常 収 益 ２，２７１，７６３，２３６ １００

経 常 利 益 １，７５５，９６２，０５９

総 費 用 ５１５，８０１，１７７ 総 収 益 ２，２７１，７６３，２３６

当 年 度 純 利 益 １，７５５，９６２，０５９

合 計 ２，２７１，７６３，２３６ 合 計 ２，２７１，７６３，２３６

備考 未処分利益剰余金 １，７６０，３０８，６３３円

４２― ―



備考 減価償却累計額 平成１４年度 ３８，９４４，２９２円
平成１３年度 ３８，２９２，９８３円

借 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

－�

増減率
－�
� ×１００金 額  構成

比率
金 額 � 構成

比率
円 ％ 円 ％ 円 ％

１固 定 資 産 ２０，５７３，４９５ ０．０ ２３，２９６，４４４ ０．０ △△ ２，７２２，９４９ △△ １１．７

�有 形 固 定 資 産 １８，５０１，８５５ ０．０ １９，１５３，１６４ ０．０ △ ６５１，３０９ △ ３．４

建 物 １８，５０１，８５５ ０．０ １９，１５３，１６４ ０．０ △ ６５１，３０９ △ ３．４

�投 資 ２，０７１，６４０ ０．０ ４，１４３，２８０ ０．０ △ ２，０７１，６４０ △ ５０

そ の 他 投 資 ２，０７１，６４０ ０．０ ４，１４３，２８０ ０．０ △ ２，０７１，６４０ △ ５０

２土 地 造 成 勘 定 ４９８，０７３，１９７，４２８ ９１．９ ４８９，０７５，４５９，１０８ ９１．９ ８，９９７，７３８，３２０ １．８

�完 成 土 地 １６，９４０，８４７ ０．０ ２７，７１１，１４４ ０．０ △ １０，７７０，２９７ △ ３８．９

処 分 済 土 地 ８，２６４，１９２ ０．０ １０，３８８，３９５ ０．０ △ ２，１２４，２０３ △ ２０．４

未 処 分 土 地 ８，６７６，６５５ ０．０ １７，３２２，７４９ ０．０ △ ８，６４６，０９４ △ ４９．９

�未 完 成 土 地 ４２４，２６２，１２６，９２８ ７８．３ ４１７，８４９，４４２，６６３ ７８．５ ６，４１２，６８４，２６５ １．５

み な と み ら い２１
埋 立 事 業 費 １６２，３０４，６２１，３１２ ２９．９ １６０，０３１，０９４，２８６ ３０．１ ２，２７３，５２７，０２６ １．４

南本牧埋立事業費 ２４２，６６７，００３，６８６ ４４．８ ２３８，８４６，２９０，３６４ ４４．９ ３，８２０，７１３，３２２ １．６

金沢木材港埋立事業費 １５，７４７，４３１，７７０ ２．９ １５，５３２，９９９，１０７ ２．９ ２１４，４３２，６６３ １．４

新 山 下 町 貯 木 場
埋 立 事 業 費 ２，３７２，５６１，２９７ ０．４ ２，２６６，７７５，０４３ ０．４ １０５，７８６，２５４ ４．７

埋 立 記 念 事 業 費 ９４７，６６３，８７３ ０．２ ９４７，６６３，８７３ ０．２ ０ ０

仮 設 備 ２２２，８４４，９９０ ０．０ ２２４，６１９，９９０ ０．０ △ １，７７５，０００ △ ０．８

	事 業 関 連 費 １５３，２６７，２８５，９８３ ２８．３ １４２，５５７，２１７，９６９ ２６．８ １０，７１０，０６８，０１４ ７．５

支 払 利 息 １４５，１１５，９９９，６５２ ２６．８ １３４，５９２，６７０，８０９ ２５．３ １０，５２３，３２８，８４３ ７．８

雑 支 出 ８，１５１，２８６，３３１ １．５ ７，９６４，５４７，１６０ １．５ １８６，７３９，１７１ ２．３


事 業 関 連 収 入
（ 控 除 科 目 ） △ ７９，４７３，１５６，３３０ △１４．７ △ ７１，３５８，９１２，６６８ △１３．４ △ ８，１１４，２４３，６６２ １１．４

受取利息及び配当金 △ ７，２８１，５９１，４０２ △１．３ △ ７，２７４，７３５，６１５ △１．４ △ ６，８５５，７８７ ０．１

補 助 負 担 金 △ ４１，２４９，０５７，９１１ △７．６ △ ３３，８３１，３８０，６９４ △６．４ △ ７，４１７，６７７，２１７ ２１．９

雑 収 入 △ ３０，９４２，５０７，０１７ △５．７ △ ３０，２５２，７９６，３５９ △５．７ △ ６８９，７１０，６５８ ２．３

３流 動 資 産 ３５，９７７，３２８，４５２ ６．６ ３５，５９４，２４０，６０４ ６．７ ３８３，０８７，８４８ １．１

�現 金 預 金 ３４，０８４，２９５，８１３ ６．３ ３４，１５２，７６３，２９４ ６．４ △ ６８，４６７，４８１ △ ０．２

�未 収 金 １，８０４，９３１，０７７ ０．３ １，４１１，３８５，７８０ ０．３ ３９３，５４５，２９７ ２７．９

	前 払 金 ８８，１０１，５６２ ０．０ ３０，０９１，５３０ ０．０ ５８，０１０，０３２ １９２．８

４繰 延 勘 定 ８，０３８，０１３，４０９ １．５ ７，７４４，１３８，５３２ １．５ ２９３，８７４，８７７ ３．８

�企 業 債 発 行 差 金 ８，０３８，０１３，４０９ １．５ ７，７４４，１３８，５３２ １．５ ２９３，８７４，８７７ ３．８

資 産 合 計 ５４２，１０９，１１２，７８４ １００ ５３２，４３７，１３４，６８８ １００ ９，６７１，９７８，０９６ １．８

第４表 比 較
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貸 借 対 照 表 （埋立事業）

貸 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

－�

増減率
－�
� ×１００金 額  構成

比率
金 額 � 構成

比率
円 ％ 円 ％ 円 ％

１固 定 負 債 １４８，９７６，７１２，５１７ ２７．５ １４５，４３０，８７６，５５０ ２７．３ ３，５４５，８３５，９６７ ２．４

�長 期 前 受 金 １４４，７２６，５６９，２６２ ２６．７ １４１，１８０，７３３，２９５ ２６．５ ３，５４５，８３５，９６７ ２．５

み な と み ら い２１
埋 立 事 業 前 受 金 ７３，８２７，３６４，８３５ １３．６ ７３，２００，４５３，９７７ １３．７ ６２６，９１０，８５８ ０．９

南本牧埋立事業前受金 ５９，５２２，４００，３６６ １１．０ ５６，７２８，５３５，６６９ １０．７ ２，７９３，８６４，６９７ ４．９

金 沢 木 材 港
埋 立 事 業 前 受 金 ９，４５０，６０１，８２１ １．７ ９，３２５，５４１，４０９ １．８ １２５，０６０，４１２ １．３

新 山 下 町 貯 木 場
埋 立 事 業 前 受 金 １，９２６，２０２，２４０ ０．４ １，９２６，２０２，２４０ ０．４ ０ ０

�原 価 見 返 勘 定 ４，２５０，１４３，２５５ ０．８ ４，２５０，１４３，２５５ ０．８ ０ ０

２流 動 負 債 ３，７２４，５６２，６７９ ０．７ ４，７６３，６２５，６４６ ０．９ △△ １，０３９，０６２，９６７ △△ ２１．８

�未 払 金 ２，７７０，０１３，２８５ ０．５ ３，０８８，８６７，０５０ ０．６ △ ３１８，８５３，７６５ △ １０．３

未 払 工 事 費 ２，５９０，５２４，６８８ ０．５ ２，７８１，８３８，５１０ ０．５ △ １９１，３１３，８２２ △ ６．９

そ の 他 未 払 金 １７９，４８８，５９７ ０．０ ３０７，０２８，５４０ ０．１ △ １２７，５３９，９４３ △ ４１．５

�短 期 前 受 金 － － ５００ ０．０ △ ５００ △１００

	預 り 金 ９５４，５４９，３９４ ０．２ １，６７４，７５８，０９６ ０．３ △ ７２０，２０８，７０２ △ ４３．０

税 金 預 り 金 ４２９，４００ ０．０ １，３６３，４５５ ０．０ △ ９３４，０５５ △ ６８．５

そ の 他 預 り 金 ９５４，１１９，９９４ ０．２ １，６７３，３９４，６４１ ０．３ △ ７１９，２７４，６４７ △ ４３．０

負 債 合 計 １５２，７０１，２７５，１９６ ２８．２ １５０，１９４，５０２，１９６ ２８．２ ２，５０６，７７３，０００ １．７

１資 本 金 ３７８，３９７，１９０，１５４ ６９．８ ３７２，２２９，１４７，１１７ ６９．９ ６，１６８，０４３，０３７ １．７

�自 己 資 本 金 ３３，０５０，９２７，４５０ ６．１ ３２，２９２，１２７，４５０ ６．１ ７５８，８００，０００ ２．３

�借 入 資 本 金 ３４５，３４６，２６２，７０４ ６３．７ ３３９，９３７，０１９，６６７ ６３．８ ５，４０９，２４３，０３７ １．６

企 業 債 ３４５，３４６，２６２，７０４ ６３．７ ３３９，９３７，０１９，６６７ ６３．８ ５，４０９，２４３，０３７ １．６

２剰 余 金 １１，０１０，６４７，４３４ ２．０ １０，０１３，４８５，３７５ １．９ ９９７，１６２，０５９ １０．０

�資 本 剰 余 金 １，４０５，０００ ０．０ １，４０５，０００ ０．０ ０ ０

その他資本剰余金 １，４０５，０００ ０．０ １，４０５，０００ ０．０ ０ ０

�利 益 剰 余 金 １１，００９，２４２，４３４ ２．０ １０，０１２，０８０，３７５ １．９ ９９７，１６２，０５９ １０．０

減 債 積 立 金 ３，０７７，０４９，８０１ ０．６ ２，４３５，８４９，８０１ ０．５ ６４１，２００，０００ ２６．３

利 益 積 立 金 １９７，１７１，０００ ０．０ １９７，１７１，０００ ０．０ ０ ０

建 設 改 良 積 立 金 ９７４，７１３，０００ ０．２ ９７４，７１３，０００ ０．２ ０ ０

埋 立 事 業
環 境 整 備 積 立 金 ５，０００，０００，０００ ０．９ ５，０００，０００，０００ ０．９ ０ ０

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 １，７６０，３０８，６３３ ０．３ １，４０４，３４６，５７４ ０．３ ３５５，９６２，０５９ ２５．３

資 本 合 計 ３８９，４０７，８３７，５８８ ７１．８ ３８２，２４２，６３２，４９２ ７１．８ ７，１６５，２０５，０９６ １．９

負 債 ・ 資 本 合 計 ５４２，１０９，１１２，７８４ １００ ５３２，４３７，１３４，６８８ １００ ９，６７１，９７８，０９６ １．８
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第５表� 土地造成勘定

区 分
処 分 済 土 地 未 処 分 土 地

金 額 構成比率 金 額 構成比率

完
成
土
地

円 ％ 円 ％
１ 根 岸 地 区 ４９９，１２７ ６．０ ２，９５４，６０６ ３４．１

２ ハ 地 区 ７８９，９３８ ９．６ １，９９３，０１１ ２３．０

３ 金 沢 地 区 ６，９７５，１２７ ８４．４ ３，７２９，０３８ ４３．０

計 ８，２６４，１９２ １００ ８，６７６，６５５ １００

区 分
みなとみらい２１埋立事業費 南本牧埋立事業費

金 額 構成比率 金 額 構成比率

未

完

成

土

地

円 ％ 円 ％
１ 造 成 工 事 費 １５２，５３１，８６４，５３１ ９３．３ ２４０，５４８，６６４，５９８ ９９．１
� 護 岸 費 ２０，０６３，８２３，９９２ １２．３ １４２，７９１，９１５，００７ ５８．８
� 埋 立 費 １０，９７６，５９９，００２ ６．７ ２４７，９６７，７６１ ０．１
	 付 帯 費 ８１，３１９，３６２，３３１ ４９．７ ９７，５０８，３４７，８３０ ４０．２

 維 持 償 却 費 １０，３８５，７００ ０．０ ４３４，０００ ０．０
� 補 償 費 ４０，１６１，６９３，５０６ ２４．６ － －

２ 管 理 費 ９，７７２，７５６，７８１ ６．０ ２，１１８，３３９，０８８ ０．９
� 人 件 費 ６，９３０，９６１，９７１ ４．２ １，７８７，４９６，２６２ ０．７
ア 給 料 ３，０５２，３３３，６３７ １．９ ７７７，７４０，８６３ ０．３
イ 手 当 ２，８８５，４８８，８７２ １．８ ７２７，０３９，４３９ ０．３
ウ 賃 金 １，５８６，２２６ ０．０ １，００２，９５７ ０．０
エ 報 酬 ９，１３７，７６６ ０．０ １，５０５，８２３ ０．０
オ 法 定 福 利 費 ８７６，７４０，５０４ ０．５ ２２８，８５２，８７３ ０．１
カ 旅 費 ７０，９７８，６１２ ０．０ ４２，５５３，０２３ ０．０
キ 被 服 費 ４，７９４，４９１ ０．０ １，２１６，４２０ ０．０
ク 厚 生 費 ２９，９０１，８６３ ０．０ ７，５８４，８６４ ０．０

� 経 費 ２，８４１，７９４，８１０ １．７ ３３０，８４２，８２６ ０．１
ア 報 償 費 ２５，０１５，９２６ ０．０ １８，７８９，４７３ ０．０
イ 委 託 料 １，２７７，４０７，０８２ ０．８ ８８，７９５，６３３ ０．０
ウ 賃 借 料 ３９３，７３０，１９１ ０．２ ６２，３９０，２７６ ０．０
エ 手 数 料 ３６，３１３，０９６ ０．０ ４９，９７７，１０８ ０．０
オ 修 繕 費 １１，１７８，３２８ ０．０ ４，３０３，５７８ ０．０
カ 燃 料 費 ２，７００，３８０ ０．０ ７６，７６８ ０．０
キ 光 熱 水 費 ２１５，４１５，８８２ ０．１ １０，５７９，６６２ ０．０
ク 通 信 運 搬 費 １５，１６２，５９０ ０．０ ４，２３９，４９７ ０．０
ケ 交 際 費 １０，３２０，３４４ ０．０ ６，６７２，８３６ ０．０
コ 食 糧 費 ９０，２０２，１２４ ０．１ １７，６５６，５０３ ０．０
サ 印 刷 製 本 費 ９９，５９２，０１３ ０．１ ２０，９２９，８４１ ０．０
シ 広 告 費 １，１８２，０４０ ０．０ － －
ス 備 消 耗 品 費 １６５，７１５，１７３ ０．１ ４０，４１１，３９１ ０．０
セ 保 険 料 ８９５，５３０ ０．０ ２９７，１９２ ０．０
ソ 負 担 金 ４９５，７００，３３０ ０．３ ５，５７０，０６０ ０．０
タ 補 助 交 付 金 ７８７，５００ ０．０ － －
チ 補 償 費 － － － －
ツ 雑 費 ４７６，２８１ ０．０ １５３，００８ ０．０

小 計 １６２，３０４，６２１，３１２ ９９．３ ２４２，６６７，００３，６８６ １００．０
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及び繰延勘定明細表

（埋立事業）

区 分
金沢木材港埋立事業費 新山下町貯木場埋立事業費

金 額 構成比率 金 額 構成比率

未

完

成

土

地

円 ％ 円 ％
１ 造 成 工 事 費 １３，８８９，８１５，６８２ ８８．２ １，５９６，３４７，０９２ ６７．３
� 護 岸 費 ３，５５７，２００，０００ ２２．６ ２１，１２１，６００ ０．９
� 埋 立 費 ２，９３６，１１４，７０２ １８．６ ５４３，２１４，１９６ ２２．９
	 付 帯 費 ７，３９６，５００，９８０ ４７．０ ９７４，３２５，０３５ ４１．１

 維 持 償 却 費 － － ２８０，０００ ０．０
� 補 償 費 － － ５７，４０６，２６１ ２．４

２ 管 理 費 １，８５７，６１６，０８８ １１．８ ７７６，２１４，２０５ ３２．７
� 人 件 費 １，６５９，２１９，０７５ １０．５ ６７８，９２１，０１０ ２８．６
ア 給 料 ７３７，９６７，３２７ ４．７ ３０２，７２５，６５８ １２．８
イ 手 当 ６８６，８７１，５５９ ４．４ ２８１，２９４，０２４ １１．９
ウ 賃 金 ２２８，５２６ ０．０ ５７，２２９ ０．０
エ 報 酬 １，０８６，２１９ ０．０ － －
オ 法 定 福 利 費 ２１８，１２３，７５３ １．４ ９０，２７６，０９６ ３．８
カ 旅 費 ６，５４０，１３１ ０．０ １，１４５，０１８ ０．０
キ 被 服 費 １，２１２，４２６ ０．０ ４５６，１１５ ０．０
ク 厚 生 費 ７，１８９，１３４ ０．０ ２，９６６，８７０ ０．１

� 経 費 １９８，３９７，０１３ １．３ ９７，２９３，１９５ ４．１
ア 報 償 費 ９１０，７４３ ０．０ ５３，９４６ ０．０
イ 委 託 料 ２２，５２３，４８２ ０．１ １４，２８１，０８２ ０．６
ウ 賃 借 料 ９０，３０９，７２０ ０．６ ５１，３４４，０２７ ２．２
エ 手 数 料 １４，２８５ ０．０ １，８７１，０６０ ０．１
オ 修 繕 費 １，５０９，０９５ ０．０ ４０９，９７４ ０．０
カ 燃 料 費 ９４３，７８１ ０．０ － －
キ 光 熱 水 費 ２１，６２７，２４５ ０．１ １，２０６，７８１ ０．１
ク 通 信 運 搬 費 １，１６１，２５３ ０．０ ５４１，９８９ ０．０
ケ 交 際 費 ７１５，０００ ０．０ ２６４，０００ ０．０
コ 食 糧 費 ８１５，９４３ ０．０ ３３２，９３０ ０．０
サ 印 刷 製 本 費 ９，３２４，１９３ ０．１ ５，９５０，５３９ ０．３
シ 広 告 費 － － － －
ス 備 消 耗 品 費 １９，８０４，４２６ ０．１ ９，１７０，７４７ ０．４
セ 保 険 料 － － － －
ソ 負 担 金 ２８，７２１，０９９ ０．２ １０，８５９，６３８ ０．５
タ 補 助 交 付 金 － － － －
チ 補 償 費 － － １，００２，１９１ ０．０
ツ 雑 費 １６，７４８ ０．０ ４，２９１ ０．０

小 計 １５，７４７，４３１，７７０ １００．０ ２，３７２，５６１，２９７ １００．０

４７― ―



第５表� 土地造成勘定

区 分
みなとみらい２１埋立事業費 南本牧埋立事業費

金 額 構成比率 金 額 構成比率

未

完

成

土

地

円 ％ 円 ％

３ 埋 立 記 念 事 業 費 ９４７，６６３，８７３ ０．６ － －

４ 仮 設 備 ２０８，６３７，５９０ ０．１ ８，５１１，８００ ０．０

� 建 物 １９８，６２０，０００ ０．１ － －

� 車 両 運 搬 具 ２，３００，０００ ０．０ ５，２９０，０００ ０．０

	 工具、器具及び備品 ７，７１７，５９０ ０．０ ３，２２１，８００ ０．０

計 � １６３，４６０，９２２，７７５ １００ ２４２，６７５，５１５，４８６ １００

事

業

関

連

費

１ 支 払 利 息 ５６，５６９，７７９，０７１ ９５．５ ８６，０４０，５４５，５４３ ９４．４

� 企 業 債 利 息 ５６，０７７，０７０，８８６ ９４．７ ８５，７６９，２４４，０３４ ９４．２

� 一 時 借 入 金 利 息 ２９，９０９，５０８ ０．１ － －

	 企 業 債 取 扱 諸 費 ４６２，７９８，６７７ ０．８ ２７１，３０１，５０９ ０．３

２ 雑 支 出 ２，６７１，３７３，９０９ ４．５ ５，０５７，３９２，８２３ ５．６

計 � ５９，２４１，１５２，９８０ １００ ９１，０９７，９３８，３６６ １００

事
業
関
連
収
入
（
控
除
科
目
）

１ 受 取 利 息 ４，６７６，３６０，３８５ １６．８ ２，５４２，８４４，８１７ ５．０

� 預 金 利 息 ３，４０４，３５０，４８８ １２．２ ２，０１２，３０１，９９８ ４．０

� そ の 他 受 取 利 息 １，２７２，００９，８９７ ４．６ ５３０，５４２，８１９ １．０

２ 補 助 負 担 金 ２０，４４３，８５２ ０．１ ４１，２２８，６１４，０５９ ８１．４

３ 雑 収 入 ２３，１８８，４１８，３２３ ８３．２ ６，９０７，１６０，３６０ １３．６

� 不 用 品 売 却 収 入 ５，７９５，６３２ ０．０ １，３７９，８１７ ０．０

� そ の 他 雑 収 入 ２３，１８２，６２２，６９１ ８３．１ ６，９０５，７８０，５４３ １３．６

計 � ２７，８８５，２２２，５６０ １００ ５０，６７８，６１９，２３６ １００

繰
延
勘
定

１ 企 業 債 発 行 差 金 ３，６２８，２５５，４３１ １００ ４，２９１，７３５，６６８ １００

� 企 業 債 発 行 差 金 ４８７，７４６，３３５ １３．４ ９９２，０２５，５００ ２３．１

� 企 業 債 発 行 諸 費 ３，１４０，５０９，０９６ ８６．６ ３，２９９，７１０，１６８ ７６．９

計 � ３，６２８，２５５，４３１ １００ ４，２９１，７３５，６６８ １００

区 分 みなとみらい２１埋立事業費 南本牧埋立事業費

円 円

未 完 成 土 地 原 価 項 目 合 計 １９８，４４５，１０８，６２６ ２８７，３８６，５７０，２８４

（Ａ＋Ｂ－Ｃ＋Ｄ）
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及び繰延勘定明細表
（埋立事業）

区 分
金沢木材港埋立事業費 新山下町貯木場埋立事業費

金 額 構成比率 金 額 構成比率

未

完

成

土

地

円 ％ 円 ％

３ 埋 立 記 念 事 業 費 － － － －

４ 仮 設 備 ４，９７０，９００ ０．０ ７２４，７００ ０．０

� 建 物 － － － －

� 車 両 運 搬 具 － － － －

	 工具、器具及び備品 ４，９７０，９００ ０．０ ７２４，７００ ０．０

計 � １５，７５２，４０２，６７０ １００ ２，３７３，２８５，９９７ １００

事

業

関

連

費

１ 支 払 利 息 ２，３１９，７９６，９３６ ８５．７ １８５，８７８，１０２ ８３．６

� 企 業 債 利 息 ２，３１０，２７０，０４２ ８５．４ １８５，０５１，０００ ８３．２

� 一 時 借 入 金 利 息 － － － －

	 企 業 債 取 扱 諸 費 ９，５２６，８９４ ０．４ ８２７，１０２ ０．４

２ 雑 支 出 ３８６，０３５，６４０ １４．３ ３６，４８３，９５９ １６．４

計 � ２，７０５，８３２，５７６ １００ ２２２，３６２，０６１ １００

事
業
関
連
収
入
（
控
除
科
目
）

１ 受 取 利 息 ５３，７９８，４００ １０．５ ８，５８７，８００ ２．２

� 預 金 利 息 ３９，６８３，６００ ７．８ ７，１１７，２３３ １．８

� そ の 他 受 取 利 息 １４，１１４，８００ ２．８ １，４７０，５６７ ０．４

２ 補 助 負 担 金 － － － －

３ 雑 収 入 ４５７，２４５，９８７ ８９．５ ３８９，６８２，３４７ ９７．８

� 不 用 品 売 却 収 入 － － － －

� そ の 他 雑 収 入 ４５７，２４５，９８７ ８９．５ ３８９，６８２，３４７ ９７．８

計 � ５１１，０４４，３８７ １００ ３９８，２７０，１４７ １００

繰
延
勘
定

１ 企 業 債 発 行 差 金 １０４，８９２，６００ １００ １３，１２９，７１０ １００

� 企 業 債 発 行 差 金 ３６，１８２，０００ ３４．５ ４，４８２，０００ ３４．１

� 企 業 債 発 行 諸 費 ６８，７１０，６００ ６５．５ ８，６４７，７１０ ６５．９

計 � １０４，８９２，６００ １００ １３，１２９，７１０ １００

区 分 金沢木材港埋立事業費 新山下町貯木場埋立事業費

円 円

未 完 成 土 地 原 価 項 目 合 計 １８，０５２，０８３，４５９ ２，２１０，５０７，６２１

（Ａ＋Ｂ－Ｃ＋Ｄ）
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第５ 水 道 事 業

第１表 業 務

項 目
１４ 年 度

�

１３ 年 度

�

施

設

規

模

総 人 口 ３，５０７，１５７人 ３，４７０，７９０人

給 水 人 口 ３，５０６，９６６人 ３，４７０，５７４人

普 及 率 １００．０％ １００．０％

給 水 戸 数 １，６００，９７３戸 １，５７２，８５０戸

導 水 ・ 送 水 ・ 配 水 管 延 長 ８，９８３，６５６ｍ ８，９２６，０５３ｍ

導 水 管 延 長 ９６，６０５ｍ ９６，７２８ｍ

送 水 管 延 長 １１０，４４４ｍ １１０，４４４ｍ

配 水 管 延 長 ８，７７６，６０７ｍ ８，７１８，８８１ｍ

浄 水 場 設 置 数 ４か所 ４か所

配 水 池 設 置 数 ３６池 ３６池

業

務

量

年 間 総 給 水 量 ４３８，３３１，４００m3 ４４３，３１２，８００m3

１ 日 当 た り

最 大 給 水 量 １，４２８，０００m3 １，５１７，０００m3

平 均 給 水 量 １，２００，９０８m3 １，２１４，５５６m3

年 間 総 有 収 水 量 ４０６，６２３，７９３m3 ４０８，７６１，５６８m3

１ 日 当 た り 有 収 水 量 １，１１４，０３８m3 １，１１９，８９５m3

有 収 率 ９２．８％ ９２．２％

１ 日 １ 人 当 た り 有 収 水 量 ０．３２m3 ０．３２m3

１ 日 １ 戸 当 た り 有 収 水 量 ０．７０m3 ０．７１m3

有 収 水 量 １ m3 当 た り

給 水 収 益 １８３．６３円 １８４．００円

給 水 原 価 １８８．２８円 １９２．８４円

給 水 量 １ m3 当 た り

経 常 収 益 ２０５．７８円 ２０６．１１円

経 常 費 用 １９８．６５円 ２０２．６０円

家
事
用
料
金

基 本 料 金 ７９０円 ７９０円

超 過 料 金 ４３～３２０円 ４３～３２０円

（参考）１戸当たり平均料金月額 ２，５２８円 ２，５７５円

職

員

数

損 益 勘 定 所 属 職 員 数 ２，１５３人 ２，１９２人

資 本 勘 定 所 属 職 員 数 ２３２人 ２４６人

計 ２，３８５人 ２，４３８人

５０― ―



実 績 表
（水道事業）

比 較 増 △ 減

�－�
増減率

�－�
� ×１００ 備 考

３６，３６７人 １．０％ 年度末現在

３６，３９２人 １．０％ 〃

０．０
給水人口
総 人 口

×１００

２８，１２３戸 １．８％ 年度末現在（基本料金適用戸数）

５７，６０３ｍ ０．６％ 年度末現在

△ １２３ｍ △ ０．１％ 〃

０ｍ ０ ％ 〃

５７，７２６ｍ ０．７％ 〃

０か所 ０ ％ 〃

０池 ０ ％ 〃

△ ４，９８１，４００m3 △ １．１％

△ ８９，０００m3 △ ５．９％

△ １３，６４８m3 △ １．１％

△ ２，１３７，７７５m3 △ ０．５％ 平成１４年度
総有収水量＝一般給水（４０６，４０５，４６８m3）

＋船舶供給（２０３，６６７m3）＋消防用水（１４，６５８m3）
△ ５，８５７m3 △ ０．５％

０．６
年間総有収水量
年間総給水量

×１００

△ ０．０１m3 △ １．６％
１日当たり有収水量（一般給水）

給水人口

△ ０．０２m3 △ ２．４％
１日当たり有収水量（一般給水）

給水戸数

△ ０．３７円 △ ０．２％
給 水 収 益

年間有収水量（一般給水）

△ ４．５６円 △ ２．４％
経常費用－受託工事費等控除対象額

年間総有収水量

△ ０．３３円 △ ０．２％
経 常 収 益
年間総給水量

△ ３．９５円 △ ２．０％
経 常 費 用
年間総給水量

０円 ０ ％ １か月当たり（基本水量８m3）

８m3 を超過する分は６段階累進制により徴収する。
平成１３年４月１日水道料金改定
料金は左記により算定した額に消費税及び地方消費税
を加算して得た額とする。△ ４７円 △ １．８％

△ ３９人 △ １．８％ 年度末現在

△ １４人 △ ５．７％ 〃

△ ５３人 △ ２．２％ 〃

５１― ―



分 析 項 目
比 率

算 式
１４年度 １３年度 １２年度

％ ％ ％

財

務

比

率

１ 流動資産対固定資産比率 ６．６ ６．５ ５．４
流 動 資 産
固定資産＋繰延勘定

×１００
固定資産＝固定資産－
減価償却累計額
（以下同じ。）

２ 固 定 比 率 １６８．６ １７０．８ １７２．１
固 定 資 産
自 己 資 本

×１００
自己資本＝自己資本金
＋剰余金（以下同じ。）

３ 固 定 長 期 適 合 率 ９７．７ ９７．８ ９８．５
固 定 資 産
自己資本＋固定負債

×１００
固定負債＝固定負債＋
借入資本金（以下同じ。）

４ 流 動 比 率 １５５．９ １５３．４ １３９．７
流 動 資 産
流 動 負 債

×１００

５ 酸 性 試 験 比 率 １４７．１ １４４．５ １２７．７
現金預金＋未収金
流 動 負 債

×１００

６ 現 金 預 金 比 率 １０９．７ １０６．７ ９０．５
現 金 預 金
流 動 負 債

×１００

７ 負 債 比 率 ７９．７ ８１．９ ８１．４
負 債

自 己 資 本
×１００

負債＝固定負債＋借入
資本金＋流動負債
（以下同じ。）

８ 固 定 負 債 比 率 ７２．６ ７４．７ ７４．７
固 定 負 債
自 己 資 本

×１００

９ 流 動 負 債 比 率 ７．１ ７．３ ６．６
流 動 負 債
自 己 資 本

×１００

収

益

率

１０
総 資 本 利 益 率
（ △ 損 失 率 ）

０．６ ０．３ ０．１
経常利益（△損失）
平 均 総 資 本

×１００
総資本＝資本＋負債
平均＝１／２（期首＋期末）
（以下同じ。）

１１
自 己 資 本 利 益 率
（ △ 損 失 率 ）

１．０ ０．５ ０．２
経常利益（△損失）
平均自己資本

×１００

１２
経常利益対経常収益比率
（△経常損失対経常収益比率）

３．５ １．７ ０．６
経常利益（△損失）
経 常 収 益

×１００
経常収益＝営業収益＋
営業外収益（以下同じ。）

１３
営業利益対営業収益比率
（△営業損失対営業収益比率）

８．４ ６．５ ６．４
営業利益（△損失）
営 業 収 益

×１００

１４ 経常収益対経常費用比率 １０３．６ １０１．７ １００．６
経 常 収 益
経 常 費 用

×１００
経常費用＝営業費用＋
営業外費用

１５ 営業収益対営業費用比率 １０９．２ １０７．０ １０６．８
営 業 収 益
営 業 費 用

×１００

そ

の

他

１６ 利 子 負 担 率 ３．９ ４．１ ４．４
支 払 利 息
有利子平均負債

×１００

１７ 企業債償還額対償還財源比率 ６６．３ ５２．７ ５５．４
企 業 債 償 還 額
減価償却費＋経常利益（△損失）

×１００

第２表 経 営 分 析 表
（水道事業）
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第３表 予 算 決 算

� 収 益 的

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ 円 ％ ％ ％ ％

１水 道 事 業 収 益 ９５，８１０，８３９，０００ １００ １００ ９４，６４１，７５１，７６７ １００ １００ ９８．８ ９９．０

�営 業 収 益 ９０，２４３，３４４，０００ ９４．２ ９４．３ ８８，９１０，５７４，９３７ ９３．９ ９３．５ ９８．５ ９８．２

�営 業 外 収 益 ５，４６７，０４３，０００ ５．７ ５．５ ５，５９５，７８５，８７４ ５．９ ６．３ １０２．４ １１４．４

�特 別 利 益 １００，４５２，０００ ０．１ ０．２ １３５，３９０，９５６ ０．１ ０．２ １３４．８ ７６．７

� 資 本 的

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ A 円 ％ ％ ％ ％

１水道事業資本的収入 １８，８３３，６０３，６９６ １００ １００ １５，０１０，０５４，５０６ １００ １００ ７９．７ ８２．６

�企 業 債 １４，８７２，０００，０００ ７９．０ ７８．８ １１，１８８，４３５，１００ ７４．５ ７６．０ ７５．２ ７９．７

�一 般 会 計 出 資 金 １，７５０，０００，０００ ９．３ ８．４ １，７５０，０００，０００ １１．７ １０．１ １００ ９９．９

�国 庫 補 助 金 １９９，５０５，０００ １．１ １．０ １３６，２７９，１７２ ０．９ １．３ ６８．３ １０９．３

�一 般 会 計 補 助 金 ４５，０００，０００ ０．２ ０．５ ４２，９１１，２３７ ０．３ ０．６ ９５．４ ９２．０

�工 事 負 担 金 ９２５，５７０，２３６ ４．９ ５．０ ９３９，８９５，５６４ ６．３ ５．４ １０１．５ ８９．８

	共 用 施 設 分 担 金 １９，１９５，０００ ０．１ ０．３ １２，８８５，４５８ ０．１ ０．２ ６７．１ ６２．６


基幹施設整備分担金 ４４６，９０４，４６０ ２．４ １．４ ４８４，６３４，９７３ ３．２ １．９ １０８．４ １０８．０

�受 託 建 設 収 入 ３４０，０００，０００ １．８ ３．６ ２４５，８５４，１８８ １．６ ３．２ ７２．３ ７３．０

�固定資産売却代金 １７２，８１８，０００ ０．９ ０．９ １７３，３７６，９２５ １．２ １．２ １００．３ １１２．２

その他資本的収入 ６２，６１１，０００ ０．３ ０．１ ３５，７８１，８８９ ０．２ ０．１ ５７．１ ９１．７

備考 Ｂ－Ａ＝２０，９７７，３７２，８１８円については、次のものが充てられている。
１ 過年度分損益勘定留保資金 １２，９０１，５２５，３３０円
２ 当年度分損益勘定留保資金等 ６，１７１，３４７，７６９円
３ 繰越工事資金 １，９０４，４９９，７１９円
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対 照 比 率 表

収 支
（水道事業）

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ 円 ％ ％ ％ ％

１水 道 事 業 費 用 ９２，９８５，９９２，０００ １００ １００ ９０，５１０，４８１，３４７ １００ １００ ９７．３ ９７．５

�営 業 費 用 ８１，６３５，３２５，０００ ８７．８ ８７．６ ７９，４０５，６４８，２８１ ８７．７ ８７．５ ９７．３ ９７．５

�営 業 外 費 用 １１，２６５，６６７，０００ １２．１ １２．４ １１，１０４，８３３，０６６ １２．３ １２．５ ９８．６ ９８．５

�特 別 損 失 ３５，０００，０００ ０．０ ０．０ ０ ０ ０ ０ ０

�予 備 費 ５０，０００，０００ ０．１ ０．１ ０ ０ ０ ０ ０

収 支

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ B 円 ％ ％ ％ ％

１水道事業資本的支出 ４０，４０５，０２０，４１５ １００ １００ ３５，９８７，４２７，３２４ １００ １００ ８９．１ ８９．４

�建 設 改 良 費 ２６，５５４，６３４，４１５ ６５．７ ７１．６ ２２，１３７，８６０，４３７ ６１．５ ６８．３ ８３．４ ８５．２

�企 業 債 償 還 金 １２，１６８，８７９，０００ ３０．１ ２４．１ １２，１６８，８７８，２３７ ３３．８ ２６．９ １００．０ １００．０

�投 資 １，６６８，０００，０００ ４．１ ４．２ １，６６８，０００，０００ ４．６ ４．７ １００ ９９．９

�国庫補助金返還金 １３，５０７，０００ ０．０ ０．０ １２，６８８，６５０ ０．０ ０．０ ９３．９ １００．０
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備考 未処理欠損金 平成１４年度 ４，３３４，９６６，０５８円
平成１３年度 ７，５９７，２４７，９８０円

第４表 比 較

借 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率

円 ％ 円 ％ 円 ％
１営 業 費 用 ７７，６９３，０４８，２０８ ８９．２ ７９，９６９，５０５，７５７ ８９．０ △△２，２７６，４５７，５４９ △△ ２．８

�原 水 費 ２，８４５，６００，５１８ ３．３ ３，１５７，４３３，８３２ ３．５ △ ３１１，８３３，３１４ △ ９．９

�浄 水 費 ２４，１５８，６６１，５５７ ２７．７ ２４，２５２，５３７，９０７ ２７．０ △ ９３，８７６，３５０ △ ０．４

�配 水 費 ８，１５２，７０５，０６８ ９．４ ９，０２８，０７７，９５４ １０．１ △ ８７５，３７２，８８６ △ ９．７

�給 水 費 １０，７１３，０７０，４０３ １２．３ １０，４２７，８７６，６１４ １１．６ ２８５，１９３，７８９ ２．７

�受 託 工 事 費 １，４２１，１９３，８８２ １．６ １，４９０，２５７，６２８ １．７ △ ６９，０６３，７４６ △ ４．６

	業 務 費 ６，０４１，５７５，５６７ ６．９ ６，０４２，１７９，７５０ ６．７ △ ６０４，１８３ △ ０．０


総 係 費 ７，０３２，４６２，０３２ ８．１ ７，１０１，６６２，１８８ ７．９ △ ６９，２００，１５６ △ １．０

�減 価 償 却 費 １５，２１６，３０９，１６５ １７．５ １６，２９６，０５３，６０７ １８．１ △１，０７９，７４４，４４２ △ ６．６

�資 産 減 耗 費 ２，１１１，４０７，３５０ ２．４ ２，１７１，９１１，４１３ ２．４ △ ６０，５０４，０６３ △ ２．８

そ の 他 営 業 費 用 ６２，６６６ ０．０ １，５１４，８６４ ０．０ △ １，４５２，１９８ △ ９５．９

２営 業 外 費 用 ９，３８０，１５９，７４０ １０．８ ９，８４４，５９０，９６５ １１．０ △△ ４６４，４３１，２２５ △△ ４．７

�支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 ８，５０３，８６２，７６３ ９．８ ８，８７７，２１１，９２３ ９．９ △ ３７３，３４９，１６０ △ ４．２

�繰 延 勘 定 償 却 ２０，６５８，８００ ０．０ ２２，２３８，０００ ０．０ △ １，５７９，２００ △ ７．１

�企 業 団 補 助 金 ７５８，０００，０００ ０．９ ８３６，０００，０００ ０．９ △ ７８，０００，０００ △ ９．３

�雑 支 出 ９７，６３８，１７７ ０．１ １０９，１４１，０４２ ０．１ △ １１，５０２，８６５ △ １０．５

経 常 費 用 ８７，０７３，２０７，９４８ １００ ８９，８１４，０９６，７２２ １００ △△２，７４０，８８８，７７４ △△ ３．１

経 常 利 益 ３，１２６，８９０，９６６ １，５５５，８１３，１１５ １，５７１，０７７，８５１ １０１．０

総 費 用 ８７，０７３，２０７，９４８ ８９，８１４，０９６，７２２ △△２，７４０，８８８，７７４ △△ ３．１

当 年 度 純 利 益 ３，２６２，２８１，９２２ １，７０１，９４４，９９２ １，５６０，３３６，９３０ ９１．７

合 計 ９０，３３５，４８９，８７０ ９１，５１６，０４１，７１４ △△１，１８０，５５１，８４４ △△ １．３
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損 益 計 算 書
（水道事業）

貸 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率

円 ％ 円 ％ 円 ％
１営 業 収 益 ８４，８１１，４０１，２３６ ９４．０ ８５，５３２，６２６，４７３ ９３．６ △△ ７２１，２２５，２３７ △△ ０．８

�給 水 収 益 ７４，６２９，４８３，３２２ ８２．７ ７５，１７４，３９７，４０９ ８２．３ △ ５４４，９１４，０８７ △ ０．７

�受 託 工 事 収 益 ７９０，８１４，３９８ ０．９ ８５２，１２３，１８６ ０．９ △ ６１，３０８，７８８ △ ７．２

�そ の 他 営 業 収 益 ９，３９１，１０３，５１６ １０．４ ９，５０６，１０５，８７８ １０．４ △ １１５，００２，３６２ △ １．２

２営 業 外 収 益 ５，３８８，６９７，６７８ ６．０ ５，８３７，２８３，３６４ ６．４ △△ ４４８，５８５，６８６ △△ ７．７

�受 取 利 息 ２０，４４２，９３２ ０．０ １０，８３２，５２７ ０．０ ９，６１０，４０５ ８８．７

�国 庫 補 助 金 １０２，８３０，８２８ ０．１ ９１，７１５，３１４ ０．１ １１，１１５，５１４ １２．１

�一 般 会 計 補 助 金 ７６９，１８５，０００ ０．９ ８４０，６２０，０００ ０．９ △ ７１，４３５，０００ △ ８．５

�造 林 補 助 金 ８，３７１，７７３ ０．０ １０，７５２，４３２ ０．０ △ ２，３８０，６５９ △ ２２．１

�水 道 利 用 加 入 金 ４，１７８，１５１，５９７ ４．６ ４，６５４，８１１，３６８ ５．１ △ ４７６，６５９，７７１ △ １０．２

	雑 収 益 ３０９，７１５，５４８ ０．３ ２２８，５５１，７２３ ０．３ ８１，１６３，８２５ ３５．５

経 常 収 益 ９０，２００，０９８，９１４ １００ ９１，３６９，９０９，８３７ １００ △△１，１６９，８１０，９２３ △△ １．３

３特 別 利 益 １３５，３９０，９５６ １４６，１３１，８７７ △△ １０，７４０，９２１ △△ ７．４

�固 定 資 産 売 却 益 １３５，３９０，９５６ １４６，１３１，８７７ △ １０，７４０，９２１ △ ７．４

総 収 益 ９０，３３５，４８９，８７０ ９１，５１６，０４１，７１４ △△１，１８０，５５１，８４４ △△ １．３

合 計 ９０，３３５，４８９，８７０ ９１，５１６，０４１，７１４ △△１，１８０，５５１，８４４ △△ １．３

５７― ―



第５表 経 常 費 用

科 目 金 額
構 成 比 率 １３年 度 に

対する比率１４年 度 １３年 度

円 ％ ％ ％
人 件 費 ２４，８５３，１６２，８８５ ２８．５ ２８．５ ９７．２

１直 接 人 件 費 ２１，５０３，０９２，４３８ ２４．７ ２４．５ ９７．９

給 料 ９，６２０，８０８，６０９ １１．０ １０．８ ９９．２

手 当 １１，８８２，２８３，８２９ １３．６ １３．７ ９６．８

２間 接 人 件 費 ３，３５０，０７０，４４７ ３．８ ４．０ ９３．４

賃 金 １２，３６３，７５２ ０．０ ０．０ ７６．９

報 酬 ３９５，０９０，１１５ ０．５ ０．５ ８４．２

法 定 福 利 費 ２，９００，７６９，６４６ ３．３ ３．４ ９４．３

退 職 給 与 金 ４１，８４６，９３４ ０．０ ０．０ １５２．２

金 融 費 ８，５２４，５２１，５６３ ９．８ ９．９ ９５．８

企 業 債 利 息 ８，４０１，２５１，２６４ ９．６ ９．８ ９５．５

企 業 債 前 借 金 利 息 ６１，１４６，２５６ ０．１ ０．０ １７３．２

企業債手数料及び取扱費 ４１，４６５，２４３ ０．０ ０．１ ９０．５

企業債発行差金償却 ２０，６５８，８００ ０．０ ０．０ ９２．９

物 件 費 そ の 他 の 経 費 ５３，６９５，５２３，５００ ６１．７ ６１．６ ９７．０

旅 費 ２９，８８６，５１５ ０．０ ０．０ ９３．１

被 服 費 ２９，１０６，９３２ ０．０ ０．０ ６９．５

備 消 耗 品 費 １４２，３１４，１６２ ０．２ ０．２ ９８．４

燃 料 費 ３８，２１４，４５６ ０．０ ０．０ ９６．６

光 熱 水 費 ２８７，３３４，５９５ ０．３ ０．２ １６３．０

印 刷 製 本 費 １７７，８５４，６８１ ０．２ ０．２ １０７．０

通 信 費 ３４０，７０４，９２４ ０．４ ０．４ １０６．９

報 償 費 １，１８９，５４４ ０．０ ０．０ １３９．０

委 託 料 ２，７０１，２５２，９５３ ３．１ ２．９ １０２．１

手 数 料 １５１，１１６，３１２ ０．２ ０．２ ９４．５

賃 借 料 ４０５，４００，１２９ ０．５ ０．４ １０６．０

修 繕 費 ５，００４，７９９，１７１ ５．７ ６．２ ９０．４

材 料 費 １，２４０，６５１，０５６ １．４ １．５ ９２．２

路 面 復 旧 費 １，２７６，３２３，５６５ １．５ １．３ １０５．４
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節 別 比 率 表
（水道事業）

科 目 金 額
構 成 比 率 １３年 度 に

対する比率１４年 度 １３年 度

円 ％ ％ ％
動 力 費 １，７３１，３８６，３１７ ２．０ ２．１ ９３．４

薬 品 費 ２６９，５１２，３４６ ０．３ ０．３ ９２．１

広 告 料 ９，１７８，２６２ ０．０ ０．０ １０６．５

補 償 費 ２２１，３２８，３４７ ０．３ ０．０ 略

研 修 費 １３，３８８，７１４ ０．０ ０．０ １０１．２

調 査 費 － － ０．２ －

交 際 費 ５００，２７５ ０．０ ０．０ ３４．６

食 糧 費 １，５３４，２１４ ０．０ ０．０ ６６．０

厚 生 費 ３４９，０３５，４００ ０．４ ０．４ ８６．４

役 所 費 分 担 金 １５３，０３０，１４９ ０．２ ０．２ ９３．７

補 助 交 付 金 ５０，７１７，０００ ０．１ ０．０ １４８．８

交 付 金 ３５，６８４，１００ ０．０ ０．０ １１８．８

諸 謝 金 ３，２１６，１１０ ０．０ ０．０ １６２．９

森 林 保 険 料 ４１５，３３６ ０．０ ０．０ ８１．２

火 災 保 険 料 １，１８７，４８９ ０．０ ０．０ １００．２

自 動 車 保 険 料 １４，９８２，１９０ ０．０ ０．０ １８７．６

負 担 金 ９８８，８１１，５６９ １．１ １．１ １０４．７

自 動 車 重 量 税 ５，５２０，９００ ０．０ ０．０ ９１．７

国 際 交 流 事 業 費 － － ０．０ －

調 査 研 究 費 ７６，２８０，９７７ ０．１ － －

雑 費 ２８，８２９，５５２ ０．０ ０．０ ８２．７

企 業 団 受 水 費 １９，７３１，４１７，９００ ２２．７ ２２．０ ９９．９

有形固定資産減価償却費 １４，８９４，８４２，２７２ １７．１ １７．９ ９２．７

無形固定資産減価償却費 ３２１，４６６，８９３ ０．４ ０．３ １３９．８

固 定 資 産 除 却 費 ２，０６４，６４４，２４５ ２．４ ２．４ ９７．５

た な 卸 資 産 減 耗 費 ４６，７６３，１０５ ０．１ ０．１ ８５．１

材 料 売 却 原 価 ６２，６６６ ０．０ ０．０ ４．１

企 業 団 補 助 金 ７５８，０００，０００ ０．９ ０．９ ９０．７

そ の 他 雑 支 出 ９７，６３８，１７７ ０．１ ０．１ ８９．５

合 計 ８７，０７３，２０７，９４８ １００ １００ ９６．９

５９― ―



備考 減価償却累計額 平成１４年度 ２７３，２８８，０９１，８３０円
平成１３年度 ２６０，２７９，９１４，１４０円

借 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率
円 ％ 円 ％ 円 ％

１固 定 資 産 ５０９，４６８，０２７，４８２ ９３．８ ５０３，４１１，５９２，１６４ ９３．９ ６，０５６，４３５，３１８ １．２

�有 形 固 定 資 産 ４３７，１５０，４７５，４７６ ８０．５ ４３２，５０１，９７７，５８５ ８０．７ ４，６４８，４９７，８９１ １．１

土 地 １９，９８４，３３２，７９３ ３．７ ２０，１４８，３１７，６１５ ３．８ △ １６３，９８４，８２２ △ ０．８

立 木 ２２５，４６６，３６３ ０．０ ２２５，４６６，３６３ ０．０ ０ ０

建 物 １５，８１７，００６，７０４ ２．９ １６，０３２，４２７，６０８ ３．０ △ ２１５，４２０，９０４ △ １．３

構 築 物 ３４２，４８６，５０７，０１８ ６３．１ ３４２，５４９，１０３，２７２ ６３．９ △ ６２，５９６，２５４ △ ０．０

機 械 及 び 装 置 １８，７３８，６８３，８１８ ３．５ １８，１２８，２５４，４８２ ３．４ ６１０，４２９，３３６ ３．４

車 両 運 搬 具 １８８，９２１，４２１ ０．０ ２３３，０９９，３９９ ０．０ △ ４４，１７７，９７８ △ １９．０

船 舶 １，１４４，７１８ ０．０ １３１，２８１ ０．０ １，０１３，４３７ 略

工具器具及び備品 ５７６，３８２，９５６ ０．１ ６４８，０１５，８９４ ０．１ △ ７１，６３２，９３８ △ １１．１

建 設 仮 勘 定 ３９，１３２，０２９，６８５ ７．２ ３４，５３７，１６１，６７１ ６．４ ４，５９４，８６８，０１４ １３．３

�無 形 固 定 資 産 ８，９７３，３５２，００６ １．７ ９，２３３，４１４，５７９ １．７ △ ２６０，０６２，５７３ △ ２．８

地 上 権 １４１，１１０，８０２ ０．０ １９５，９７４，３３５ ０．０ △ ５４，８６３，５３３ △ ２８．０

施 設 利 用 権 ８，８３２，２４１，２０４ １．６ ９，０３７，４４０，２４４ １．７ △ ２０５，１９９，０４０ △ ２．３

�投 資 ６３，３４４，２００，０００ １１．７ ６１，６７６，２００，０００ １１．５ １，６６８，０００，０００ ２．７

出 資 金 ６３，２８０，２００，０００ １１．７ ６１，６１２，２００，０００ １１．５ １，６６８，０００，０００ ２．７

そ の 他 投 資 ６４，０００，０００ ０．０ ６４，０００，０００ ０．０ ０ ０

２流 動 資 産 ３３，５０５，１０６，４３９ ６．２ ３２，８０５，３７６，３１２ ６．１ ６９９，７３０，１２７ ２．１

�現 金 預 金 ２３，５７６，２８３，６９９ ４．３ ２２，８２１，８５１，９０６ ４．３ ７５４，４３１，７９３ ３．３

�未 収 金 ８，０２１，４８２，６５４ １．５ ８，０９０，１３２，６４７ １．５ △ ６８，６４９，９９３ △ ０．８

�保 管 有 価 証 券 １４９，７８０，０００ ０．０ １４８，４３０，０００ ０．０ １，３５０，０００ ０．９

�貯 蔵 品 ６７６，６０３，０８６ ０．１ ９５７，７０１，７５９ ０．２ △ ２８１，０９８，６７３ △ ２９．４

�前 払 金 １，０８０，９５７，０００ ０．２ ７８７，２６０，０００ ０．１ ２９３，６９７，０００ ３７．３

３繰 延 勘 定 ５８，７２８，９００ ０．０ ５０，８２２，８００ ０．０ ７，９０６，１００ １５．６

�企 業 債 発 行 差 金 ５８，７２８，９００ ０．０ ５０，８２２，８００ ０．０ ７，９０６，１００ １５．６

資 産 合 計 ５４３，０３１，８６２，８２１ １００ ５３６，２６７，７９１，２７６ １００ ６，７６４，０７１，５４５ １．３

第６表 比 較
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貸 借 対 照 表 （水道事業）

貸 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率
円 ％ 円 ％ 円 ％

１固 定 負 債 ４，３５６，０００，０００ ０．８ ４，２１０，０００，０００ ０．８ １４６，０００，０００ ３．５

�引 当 金 ４，３５６，０００，０００ ０．８ ４，２１０，０００，０００ ０．８ １４６，０００，０００ ３．５

退 職 給 与 引 当 金 ３，２４４，０００，０００ ０．６ ３，０９８，０００，０００ ０．６ １４６，０００，０００ ４．７

修 繕 引 当 金 １，１１２，０００，０００ ０．２ １，１１２，０００，０００ ０．２ ０ ０

２流 動 負 債 ２１，４８４，８１９，５５８ ４．０ ２１，３８６，５９９，２４３ ４．０ ９８，２２０，３１５ ０．５

�未 払 金 １５，６７９，４３３，９１３ ２．９ １５，２１７，０４５，１１０ ２．８ ４６２，３８８，８０３ ３．０

�前 受 金 ９７６，０９３，６９２ ０．２ １，２６２，９２９，１４８ ０．２ △ ２８６，８３５，４５６ △ ２２．７

�預 り 金 ４，６７９，５１１，９５３ ０．９ ４，７５８，１９４，９８５ ０．９ △ ７８，６８３，０３２ △ １．７

�預 り 保 証 有 価 証 券 １４９，７８０，０００ ０．０ １４８，４３０，０００ ０．０ １，３５０，０００ ０．９

負 債 合 計 ２５，８４０，８１９，５５８ ４．８ ２５，５９６，５９９，２４３ ４．８ ２４４，２２０，３１５ １．０

１資 本 金 ３０５，５８３，８８１，８２６ ５６．３ ３０４，７８５，７６０，０６３ ５６．８ ７９８，１２１，７６３ ０．３

�自 己 資 本 金 ９０，６３６，０８２，５６７ １６．７ ８８，８８６，０８２，５６７ １６．６ １，７５０，０００，０００ ２．０

�借 入 資 本 金 ２１４，９４７，７９９，２５９ ３９．６ ２１５，８９９，６７７，４９６ ４０．３ △ ９５１，８７８，２３７ △ ０．４

企 業 債 ２１４，９４７，７９９，２５９ ３９．６ ２１５，８９９，６７７，４９６ ４０．３ △ ９５１，８７８，２３７ △ ０．４

２剰 余 金 ２１１，６０７，１６１，４３７ ３９．０ ２０５，８８５，４３１，９７０ ３８．４ ５，７２１，７２９，４６７ ２．８

�資 本 剰 余 金 ２１５，９４２，１２７，４９５ ３９．８ ２１３，４８２，６７９，９５０ ３９．８ ２，４５９，４４７，５４５ １．２

国 庫 県 補 助 金 １，７４９，０５３，４９２ ０．３ １，６２５，４６２，９７０ ０．３ １２３，５９０，５２２ ７．６

他 会 計 補 助 金 １，１３１，９９２，３４８ ０．２ １，０８９，０８１，１１１ ０．２ ４２，９１１，２３７ ３．９

そ の 他 補 助 金 ５０，９１３，４７７ ０．０ １５，１３１，５８８ ０．０ ３５，７８１，８８９ ２３６．５

工 事 負 担 金 １４０，０３１，５９５，４８６ ２５．８ １３８，９３０，１０９，３０６ ２５．９ １，１０１，４８６，１８０ ０．８

受 贈 財 産 評 価 額 ７２，９７７，３８２，１０３ １３．４ ７１，８２１，７０４，３８６ １３．４ １，１５５，６７７，７１７ １．６

保 険 差 益 １，１９０，５８９ ０．０ １，１９０，５８９ ０．０ ０ ０

�欠 損 金 （ △ ） △ ４，３３４，９６６，０５８ △０．８ △ ７，５９７，２４７，９８０ △１．４ ３，２６２，２８１，９２２ △ ４２．９

当年度未処理欠損金 △ ４，３３４，９６６，０５８ △０．８ △ ７，５９７，２４７，９８０ △１．４ ３，２６２，２８１，９２２ △ ４２．９

資 本 合 計 ５１７，１９１，０４３，２６３ ９５．２ ５１０，６７１，１９２，０３３ ９５．２ ６，５１９，８５１，２３０ １．３

負 債 ・ 資 本 合 計 ５４３，０３１，８６２，８２１ １００ ５３６，２６７，７９１，２７６ １００ ６，７６４，０７１，５４５ １．３
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第６ 工業用水道事業

第１表 業 務

項 目
１４ 年 度

�

１３ 年 度

�

施

設

規

模

給 水 能 力 １３２，１３０，０００m3 １３２，１３０，０００m3

契 約 水 量 １０１，２４４，３００m3 ９９，５８１，２００m3

契 約 率 ７６．６％ ７５．４％

給 水 工 場 数 ６８工場 ７０工場

導 水 ・ 送 水 ・ 配 水 管 延 長 １０７，９５６m １０８，０５６m

導 水 管 延 長 １２，４８４m １２，４８４m

送 水 管 延 長 １１，８９５m ２４，７５３m

配 水 管 延 長 ８３，５７７m ７０，８１９m

業

務

量

年 間 総 給 水 量 ４７，１８２，７００m3 ４７，０５３，７００m3

１ 日 当 た り

最 大 給 水 量 １６５，６００m3 １６３，８００m3

平 均 給 水 量 １２９，２６８m3 １２８，９１４m3

年 間 使 用 水 量 ４５，７７７，７９８m3 ４５，３１６，９１８m3

１ 日 当 た り 使 用 水 量 １２５，４１９m3 １２４，１５６m3

使 用 水 量 率 ９７．０％ ９６．３％

契 約 水 量 １ m3 当 た り

経 常 収 益 ３２．８円 ２８．４円

う ち 給 水 収 益 ２７．０円 ２７．０円

経 常 費 用 ２５．３円 ２７．０円

料

金

基 本 料 金 ２５．１円 ２５．１円

基 本 使 用 料 金 ４．０円 ４．０円

特 定 料 金 ５０．２円 ５０．２円

特 定 使 用 料 金 ８．０円 ８．０円

超 過 料 金 ８７．３円 ８７．３円

職

員

数

損 益 勘 定 所 属 職 員 数 ５６人 ５７人

資 本 勘 定 所 属 職 員 数 ３人 ３人

計 ５９人 ６０人
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実 績 表
（工業用水道事業）

比較増△減

�－�
増減率

�－�
� ×１００ 備 考

０m3 ０ ％

１，６６３，１００m3 １．７％ 基本水量＋特定水量

１．２
契約水量
給水能力

×１００

△ ２工場 △ ２．９％ 年度末現在

△ １００ｍ △ ０．１％ 〃

０ｍ ０ ％ 〃

△ １２，８５８ｍ △ ５１．９％ 〃

１２，７５８ｍ １８．０％ 〃

１２９，０００m3 ０．３％

１，８００m3 １．１％

３５４m3 ０．３％

４６０，８８０m3 １．０％ 平成１４年度
年間使用水量＝基本使用水量（４５，５７３，１９４m3）

＋特定使用水量（０m3）＋超過使用水量（２０４，６０４m3）１，２６３m3 １．０％

０．７
年間使用水量
年間総給水量

×１００

４．４円 １５．３％
経常収益

契約水量＋超過使用水量

△ ０．１円 △ ０．２％
給水収益

契約水量＋超過使用水量

△ １．６円 △ ６．０％
経常費用

契約水量＋超過使用水量

０円 ０ ％ 基本水量１m3当たり（最低基本水量２００m3／日）

０円 ０ ％ 基本使用水量１m3当たり

０円 ０ ％ 基本水量を超えて契約した特定水量１m3当たり

０円 ０ ％ 特定使用水量１m3当たり

０円 ０ ％ 基本水量・特定水量を超えて使用した水量１m3 当たり

平成１３年４月１日水道料金改定
料金は左記により算定した額に消費税及び地方消費税
を加算して得た額とする。

△ １人 △ １．８％ 年度末現在

０人 ０ ％ 〃

△ １人 △ １．７％ 〃
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分 析 項 目
比 率

算 式
１４年度 １３年度 １２年度

％ ％ ％

財

務

比

率

１ 流動資産対固定資産比率 ９．３ ８．０ ４．４
流 動 資 産
固定資産＋繰延勘定

×１００
固定資産＝固定資産－
減価償却累計額
（以下同じ。）

２ 固 定 比 率 １５６．２ １６６．８ １７０．６
固 定 資 産
自 己 資 本

×１００
自己資本＝自己資本金
＋剰余金（以下同じ。）

３ 固 定 長 期 適 合 率 ９４．２ ９６．８ ９８．０
固 定 資 産
自己資本＋固定負債

×１００
固定負債＝固定負債＋
借入資本金（以下同じ。）

４ 流 動 比 率 ２９１．６ １６９．８ １８６．０
流 動 資 産
流 動 負 債

×１００

５ 酸 性 試 験 比 率 ２７４．３ １５１．０ １５２．９
現金預金＋未収金
流 動 負 債

×１００

６ 現 金 預 金 比 率 １７３．６ ９４．９ ３４．１
現 金 預 金
流 動 負 債

×１００

７ 負 債 比 率 ７０．８ ８０．２ ７８．１
負 債

自 己 資 本
×１００

負債＝固定負債＋借入
資本金＋流動負債
（以下同じ。）

８ 固 定 負 債 比 率 ６５．８ ７２．３ ７４．０
固 定 負 債
自 己 資 本

×１００

９ 流 動 負 債 比 率 ５．０ ７．９ ４．０
流 動 負 債
自 己 資 本

×１００

収

益

率

１０
総 資 本 利 益 率
（ △ 損 失 率 ）

４．３ ０．９ △ ０．９
経常利益（△損失）
平 均 総 資 本

×１００
総資本＝資本＋負債
平均＝１／２（期首＋期末）
（以下同じ。）

１１
自 己 資 本 利 益 率
（ △ 損 失 率 ）

７．４ １．５ △ １．５
経常利益（△損失）
平均自己資本

×１００

１２
経常利益対経常収益比率
（△経常損失対経常収益比率）

２２．７ ５．１ △ ５．６
経常利益（△損失）
経 常 収 益

×１００
経常収益＝営業収益＋
営業外収益（以下同じ。）

１３
営業利益対営業収益比率
（△営業損失対営業収益比率）

１７．０ １２．０ ４．０
営業利益（△損失）
営 業 収 益

×１００

１４ 経常収益対経常費用比率 １２９．３ １０５．４ ９４．７
経 常 収 益
経 常 費 用

×１００
経常費用＝営業費用＋
営業外費用

１５ 営業収益対営業費用比率 １２０．５ １１３．７ １０４．２
営 業 収 益
営 業 費 用

×１００

そ

の

他

１６ 利 子 負 担 率 ４．１ ４．２ ４．５
支 払 利 息
有利子平均負債

×１００

１７ 企業債償還額対償還財源比率 ２２．８ ３４．６ ７８．１
企 業 債 償 還 額
減価償却費＋経常利益（△損失）

×１００

第２表 経 営 分 析 表
（工業用水道事業）
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第３表 予 算 決 算

� 収 益 的

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ 円 ％ ％ ％ ％

１工業用水道事業収益 ３，５６６，２５８，０００ １００ １００ ３，４８７，９７５，１４０ １００ １００ ９７．８ １０３．４

�営 業 収 益 ２，９２６，０３８，０００ ８２．０ ９７．６ ２，８８９，３０１，６４２ ８２．８ ９３．４ ９８．７ ９９．０

�営 業 外 収 益 ６４０，２２０，０００ １８．０ ２．４ ５９８，６７３，４９８ １７．２ ３．７ ９３．５ １５７．７

�特 別 利 益 － － ０ － － ２．９ － －

� 資 本 的

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ A 円 ％ ％ ％ ％

１工 業 用 水 道 事 業
資 本 的 収 入 ９９３，７８７，０００ １００ １００ ４６９，６５４，７５８ １００ １００ ４７．３ ６４．４

�企 業 債 ５７６，０００，０００ ５８．０ ６２．２ ２７９，０００，０００ ５９．４ ６１．１ ４８．４ ６３．２

�国 庫 補 助 金 ２１５，０００，０００ ２１．６ ２３．４ １３６，７９１，０５７ ２９．１ ２０．４ ６３．６ ５６．２

�分担金及び負担金 ２０２，７８７，０００ ２０．４ １４．４ ５３，８１７，５０１ １１．５ １７．９ ２６．５ ８０．３

�その他資本的収入 ０ ０ ０ ４６，２００ ０．０ ０．６ － －

備考 Ｂ－Ａ＝８９９，１７５，８１６円については、次のものが充てられている。
１ 過年度分損益勘定留保資金等 ６７８，８７５，８１６円
２ 繰越工事資金 １７４，３００，０００円
３ 許可済企業債の未発行分 ４６，０００，０００円

― ―６６



対 照 比 率 表

収 支
（工業用水道事業）

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ 円 ％ ％ ％ ％

１工業用水道事業費用 ２，９７８，１０７，０００ １００ １００ ２，６９５，５７５，８２９ １００ １００ ９０．５ ９２．２

�営 業 費 用 ２，５７４，８８５，０００ ８６．５ ８７．７ ２，３３６，１８９，１１５ ８６．７ ８７．９ ９０．７ ９２．４

�営 業 外 費 用 ３８６，２２２，０００ １３．０ １１．７ ３５９，３８６，７１４ １３．３ １２．１ ９３．１ ９５．０

�特 別 損 失 １０，０００，０００ ０．３ ０．３ ０ ０ ０ ０ ０

�予 備 費 ７，０００，０００ ０．２ ０．２ ０ ０ ０ ０ ０

収 支

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ B 円 ％ ％ ％ ％

１工 業 用 水 道 事 業
資 本 的 支 出 １，９２９，２３２，０００ １００ １００ １，３６８，８３０，５７４ １００ １００ ７１．０ ６４．８

�建 設 改 良 費 １，６１６，３８１，０００ ８３．８ ８７．６ １，０６５，０９７，５０４ ７７．８ ８１．７ ６５．９ ６０．４

�企 業 債 償 還 金 ２９９，７３４，０００ １５．５ １１．８ ２９９，７３３，９７５ ２１．９ １８．３ １００．０ １００．０

�国庫補助金返還金 １３，１１７，０００ ０．７ ０．６ ３，９９９，０９５ ０．３ ０ ３０．５ ０
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備考 未処理欠損金 平成１４年度 ６７９，７３７，４７４円
平成１３年度 １，４３３，６３３，５２８円

第４表 比 較

借 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率

円 ％ 円 ％ 円 ％
１営 業 費 用 ２，２８３，６３８，１３４ ８８．８ ２，３９６，９８２，４８３ ８９．１ △△ １１３，３４４，３４９ △△ ４．７

�原 水 費 ８３７，７８２，２７３ ３２．６ ８４２，０１５，４８６ ３１．３ △ ４，２３３，２１３ △ ０．５

�浄 水 費 ２２３，０６２，５６９ ８．７ ２７５，６４１，８２４ １０．２ △ ５２，５７９，２５５ △ １９．１

�送 配 水 費 ２８８，４０４，１２７ １１．２ ３２９，５４６，６５４ １２．３ △ ４１，１４２，５２７ △ １２．５

�総 係 費 ３４８，５４８，８２２ １３．６ ３５８，０９５，１７７ １３．３ △ ９，５４６，３５５ △ ２．７

�減 価 償 却 費 ５５９，９３５，１３８ ２１．８ ５７５，６１１，２２９ ２１．４ △ １５，６７６，０９１ △ ２．７

	資 産 減 耗 費 ２５，９０５，２０５ １．０ １６，０７２，１１３ ０．６ ９，８３３，０９２ ６１．２

２営 業 外 費 用 ２８７，６０６，６６６ １１．２ ２９３，１８０，１３３ １０．９ △△ ５，５７３，４６７ △△ １．９

�支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 ２８４，０５０，４５８ １１．０ ２９０，４４６，３５３ １０．８ △ ６，３９５，８９５ △ ２．２

�繰 延 勘 定 償 却 ４８，３００ ０．０ ９１，７００ ０．０ △ ４３，４００ △ ４７．３

�雑 支 出 ３，５０７，９０８ ０．１ ２，６４２，０８０ ０．１ ８６５，８２８ ３２．８

経 常 費 用 ２，５７１，２４４，８００ １００ ２，６９０，１６２，６１６ １００ △△ １１８，９１７，８１６ △△ ４．４

経 常 利 益 ７５３，８９６，０５４ １４５，２７７，６８６ ６０８，６１８，３６８ ４１８．９

総 費 用 ２，５７１，２４４，８００ ２，６９０，１６２，６１６ △△ １１８，９１７，８１６ △△ ４．４

当 年 度 純 利 益 ７５３，８９６，０５４ ２３４，２９３，７０４ ５１９，６０２，３５０ ２２１．８

合 計 ３，３２５，１４０，８５４ ２，９２４，４５６，３２０ ４００，６８４，５３４ １３．７

― ―６８



損 益 計 算 書
（工業用水道事業）

貸 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率

円 ％ 円 ％ 円 ％
１営 業 収 益 ２，７５２，２２７，６２１ ８２．８ ２，７２５，０１７，９８３ ９６．１ ２７，２０９，６３８ １．０

�給 水 収 益 ２，７３７，８１４，６０４ ８２．３ ２，６９７，７０３，８０２ ９５．１ ４０，１１０，８０２ １．５

�そ の 他 営 業 収 益 １４，４１３，０１７ ０．４ ２７，３１４，１８１ １．０ △ １２，９０１，１６４ △ ４７．２

２営 業 外 収 益 ５７２，９１３，２３３ １７．２ １１０，４２２，３１９ ３．９ ４６２，４９０，９１４ ４１８．８

�受 取 利 息 １８１，６２８ ０．０ ４７，１２１ ０．０ １３４，５０７ ２８５．５

�国 庫 補 助 金 ３６，３００，０００ １．１ ３２，０００，０００ １．１ ４，３００，０００ １３．４

�雑 収 益 ５３６，４３１，６０５ １６．１ ７８，３７５，１９８ ２．８ ４５８，０５６，４０７ 略

経 常 収 益 ３，３２５，１４０，８５４ １００ ２，８３５，４４０，３０２ １００ ４８９，７００，５５２ １７．３

３特 別 利 益 － ８９，０１６，０１８ △△ ８９，０１６，０１８ △△１００

�固 定 資 産 売 却 益 － ８９，０１６，０１８ △ ８９，０１６，０１８ △１００

総 収 益 ３，３２５，１４０，８５４ ２，９２４，４５６，３２０ ４００，６８４，５３４ １３．７

合 計 ３，３２５，１４０，８５４ ２，９２４，４５６，３２０ ４００，６８４，５３４ １３．７

６９― ―



第５表 経 常 費 用

科 目 金 額
構 成 比 率 １３年 度 に

対する比率１４年 度 １３年 度

円 ％ ％ ％
人 件 費 ５３９，１７０，２９７ ２１．０ ２１．３ ９４．０

１直 接 人 件 費 ４６４，８７１，２６６ １８．１ １８．３ ９４．４

給 料 ２４７，１５６，５００ ９．６ ９．５ ９６．９

手 当 ２１７，７１４，７６６ ８．５ ８．８ ９１．８

２間 接 人 件 費 ７４，２９９，０３１ ２．９ ３．０ ９１．３

賃 金 － － ０．０ －

法 定 福 利 費 ７４，２９９，０３１ ２．９ ３．０ ９２．６

金 融 費 ２８４，０９８，７５８ １１．０ １０．８ ９７．８

企 業 債 利 息 ２８２，２３６，７６０ １１．０ １０．８ ９７．３

企 業 債 前 借 金 利 息 １，５６８，４１８ ０．１ － －

一 時 借 入 金 利 息 － － ０．０ －

企業債手数料及び取扱費 ２４５，２８０ ０．０ ０．０ １２６．９

企業債発行差金償却 ４８，３００ ０．０ ０．０ ５２．７

物 件 費 そ の 他 の 経 費 １，７４７，９７５，７４５ ６８．０ ６７．９ ９５．７

旅 費 １，００８，９５３ ０．０ ０．０ ９０．５

被 服 費 ５５１，３９０ ０．０ ０．０ ６８．７

備 消 耗 品 費 ２，３１２，０７０ ０．１ ０．１ ８２．７

燃 料 費 ６４１，８７５ ０．０ ０．０ ９６．４

光 熱 水 費 １，８９６，２２６ ０．１ ０．１ ７０．０

印 刷 製 本 費 ２，３３５，２９０ ０．１ ０．１ ６３．４

通 信 費 １４，５２９，５３６ ０．６ ０．５ ９８．８

委 託 料 ４４，８６３，５５３ １．７ １．６ １０２．７

手 数 料 １８８，６００ ０．０ ０．０ １１３．９

賃 借 料 ４，１０７，２２１ ０．２ ０．４ ４２．１

修 繕 費 ３０，３６４，９００ １．２ １．８ ６１．８

材 料 費 １６，１５６，５３３ ０．６ ０．８ ７６．４

― ―７０



節 別 比 率 表
（工業用水道事業）

科 目 金 額
構 成 比 率 １３年 度 に

対する比率１４年 度 １３年 度

円 ％ ％ ％
路 面 復 旧 費 ２，９８８，０３８ ０．１ ０．３ ３９．７

動 力 費 ５，６７２，９２０ ０．２ ０．２ ９７．９

薬 品 費 ８，８９８，４７０ ０．３ ０．３ １０８．４

研 修 費 － － ０．０ －

交 際 費 － － ０．０ －

食 糧 費 ２５９，９６０ ０．０ ０．０ １２２．７

厚 生 費 ７，８５６，９８４ ０．３ ０．３ ８７．８

交 付 金 １３，３５３，０００ ０．５ ０．５ １００．２

火 災 保 険 料 ２２，５４６ ０．０ ０．０ ９５．５

自 動 車 保 険 料 １３０，２５０ ０．０ ０．０ ８６．９

補 償 費 ２，０８２ ０．０ ０．０ ０．６

負 担 金 １，０００，３６５，５９７ ３８．９ ３８．５ ９６．５

自 動 車 重 量 税 ９３，１００ ０．０ ０．０ ９１．４

雑 費 ２８，４００ ０．０ ０．０ ８．９

有形固定資産減価償却費 ５４８，５７６，０８１ ２１．３ ２１．１ ９６．６

無形固定資産減価償却費 １１，３５９，０５７ ０．４ ０．３ １４３．８

固 定 資 産 除 却 費 ２４，９２５，１１５ １．０ ０．３ ２７８．３

た な 卸 資 産 減 耗 費 ９８０，０９０ ０．０ ０．３ １３．８

雑 支 出 ３，５０７，９０８ ０．１ ０．１ １３２．８

合 計 ２，５７１，２４４，８００ １００ １００ ９５．６

７１― ―



備考 減価償却累計額 平成１４年度 １２，２０１，３５９，３９７円
平成１３年度 １１，７２２，５２４，５８８円

借 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率
円 ％ 円 ％ 円 ％

１固 定 資 産 １６，５２９，３９９，９１７ ９１．５ １６，１０６，０３２，６６０ ９２．６ ４２３，３６７，２５７ ２．６

�有 形 固 定 資 産 １６，３９８，６０９，２４３ ９０．８ １５，９８６，０７９，８６５ ９１．９ ４１２，５２９，３７８ ２．６

土 地 １，０１５，４９３，９０５ ５．６ ９８７，２６３，８１８ ５．７ ２８，２３０，０８７ ２．９

建 物 ６４３，５８９，５２０ ３．６ ６６１，６９７，５２３ ３．８ △ １８，１０８，００３ △ ２．７

構 築 物 １２，９３３，４６９，６２３ ７１．６ １２，５８６，１９４，８０３ ７２．３ ３４７，２７４，８２０ ２．８

機 械 及 び 装 置 １，３６４，３９５，２１６ ７．６ １，３３６，７２２，６０８ ７．７ ２７，６７２，６０８ ２．１

車 両 運 搬 具 １，４７６，５２９ ０．０ ２，２７４，９５５ ０．０ △ ７９８，４２６ △ ３５．１

船 舶 １，１４２，３００ ０．０ １３７，２９０ ０．０ １，００５，０１０ 略

工具器具及び備品 ７，０２６，４１６ ０．０ ８，９５２，８６９ ０．１ △ １，９２６，４５３ △ ２１．５

建 設 仮 勘 定 ４３２，０１５，７３４ ２．４ ４０２，８３５，９９９ ２．３ ２９，１７９，７３５ ７．２

�無 形 固 定 資 産 ８９，７９０，６７４ ０．５ ７８，９５２，７９５ ０．５ １０，８３７，８７９ １３．７

地 上 権 ２６，１２４，６２２ ０．１ ２０，１１８，１００ ０．１ ６，００６，５２２ ２９．９

施 設 利 用 権 ６３，６６６，０５２ ０．４ ５８，８３４，６９５ ０．３ ４，８３１，３５７ ８．２

�投 資 ４１，０００，０００ ０．２ ４１，０００，０００ ０．２ ０ ０

そ の 他 投 資 ４１，０００，０００ ０．２ ４１，０００，０００ ０．２ ０ ０

２流 動 資 産 １，５３７，７７３，３１７ ８．５ １，２９５，２９７，８３９ ７．４ ２４２，４７５，４７８ １８．７

�現 金 預 金 ９１５，２０４，６３５ ５．１ ７２４，３６０，１５９ ４．２ １９０，８４４，４７６ ２６．３

�未 収 金 ５３０，９８１，３３６ ２．９ ４２７，８１２，０２７ ２．５ １０３，１６９，３０９ ２４．１

�保 管 有 価 証 券 ４１，９３０，０００ ０．２ ３８，３８０，０００ ０．２ ３，５５０，０００ ９．２

�貯 蔵 品 １１，０１７，３４６ ０．１ ２２，５０５，６５３ ０．１ △ １１，４８８，３０７ △ ５１．０

�前 払 金 ３８，６４０，０００ ０．２ ８２，２４０，０００ ０．５ △ ４３，６００，０００ △ ５３．０

３繰 延 勘 定 － － ４８，３００ ０．０ △△ ４８，３００ △△１００

�企 業 債 発 行 差 金 － － ４８，３００ ０．０ △ ４８，３００ △１００

資 産 合 計 １８，０６７，１７３，２３４ １００ １７，４０１，３７８，７９９ １００ ６６５，７９４，４３５ ３．８

第６表 比 較

― ―７２



貸 借 対 照 表 （工業用水道事業）

貸 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率
円 ％ 円 ％ 円 ％

１流 動 負 債 ５２７，２８６，２４３ ２．９ ７６２，９４２，８１３ ４．４ △△ ２３５，６５６，５７０ △△ ３０．９

�未 払 金 ４８０，１５９，２５６ ２．７ ７１８，６７７，２２９ ４．１ △ ２３８，５１７，９７３ △ ３３．２

�前 受 金 １，７５１，０００ ０．０ １，６００，０００ ０．０ １５１，０００ ９．４

�預 り 金 ３，４４５，９８７ ０．０ ４，２８５，５８４ ０．０ △ ８３９，５９７ △ １９．６

�預 り 保 証 有 価 証 券 ４１，９３０，０００ ０．２ ３８，３８０，０００ ０．２ ３，５５０，０００ ９．２

負 債 合 計 ５２７，２８６，２４３ ２．９ ７６２，９４２，８１３ ４．４ △△ ２３５，６５６，５７０ △△ ３０．９

１資 本 金 ８，３３２，１０７，２００ ４６．１ ８，３５２，８４１，１７５ ４８．０ △△ ２０，７３３，９７５ △△ ０．２

�自 己 資 本 金 １，３７２，９２２，９５０ ７．６ １，３７２，９２２，９５０ ７．９ ０ ０

�借 入 資 本 金 ６，９５９，１８４，２５０ ３８．５ ６，９７９，９１８，２２５ ４０．１ △ ２０，７３３，９７５ △ ０．３

企 業 債 ６，９５９，１８４，２５０ ３８．５ ６，９７９，９１８，２２５ ４０．１ △ ２０，７３３，９７５ △ ０．３

２剰 余 金 ９，２０７，７７９，７９１ ５１．０ ８，２８５，５９４，８１１ ４７．６ ９２２，１８４，９８０ １１．１

�資 本 剰 余 金 ９，８８７，５１７，２６５ ５４．７ ９，７１９，２２８，３３９ ５５．９ １６８，２８８，９２６ １．７

国 庫 補 助 金 ２，５６１，０７８，９２１ １４．２ ２，４４４，２６１，８４７ １４．０ １１６，８１７，０７４ ４．８

工 事 負 担 金 ７，１７４，６０４，９２０ ３９．７ ７，１２３，１３３，０６８ ４０．９ ５１，４７１，８５２ ０．７

受 贈 財 産 評 価 額 １５１，８３３，４２４ ０．８ １５１，８３３，４２４ ０．９ ０ ０

�欠 損 金 （ △ ） △ ６７９，７３７，４７４ △３．８ △ １，４３３，６３３，５２８ △８．２ ７５３，８９６，０５４ △ ５２．６

当年度未処理欠損金 △ ６７９，７３７，４７４ △３．８ △ １，４３３，６３３，５２８ △８．２ ７５３，８９６，０５４ △ ５２．６

資 本 合 計 １７，５３９，８８６，９９１ ９７．１ １６，６３８，４３５，９８６ ９５．６ ９０１，４５１，００５ ５．４

負 債 ・ 資 本 合 計 １８，０６７，１７３，２３４ １００ １７，４０１，３７８，７９９ １００ ６６５，７９４，４３５ ３．８

７３― ―



第７ 自 動 車 事 業

第１表 業 務

項 目
１４ 年 度

�

１３ 年 度

�

施

設

規

模

営 業 キ ロ 程
乗 合 自 動 車 ５６６．３� ５６１．３�
う ち 市 内 遊 覧 自 動 車 ４０．５� ４０．５�

在 籍 車 両 数 １，０２３両 １，０２２両
乗 合 自 動 車 １，００２両 １，００１両
特 定 自 動 車 １７両 １７両
市 内 遊 覧 自 動 車 ３両 ３両
貸 切 自 動 車 １両 １両

平 均 車 齢 ６年６月 ５年１１月
可 動 車 両 数 １，０１２両 １，００５両

業

務

量

運 転 車 両 数 ３１６，１９９両 ３１４，３３８両

稼 働 率 ８４．７％ ８４．７％

運 転 キ ロ 数 ４１，２２２，１８３．４� ４１，５９９，９７０．０�

年 間 乗 車 人 員

乗 合 自 動 車 １７１，９５６，６６４人 １６９，７２８，２５７人

う ち 定 期 ８３，４１０，０９９人 ８１，７１２，５２０人

（ 同 比 率 ） ４８．５％ ４８．１％

う ち 定 期 外 ８８，５４６，５６５人 ８８，０１５，７３７人

特 定 自 動 車 １６８，８０５人 １８７，１３７人

市 内 遊 覧 自 動 車 ２３，７０３人 ２６，２５９人

貸 切 自 動 車 ２１，８３５人 ２４，４２０人

計 １７２，１７１，００７人 １６９，９６６，０７３人

１ 日 平 均

運 転 車 両 数 ８６６両 ８６１両

運 転 キ ロ 数 １１２，９３７．５� １１３，９７２．５�

乗 車 人 員 ４７１，７０１人 ４６５，６６０人

運 転 １ キ ロ 当 た り

乗 車 人 員 ４．２人 ４．１人

経 常 収 益 ７８０円 ７８８円

う ち 運 送 収 益 ６７５円 ６６５円

経 常 費 用 ７４５円 ７７８円

職

員

数

損 益 勘 定 所 属 職 員 数 ２，０１９人 ２，０５３人
資 本 勘 定 所 属 職 員 数 － －

計 ２，０１９人 ２，０５３人
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実 績 表
（自動車事業）

比 較 増 △ 減

�－�
増減率

�－�
� ×１００ 備 考

５．０� ０．９％ 年度末現在
０ � ０ ％ 〃 廃棄車両 ３９両
１両 ０．１％ 〃 購入車両 ４０両
１両 ０．１％ 〃 受贈車両 ０両
０両 ０ ％ 〃
０両 ０ ％ 〃
０両 ０ ％ 〃
７月 ９．９％ 〃

延車 齢 数
在籍車両数

７両 ０．７％ 〃

１，８６１両 ０．６％

０
運転車両数
延在籍車両数

×１００

△ ３７７，７８６．６� △ ０．９％

２，２２８，４０７人 １．３％

１，６９７，５７９人 ２．１％

０．４
定期乗車人員
年間乗車人員

×１００

５３０，８２８人 ０．６％

△ １８，３３２人 △ ９．８％

△ ２，５５６人 △ ９．７％

△ ２，５８５人 △ １０．６％

２，２０４，９３４人 １．３％

５両 ０．６％

△ １，０３５．０� △ ０．９％

６，０４１人 １．３％

０．１人 ２．２％

△ ８円 △ １．０％
経常 収 益
運転キロ数

１０円 １．５％
運送 収 益
運転キロ数

△ ３３円 △ ４．２％
経常 費 用
運転キロ数

△ ３４人 △ １．７％ 年度末現在
－ 〃

△ ３４人 △ １．７％ 〃

�
�
�

�
�
�
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分 析 項 目
比 率

算 式
１４年度 １３年度 １２年度

％ ％ ％

財

務

比

率

１ 流動資産対固定資産比率 １２．４ １６．８ １１．４
流 動 資 産
固定資産＋繰延勘定

×１００
固定資産＝固定資産－
減価償却累計額
（以下同じ。）

２ 固 定 比 率 １７７．８ ２１９．２ ２４８．６
固 定 資 産
自 己 資 本

×１００
自己資本＝自己資本金
＋剰余金（以下同じ。）

３ 固 定 長 期 適 合 率 １１１．８ １２０．８ １２３．６
固 定 資 産
自己資本＋固定負債

×１００
固定負債＝固定負債＋
借入資本金（以下同じ。）

４ 流 動 比 率 ５４．１ ４９．４ ３７．４
流 動 資 産
流 動 負 債

×１００

５ 酸 性 試 験 比 率 ５１．９ ４７．７ ３５．６
現金預金＋未収金
流 動 負 債

×１００

６ 現 金 預 金 比 率 ９．８ １５．４ ３．３
現 金 預 金
流 動 負 債

×１００

７ 負 債 比 率 ９９．９ １５６．１ １７６．９
負 債

自 己 資 本
×１００

負債＝固定負債＋借入
資本金＋流動負債
（以下同じ。）

８ 固 定 負 債 比 率 ５９．０ ８１．４ １０１．２
固 定 負 債
自 己 資 本

×１００

９ 流 動 負 債 比 率 ４０．９ ７４．７ ７５．７
流 動 負 債
自 己 資 本

×１００

収

益

率

１０
総 資 本 利 益 率
（ △ 損 失 率 ）

６．７ ２．０ △ ０．３
経常利益（△損失）
平 均 総 資 本

×１００
総資本＝資本＋負債
平均＝１／２（期首＋期末）
（以下同じ。）

１１
自 己 資 本 利 益 率
（ △ 損 失 率 ）

１５．１ ５．３ △ １．０
経常利益（△損失）
平均自己資本

×１００

１２
経常利益対経常収益比率
（△経常損失対経常収益比率）

４．５ １．３ △ ０．２
経常利益（△損失）
経 常 収 益

×１００
経常収益＝営業収益＋
営業外収益（以下同じ。）

１３
営業利益対営業収益比率
（△営業損失対営業収益比率）

△ ７．９ △ １４．２ △ １１．５
営業利益（△損失）
営 業 収 益

×１００

１４ 経常収益対経常費用比率 １０４．７ １０１．３ ９９．８
経 常 収 益
経 常 費 用

×１００
経常費用＝営業費用＋
営業外費用

１５ 営業収益対営業費用比率 ９２．７ ８７．６ ８９．７
営 業 収 益
営 業 費 用

×１００

そ

の

他

１６ 利 子 負 担 率 １．６ １．９ １．９
支 払 利 息
有利子平均負債

×１００

１７ 企業債償還額対償還財源比率 ６３．４ ９３．５ ８１．８
企 業 債 償 還 額
減価償却費＋経常利益（△損失）

×１００

第２表 経 営 分 析 表
（自動車事業）
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第３表 予 算 決 算

� 収 益 的

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ 円 ％ ％ ％ ％

１自 動 車 事 業 収 益 ３２，５２３，２７５，０００ １００ １００ ３３，１２０，８６２，０７１ １００ １００ １０１．８ ９９．５

	営 業 収 益 ２８，６６２，８２０，０００ ８８．１ ８６．３ ２９，２５６，８４９，５４１ ８８．３ ８６．２ １０２．１ ９９．４


営 業 外 収 益 ３，８６０，４５５，０００ １１．９ １３．７ ３，８６４，０１２，５３０ １１．７ １３．８ １００．１ ９９．７

� 資 本 的

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ A 円 ％ ％ ％ ％

１自動車事業資本的収入 １，７７８，０２７，０００ １００ １００ １，６２６，７６０，８３２ １００ １００ ９１．５ ９０．６

	企 業 債 １，２６０，０００，０００ ７０．９ ７０．４ １，２２３，０００，０００ ７５．２ ７２．２ ９７．１ ９３．０


国 庫 補 助 金 ８１，４７０，０００ ４．６ ３．５ １１３，２０９，４００ ７．０ ３．０ １３９．０ ７５．９

�県 補 助 金 １４，０００，０００ ０．８ ０．５ １５，３２９，０００ ０．９ ０．７ １０９．５ １１０．６

一 般 会 計 補 助 金 ３６２，４７０，０００ ２０．４ ２３．５ ２６２，６５３，８００ １６．１ ２２．３ ７２．５ ８６．１

�そ の 他 収 入 ６０，０８７，０００ ３．４ ２．０ １２，５６８，６３２ ０．８ １．８ ２０．９ ７９．６

備考 Ｂ－Ａ＝２，０９３，８９０，５８１円については、次のものが充てられている。
１ 当年度分損益勘定留保資金等 １４７，２６７，０２５円
２ 運転資金 １，９４６，６２３，５５６円
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対 照 比 率 表

収 支
（自動車事業）

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ 円 ％ ％ ％ ％

１自 動 車 事 業 費 ３２，４８５，９５８，０００ １００ １００ ３１，６２７，９０４，６２４ １００ １００ ９７．４ ９７．３

	営 業 費 用 ３１，５２３，０８４，０００ ９７．０ ９７．０ ３０，７０９，１２４，７３５ ９７．１ ９７．１ ９７．４ ９７．５


営 業 外 費 用 ９４２，８７４，０００ ２．９ ３．０ ９１８，７７９，８８９ ２．９ ２．９ ９７．４ ９３．８

�予 備 費 ２０，０００，０００ ０．１ ０．１ ０ ０ ０ ０ ０

収 支

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ B 円 ％ ％ ％ ％

１自動車事業資本的支出 ３，８９９，２６３，０００ １００ １００ ３，７２０，６５１，４１３ １００ １００ ９５．４ ９４．４

	建 設 改 良 費 １，８１０，６３３，０００ ４６．４ ５２．３ １，６５４，６８６，３３３ ４４．５ ５０．１ ９１．４ ９０．４


企 業 債 償 還 金 ２，０６８，６３０，０００ ５３．１ ４７．２ ２，０６５，９６５，０８０ ５５．５ ４９．９ ９９．９ ９９．７

�予 備 費 ２０，０００，０００ ０．５ ０．４ ０ ０ ０ ０ ０
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備考 未処理欠損金 平成１４年度 ３，８６２，３０２，３７４円
平成１３年度 ５，２９４，９６６，３８９円

第４表 比 較

借 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率

円 ％ 円 ％ 円 ％
１営 業 費 用 ３０，５３８，６０４，８７６ ９９．４ ３２，１２１，０６５，０７３ ９９．３ △△１，５８２，４６０，１９７ △△ ４．９

	諸 構 築 物 保 存 費 ２８５，７４２，００９ ０．９ ３１９，１８７，６６２ １．０ △ ３３，４４５，６５３ △ １０．５


車 両 保 存 費 ２，４７０，２１０，９９２ ８．０ ２，５５７，５５９，８５６ ７．９ △ ８７，３４８，８６４ △ ３．４

�運 転 費 ２３，８４７，６９３，７７１ ７７．６ ２４，９２９，０２５，２８０ ７７．０ △１，０８１，３３１，５０９ △ ４．３

運 輸 管 理 費 １，４７０，０２５，７０６ ４．８ １，６７３，４００，０７７ ５．２ △ ２０３，３７４，３７１ △ １２．２

�自 動 車 重 量 税 ４１，５８２，８００ ０．１ ４０，４２９，２００ ０．１ １，１５３，６００ ２．９

�研 修 所 費 ２７，５８１，７９６ ０．１ ２５，４５３，８５７ ０．１ ２，１２７，９３９ ８．４

�一 般 管 理 費 ５６８，２７９，８３５ １．８ ５１６，７２８，００６ １．６ ５１，５５１，８２９ １０．０

�減 価 償 却 費 １，８２７，４８７，９６７ ５．９ ２，０５９，２８１，１３５ ６．４ △ ２３１，７９３，１６８ △ １１．３

２営 業 外 費 用 １８９，６９７，４２５ ０．６ ２３９，３５６，３４１ ０．７ △△ ４９，６５８，９１６ △△ ２０．７

	支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 １０６，１７６，８１１ ０．３ １４５，９８３，０２７ ０．５ △ ３９，８０６，２１６ △ ２７．３


繰 延 勘 定 償 却 － － １６２，４００ ０．０ △ １６２，４００ △１００

�雑 支 出 ８３，５２０，６１４ ０．３ ９３，２１０，９１４ ０．３ △ ９，６９０，３００ △ １０．４

経 常 費 用 ３０，７２８，３０２，３０１ １００ ３２，３６０，４２１，４１４ １００ △△１，６３２，１１９，１１３ △△ ５．０

経 常 利 益 １，４３２，６６４，０１５ ４２２，５８６，６８６ １，０１０，０７７，３２９ ２３９．０

総 費 用 ３０，７２８，３０２，３０１ ３２，３６０，４２１，４１４ △△１，６３２，１１９，１１３ △△ ５．０

当 年 度 純 利 益 １，４３２，６６４，０１５ ４２２，５８６，６８６ １，０１０，０７７，３２９ ２３９．０

合 計 ３２，１６０，９６６，３１６ ３２，７８３，００８，１００ △△ ６２２，０４１，７８４ △△ １．９

８０― ―



損 益 計 算 書
（自動車事業）

貸 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率

円 ％ 円 ％ 円 ％
１営 業 収 益 ２８，２９９，５６１，６６１ ８８．０ ２８，１３１，５１０，０３８ ８５．８ １６８，０５１，６２３ ０．６

	運 送 収 益 ２７，８３７，５２４，３７０ ８６．６ ２７，６５３，８５４，６４３ ８４．４ １８３，６６９，７２７ ０．７


運 送 雑 収 益 ４６２，０３７，２９１ １．４ ４７７，６５５，３９５ １．５ △ １５，６１８，１０４ △ ３．３

２営 業 外 収 益 ３，８６１，４０４，６５５ １２．０ ４，６５１，４９８，０６２ １４．２ △△ ７９０，０９３，４０７ △△ １７．０

	受 取 利 息 １，８９６，０６８ ０．０ １，４９４，０７４ ０．０ ４０１，９９４ ２６．９


国 庫 補 助 金 ３１，３８３，６００ ０．１ １，１０４，３５０ ０．０ ３０，２７９，２５０ 略

�一 般 会 計 補 助 金 ３，７１７，６６６，４９８ １１．６ ４，５９７，７３５，６８３ １４．０ △ ８８０，０６９，１８５ △ １９．１

雑 収 益 １１０，４５８，４８９ ０．３ ５１，１６３，９５５ ０．２ ５９，２９４，５３４ １１５．９

経 常 収 益 ３２，１６０，９６６，３１６ １００ ３２，７８３，００８，１００ １００ △△ ６２２，０４１，７８４ △△ １．９

総 収 益 ３２，１６０，９６６，３１６ ３２，７８３，００８，１００ △△ ６２２，０４１，７８４ △△ １．９

合 計 ３２，１６０，９６６，３１６ ３２，７８３，００８，１００ △△ ６２２，０４１，７８４ △△ １．９

８１― ―



第５表 経 常 費 用

科 目 金 額
構 成 比 率 １３年 度 に

対する比率１４年 度 １３年 度

円 ％ ％ ％
人 件 費 ２４，５５１，８０２，２４５ ７９．９ ７９．７ ９５．２

１直 接 人 件 費 １６，７６１，１１４，９７３ ５４．５ ５３．３ ９７．１

給 料 ８，３４０，４９３，１７８ ２７．１ ２６．１ ９８．６

手 当 ８，４２０，６２１，７９５ ２７．４ ２７．２ ９５．７

２間 接 人 件 費 ７，７９０，６８７，２７２ ２５．４ ２６．４ ９１．３

退 職 給 与 金 ２，７９６，１４９，７７５ ９．１ １０．６ ８１．８

法 定 福 利 費 ２，６４４，５０９，３５９ ８．６ ８．５ ９６．６

厚 生 福 利 費 ２６１，２３８，０００ ０．９ ０．８ ９７．６

賃 金 ２，０８８，７９０，１３８ ６．８ ６．５ ９９．０

金 融 費 １０６，１７６，８１１ ０．３ ０．５ ７２．７

企 業 債 利 息 １０５，４５９，５６４ ０．３ ０．４ ７２．８

一 時 借 入 金 利 息 ８１，２８７ ０．０ ０．０ １９．６

企業債手数料及び取扱費 ６３５，９６０ ０．０ ０．０ ７９．７

企業債発行差金償却 － － ０．０ －

物 件 費 そ の 他 の 経 費 ６，０７０，３２３，２４５ １９．８ １９．９ ９４．５

諸構築物及び諸設備修繕費 ２１８，１８７，６７８ ０．７ ０．５ １２２．７

建 物 修 繕 費 ３５，７２６，２０３ ０．１ ０．１ ７９．８

車 両 修 繕 費 ７０８，１１５，３４５ ２．３ ２．２ １００．５

そ の 他 修 繕 費 ２１，０００，７６０ ０．１ ０．１ ６０．１

修 繕 費 ８，８７１，４３１ ０．０ ０．０ １５０．２

固 定 資 産 除 却 費 ４２，１２９，６０４ ０．１ ０．３ ４７．７

油 脂 糸 屑 費 １２，５９２，１４０ ０．０ ０．０ １０４．２

動 力 費 １，１６１，４５１，８０３ ３．８ ３．５ １０１．５

電 力 料 ５６，０５４，７３８ ０．２ ０．２ １０１．８

自 動 車 燃 料 費 ７，０９８，１１９ ０．０ ０．０ ９７．１

乗 車 券 ・ 帳 表 類 ５４，１７３，０３３ ０．２ ０．２ ８３．５

備 消 品 費 ３８，００８，７８９ ０．１ ０．２ ５１．３

被 服 費 ５７，７７０，６５６ ０．２ ０．３ ６０．４

光 熱 水 費 １７３，３２７，６４５ ０．６ ０．５ ９８．２

８２― ―



節 別 比 率 表
（自動車事業）

科 目 金 額
構 成 比 率 １３年 度 に

対する比率１４年 度 １３年 度

円 ％ ％ ％
駅 共 同 使 用 料 ３２９，１４４ ０．０ ０．０ １００

乗 車 券 販 売 手 数 料 ３０６，９５４，０４３ １．０ ０．９ １０２．８

職 員 募 集 費 １，６７６，８０６ ０．０ ０．０ １００．２

車 両 清 掃 費 １５９，６８３，１４７ ０．５ ０．６ ８８．９

旅 費 １，９４１，９５１ ０．０ ０．０ １３３．８

通 信 運 搬 費 ４５，８４０，５３８ ０．１ ０．１ １０４．５

印 刷 製 本 費 ８，９５２，８８５ ０．０ ０．０ ７３．４

事 故 費 ３１，９０８，８２９ ０．１ ０．２ ５０．４

負 担 金 １１０，６４６，２１３ ０．４ ０．３ １００．０

会 議 費 ９，１６０ ０．０ ０．０ ３４．２

報 償 費 ３，５９９，２７５ ０．０ ０．０ １１６．８

委 託 料 ５５０，５１２，４１８ １．８ １．６ １０６．８

手 数 料 ３，８３４，８８７ ０．０ ０．０ １６６．４

賃 借 料 １３９，１８８，６０５ ０．５ ０．４ ９９．５

諸 謝 金 １，７０４，１６４ ０．０ ０．０ ９８．５

交 際 費 ２４０，７９８ ０．０ ０．０ ３０．２

保 険 料 ９９，３９３，７６２ ０．３ ０．４ ８１．８

有 料 道 路 利 用 料 ２８，０６０，４８１ ０．１ ０．１ １０９．５

自 動 車 重 量 税 ４２，４０９，５３５ ０．１ ０．１ １０３．３

広 告 宣 伝 費 ９，６４４，９８２ ０．０ ０．０ ９３．５

雑 費 １８，２７５，０９７ ０．１ ０．０ １５３．４

有形固定資産減価償却費 １，８２７，４７５，９７９ ５．９ ６．４ ８８．８

無形固定資産減価償却費 １１，９８８ ０．０ ０．０ ０．９

雑 支 出 ８３，５２０，６１４ ０．３ ０．３ ８９．６

合 計 ３０，７２８，３０２，３０１ １００ １００ ９５．０

８３― ―



備考 減価償却累計額 平成１４年度 ２４，５８３，９６９，５１７円
平成１３年度 ２３，４０３，６０４，５８３円

借 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率
円 ％ 円 ％ 円 ％

１固 定 資 産 １８，４３０，９６９，４１９ ８８．９ １８，７４４，８６３，０７９ ８５．６ △△ ３１３，８９３，６６０ △△ １．７

	有 形 固 定 資 産 １８，４２９，７２６，９１９ ８８．９ １８，７４３，１３７，０９１ ８５．６ △ ３１３，４１０，１７２ △ １．７

土 地 ３，６１５，２２５，２９９ １７．４ ３，６０４，０５６，０６９ １６．５ １１，１６９，２３０ ０．３

建 物 ３，０８３，３５８，３６３ １４．９ ３，１５４，５３５，９３９ １４．４ △ ７１，１７７，５７６ △ ２．３

建 物 付 属 設 備 ８８３，１２８，５００ ４．３ ９５６，６２４，１１７ ４．４ △ ７３，４９５，６１７ △ ７．７

構 築 物 ２，６７１，８３３，１６５ １２．９ ２，７８５，５５１，３８２ １２．７ △ １１３，７１８，２１７ △ ４．１

車 両 ６，８０２，３５１，７８０ ３２．８ ６，７９４，６７９，１２７ ３１．０ ７，６７２，６５３ ０．１

機 械 装 置 ５８９，３１４，９３８ ２．８ ６４６，７９０，９３５ ３．０ △ ５７，４７５，９９７ △ ８．９

工具・器具・備品 ７８４，５１４，８７４ ３．８ ８００，８９９，５２２ ３．７ △ １６，３８４，６４８ △ ２．０


無 形 固 定 資 産 － － １１，９８８ ０．０ △ １１，９８８ △１００

その他無形固定資産 － － １１，９８８ ０．０ △ １１，９８８ △１００

�投 資 １，２４２，５００ ０．０ １，７１４，０００ ０．０ △ ４７１，５００ △ ２７．５

そ の 他 投 資 １，２４２，５００ ０．０ １，７１４，０００ ０．０ △ ４７１，５００ △ ２７．５

２流 動 資 産 ２，２９３，８１１，５５２ １１．１ ３，１５６，０１６，８９７ １４．４ △△ ８６２，２０５，３４５ △△ ２７．３

	現 金 預 金 ４１６，９９８，２５２ ２．０ ９８６，６４１，７３５ ４．５ △ ５６９，６４３，４８３ △ ５７．７


未 収 金 １，２３０，０２７，６７８ ５．９ １，５０８，６８７，４０５ ６．９ △ ２７８，６５９，７２７ △ １８．５

�未 収 運 賃 １６２，０２８，５４５ ０．８ ２４８，５７９，０４４ １．１ △ ８６，５５０，４９９ △ ３４．８

未 収 収 益 ３９１，５３７，１４５ １．９ ３０１，０１８，７４２ １．４ ９０，５１８，４０３ ３０．１

�貯 蔵 品 ５１，０７５，８０６ ０．２ ７５，７０８，３０１ ０．３ △ ２４，６３２，４９５ △ ３２．５

�前 払 費 用 １１，４４４，１２６ ０．１ ４，６８１，６７０ ０．０ ６，７６２，４５６ １４４．４

�そ の 他 流 動 資 産 ３０，７００，０００ ０．１ ３０，７００，０００ ０．１ ０ ０

資 産 合 計 ２０，７２４，７８０，９７１ １００ ２１，９００，８７９，９７６ １００ △△ １，１７６，０９９，００５ △△ ５．４

第６表 比 較
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貸 借 対 照 表 （自動車事業）

貸 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率
円 ％ 円 ％ 円 ％

１流 動 負 債 ４，２４０，４３５，１０８ ２０．５ ６，３８６，９６５，１４３ ２９．２ △△ ２，１４６，５３０，０３５ △△ ３３．６

	未 払 金 ２７０，６６６，０１１ １．３ １，５０９，２６９，９７８ ６．９ △ １，２３８，６０３，９６７ △ ８２．１


未 払 費 用 ３，６６０，８６８，５６１ １７．７ ４，５３０，２１２，８０１ ２０．７ △ ８６９，３４４，２４０ △ １９．２

�預 り 金 １４５，３８５，５１３ ０．７ １７１，２８４，６１４ ０．８ △ ２５，８９９，１０１ △ １５．１

前 受 収 益 １３２，１２７，２７３ ０．６ １４５，４９７，７５０ ０．７ △ １３，３７０，４７７ △ ９．２

�そ の 他 短 期 負 債 ３１，３８７，７５０ ０．２ ３０，７００，０００ ０．１ ６８７，７５０ ２．２

負 債 合 計 ４，２４０，４３５，１０８ ２０．５ ６，３８６，９６５，１４３ ２９．２ △△ ２，１４６，５３０，０３５ △△ ３３．６

１資 本 金 １１，６９３，５６２，３４６ ５６．４ １２，５３６，５２７，４２６ ５７．２ △△ ８４２，９６５，０８０ △△ ６．７

	自 己 資 本 金 ５，５７４，６２５，３３０ ２６．９ ５，５７４，６２５，３３０ ２５．５ ０ ０


借 入 資 本 金 ６，１１８，９３７，０１６ ２９．５ ６，９６１，９０２，０９６ ３１．８ △ ８４２，９６５，０８０ △ １２．１

企 業 債 ６，１１８，９３７，０１６ ２９．５ ６，９６１，９０２，０９６ ３１．８ △ ８４２，９６５，０８０ △ １２．１

２剰 余 金 ４，７９０，７８３，５１７ ２３．１ ２，９７７，３８７，４０７ １３．６ １，８１３，３９６，１１０ ６０．９

	資 本 剰 余 金 ８，６５３，０８５，８９１ ４１．８ ８，２７２，３５３，７９６ ３７．８ ３８０，７３２，０９５ ４．６

国 庫 補 助 金 ６０２，６７７，８２５ ２．９ ４８９，４６８，４２５ ２．２ １１３，２０９，４００ ２３．１

県 補 助 金 ３１５，１３０，８３５ １．５ ２９９，８０１，８３５ １．４ １５，３２９，０００ ５．１

他 会 計 補 助 金 ３，７９５，５３１，０１３ １８．３ ３，５４１，６４４，３７３ １６．２ ２５３，８８６，６４０ ７．２

事業施設建設受入負担金 １，０９５，６４９，２５１ ５．３ １，１０１，８２２，８４０ ５．０ △ ６，１７３，５８９ △ ０．６

事業施設受贈財産評価額 ２，８１２，５１３，３４７ １３．６ ２，８０８，０３２，７０３ １２．８ ４，４８０，６４４ ０．２

その他資本剰余金 ３１，５８３，６２０ ０．２ ３１，５８３，６２０ ０．１ ０ ０


欠 損 金 （ △ ） △ ３，８６２，３０２，３７４ △１８．６ △ ５，２９４，９６６，３８９ △２４．２ １，４３２，６６４，０１５ △ ２７．１

当年度未処理欠損金 △ ３，８６２，３０２，３７４ △１８．６ △ ５，２９４，９６６，３８９ △２４．２ １，４３２，６６４，０１５ △ ２７．１

資 本 合 計 １６，４８４，３４５，８６３ ７９．５ １５，５１３，９１４，８３３ ７０．８ ９７０，４３１，０３０ ６．３

負 債 ・ 資 本 合 計 ２０，７２４，７８０，９７１ １００ ２１，９００，８７９，９７６ １００ △△ １，１７６，０９９，００５ △△ ５．４
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第８ 高速鉄道事業

第１表 業 務

項 目
１４ 年 度

�

１３ 年 度

�

施

設

規

模

営 業 キ ロ 程 ４０．４� ４０．４�

駅 数 ３２駅 ３２駅

車 両 編 成 ６両編成３８列車 ６両編成３８列車

在 籍 車 両 数 ２２８両 ２２８両

平 均 車 齢 １６年８月 １５年８月

可 動 車 両 数 ２２２両 ２２２両

業

務

量

運 転 車 両 数 ６７，９５０両 ６７，９５０両

稼 働 率 ８１．７％ ８１．７％

車 両 運 転 キ ロ 数 ２６，０５５，０９９．０� ２６，０４２，００７．０�

年 間 乗 車 人 員 １５８，８７７，５２０人 １５５，７３７，３１８人

う ち 定 期 ８５，５８９，１３２人 ８３，４８１，３６８人

（ 同 比 率 ） ５３．９％ ５３．６％

う ち 定 期 外 ７３，２８８，３８８人 ７２，２５５，９５０人

１ 日 平 均

運 転 車 両 数 １８６両 １８６両

車 両 運 転 キ ロ 数 ７１，３８３．８� ７１，３４８．０�

乗 車 人 員 ４３５，２８１人 ４２６，６７８人

運 転 １ キ ロ 当 た り

乗 車 人 員 ６．１人 ６．０人

経 常 収 益 １，２７３円 １，２５６円

う ち 運 輸 収 益 １，１０６円 １，０８８円

経 常 費 用 １，８１０円 １，８８４円

う ち 支 払 利 息 ６９７円 ７３３円

職

員

数

損 益 勘 定 所 属 職 員 数 ９９７人 ９９８人

資 本 勘 定 所 属 職 員 数 ２４４人 ２３５人

計 １，２４１人 １，２３３人
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実 績 表
（高速鉄道事業）

比較増△減

�－�
増減率

�－�
� ×１００ 備 考

０� ０ ％ 年度末現在

０駅 ０ ％ 〃

０列車 ０ ％ 〃

０両 ０ ％ 〃

１年０月 ６．４％ 〃

０両 ０ ％ 〃

０両 ０ ％ 年間延運転車両数

０
年間延運転車両数
年間延在籍車両数

×１００

１３，０９２．０� ０．１％ 実車キロ数

３，１４０，２０２人 ２．０％

２，１０７，７６４人 ２．５％

０．３
定期乗車人員
年間乗車人員

×１００

１，０３２，４３８人 １．４％

０両 ０ ％

３５．８� ０．１％

８，６０３人 ２．０％

０．１人 ２．０％

１７円 １．４％
経常収益

車両運転キロ数

１８円 １．７％
運輸収益

車両運転キロ数

△ ７４円 △ ３．９％
経常費用

車両運転キロ数

△ ３６円 △ ４．９％
支払利息

車両運転キロ数

△ １人 △ ０．１％ 年度末現在

９人 ３．８％ 〃

８人 ０．６％ 〃

８７― ―



分 析 項 目
比 率

算 式
１４年度 １３年度 １２年度

％ ％ ％

財

務

比

率

１ 流動資産対固定資産比率 ３．７ ４．７ ２．６
流 動 資 産
固定資産＋繰延勘定

×１００
固定資産＝固定資産－
減価償却累計額
（以下同じ。）

２ 固 定 比 率 ４６６．４ ４６２．７ ４７９．０
固 定 資 産
自 己 資 本

×１００
自己資本＝自己資本金
＋剰余金（以下同じ。）

３ 固 定 長 期 適 合 率 ９９．７ ９９．５ １００．０
固 定 資 産
自己資本＋固定負債

×１００
固定負債＝固定負債＋
借入資本金（以下同じ。）

４ 流 動 比 率 １０７．６ １１１．１ １００．１
流 動 資 産
流 動 負 債

×１００

５ 酸 性 試 験 比 率 １０７．４ １１０．９ ７９．９
現金預金＋未収金
流 動 負 債

×１００

６ 現 金 預 金 比 率 ５７．６ ６２．１ ５６．７
現 金 預 金
流 動 負 債

×１００

７ 負 債 比 率 ３８３．７ ３８４．２ ３９１．５
負 債

自 己 資 本
×１００

負債＝固定負債＋借入
資本金＋流動負債
（以下同じ。）

８ 固 定 負 債 比 率 ３６７．６ ３６４．８ ３７９．０
固 定 負 債
自 己 資 本

×１００

９ 流 動 負 債 比 率 １６．１ １９．４ １２．５
流 動 負 債
自 己 資 本

×１００

収

益

率

１０
総 資 本 利 益 率
（ △ 損 失 率 ）

△ ２．２ △ ２．７ △ ３．１
経常利益（△損失）
平 均 総 資 本

×１００
総資本＝資本＋負債
平均＝１／２（期首＋期末）
（以下同じ。）

１１
自 己 資 本 利 益 率
（ △ 損 失 率 ）

△ １０．７ △ １３．０ △ １４．７
経常利益（△損失）
平均自己資本

×１００

１２
経常利益対経常収益比率
（△経常損失対経常収益比率）

△ ４２．２ △ ５０．０ △ ５７．１
経常利益（△損失）
経 常 収 益

×１００
経常収益＝営業収益＋
営業外収益（以下同じ。）

１３
営業利益対営業収益比率
（△営業損失対営業収益比率）

２．５ △ ２．４ △ ４．６
営業利益（△損失）
営 業 収 益

×１００

１４ 経常収益対経常費用比率 ７０．３ ６６．７ ６３．７
経 常 収 益
経 常 費 用

×１００
経常費用＝営業費用＋
営業外費用

１５ 営業収益対営業費用比率 １０２．５ ９７．６ ９５．６
営 業 収 益
営 業 費 用

×１００

そ

の

他

１６ 利 子 負 担 率 ３．９ ４．２ ４．５
支 払 利 息
有利子平均負債

×１００
支払利息には建設利息
を含む。

１７ 企業債償還額対償還財源比率 △３，３９９．１ △１，０３６．８ △６１６．６
企 業 債 償 還 額
減価償却費＋経常利益（△損失）

×１００

第２表 経 営 分 析 表
（高速鉄道事業）
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第３表 予 算 決 算

� 収 益 的

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ 円 ％ ％ ％ ％

１高速鉄道事業収益 ３５，０４０，９４４，０００ １００ １００ ３４，５７０，９４３，０４１ １００ １００ ９８．７ １０２．６

�営 業 収 益 ３１，５４４，３１２，０００ ９０．０ ８９．５ ３１，０７５，０３５，７９０ ８９．９ ８９．６ ９８．５ １０２．７

�営 業 外 収 益 ３，４９６，６３２，０００ １０．０ １０．５ ３，４９５，９０７，２５１ １０．１ １０．４ １００．０ １０１．７

備考 収益的収入額が収益的支出額に不足する額については、主として資本費負担緩和分企業債１２，５００，０００，０００円が充

� 資 本 的

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ A 円 ％ ％ ％ ％

１高 速 鉄 道 事 業
資 本 的 収 入 ６７，４５３，９７７，２２８ １００ １００ ５１，４４５，２４８，９９７ １００ １００ ７６．３ ６５．２

�企 業 債 ３３，１６６，４７９，４８３ ４９．２ ４９．８ ２８，２４１，３３０，０８６ ５４．９ ４６．６ ８５．２ ６１．１

�一 般 会 計 出 資 金 ４，０６８，０００，０００ ６．０ １０．２ ３，９７０，０００，０００ ７．７ １４．６ ９７．６ ９３．１

�国 庫 補 助 金 ２，６１９，１６８，７３７ ３．９ ４．０ １，６６９，５０３，０７４ ３．２ ３．３ ６３．７ ５３．６

�一 般 会 計 補 助 金 ４，７７５，０７９，０００ ７．１ １４．５ ４，７２０，１８６，４４２ ９．２ ２２．４ ９８．９ １０１．１

	負 担 金 １０，２１２，１８７，２１４ １５．１ １６．５ ５，７１５，２３１，２７０ １１．１ ８．５ ５６．０ ３３．６


そ の 他 収 入 １２，６１３，０６２，７９４ １８．７ ４．９ ７，１２８，９９８，１２５ １３．９ ４．５ ５６．５ ５９．６

備考 Ｂ－Ａ（前年度財源充当額３，３１７，７４８，９０３円及び翌年度財源充当額４，６７９，４６７，９５０円を除く。）＝２２，００８，０７９，９３８円
１ 繰越工事資金 ６，７３８，９６８，５１７円
２ 当年度分損益勘定留保資金等 １２，２１４，３０１，９４３円
３ 運転資金 ３，０５４，８０９，４７８円

９０― ―



対 照 比 率 表

収 支
（高速鉄道事業）

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ 円 ％ ％ ％ ％

１高 速 鉄 道 事 業 費 ４９，０３８，３６９，０００ １００ １００ ４７，８０８，５７２，８０７ １００ １００ ９７．５ ９９．１

�営 業 費 用 ２９，６８５，１５９，０００ ６０．５ ５９．８ ２９，１８６，１９２，８７６ ６１．０ ６０．４ ９８．３ １００．０

�営 業 外 費 用 １９，３３３，２１０，０００ ３９．４ ４０．１ １８，６２２，３７９，９３１ ３９．０ ３９．６ ９６．３ ９７．７

�予 備 費 ２０，０００，０００ ０．０ ０．０ ０ ０ ０ ０ ０

てられている。

収 支

科 目 予 算 現 額
構 成 比 率

決 算 額
構 成 比 率 決算額の予算現

額に対する比率

１４年度 １３年度 １４年度 １３年度 １４年度 １３年度

円 ％ ％ B 円 ％ ％ ％ ％

１高 速 鉄 道 事 業
資 本 的 支 出 ８９，９８８，４０５，７４５ １００ １００ ６５，４５６，１１２，０８２ １００ １００ ７２．７ ６４．６

�建 設 改 良 費 ６２，５７０，２６１，７４５ ６９．５ ６８．６ ３９，９６５，８７７，１３５ ６１．１ ５３．４ ６３．９ ５０．３

�企 業 債 償 還 金 ２７，４１８，１４４，０００ ３０．５ ３１．４ ２５，４９０，２３４，９４７ ３８．９ ４６．６ ９３．０ ９６．０

については、次のものが充てられている。

９１― ―



備考 未処理欠損金 平成１４年度 ２７０，２７８，７６８，１４８円
平成１３年度 ２５６，２９２，２４１，０８３円

第４表 比 較

借 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率

円 ％ 円 ％ 円 ％
１営 業 費 用 ２８，９４６，６１５，５７９ ６１．４ ２９，８９５，７２０，８００ ６０．９ △△ ９４９，１０５，２２１ △△ ３．２

�線 路 保 存 費 ２，１５９，５６９，３１８ ４．６ １，９５１，７５５，２９５ ４．０ ２０７，８１４，０２３ １０．６

�電 路 保 存 費 １，８８４，５４６，６３６ ４．０ １，６３４，１８３，４８５ ３．３ ２５０，３６３，１５１ １５．３

�車 両 保 存 費 １，５７６，０１５，５８７ ３．３ １，６０８，１９７，２１１ ３．３ △ ３２，１８１，６２４ △ ２．０

�運 転 費 ３，３４６，３６１，７７９ ７．１ ３，３６８，８１６，４４９ ６．９ △ ２２，４５４，６７０ △ ０．７

	運 輸 費 ５，５５５，７６２，９８７ １１．８ ６，０４６，３３０，０４３ １２．３ △ ４９０，５６７，０５６ △ ８．１


運 輸 管 理 費 ８９６，１８６，８３９ １．９ １，０９３，３３４，５９４ ２．２ △ １９７，１４７，７５５ △ １８．０

�研 修 所 費 ２８，１３６，４４５ ０．１ ３０，６５５，１７３ ０．１ △ ２，５１８，７２８ △ ８．２

�一 般 管 理 費 ２６３，４０９，３９４ ０．６ ３０３，５９９，５４０ ０．６ △ ４０，１９０，１４６ △ １３．２

減 価 償 却 費 １３，２３６，６２６，５９４ ２８．１ １３，８５８，８４９，０１０ ２８．２ △ ６２２，２２２，４１６ △ ４．５

２営 業 外 費 用 １８，２００，１９７，７６３ ３８．６ １９，１７３，６７５，６９８ ３９．１ △△ ９７３，４７７，９３５ △△ ５．１

�支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 １８，１６９，７３３，２９６ ３８．５ １９，１１３，２０２，６６５ ３９．０ △ ９４３，４６９，３６９ △ ４．９

�繰 延 勘 定 償 却 ４，６８６，７８０ ０．０ ５，６２０，６００ ０．０ △ ９３３，８２０ △ １６．６

�雑 支 出 ２５，７７７，６８７ ０．１ ５４，８５２，４３３ ０．１ △ ２９，０７４，７４６ △ ５３．０

経 常 費 用 ４７，１４６，８１３，３４２ １００ ４９，０６９，３９６，４９８ １００ △△１，９２２，５８３，１５６ △△ ３．９

総 費 用 ４７，１４６，８１３，３４２ ４９，０６９，３９６，４９８ △△１，９２２，５８３，１５６ △△ ３．９

合 計 ４７，１４６，８１３，３４２ ４９，０６９，３９６，４９８ △△１，９２２，５８３，１５６ △△ ３．９

９２― ―



損 益 計 算 書
（高速鉄道事業）

貸 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率

円 ％ 円 ％ 円 ％
１営 業 収 益 ２９，６７９，３３９，３１９ ８９．５ ２９，１８９，２９１，９０５ ８９．２ ４９０，０４７，４１４ １．７

�運 輸 収 益 ２８，８２２，５５８，８３５ ８６．９ ２８，３３３，７６５，２８１ ８６．６ ４８８，７９３，５５４ １．７

�運 輸 雑 収 益 ８５６，７８０，４８４ ２．６ ８５５，５２６，６２４ ２．６ １，２５３，８６０ ０．１

２ 営 業 外 収 益 ３，４８０，９４６，９５８ １０．５ ３，５２７，７４８，７２０ １０．８ △△ ４６，８０１，７６２ △△ １．３

�受 取 利 息 ２，２３１，３８４ ０．０ １，８７４，６１０ ０．０ ３５６，７７４ １９．０

�国 庫 補 助 金 ２１１，８７７，０００ ０．６ ２９６，１７３，０００ ０．９ △ ８４，２９６，０００ △ ２８．５

�県 補 助 金 １００，０００，０００ ０．３ １００，０００，０００ ０．３ ０ ０

�一 般 会 計 補 助 金 ２，６０１，１１５，３４７ ７．８ ２，６０８，７６９，５３５ ８．０ △ ７，６５４，１８８ △ ０．３

	雑 収 益 ５６５，７２３，２２７ １．７ ５２０，９３１，５７５ １．６ ４４，７９１，６５２ ８．６

経 常 収 益 ３３，１６０，２８６，２７７ １００ ３２，７１７，０４０，６２５ １００ ４４３，２４５，６５２ １．４

経 常 損 失 １３，９８６，５２７，０６５ １６，３５２，３５５，８７３ △２，３６５，８２８，８０８ △ １４．５

総 収 益 ３３，１６０，２８６，２７７ ３２，７１７，０４０，６２５ ４４３，２４５，６５２ １．４

当 年 度 純 損 失 １３，９８６，５２７，０６５ １６，３５２，３５５，８７３ △２，３６５，８２８，８０８ △ １４．５

合 計 ４７，１４６，８１３，３４２ ４９，０６９，３９６，４９８ △△１，９２２，５８３，１５６ △△ ３．９

９３― ―



第５表 経 常 費 用

科 目 金 額
構 成 比 率 １３年 度 に

対する比率１４年 度 １３年 度

円 ％ ％ ％
人 件 費 １０，６０９，７１４，０１８ ２２．５ ２１．６ １００．１

１直 接 人 件 費 ８，１８１，２２８，００２ １７．４ １６．７ １００．１

給 料 ４，０６３，９６３，０７４ ８．６ ８．２ １０１．１

手 当 ４，１１７，２６４，９２８ ８．７ ８．５ ９９．２

２間 接 人 件 費 ２，４２８，４８６，０１６ ５．２ ４．９ １００．１

退 職 給 与 金 ５９７，１８０，７８６ １．３ １．１ １１０．１

法 定 福 利 費 １，２７５，３６６，３０６ ２．７ ２．６ ９９．０

厚 生 福 利 費 １２８，４８９，０００ ０．３ ０．３ １０２．２

賃 金 ４２７，４４９，９２４ ０．９ １．０ ９０．８

金 融 費 １８，１７４，４２０，０７６ ３８．５ ３９．０ ９５．１

企 業 債 利 息 １８，１４４，６１１，８８９ ３８．５ ３８．９ ９５．１

一 時 借 入 金 利 息 ５，０９９，２５９ ０．０ ０．０ ２８８．９

企業債手数料及び取扱費 ２０，０２２，１４８ ０．０ ０．１ ７１．３

企業債発行差金償却 ４，６８６，７８０ ０．０ ０．０ ８３．４

物 件 費 そ の 他 の 経 費 １８，３６２，６７９，２４８ ３８．９ ３９．４ ９４．９

軌 道 修 繕 費 ５７８，４０７，２５９ １．２ ０．８ １４２．５

諸構築物及び諸設備修繕費 ５７，１３３，２８４ ０．１ ０．１ １０７．３

建 物 修 繕 費 ４５１，１３９，９４０ １．０ ０．９ ９８．９

通 信 施 設 修 繕 費 ３７，３５０，１４９ ０．１ ０．１ ９６．７

電気保安設備修繕費 ７９，１５１，１０１ ０．２ ０．３ ５５．３

電 力 線 設 備 修 繕 費 １２５，４９４，９５３ ０．３ ０．３ ８４．２

変 電 所 設 備 修 繕 費 ６７，３６６，１５６ ０．１ ０．１ ９９．２

車 両 修 繕 費 ６４８，０８５，７９５ １．４ １．４ ９３．８

そ の 他 修 繕 費 ７６，５６８，９２８ ０．２ ０．１ １０８．４

修 繕 費 ２２２，０５４，６８０ ０．５ ０．４ １０３．４

固 定 資 産 除 却 費 ３４０，７９６，５９０ ０．７ ０．９ ７４．３

油 脂 糸 屑 費 ７４５，０５０ ０．０ ０．０ ８２．２

動 力 費 ７２７，３５６，５８１ １．５ １．６ ９４．８

電 力 料 ５７，７２７，３５６ ０．１ ０．１ １０７．０

９４― ―



節 別 比 率 表
（高速鉄道事業）

科 目 金 額
構 成 比 率 １３年 度 に

対する比率１４年 度 １３年 度

円 ％ ％ ％
自 動 車 燃 料 費 １，８９０，０３３ ０．０ ０．０ ９２．７

乗 車 券 ・ 帳 表 類 ９９，１１９，２５０ ０．２ ０．２ ８８．２

備 消 品 費 ３３，２５２，７４６ ０．１ ０．１ ９４．０

被 服 費 ２４，５５７，８８４ ０．１ ０．１ ６１．６

光 熱 水 費 ７２８，１７１，５２８ １．５ １．５ ９６．１

乗 車 券 販 売 手 数 料 １１，９６２，０２１ ０．０ ０．０ ９２．０

職 員 募 集 費 ８５７，９０１ ０．０ ０．０ １００．２

旅 費 １，８８９，５９２ ０．０ ０．０ １１６．９

通 信 運 搬 費 ６，６７７，７０３ ０．０ ０．０ １１２．７

印 刷 製 本 費 ５，９５３，６２２ ０．０ ０．０ ５６．５

事 故 費 ４６０，０１０ ０．０ ０．０ ４１４．３

負 担 金 ７７，１３７，８９０ ０．２ ０．１ ２２１．７

会 議 費 ８４，６４８ ０．０ ０．０ ２４９．４

報 償 費 １，１９５，７５０ ０．０ ０．０ １２８．８

委 託 料 ５１６，１６０，９４９ １．１ １．５ ７０．１

手 数 料 ３，１２３，２４５ ０．０ ０．０ １０８．４

賃 借 料 ８７，３４８，３８１ ０．２ ０．２ ９９．３

諸 謝 金 ８７３，５２４ ０．０ ０．０ ９８．４

交 際 費 １２３，２００ ０．０ ０．０ ３０．２

保 険 料 ６，０９１，６５４ ０．０ ０．０ ９４．３

自 動 車 重 量 税 ４４５，９９０ ０．０ ０．０ １１３．５

広 告 宣 伝 費 １９，９２６，１９１ ０．０ ０．０ １５３．０

雑 費 ３，５９３，４３３ ０．０ ０．０ １２９．５

有形固定資産減価償却費 １２，２３８，９９６，３９６ ２６．０ ２６．２ ９５．１

無形固定資産減価償却費 ９９７，６３０，１９８ ２．１ ２．０ １００．３

雑 支 出 ２５，７７７，６８７ ０．１ ０．１ ４７．０

合 計 ４７，１４６，８１３，３４２ １００ １００ ９６．１

９５― ―



備考 減価償却累計額 平成１４年度 １８５，０７９，３３０，２１１円
平成１３年度 １７３，２２１，５１５，６４３円

借 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率
円 ％ 円 ％ 円 ％

１固 定 資 産 ６１７，６４７，５５４，９８２ ９６．４ ５９８，０４９，０４６，１８９ ９５．５ １９，５９８，５０８，７９３ ３．３

�有 形 固 定 資 産 ５１９，４１８，０１５，０８３ ８１．１ ５２７，８８４，０５１，６５４ ８４．３ △ ８，４６６，０３６，５７１ △ １．６

土 地 ５２，４４４，１１４，６３８ ８．２ ５２，４４４，１１４，６３８ ８．４ ０ ０

建 物 ２９，３７０，１９３，９５１ ４．６ ２９，２９２，７０５，０６８ ４．７ ７７，４８８，８８３ ０．３

建 物 付 属 設 備 １６，８７４，５２３，１９７ ２．６ １７，５３５，２９４，７４３ ２．８ △ ６６０，７７１，５４６ △ ３．８

線 路 設 備 ３６８，１２９，１６７，２６９ ５７．５ ３７４，４９５，００８，４６７ ５９．８ △ ６，３６５，８４１，１９８ △ １．７

停 車 場 設 備 ９，０３３，９９２，８９６ １．４ ９，４４３，２０２，９６５ １．５ △ ４０９，２１０，０６９ △ ４．３

電 路 設 備 ２３，８５７，６７９，０３４ ３．７ ２３，６４６，１０４，９７６ ３．８ ２１１，５７４，０５８ ０．９

そ の 他 構 築 物 ７４，７４３，５７８ ０．０ ７７，４５８，３７２ ０．０ △ ２，７１４，７９４ △ ３．５

車 両 ６，６６１，４９５，３１２ １．０ ７，８２７，８４６，６４６ １．３ △ １，１６６，３５１，３３４ △ １４．９

機 械 装 置 １２，１８３，６１５，２５９ １．９ １２，２２０，０６７，２６６ ２．０ △ ３６，４５２，００７ △ ０．３

工具・器具・備品 ７８８，４８９，９４９ ０．１ ９０２，２４８，５１３ ０．１ △ １１３，７５８，５６４ △ １２．６

�無 形 固 定 資 産 ４，８７８，３５２，５９８ ０．８ ５，８７５，５７６，１０４ ０．９ △ ９９７，２２３，５０６ △ １７．０

地 上 権 ４，８７６，１２２，６９４ ０．８ ５，８７０，９９２，２５１ ０．９ △ ９９４，８６９，５５７ △ １６．９

その他無形固定資産 ２，２２９，９０４ ０．０ ４，５８３，８５３ ０．０ △ ２，３５３，９４９ △ ５１．４

�建 設 仮 勘 定 ９３，３１６，１８７，３０１ １４．６ ６４，２５４，４１８，４３１ １０．３ ２９，０６１，７６８，８７０ ４５．２

�投 資 ３５，０００，０００ ０．０ ３５，０００，０００ ０．０ ０ ０

出 資 金 ３５，０００，０００ ０．０ ３５，０００，０００ ０．０ ０ ０

２流 動 資 産 ２２，９４６，５５６，５９５ ３．６ ２７，８７８，７１９，８０４ ４．５ △△ ４，９３２，１６３，２０９ △△ １７．７

�現 金 預 金 １２，２８１，８２９，０７６ １．９ １５，５６７，４２９，８１３ ２．５ △ ３，２８５，６００，７３７ △ ２１．１

�未 収 金 ９，７３８，９５０，４６７ １．５ １１，１９８，６１７，５６２ １．８ △ １，４５９，６６７，０９５ △ １３．０

�未 収 運 賃 ３００，９９８，７２５ ０．０ ４２３，９７５，１９５ ０．１ △ １２２，９７６，４７０ △ ２９．０

�未 収 収 益 ５８５，１２１，２８０ ０．１ ６３１，７８５，０９８ ０．１ △ ４６，６６３，８１８ △ ７．４

	貯 蔵 品 ３９，１４６，０９２ ０．０ ５６，４５４，２１６ ０．０ △ １７，３０８，１２４ △ ３０．７


前 払 費 用 ５１０，９５５ ０．０ ４５７，９２０ ０．０ ５３，０３５ １１．６

３繰 延 勘 定 １２，５５１，７２０ ０．０ １２，３４０，２００ ０．０ ２１１，５２０ １．７

�企 業 債 発 行 差 金 １２，５５１，７２０ ０．０ １２，３４０，２００ ０．０ ２１１，５２０ １．７

資 産 合 計 ６４０，６０６，６６３，２９７ １００ ６２５，９４０，１０６，１９３ １００ １４，６６６，５５７，１０４ ２．３

第６表 比 較

９６― ―



貸 借 対 照 表 （高速鉄道事業）

貸 方

科 目

１４ 年 度 １３ 年 度 比較増△減

�－�

増減率
�－�
� ×１００金 額 � 構成

比率
金 額 � 構成

比率
円 ％ 円 ％ 円 ％

１固 定 負 債 １４７，１８９，２９１，４７１ ２３．０ １３７，９９６，５４０，２３１ ２２．０ ９，１９２，７５１，２４０ ６．７

�特 例 債 １６，４８７，７１４，２４０ ２．６ １７，９６７，１４２，８１１ ２．９ △ １，４７９，４２８，５７１ △ ８．２

�資本費負担緩和分企業債 １３０，７０１，５７７，２３１ ２０．４ １２０，０２９，３９７，４２０ １９．２ １０，６７２，１７９，８１１ ８．９

２流 動 負 債 ２１，３２１，８９８，１２３ ３．３ ２５，０８８，３１８，６８０ ４．０ △△ ３，７６６，４２０，５５７ △△ １５．０

�未 払 金 １５，７６８，２５１，６３７ ２．５ １７，２３６，７０２，６４３ ２．８ △ １，４６８，４５１，００６ △ ８．５

�未 払 費 用 ２，１２７，８２４，２９２ ０．３ ４，９５７，０９３，９８９ ０．８ △ ２，８２９，２６９，６９７ △ ５７．１

�預 り 金 ３８５，７２８，２６６ ０．１ ３２６，１６７，９７３ ０．１ ５９，５６０，２９３ １８．３

�前 受 金 １，７１７，７１６，５５１ ０．３ １，２５７，０９１，８５４ ０．２ ４６０，６２４，６９７ ３６．６

	前 受 収 益 １，０３９，５５９，２３３ ０．２ １，０２１，０９９，６６９ ０．２ １８，４５９，５６４ １．８


そ の 他 短 期 負 債 ２８２，８１８，１４４ ０．０ ２９０，１６２，５５２ ０．０ △ ７，３４４，４０８ △ ２．５

負 債 合 計 １６８，５１１，１８９，５９４ ２６．３ １６３，０８４，８５８，９１１ ２６．１ ５，４２６，３３０，６８３ ３．３

１資 本 金 ４８７，３５７，５７９，５１４ ７６．１ ４７７，３２４，３３７，３１５ ７６．３ １０，０３３，２４２，１９９ ２．１

�自 己 資 本 金 １４７，７０２，９０６，４３６ ２３．１ １４３，７３２，９０６，４３６ ２３．０ ３，９７０，０００，０００ ２．８

�借 入 資 本 金 ３３９，６５４，６７３，０７８ ５３．０ ３３３，５９１，４３０，８７９ ５３．３ ６，０６３，２４２，１９９ １．８

企 業 債 ３３９，６５４，６７３，０７８ ５３．０ ３３３，５９１，４３０，８７９ ５３．３ ６，０６３，２４２，１９９ １．８

２剰 余 金 △△ １５，２６２，１０５，８１１ △△２．４ △△ １４，４６９，０９０，０３３ △△２．３ △△ ７９３，０１５，７７８ ５．５

�資 本 剰 余 金 ２５５，０１６，６６２，３３７ ３９．８ ２４１，８２３，１５１，０５０ ３８．６ １３，１９３，５１１，２８７ ５．５

国 庫 補 助 金 ６８，７１４，９４１，８３２ １０．７ ６７，１０１，５４１，７６８ １０．７ １，６１３，４００，０６４ ２．４

県 補 助 金 ２，９１１，９３３，３６７ ０．５ ２，９１１，９３３，３６７ ０．５ ０ ０

他 会 計 補 助 金 １２２，４７８，０１１，３９９ １９．１ １１７，８０１，２４５，１１０ １８．８ ４，６７６，７６６，２８９ ４．０

事業施設建設受入負担金 ５２，４５７，１８１，２０５ ８．２ ４６，９３６，６７６，０２９ ７．５ ５，５２０，５０５，１７６ １１．８

事業施設受贈財産評価額 ５，３８０，２５４，９４７ ０．８ ４，４９１，８９８，５２３ ０．７ ８８８，３５６，４２４ １９．８

その他資本剰余金 ３，０７４，３３９，５８７ ０．５ ２，５７９，８５６，２５３ ０．４ ４９４，４８３，３３４ １９．２

�欠 損 金 （ △ ） △２７０，２７８，７６８，１４８ △４２．２ △２５６，２９２，２４１，０８３ △４０．９ △ １３，９８６，５２７，０６５ ５．５

当年度未処理欠損金 △２７０，２７８，７６８，１４８ △４２．２ △２５６，２９２，２４１，０８３ △４０．９ △ １３，９８６，５２７，０６５ ５．５

資 本 合 計 ４７２，０９５，４７３，７０３ ７３．７ ４６２，８５５，２４７，２８２ ７３．９ ９，２４０，２２６，４２１ ２．０

負 債 ・ 資 本 合 計 ６４０，６０６，６６３，２９７ １００ ６２５，９４０，１０６，１９３ １００ １４，６６６，５５７，１０４ ２．３

９７― ―
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